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はじめに 
第1節 本研究における検討課題 
 本論文はフランチャイズ契約締結過程におけるフランチャイザー（以下、単に「ザー」と
する。フランチャイジーについても「ジー」とする。）の情報提供義務を対象とする。わが
国においてフランチャイズ契約締結過程における情報提供義務をめぐっては、すでに夥し
い数の議論の蓄積がある。また、その内容（ザーが提供すべき情報や情報提供義務違反の法
的構成等）についても一定程度の理解が形成されてきているように思われる。それにもかか
わらず本論文でフランチャイズ契約締結過程における情報提供義務を研究の対象とするの
は、日本法の現状に疑問があるからである。その疑問は以下の各点についてである。 
まず、ザーが提供すべき情報の内容に関する点である。これはつまり情報提供義務の「内
容」に関する疑問であるが、とりわけジーの最大の関心ごとは契約締結後に店舗を経営して
獲得することができる収益を見込むものである売上予測に関する情報であり、また、契約締
結過程における紛争はかかる情報をめぐってなされること1から、ザーの情報提供義務の「内
容」として、主として売上予測に関する情報を検討の対象とする。 
次いで、情報提供義務違反による契約無効における判断要素および同義務違反の法的構
成に関する点である。この後者の点について少し補足しておくと、次節の「日本法の概要」
のところで述べるように、わが国ではザーが誤った情報を提供したような場合には保護義
務違反等に基づく損害賠償責任を認めた後に過失相殺で処理する方法が定着しているが、
大幅な過失相殺がなされることで実質的にジーが被った損害の回復につながっていないの
ではないかという疑問である。すなわち、ジーの保護という観点からみると、情報提供義務
違反があった場合に損害賠償で処理する方法は適切に機能しているのか疑問に思われるの
である。そこで、詐欺ないしは錯誤による契約の無効という構成を採ることで、ザーに原状
回復義務を生じさせ既払いの金銭をジーに返還させるという処理はできないのものか。 
そこで、次節において上記の各疑問に対応する日本法の概要を述べる中で、本研究におけ
る問題意識を示したい。 
 
第2節 日本法の概要 
第1款 ザーが提供すべき情報の内容について 
（1）小振法および同法施行規則が法定する情報について 
わが国においてザーが提供すべき情報は、中小小売商業振興法 11 条（以下、「小振法」と
する。）および同法施行規則 11 条において法定されている。 
小振法 11 条では特定連鎖化事業2に関して規定されており、フランチャイズはこれに該
                                                     
1 やや旧聞に属する資料ではあるが、経済産業省「フランチャイズに関するトラブル等の現状」（2003
年）4 頁によれば、ジーがザーを訴えた理由として、「売上・収益予測との乖離」が一番多い。 
2 特定連鎖化事業とは、①主として中小小売商業者を加盟者とする事業であること、②定型的約款による
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当する3。小振法 11 条は、特定連鎖化事業を展開するザーが提供しなければならない情報を
定め、その詳細は同法施行規則 10 条および 11 条が定める。小振法 11 条によると、加盟に
際し徴収する加盟金、保証金その他の金銭に関する事項、加盟者に対する商品の販売条件に
関する事項、使用させる商標・商号その他の表示に関する事項、契約の期間ならびに契約の
更新および解除に関する事項、これらにくわえて経済産業省令で定める事項の各情報が提
供されなければならない。さらに小振法施行規則 11 条は、直近の 3 事業年度における加盟
者の店舗の数の推移に関する事項、加盟者から定期的に徴収する金銭に関する事項につい
ても提供を求めている4。ザーが小振法 11 条に違反した場合には、同法 12 条において 11 条
                                                     
契約にもとづき行う事業であること、③当該契約に、（イ）継続的に商品を販売し、または販売をあっせ
んすること、（ロ）継続的に経営に関する指導を行うこと、（ハ）加盟者に特定の商標、商号その他の表示
を使用させること、（ニ）加盟者から加盟に際し加盟金、保証金その他の金銭の徴収を行う連鎖化事業で
ある（通商産業省中小企業庁小売商業課編『中小小売商業振興法の解説』（通商産業調査会、1992 年）
99-100 頁）。 
3 とはいえ、同法 4 条 5 項によれば、この特定連鎖化事業に該当するには、「継続的に、商品を販売し、
又は販売をあつせん」することが条件とされているため、ホテル、レンタル事業等のサービスの提供に関
するフランチャイズには同法の規定は及ばない（佐藤英一「中小小売店の近代化をめざして―中小小売商
業振興法のねらい―」時の法令 852 号 8 頁）。 
4 中小小売商業振興法施行規則 10 条によって開示すべきとされる情報の詳細は以下のとおり。 
①当該特定連鎖化事業を行う者の氏名又は名称、住所及び常時使用する従業員の数並びに法人にあつては
役員の役職名及び氏名、②当該特定連鎖化事業を行う者の資本金の額又は出資の総額及び主要株主（発行
済株式の総数又は出資の総額の百分の十以上の株式又は出資を自己又は他人の名義をもつて所有している
者をいう。）の氏名又は名称並びに他に事業を行つているときは、その種類、③当該特定連鎖化事業を行
う者が、その総株主又は総社員の議決権の過半に相当する議決権を自己又は他人の名義をもつて有してい
る者の名称及び事業の種類、④当該特定連鎖化事業を行う者の直近の三事業年度の貸借対照表及び損益計
算書又はこれらに代わる書類、⑤当該特定連鎖化事業を行う者の当該事業の開始時期、⑥直近の三事業年
度における加盟者の店舗の数の推移に関する事項、⑦直近の五事業年度において、当該特定連鎖化事業を
行う者が契約に関し、加盟者又は加盟者であつた者に対して提起した訴えの件数及び加盟者又は加盟者で
あつた者から提起された訴えの件数、⑧加盟者の店舗の営業時間並びに営業日及び定期又は不定期の休業
日、⑨当該特定連鎖化事業を行う者が、加盟者の店舗の周辺の地域において当該加盟者の店舗における小
売業と同一又はそれに類似した小売業を営む店舗を自ら営業し又は当該加盟者以外の者に営業させる旨の
規定の有無及びその内容、⑩契約の期間中又は契約の解除若しくは満了の後、他の特定連鎖化事業への加
盟禁止、類似事業への就業制限その他加盟者が営業活動を禁止又は制限される規定の有無及びその内容、
⑪契約の期間中又は契約の解除若しくは満了の後、加盟者が当該特定連鎖化事業について知り得た情報の
開示を禁止又は制限する規定の有無及びその内容、⑫加盟者から定期的に金銭を徴収するときは、当該金
銭に関する事項、⑬加盟者から定期的に売上金の全部又は一部を送金させる場合にあつてはその時期及び
方法、⑭加盟者に対する金銭の貸付け又は貸付けのあつせんを行う場合にあつては、当該貸付け又は貸付
けのあつせんに係る利率又は算定方法その他の条件、⑮加盟者との一定期間の取引より生ずる債権債務の
相殺によつて発生する残額の全部又は一部に対して利息を附する場合にあつては、当該利息に係る利率又
は算定方法その他の条件、⑯加盟者の店舗の構造又は内外装について加盟者に特別の義務を課すときは、
その内容、⑰特定連鎖化事業を行う者又は加盟者が契約に違反した場合に生じる金銭の額又は算定方法そ
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の規定に従って開示を行うようにと主務大臣が勧告を行うべき旨、および主務大臣による
勧告に従わないザーの公表を行う旨規定されている5。なお、小振法は私法上の規定ではな
く行政上の取締法規としての性質を有するものとされる6。したがって、小振法の違反がた
だちに私法上の効果を生じさせるものではない。 
以上のように、小振法および同法施行規則によってザーが提供すべき情報が法定され詳
細に定められている。それは、契約に不慣れなジーがザーから事業の内容に関し正確で十分
な情報を得て、理解・吟味した上で契約を締結できることを確保し不測の不利益を回避する
ためであるとされる7。 
 
（2）売上予測に関する情報について 
以上のように小振法で仔細に提供すべき情報が定められているものの、「進々堂事件」判
決によると、ザーは同法および同法施行規則で法定されていない情報であるジーの売上予
測に関する情報も提供しなければ、同義務を果たしたことにはならないという8。実際、ザ
ーが提供すべき情報として裁判上問題になるのはジーの最大の関心ごととされる9この売上
予測に関する情報であることから10、裁判例・学説ともに提供すべき情報に関する議論はも
っぱら売上予測に関する情報をめぐり展開される11。そして、かかる予測の提供の是非につ
                                                     
の他の義務の内容 
5 しかし、小振法には実効性を担保するための罰則規定が存在しないことから、法規制としては弱いとの
指摘がある（金井高志「フランチャイズ契約締結段階における情報開示義務―独占禁止法、中小小売商業
振興法及び『契約締結上の過失』を中心として」判タ 851 号 43 頁）。 
6 大阪地判平 8・2・19 判タ 915 号 131 頁[ローソン大阪事件]。小振法は行政上の取締法規としての性質
を有するに過ぎないから、ザーが小振法に違反したか否かを形式的に判断することにより私法上の違法性
の有無を判断すべきではないとする。 
7 佐藤英一「中小小売商業振興法とフランチャイズ・システム」NBL54 号 7 頁。 
8 京都地判平 3・10・1 判時 1413 号 102 頁。 
9 大島和夫「コンビニ契約の法的問題点（その 1）」神戸外大論叢第 51 巻第 2 号 58 頁（2000 年）では、
ザーの詐欺的勧誘を理由とする契約の取消しを検討する中で、コンビニ契約においては売上予測に関する
情報は「『経営上本質的な情報』であって、『加盟希望者の意思決定に最大の役割を果たす』要素である」
と指摘される。 
10 経済産業省商務情報政策局サービス政策課「フランチャイズ・チェーン事業経営実態調査報告書」13
頁（2008 年 3 月）によると、業種全体で 90％以上のザーが契約締結前の段階で売上予測に関する情報を
ジー候補者に提供しているという。もっとも、公正取引委員会作成の「フランチャイズ・システムに関す
る独占禁止法の考え方について」（フランチャイズ・ガイドライン）において、従来は「予想売上げ、予
想収益に関する事項」を開示が望まれる情報と定めていたところ、これが 2002 年に改訂され売上予測に
関する情報を開示が望まれる情報の対象外としたことに留意すべきである。したがって、ザーが売上予測
に関する情報を提供しなくても、フランチャイズ・ガイドラインに違反することにはならない（遠藤隆
『フランチャイズ契約の実務と理論』（日本法令、2016 年）340 頁）。 
11 売上予測の提供をめぐる裁判例および学説は非常に多いが、裁判例では進々堂事件以外では、大阪地
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いて、裁判例・学説どちらも、これを提供すべきとする見解12と提供の必要はないとする見
解13とが対立し、統一的な見解が確立されているとは言い難い。 
売上予測に関する情報以外で小振法および同法施行規則で法定されていない情報に関し
ては、裁判例においては、ザーのチェーンに過去に存在した赤字店舗の情報14、従来の契約
締結店舗数、閉店数、平均日販金額といった情報15、リロケイト物件における旧店舗の売上
実績16などが問題になっている。学説では、川越憲治弁護士がビジネス上の経験や破産歴等
                                                     
判平 7・8・25 判タ 902 号 123 頁[とうりゃんせ事件]、名古屋地判平 10・3・18 判タ 976 号 182 頁[飯蔵
事件]、東京高判平 11・10・28 判タ 1023 号 203 頁[マーティナイジング事件控訴審]、金沢地判平 14・
5・7（LEX/DB 文献番号 28072518）[デイリーヤマザキ事件Ⅱ]、福岡高判平 18・1・31 判タ 1235 号
217 頁[ポプラ事件]等がある。 
学説では、川越憲治『フランチャイズシステムの法理論』（商事法務、2001 年）275 頁以下、金井高志
『フランチャイズ契約裁判例の理論分析』（判例タイムズ社、2005 年）34 頁以下等、小塚荘一郎『フラ
ンチャイズ契約論』（有斐閣、2006 年）145-155 頁、川越憲治「フランチャイズ・システムにおける売上
と利益の予測―特に保護義務と積極的開示義務について―」白鴎法学第 13 号 73 頁（1999 年）、三島徹也
「フランチャイズ契約の締結過程における情報提供義務」法律時報 72 巻 4 号 70 頁、近藤充代「コンビ
ニ・FC 契約をめぐる判例の新たな動向」飯島紀明・島田和夫・広渡清吾編『清水誠先生古稀記念論集 市
民法学の課題と展望』（日本評論社、2000 年）537 頁、有馬奈菜「フランチャイズ契約締結過程における
情報提供義務―経験・情報量格差の考慮―（上）」一橋法学第 2 巻第 2 号 683 頁（2003 年）、木村義和
「フランチャイズシステムとフランチャイズ契約締結準備段階における売上予測（2・完）」法学研究（大
阪学院大学）第 30 巻第 1・2 号 55 頁（2004 年）、高田淳「判批」法学新報（中央大学）第 111 巻第 1・2
号 469 頁（2004 年）、半田吉信「フランチャイザーの情報提供義務」千葉大学法学論集第 20 巻第 2 号 1
頁（2005 年）、松原正至「フランチャイズ契約における売上げ・収益予測の情報提供に関する小論」広島
法学第 37 巻第 1 号 215 頁（2013 年）等がある。 
12 たとえば、判例では、千葉地判平 6・12・12 判タ 877 号 229 頁[ほっかほっか亭千葉事件]、東京地判
平 14・1・25 判タ 1138 号 141 頁[J スポット事件]、東京地判平 24・1・25（LEX/DB 文献番号
25491187）。学説では、近藤・前掲註（11）545 頁、木村・前掲註（11）67 頁。 
13 たとえば、判例では、福岡高判平 13・4・10 判時 1773 号 52 頁[神戸サンド屋事件控訴審]、金沢地判
平 14・5・7（LEX/DB 文献番号 28072518）[デイリーヤマザキ事件Ⅱ]。学説では、小塚・前掲註（11）
145-149 頁、高田・前掲註（11）478-479 頁等がある。 
14 大阪地判平 2・11・28 判時 1389 号 105 頁[大蔵フーズ事件]。事案の解決としては、赤字店舗の存在と
いった「リスクの存在を積極的に説明しなかったことが、著しく不当であるということはいえない」とし
て、ザーの不法行為責任を否定した。 
15 東京地判平 5・5・31 判時 1484 号 82 頁[サンクス事件]。事案の解決としては、これら情報は「契約締
結を慎重ならしめる効果があるかもしれないが、それ以上のものではない」とし、ザーの情報提供義務違
反を否定した。本判決以外では、横浜地判平 27・1・13 判時 2267 号７１頁がある。本判決では閉鎖店舗
の情報を提供しなかったことにつきザーの情報提供義務違反が認められた。 
16 仙台地判平 21・11・26 判タ 1339 号 113 頁。事案の解決としては、旧店舗の売上実績に関する情報は
ジーの契約締結の判断にあたり重要な情報であるとし、かかる情報を提供しなかったザーの保護義務違反
を認めた。 
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の開示、関係者の開示等の情報の提供を主張する17。近藤充代教授は、店舗の閉店数といっ
たザーにとってマイナスとなる情報であっても、ジーの契約締結の判断に重要な情報であ
れば情報提供義務に含まれるとする18。 
このような錯綜するわが国の裁判例および学説の議論状況に対しては次に述べる疑問が
生じる。それは、小振法および同法施行規則が提供すべき情報を法定しているにもかかわら
ず、「進々堂事件」判決がいうように、同法で提供すべきとはされていない情報も提供しな
ければならないとすると、具体的にいかなる情報を提供すればザーは情報提供義務を果た
したことになるのか。また、売上予測に関する情報については、かかる情報はザーが積極的
に提供すべき情報と解するべきか否かが問題となっているが、売上予測に関する情報をザ
ーが提供すべきか否か、それともジーが自ら売上予測を行うべきかという二項対立的な視
点からの考察が適切なのかという疑問もある。 
 
第2款 情報提供義務違反の判断要素および同義務違反の法的構成 
（1） 情報提供義務違反の判断要素について 
前記の「進々堂事件」判決がザーの情報提供義務違反をはじめて認めたことを皮切りに、
小振法および同法施行規則で法定されていない情報、とりわけ売上予測に関する情報につ
いて情報提供義務違反があったとし、ザーの責任を認めた裁判例19はいくつか出てきている
20。しかしながら、「進々堂事件」判決も含め、ザーの情報提供義務違反を認めたとしても、
3 割から 5 割、多いときには 8 割といった大幅な過失相殺がなされる21。この過失相殺をす
るにあたってはジーの事業経験が考慮されている22。すなわち、ザーの情報提供義務違反を
認定した後、損害の公平な分担という観点から、たとえばジーの就業経験や簿記資格の所持
                                                     
17 川越・前掲註（11）『フランチャイズ契約の法理論』269 頁。 
18 近藤・前掲註（11）545 頁。 
19 わが国の裁判例では、フランチャイズ契約は有効に成立したものの、契約締結時におけるザーの情報
提供義務違反の結果、損害を被ったとして、ジーから契約締結上の過失ないしは保護義務違反に基づく損
害賠償請求がなされるのが一般的である（ザーの情報提供義務違反を認めつつも、フランチャイズ契約は
有効に成立しているとしたものとして、たとえば名古屋地判平 10・3・18 判タ 976 号 182 頁[飯蔵事
件]）。詳しくは、加藤新太郎編『判例 Check 契約締結上の過失 改訂版』（新日本法規、2012 年）421 頁
以下[本田晃]を参照のこと。 
20 平成 20 年以降のものでは、たとえば、大津地判平 21・2・5 判時 2071 号 76 頁[シャトレーゼ事件]、
仙台地判平 21・11・26 判タ 1339 号 113 頁[コンビニ・リロケイト事件]、大阪地判平 22・5・12 判時
2090 号 50 頁がある。 
21 詳しくは、神田孝『フランチャイズ契約の実務と書式』（三協法規出版、2011 年）372 頁以下。 
22 相澤聡ほか「フランチャイズ契約関係訴訟について」判タ 1162 号 37-38 頁。 
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23、薬剤師資格の所持24といった要素を考慮し、過失相殺を行う。また、多くの裁判例は、
ジーは独立した事業者として事業に伴うリスクを自ら負うべき立場にあるから、ザーから
提供された情報を慎重に吟味すべきであったとして大幅に過失相殺をする25。 
しかし、こうした過失相殺の段階でジーの事業経験等を斟酌する判例の手法に対しても
次のような疑問がある。すなわち、本来、こうした要素は提供された情報をもとにしてジー
が契約締結の判断を行う際に大きな影響を及ぼすものである26。そのように考えると、ジー
の事業経験等の要素は過失相殺の段階ではなく契約の成立の段階、すなわち情報提供義務
違反による契約無効の肯否を判断する段階でこそ考慮されるべきではないだいのだろうか。 
 
（2） 情報提供義務違反の法的構成について 
前記のようにザーの情報提供義務で問題となる情報は売上予測に関する情報である。か
かる情報をめぐってザーの情報提供義務違反が問題となる場合とは、契約を締結して開業
したものの収益が上がらなかった場合である。 
そのような場合にはジーが契約締結過程における売上予測に関するザーの情報提供義務
違反を追及することになるが、その際、同義務違反はもっぱら保護義務違反27や不法行為28、
                                                     
23 千葉地判平 13・7・5 判時 1778 号 98 頁[ローソン千葉事件]。 
24 名古屋地判平 10・3・18 判タ 976 号 182 頁[飯蔵事件]。 
25 たとえば、千葉地判平 6・12・12 判タ 877 号 229 頁[ほっかほっか亭千葉事件]、東京高判平 11・10・
28 判タ 1023 号 203 頁[マーティナイジングドライクリーニング事件]、さいたま地判平 18・12・8 判時
1987 号 69 頁[アイ代行サポート 21 事件]。 
26 三島・前掲註（11）72 頁。 
27 フランチャイズ契約締結過程におけるザーの保護義務をはじめて容認した「イタリアントマト事件」
（東京地判平 1・11・6 判タ 732 号 249 頁）において、ザーには「相手方に不正確な知識を与えること等
により契約締結に関する判断を誤らせることのないように注意すべき」義務があると判示された（ただ
し、事案の解決としては、ザーが行った説明が保護義務違反を構成することはないとし、ジーの損害賠償
請求を棄却した）。以降、ザーが誤った情報を提供したりした場合には、契約締結上の過失ないしは保護
義務違反による損害賠償で処理するというのが裁判例の主流といえる。 
学説において保護義務構成を採るものとして、金井・前掲註（11）25 頁、金井・前掲註（5）44 頁、
川越・前掲註（11）「フランチャイズ・システムにおける売上と利益の予測―特に保護義務と積極的開示
義務について―」73 頁、渡辺博之「『フランチャイズ』契約交渉と cic 責任（二）」高千穂論叢（高千穂大
学）第 39 巻第 3 号 1 頁（2005 年）。なお、小堺堅吾『フランチャイズ契約法入門』（文化社、1976 年）
93 頁以下では、ザーの保護義務の存在をはじめて認めた後述の「イタリアントマト事件」よりもかなり
早い時期からザーが誤った情報を提供した場合に契約締結上の過失による処理を提唱している。 
28 ザーの情報提供義務違反を不法行為で処理したものとして、たとえば「サークル K 加賀黒瀬店事件」
（名古屋高判平 14・4・18 判タ 1178 号 176 頁）がある。本件では、ザーが事前に予測した日商売上予測
数値をジーに開示しなかったことは社会通念上違法であり、ジーはこの点について不法行為責任を負うと
判示されており、情報の非開示による不法行為責任の可能性が示された。本判決以外では、たとえば、浦
和地判平 5・11・30 判時 1522 号 126 頁[天商事件]、浦和地判平 7・7・20 判タ 903 号 169 頁[フローラ事
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あるいは債務不履行29に基づく損害賠償で処理される。 
ザーの情報提供義務違反が問題になった事例で錯誤・詐欺が主張されることはあるもの
の、わが国の裁判例では錯誤による無効あるいは詐欺による取消しが認められることはま
ずない30。裁判においてザーの誤った説明に対して錯誤無効が主張される場合があるが、ジ
                                                     
件]、東京地判平 11・10・27 判時 1711 号 105 頁[クィニーシステム事件]がある。 
 なお、情報提供義務と不法行為責任との関係について、近時、出資契約における説明義務違反につい
て、「当該契約を締結するか否かに関する判断に影響を及ぼすべき情報を相手方に提供しなかった場合」
には不法行為を構成すると判示した最高裁判決が登場した（最判平 23・4・22 民集 65 巻 3 号 1405 頁。
本判決に対しては数多くの評釈等が存在する。一部を挙げると、小笠原奈菜・現代消費者法 15 巻 82 頁、
久須本かおり・愛知大学法経論集 190 号 89 頁、古積健三郎・法教 400 号 143 頁、佐久間毅・金法 1928
号 40 頁、潮見佳男・金法 1953 号 75 頁、鈴木尊明・Law&Practice6 号 169 頁、平野裕之・NBL955 号
15 頁、藤田寿夫・法時 84 巻 8 号 94 頁等がある）。この判決の登場により、ジーの契約締結の意思決定に
影響を与える情報についてのザーの情報提供義務違反は不法行為とされると考えられるとの指摘がある
（加藤・前掲註（19）427 頁[本田晃]。） 
29 たとえば、裁判例では、「シャトレーゼ事件」（大津地判平 21・2・5 判時 2071 号 76 頁）が契約締結
時にジーがザーから提供された売上予測に関する情報について情報提供義務違反があったとして、債務不
履行に基づくジーの損害賠償請求を容認したが、ザーの同義務違反を債務不履行で処理する事例は少ない
といえる（本判決以外では、東京高判平 22・8・25 判時 2101 号 131 頁）。 
 対して、学説ではザーの情報提供義務違反を債務不履行責任として構成する見解が多いといえる（たと
えば、宮下修一『消費者保護と私法理論』（信山社、2006 年）447 頁以下（特に 474 頁以下）、浅木慎一
「フランチャイズ契約―基本契約の締結前および契約規範の拡張論とその商法的運用―」浜田道代ほか編
『現代企業取引法』（税務経理協会、1998 年）130 頁、大山盛義「フランチャイズ契約締結過程における
情報提供義務」沖縄法學（沖縄国際大学）179 頁（2005 年）、半田・前掲註（11）11 頁、高田淳「フラン
チャイズ契約の特質‐フランチャイジーの投資賠償請求を素材として‐」好美清光先生古稀記念祝賀『現
代契約法の展開』391 頁以下（経済法令研究会、2000 年））。債務不履行構成を採る円谷峻教授は、契約
の成立の前後で債務不履行責任と契約締結上の過失責任とに峻別することは妥当ではないとする。そし
て、フランチャイズ契約締結過程でザーがジーに対して行う説明は同契約の債務そのものと考えるのが同
契約の基本的な性質からして適切であるとし、ザーの情報提供義務違反は債務不履行責任として処理すべ
きとする（円谷峻『契約の成立と責任』（一粒社、1991 年）235 頁、同『新・契約の成立と責任』（成文
堂、2004 年）267 頁においても円谷教授は見解を維持されている。）。 
30 錯誤無効・詐欺取消しの双方が主張され、双方ともに否定されたものとして、たとえば、京都地判平
5・3・30 判タ 827 号 233 頁[教導塾京都事件]、水戸地判平 7・2・21 判タ 876 号 217 頁[教導塾水戸事
件]（ただし、ザーの勧誘行為は不法行為を構成するとした。）、東京地判平 5・11・29 判タ 874 号 212 頁
[クレーハウス・ユニ事件]（ただし、ザーの保護義務違反による損害賠償請求は容認。）、名古屋地判平
13・5・18 判時 1774 号 108 頁[サークル K 事件]（ただし、ザーの情報提供義務違反に基づく損害賠償請
求は容認。控訴審（名古屋高判平 14・4・18 判タ 1178 号 176 頁）も原審を支持。）、千葉地判平 13・7・
5 判時 1778 号 98 頁[ローソン千葉事件]（ただし、ザーはできるだけ正確な知識や情報を提供すべき信義
則上の義務に違反していたとしてジーの損害賠償請求を容認。）、名古屋地判平 13・9・11 LEX/DB 文献
番号 28071164（ただし、ザーの情報提供義務違反に基づく損害賠償請求は容認。）、名古屋高判平 14・
5・23 判タ 1121 号 170 頁、千葉地判平 19・8・30 判タ 1283 号 141 頁[オクトパス事件]（ただし、ザー
の保護義務違反に基づく損害賠償請求は容認。）、東京地判平 25・3・15 LEX/DB 文献番号 25511713（た
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ーの意思表示に要素の錯誤があったとは認められないなどとしてにべなく否定されるのが
一般的である31。また、詐欺が主張されることがあっても契約の拘束力からの解放の手段と
してではなく、不法行為に基づく損害賠償請求の根拠として主張されることが多いが、そう
した詐欺的行為による不法行為責任であれば少なからず認められている32。 
したがって、わが国では、裁判上、錯誤や詐欺が主張される場合は散見されるものの、フ
ランチャイズ契約締結過程において情報提供義務違反があった場合に、錯誤・詐欺による契
約の無効で処理すべきとの見解は見当たらないのが現状といえる33。 
確かに、オール・オア・ナッシングの解決になる契約の無効（取消し）による処理よりも、
損害賠償請求を認めつつジーの落ち度を過失相殺で斟酌して解決するという柔軟な手法は
否定されるべきではない。そして、そのような、いわば入り口（情報提供義務違反の肯否の
判断）を広くして、出口で締める（過失相殺でバランスを図る）という方法を採るからこそ、
裁判所はザーの情報提供義務違反を認めやすいとも考えることができ、このことがジーの
保護に繋がっていることも事実である34。したがって、損害賠償による処理という方法それ
自体は否定されるべきではない。 
                                                     
だし、ザーの信義則上の義務違反による損害賠償請求を容認）がある。 
錯誤無効、詐欺取消しのいずれかが主張されたものの否定されたものとして、たとえば、大阪地判昭
61・9・29 判タ 622 号 116 頁[ドクターリフォーム事件]（詐欺否定）、浦和地判平 5・11・30 判タ 873 号
183 頁[天商事件]（詐欺否定）、東京地判平 14・1・24 LEX/DB 文献番号 28140008（詐欺否定）、名古屋
地判平 14・3・1 LEX/DB 文献番号 28070948（詐欺否定）、金沢地判平 15・4・28 判時 1931 号 58 頁
（錯誤否定。ただし、情報提供義務違反による損害賠償請求は認容）、那覇地判平 17・3・24 判タ 1195
号 143 頁[ホットスパー事件]（錯誤否定）、東京地判平 25・2・18 LEX/DB 文献番号 25511124 がある。 
31 たとえば、千葉地判平 13・7・5 判時 1778 号 98 頁[ローソン千葉事件]。 
32 たとえば、水戸地判平 7・2・21 判タ 876 号 217 頁[教導塾水戸事件]では、ザーは「加盟塾を事前の説
明どおりに運営していくだけの意思も能力もないのに、その能力があるかのように偽って加盟希望者を錯
誤に陥れ、塾加盟契約を締結させた」違法な勧誘行為をしたとして詐欺による不法行為を構成するとし
た。この教導塾による事件では、上記の水戸事件や京都事件以外にも、福岡地判平 6・2・18 判時 1525
号 128 頁[教導塾福岡事件]でも、契約締結時にザーに詐欺的行為があったとされている。教導塾事件以外
では、フランチャイズの形式で「ピロビタン」という乳酸菌飲料の販売を目的とする契約の締結段階での
勧誘行為が詐欺に該当するとされた一連の判決がある。たとえば、大阪地判昭 53・2・23 判タ 363 号 248
頁[ピロビタン事件Ⅱ]では、勧誘行為が詐欺行為であるとして不法行為責任が認めている。 
33 もちろん、周知のように、情報提供義務一般について、詐欺・錯誤の拡張による契約の効力否定を主
張する見解はある。この点については、後藤巻則「情報提供義務」内田貴・大村敦志編『ジュリスト増刊 
民法の争点』218 頁（有斐閣、2007 年）および、同「錯誤・詐欺と情報提供義務とをどのように関連づ
けて規定すべきか」椿寿夫ほか編「法律時報増刊 民法改正を考える」69 頁（日本評論社、2008 年）の
議論状況の整理を参照されたい。 
34 裁判所としては、保護義務違反等に基づく損害賠償を認めて、過失相殺で割合的解決をするほうが、
オール・オア・ナッシングの解決になる詐欺や錯誤による無効よりも使いやすいという側面を指摘するも
のとして、木村義和「批判」法律時報 72 巻 2 号 88 頁がある。 
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しかし、思うに、先述したような大幅な過失相殺がなされると、ジーは「スズメの涙」程
度の賠償しか獲得することができず、したがってジーの保護・救済にならないのではないか
という疑問がある。つまり、ザーの情報提供義務違反を損害賠償によって処理した場合と契
約の無効で処理した場合とで、ジーが得られる金銭的回復に著しい径庭が存在することへ
の疑問である。また、契約締結段階におけるザーの勧誘行為を違法と認定しておきながら、
その違法な勧誘行為に基づき成立した契約は有効とすることも解せないところである35。そ
こで、こうした過失相殺がなされない方法によるジーの保護、すなわち、詐欺ないしは錯誤
による契約の無効による処理という方法を用いることはできないだろうか。 
 
第3節 フランス法を検討する意義 
 以上のような問題意識に対して、ここで、わが国と同じくザーの情報提供義務違反が問題
となるフランス法に目を転じてみると、わが国の解釈論にとって非常に示唆的な議論が展
開されている。以下、本論文における問題意識に応じてフランス法を比較法の対象とする意
義について述べる。 
 
第１款 ザーが提供すべき情報の内容について 
第 1 部で詳細は述べるが、フランスでは、ザーが提供すべき情報は 1989 年 12 月 31 日の
法律36（通称「ドゥバン法」。現商法典 L.330-3 条がこれにあたる。以下「L.330-3 条」とす
る。以下では参照した文献等に応じて「ドゥバン法」と表記することがあるが、L.330-3 条
と同じものを指すことを断っておく。）および同法を承けてザーが提供すべき具体的な情報
を列挙する 1991 年 4 月 4 日のデクレ37（現商法典 R.330-1 条。以下では「R.330-1 条」と
する。）が規定している。なお、詳細は第 2 部第 2 章第 2 節において述べるが、これらにお
                                                     
35 これはいわゆる「評価矛盾」の問題である。取引的不法行為構成に対する法律行為法との評価矛盾に
関する点については、たとえば、松岡久和「原状回復法と損害賠償法」ジュリ 1085 号 87 頁、道垣内弘
人「取引的不法行為-評価矛盾との批判のある一つの局面に限定して」ジュリ 1094 号 137 頁等において詳
細な議論がなされている。また、山本敬三『契約法の現代化Ⅰ‐契約規範の現代化』（商事法務、2016
年）70 頁以下の叙述も参照。 
36 Loi no 89-1008 du 31 décembre 1989 relative au développement des entreprises commerciales et 
artisanales et à l'amélioration de leur environnement économique, juridique et social, J.O. 2 janv. 1990, p.9.
「ドゥバン法」というのは同法制定当時の商務大臣のフランソワ・ドゥバン（François Doubin）氏の名
前にちなんだ通称で、正式名称は、「商業者および手工業者の発展ならびにそれらの経済的・法的および
社会的環境の改善に関する 1989 年 12 月 31 日の法律第 1008 号」という。その後、同法は商法典の立法
化に関する 2000 年 9 月 18 日のオルドナンス第 912 号（J.O. 21 sept. 2000, p.14783）によって商法典に
編入され、現在に至っている。 
37 Décret no 91-337 du 4 avril 1991 concernant l’application de l’article 1er de la loi no 89-1008 du 31 
décembre 1989 relative au développement des entreprises commerciales et artisanales et à l'amélioration de 
leur environnement économique, juridique et social, J.O 6 avril. 1991, p.4644. 
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いて売上予測に関する情報38はザーの情報提供義務に含まれないものと解されている。 
法令等によって提供が義務付けられていない売上予測に関する情報がもっぱら議論とな
るわが国と異なり、フランスでは R.330-1 条が定める情報についてのザーの情報提供義務
違反が問題になることが多い。R.330-1 条で法定された情報も現在および過去の客観的事柄
に関する情報以外に、市場の発展予測といった将来の事柄も提供すべきとされており、法定
された情報の内容もわが国と異なる。そして、先述のとおり R.330-1 条において売上予測に
関する情報は提供すべき情報とはされていないため、フランスでもわが国と同じくかかる
情報の提供の是非についても議論されている。 
このように、フランスは売上予測に関する情報の提供の必要性に議論が集中しがちなわ
が国と異なり、法定された情報も含めて幅広く情報の内容について議論がなされていると
いえる。また、売上予測に関する情報の提供に関しては、ジーの事業経験に応じて判断すべ
きという興味深い議論がみられる。よって、こうしたフランス法の議論状況を参考にするこ
とは、ザーの情報提供義務の具体的な内容とは何かを考えるにあたり非常に示唆的である
といえる。 
 
第２款 情報提供義務違反による契約無効の判断要素および同義務違反の法的構成 
（1） 情報提供義務違反の判断要素について 
くわえて、フランスでは L.330-3 条 1 項において、ジーが「契約内容をよく知った上で
（en connaissaince de cause）」契約できるような情報の提供をザーに義務付けている。そこ
で、何をもって「契約内容をよく知った上で」契約を締結したことになるのかといった観点
からザーの情報提供義務が議論されている。そして、ザーの情報提供義務違反が問題になっ
た際には、提供された情報の誠実性・適切性やジーの事業経験、情報の提供から契約への署
名までの期間等の判断要素を斟酌して、ジーが契約内容をよく知って契約をできていなか
ったとされれば、契約は無効とされる。そのため、上記のような要素を考慮した結果、情報
提供義務が果たされていないものの、ジーは「契約内容をよく知った上で」契約をできてい
たとして、契約の無効の主張が認められない場合が出てくるのである。 
こうしたフランス法におけるザーの情報提供義務違反の処理の仕方は詐欺や錯誤といっ
た合意の瑕疵（vice du consentement）理論39を基礎とするものであることから、わが国の
                                                     
38 以下、フランスにおける議論の文脈で出てくる、「売上予測に関する情報」とは、compte 
d’exploitation prévisionnel, prévision chiffrée des résultats, prévisionnel, bilan prévisionnel, rentabilité 
économique 等の用語の総称として用いることを断っておく。 
39 フランス民法典 1109 条は合意の瑕疵として、錯誤、強迫、詐欺を挙げる。また、1118 条において特
定の契約または特定の人について、レジオン（lésion）も合意の瑕疵となり得ることを定めている。詳し
くは、山口俊夫『フランス債権法』（東京大学出版会、1986 年）27 頁以下。 
 フランスの情報提供義務と合意の瑕疵との関係性について論じる邦語文献は多いが、たとえば、後藤巻
則『消費者契約の法理論』（弘文堂、2002 年）2 頁以下、山城一真『契約締結過程における正当な信頼 契
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それと異なっており興味深いといえる。 
 
（2） 情報提供義務違反の法的構成について 
前記のように、わが国ではザーの情報提供義務違反を詐欺で処理するものはほとんどな
い。その理由は、詐欺が成立するにはいわゆる「二段の故意」が必要とされているが、ジー
によるその立証が困難であることから詐欺は使いにくいこと、および保護義務違反であれ
ば詐欺と異なりザーの故意による場合のみならず過失による場合も認められること、とい
う各点に求められよう40。錯誤については、動機の錯誤による無効は原則として認められず、
法律行為の要素に錯誤がなければならないことから、フランチャイズ契約において実際に
使用するのは難しいとの指摘がある41。 
このように、詐欺や錯誤は成立要件が厳格にすぎるというデメリットがあるために、詐欺
よりも簡便なジーの救済方法として、「イタリアントマト事件」判決で示された保護義務違
反による救済が主流になっているのであろう42。また、先述したように、保護義務違反等に
基づく損害賠償を認めて過失相殺で割合的解決をするほうが、裁判所としてもオールオア
ナッシングの解決になる合意の瑕疵による無効よりも使いやすいという側面があるものと
思われる。 
しかしながら、フランスでは、わが国と同じくザーの情報提供義務違反が問題になってい
るにもかかわらず、ジーの保護として詐欺や錯誤といった合意の瑕疵による契約の無効と
いう処理が定着していると評価できること43を考えると、詐欺や錯誤はジーの保護のために
                                                     
約形成論の研究』（有斐閣、2014 年）、同「沈黙による詐欺と情報提供義務‐フランス法の展開を題材に
して‐（1）（2・完）」早稲田法学 91 巻 4 号 33 頁、92 巻 1 号 119 頁（2016 年）、柳本祐加子「フランス
における情報提供義務に関する議論について」早稲田大学法研論集第 49 号 161 頁（1989 年）、森田宏樹
「『合意の瑕疵』の構造とその拡張理論（1）（2）（3・完）」NBL482 号 22 頁、483 号 56 頁、484 号 56 頁
（1991 年）、横山美夏「契約締結過程における情報提供義務」ジュリ 1094 号 128 頁（1994 年）、馬場圭
太「フランスにおける情報提供義務理論の生成と展開（1）（2・完）」早稲田法学 73 巻 2 号（1997 年）、
74 巻 1 号（1998 年）、山下純司「情報の収集と錯誤の利用‐契約締結過程における法律行為法の存在意
義‐（1）（2）」法学協会雑誌 119 巻 5 号 779 頁（2002 年）、123 巻 1 号 1 頁（2006 年）等がある。 
40 以上の点を指摘するものとして、金井・前掲註（11）33 頁。 
41 川越憲治『最新 販売店契約ガイドブック』（ビジネス社、1990 年）42 頁。 
42 川越憲治『〔新版〕フランチャイズ・システムの判例分析』（商事法務、2000 年）43 頁。 
43 ただし、本論文では詳しく触れないが、フランス法においては合意の瑕疵による無効が主ではあるも
のの、日本法と同じくザーの情報提供義務違反があった場合には民法典 1382 条の不法行為責任に基づく
損害賠償（dommages-intérêts）で処理されることもある（C. Grimald i et al., Droit de la franchise, Litec, 
2011, no 155, p.126.）。 
 なお、本文で述べたようにフランス法においてはザーの情報提供義務違反に対して民法典上の合意の瑕
疵に関する規定がもっぱら用いられ、契約締結上の過失が用いられることはない。フランスにおいてイェ
ーリングの提唱した契約締結上の過失が紹介されたものの、契約締結上の過失として括られる問題は不法
行為責任で十分に対応できるとして、支持を得られず立ち消えになっていく過程を詳述した邦語論文とし
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本当に機能しにくい制度なのだろうかとの疑問がある。また、ザーの情報提供義務の目的は
ジーが契約締結の判断をするのに必要な情報をザーに提供させることにある44。これは、つ
まり、ザーに必要な情報を提供させることで、ジーが契約内容をきちんと理解して（つまり、
ジーの合意に瑕疵が生じることなく）契約できるようにするための義務が情報提供義務で
あるといえる。情報提供義務の目的をこのように考えると、ザーの同義務違反があった場合
には、ジーは契約内容について正確な理解に至らぬまま意思決定したことになる。そうした
場合に、ジーの保護を図る手段として、保護義務違反等による損害賠償請求のみならず、こ
れにくわえて合意の瑕疵による契約の無効も活用できないだろうか。 
こうした理由から、誤った情報の提供あるいは情報の不提供があった場合に契約無効を
主張する根拠としての詐欺・錯誤の活用可能性を模索するにあたり、合意の瑕疵が用いられ
ているフランス法は日本法の状況と比較して非常に興味深く、これを検討することは示唆
的と考えた。また、とりわけ、近時、破毀院商事部 2011 年 10 月 4 日判決45（以下、「2011
年判決」とする。）において、ザーが誤った売上予測に関する情報を提供した場合には収益
に関する錯誤（erreur sur la rentabilité）が本質的性質に関する錯誤を構成し得るとした興
味深い判決が出されており、本判決はジーの保護のために錯誤の活用可能性を見出す端緒
となる可能性を秘めていると考えている。 
以上が本論文において比較法の対象としてフランス法を用いる理由である。 
 
第4節 本論文の構成 
 以上で述べた問題意識に基づきフランス法を考察する本論文の構成は次のとおりである。 
 まず第 1 部において、本論文における検討対象であるフランチャイズ契約締結における
情報提供義務に関連する範囲でフランスにおけるフランチャイズ契約について概観する46。
                                                     
て、平野裕之「フランスにおける『契約締結上の過失』理論素描―わが国の議論へのプロローグ―」法律
論叢（明治大学）61 巻 4・5 号合併号 663 頁（1989 年）がある。また、武川幸嗣「『契約締結上の過失』
責任における『合意』と『損害』の意義」滝沢昌彦ほか編『民事責任の法理 円谷峻先生古稀祝賀論文
集』（成文堂、2015 年）99 頁以下をも参照。 
44 三島・前掲註（11）72 頁。 
45 Cass. com., 4 oct. 2011, Juris-Data no 021604. 
46 フランスのフランチャイズ契約における情報提供義務について論じた先行研究として、力丸祥子「フ
ランチャイズ契約締結以前におけるザーの情報提供義務―フランスの対応を手がかりに―」法学新報（中
央大学）102 巻 9 号 1 頁（1996 年）がある。力丸准教授は同論文以外でも、同「フランスにおける『共
同の利益を有する委任契約の理論』とその展開（二・完）」同第 101 巻第 8 号 107 頁（1995 年）とりわ
け 153 頁以降において、「共同の利益を有する委任契約」という観点からフランチャイズ契約を取り上げ
て検討を加えている。同論文以降、フランスのフランチャイズ契約に言及した邦語論文としては、小塚荘
一郎「フランチャイズ契約論（4）」法学協会雑誌第 114 巻第 9 号 1014-1024 頁（1997 年）、小塚・前
掲註（11）とりわけ 80‐81 頁、小林和子「契約法における理由開示義務（1）（2）」一橋法学第 4 巻第
2 号 499 頁（2005 年）、同第 3 号 1009 頁（2005 年）、湯川益英『契約規範と契約の動機』（成文堂、
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フランスにおけるフランチャイズ契約の生成と展開の軌跡を追い、なぜフランスにおいて
ザーの情報提供義務を規定する現商法典 L.330-3 条が制定されたのかについて述べる。そ
して、L.330-3 条の適用条件等、同条にまつわる基本的議論を紹介すると同時に、第 2 部以
降のザーの情報提供義務に関する議論の概略も併せて示すことで、この第 1 部を第 2 部以
降のザーの同義務に関する議論の緒論部分と位置付けている。 
 第 2 部においては、ザーの情報提供義務の具体的内容および同義務違反による契約無効
の肯否を判断する際に考慮される諸要素につき、学説および判例を検討する。前者のザーの
情報提供義務の具体的内容については、とりわけ日仏ともに問題となっている売上予測に
関する情報の提供についての議論を主として検討することにする。この第 2 部における考
察を通じて、合意の瑕疵に基づき契約を無効にする際の判断要素を抽出したい。 
 そして第 3 部では、ザーの情報提供義務違反と合意の瑕疵との関連性につき考察をくわ
える。合意の瑕疵には詐欺と錯誤があるが、第 3 部では主に詐欺を中心に考察を行う。とい
うのは、フランスにおいてはザーの情報提供義務違反はもっぱら詐欺によって処理されて
いるからである。また、併せて、第 4 部への足掛かりとして、先述した収益に関する錯誤に
基づき契約を無効にした 2011 年判決にまつわる議論を整理しておく。第 3 部の考察を通じ
て、ザーの情報提供義務違反があった場合における合意の瑕疵（とりわけ詐欺）の活用可能
性につき検討を行う。 
 続く第 4 部では、2011 年判決を素材にして、フランチャイズ契約における収益に関する
錯誤の考察を行う。この 2011 年判決では、ザーが L.330-3 条の定める情報提供義務に違反
していなくとも、誤った売上予測に関する情報が提供された場合には収益に関する錯誤を
理由にジーは契約の無効を主張することができると判示された。したがって、ザーの情報提
供義務違反とは無関係にジーは錯誤無効の主張をすることができるということになるが、
そうした収益に関する錯誤についての議論は、ジーを保護する手段として、わが国における
錯誤の活用可能性を考えるにあたり示唆に富むものと思われる。そこで、第 4 部では 2011
年判決の考察を中心に行うことにしたい。 
 そして、最後に「おわりに」において、以上までのフランス法の考察から得られた示唆を
もとに、若干の日本法の考察を行うと同時に、今後の研究の方向性を示す。 
 なお、周知のように、2016 年 2 月 10 日の債務法改正に関するオルドナンス47を経て、新
債務法が施行されたことで条文の配置が旧法と異なることになった。しかし、本論文では新
債務法以前の議論を中心に取り上げることから、条文数の表記については旧法の条文数に
従って表記することをあらかじめ断っておきたい。 
 
                                                     
2011 年）がある。L.330-3 条が制定される以前のフランスのフランチャイズ法制を紹介したものとして、
オリビエ・ガスト（川越憲治訳）「フランスのフランチャイズ法制」NBL302 号 25 頁がある。 
47 2016 年 2 月 10 日の債務法改正に関するオルドナンスが出されるまでの経緯については、中田裕康
「2016 年フランス民法（債権法）改正」日仏法学第 29 号 97 頁（2017 年）が詳しい。 
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第1部 フランチャイズの変遷と商法典 L.330-3 条 
序論 
フランスにおいてフランチャイズによる事業が盛んになったのは、これがアメリカ48から
伝わった 1970 年以降とされる。黎明期である当時においては、フランチャイズ契約を規律
する立法は存在せず、それゆえか、詐欺的・悪質なザーの登場が問題となっていた。また、
フランチャイズ契約ではないが、特約店契約においてディーラーの特約店に対する情報提
供義務が否定されたことも影響し、契約締結過程における同義務を規定する現商法典
L.330-3 条が制定された49。 
後述するように、その L.330-3 条は 1 項において「他者に対し、その他者の事業活動のた
めに独占的または準独占的な（quasi-exclusivité）契約をすることを要求し、商号、商標もし
くは標識（enseigne）を他者に使用させるあらゆる者は、二当事者間に共通の利益（intérêt 
commun）において締結されるあらゆる契約の締結に先立ち、その他者が事情をよく知った
上で（en connaissance de cause）契約上の義務を負えるような誠実な情報（information 
sincères）が記載された文書を提供しなければならない。」と規定する。それでは、以上の文
言に従って L.330-3 条が適用される契約としてフランチャイズ契約は含まれるのだろうか。
また、フランチャイズ契約に L.330-3 条の適用があるとして、ザーが同条に違反した場合に
はどのような民事上の効果が生じるのであろうか。そして、しばしば紛争のもととなる売上
予測に関する情報は L.330-3 条において提供すべき情報とされているのであろうか。 
 そこで、ここでは、本研究の検討課題であるザーの契約締結過程における情報提供義務の
考察の前提作業として、かかる検討課題に関係する範囲でフランスにおけるフランチャイ
ズ契約の変遷および L.330-3 条に関する議論を整理しておく。 
 
第1章 フランチャイズの変遷 
第1節 はじめに 
本章では 1970 年以降のフランスにおけるフランチャイズ50の展開・発展の軌跡を取り上
                                                     
48 アメリカにおいて最初に現在のフランチャイズの原型を用いて販売組織の拡大を行ったのが、1850 年
代の刈取り機のマコーミック社とミシンのシンガー社であるとされる。19 世紀の終わり頃から自動車産
業が勃興し、その中でも GM（ゼネラル・モーターズ）が、フリーのセールスマンに同社の自動車販売権
を与え、ディーラーのフランチャイズ・システムを確立した。その後、この GM の成功を皮切りに、自
動車産業以外でもフランチャイズ・システムを採用し、流通産業を中心にフランチャイズ・システムは発
展していった。詳しくはトーマス・S・ディッキー著（河野昭三・小嶌正稔訳）『フランチャイジング‐米
国における発展過程‐』（まほろば書房、2002 年）26 頁以下を参照。 
49 もっとも、現在においても、フランチャイズ契約全般を規律する立法は存在していない（F.-L. Simon, 
Théorie et Pratique du droit de la Franchise, Jory éditions, 2009, no 12, p.8.）。よって、フランチャイズは
商法典をはじめ、民法典、刑法典等、様々な法令によって規律されているにとどまる。 
50 そもそも franchise という言葉はフランス語に由来するとされる。その言葉には、中世の封建的制度下
での商業活動において、領主がある都市のために自身の権利の一部を放棄するかたちで商業者を隷属から
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げる。その際、本章での紹介の対象を 1970 年以降に絞ったのは、同年以前にもフランチャ
イズ類似（proche de la franchise）の事業形態が存在していたたものの51、同年にアメリカ
からフランチャイズが上陸し52、以降急速に普及・展開をしていったからである。 
 
第2節 フランチャイズの上陸と展開・発展 
第1款 フランチャイズの上陸と展開 
フランスにおいてフランチャイズが本格的な発展を遂げるのは、アメリカからフランチ
ャイズが導入された 1970 年代以降のことである53。その翌年にあたる 1971 年にフランス・
フランチャイズ協会（Fédération Française de la Franchise：略称 FFF）が設立される。同協
会は 1972 年に FFF フランチャイズ倫理綱領（Code de Déontologie de la Franchise）を作
成する54。同綱領は、フランチャイズの定義、フランチャイズの基本原理、ジーの募集の際
の広告・情報の開示、ジーの選定等について規定しており、FFF に加盟しているザーは同綱
領を遵守する義務を負う。もっとも、あくまでもこれは倫理綱領であるため、FFF に加盟し
ていないザーは同綱領に従う義務はなく55、FFF に加盟するザーに対しても法的な拘束力は
存在しない56。 
フランスにおいてフランチャイズが劇的な発展を遂げたのは 1980 年代といわれているが
                                                     
解放し、彼らに特権や自由の付与を行うという意味があったとされる（Ph. Bessis, LE CONTRAT DE 
FRANCHISAGE, L.G.D.J, 1990, no 4, p.9.）。そして、そうした意味におけるフランチャイズはすでに
1232 年にシャンベリにおいて行われていたという（M. Kahn, Franchise et Partenariat, DUNOD, 2014, 6e 
édition, p.4.）。この時代における「フランチャイズ」の手法とは、商取引上のメリットとして、その都市
で商取引を行うにあたりかかる税金を免除するという事業形態（franchise d'impôt）のものであった（フ
ランス・フランチャイズ協会（FFF）のホームページ参照〔http://www.franchise-
fff.com/franchise/histoire-et-evolution〕（2017 年 11 月 24 日最終閲覧））。 
51 1928 年頃、靴下をはじめとした衣料品の製造・販売を行う Pingouin Stemm 社が登場する。1930 年頃
にはハンドクリーム等の美容品の製造・販売を行う Coryse Salomé 社が事業を開始する。1950 年にはソ
ファーやテーブルなどの家具の製造・販売業者である Roche-bobois 社、ウエディングドレスをはじめと
した婚礼品を製造・販売する Pronuptia 社が 1958 年に開業する（Ph. Bessis, supra note 50, no 5, p.9.）。 
52 フランスにおいて本格的に現在のようにフランチャイズが展開されるようになるのは、今から 40 年ほ
ど前に実業家によってアメリカからフランチャイズが導入されたことに始まり、これがフランチャイズの
誕生とされる（Ph. le Tourneau, LES CONTRATS DE FRANCHISAGE, Litec, 2e édition, 2007, no 1 
p.1.）。 
53 Ph. Bessis, supra note 50, no 6, p.10. 
54 FFF が作成したこの倫理綱領は、ヨーロッパ・フランチャイズ連盟（European Franchise Federation:
略称 EFF、1972 年設立）作成の「ヨーロッパ・フランチャイズ倫理綱領」に影響を与えたとされる
（Ibid.）。なお、FFF は現在、EFF の倫理綱領を使用している。 
55 O. Bueno Díaz, Franchising in European Contract Law, european law publishers, 2008, p.35. 
56 O. Gast, Le droit de la franchise aujourd’hui, Cah. dr. entr. 1981-4, p.24. 
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57、その兆しは 1970 年代にすでにみられていた。実際に、FFF による統計によると、1971
年には 34 社に過ぎなかったザーの数が、6 年後の 1977 年には 108 社に増加している58。以
降もザーの数は増加し、1989 年には 675 社に達する59。 
 
第2款 法規制の必要性―「ドゥバン法」制定の経緯・背景 
上記のように、フランス国内でフランチャイズの急速な展開が進んだものの、当時はフラ
ンチャイズを規律する立法が皆無の状態であった60。法整備がなされていない状況下での急
激かつ性急な拡大は非良心的なザーの登場を招き、ジーとの紛争が報告されるようになっ
ていく61。それに伴いそうしたチェーンに加盟したジーの相次ぐ経営の破綻がみられるよう
になった。こうした状況を受け、フランチャイズ契約に対する法整備が必要か否かの議論が
巻き起こっていく62。先述した紛争の増加もあり、当局も紛争の予防を目的とする法律の制
定に向けて動き出した63。とりわけ、1985 年に“Letter Station”と呼ばれる詐欺まがいのフラ
ンチャイズを展開する企業が登場し、詐欺的手法でフランチャイズへの加盟を募った例で
は約 60 人が詐欺の被害に遭ったという64。このようなチェーンの破綻や詐欺の事例が確認
されていくにつれ、フランチャイズをはじめとした流通契約（contrats de distribution）に
対する立法による介入が必要とされていったという65。 
さらに、たとえば自動車の特約店契約の事例であるが、破毀院商事部 1986 年 2 月 25 日
判決66（「Turco 事件」）および破毀院商事部 1987 年 2 月 10 日判決67（「Couturier 事件」）
において、自動車のディーラーは当該事業の専門家であるから、情報収集義務（obligation 
de se renseigner）を負うとされた。このように、判例は当初、販売店（distributeur）の事業
者としての資格を考慮して、情報提供義務を認めることに否定的な態度を示していた68。こ
                                                     
57 Ph. le Tourneau et M. Zoïa, FRANCHISAGE.-Variétés du franchisage.-indépendance et domination 
dans le franchisage.-Droit de la concurrence et franchisage, JCI, Fasc.1045, 2016, no 20. 
58 FFF が 2012 年に発表した資料「La franchise en chiffres」を参照。 
59 M. Kahn, supra note 50, p.6. 
60 Ph. Bessis, supra note 50, no 6, p.11. 
61 Franchise: le silence de la loi, L’USINE NOUVELLE , 21 Sep. 1989, no 2235. 
62 O. Bueno Díaz, supra note 55, p.33. 
63 L’USINE NOUVELLE ,supra note 61, no 2235. この記事によると、FFF は、こうした法の不備の状況
下で検討されていたドゥバン法の制定への支持を表明していたという。 
64 F.-L. Simon, supra note 49, no 127, p.76. 
65 S. Lebreton, L’exclusivité contractuelle et les comportements opportunistes, Litec, 2002, no 122, p.177. 
66 Cass.com. 25 fév. 1986, Bull.Civ. Ⅳ, no 33. p.28. 
67 Cass.com.10 fév. 1987, Bull.Civ.Ⅳ,no 41. p.31. 
68 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, Traité des contrats Les contrats de la distribution, L.G.D.J, 1999, 
no 30, p.16. 
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うした状況も法整備に影響を与えたという69。そこで制定されたのが、1989 年 12 月 31 日
の法律第 1008 号、通称「ドゥバン法」（現商法典 L.330-3 条）である70。 
以上、要するに、フランチャイズの黎明期にあたる 1970 年代から 80 年代には、フラン
チャイズ契約締結過程に対する立法の介入は結局みられなかった。とはいえ、この点につい
ては、当時から一部においてフランチャイズを規律する法制度を設けるべきとする立場が
あった。しかし、フランチャイズに関する争いを解決するには民法典や商事慣習（usages 
commerciaux）があれば十分である等の理由でフランチャイズを特別な法制度に服せしめる
ことは無益であるとの反対論71や、発展著しい事業形態であるフランチャイズに対し厳格な
法的枠組みを設けると事業の発展・成長を阻害するとの見解が政府をはじめ学説上も根強
かったのが、フランチャイズに固有の法制度が存在しない一因であるとの指摘がある72。 
 
第3節 「ドゥバン法」制定以降―一時的な減少期から増加・成熟期へ 
ドゥバン法制定の効果からか73、1990 年以降はザーに対するジーからの訴訟が続発し、
ザーの破産が相次いだ74。その結果、1989 年に 675 社を数えたザーの数は 1992 年に 430 社
に減り、翌年の 1993 年には 400 社にまで減少している75。 
しかし、ザーの数の減少は 1993 年までで止まり、1994 年以降は再び増加に転じる。ザー
の数は 1994 年にはすでに前年よりも 50 社増加し、その後一度も減少することなく増加し
続け、2000 年には 571 社になる。1994 年から 2000 年までは比較的緩やかな増加傾向であ
ったが、2001 年からザーの数は著しく増加し、2012 年には 1658 社に達し76、2016 年現在
では 1900 社に達している77。フランチャイズはフランスにおいて欠くことのできないビジ
ネスモデルとなり、2016 年現在では 55 億ユーロの売上を記録するに至っている78。 
                                                     
69 S. Lebreton, supra note 65, no 122, p.177. 
70 V. D. Baschet, La Franchise Guide juridique Conseils pratiques, Gualino éditeur, 2005, no 564, p.248.  
71 Ph. le Tourneau, supra note 52, no 14, p.7. 
72 F.-L. Simon, supra note 49, no 10, p.6-7. 
73 自らもフランチャイズ事業を展開するカーン（Kahn）は、ジーは意図的に実態と乖離した宣伝をして
勧誘を行う非良心的なザーの言質により誤解を引き起こされていたが、ドゥバン法の制定により、こうし
たザーが排除されたことで、ジーに提供される情報の質は大いに改善したと評価している（M. Kahn, 
supra note 50, p.115.）。 
74 Ibid.,p.6. 
75 FFF, La franchise en chiffres 
76 M. Kahn, supra note 50, p.8. 
77 フランス・フランチャイズ協会（FFF）のホームページ参照〔http://www.franchise-
fff.com/franchise/les-chiffres-cles 〕（2017 年 11 月 24 日最終閲覧）。 
78 フランス・フランチャイズ協会（FFF）のホームページ参照〔http://www.franchise-
fff.com/franchise/les-chiffres-cles 〕（2017 年 11 月 24 日最終閲覧）。 
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現在のフランスにおけるフランチャイズによる事業形態に関しては、FFF と Banque 
Populaire グループが企画し、FFF より 2010 年 7 月 6 日から 13 日にかけて実施されたフ
ランチャイズに関する年次アンケート調査結果に詳細に記されている。具体例を挙げると、
2009 年現在で、フランチャイズ・チェーンの事業の内訳は、全体の 50.3％がサービス（た
とえば高齢者の介護の提供（service à la personne）、清掃業務の提供（service à l’entreprise）、
ホテルやレストラン経営等）に関するフランチャイズであり 48.7％が商品の販売（食料品
の販売、服飾品（équipement de la personne）の販売、家具製品の販売等）に関するフラン
チャイズであるという79。ジーの前職に関する調査では、不景気の影響からか、勤めていた
職場を辞めてジーに転職（reconversion）をした者の割合は高止まりしている。前職が自営
業者（à son compte）であった者は 24％、何らかの企業で雇われていた賃金労働者（salarié）
であった者は 67％という結果が示されている80。 
 
第4節 小括 
 フランチャイズがフランスで本格的に成功を収めるのは、アメリカから現在のフランチ
ャイズ・システムが伝わる 1970 年代以降であった。1970 年代以降、フランチャイズはフラ
ンス国内において急速な拡大を見せたが、その結果、わが国のフランチャイズ黎明期と同じ
く81、非良心的なザーによる被害やフランチャイズをめぐる紛争等が相次ぎ、社会問題化し
ていた。そこで、このような状況を改善するために制定されたのが、通称ドゥバン法と呼ば
れる 1989 年 12 月 31 日の法律・現商法典 L.330-3 条であった。ドゥバン法制定の効果もあ
ってか、一時的にフランチャイズは規模を減少したものの、1994 年以降は増加に転じ、現
在ではフランス経済に不可欠なビジネスモデルにまで成長したと評価できよう。もっとも、
ドゥバン法の制定が議論された当時、フランチャイズに特別な法律を制定することは当該
事業の発展を阻害するとの声もあったことから、現在に至るまでフランチャイズ契約全般
を規制する立法は存在しない。 
 次いで、次章において、L.330-3 条の適用条件、同条違反の効果に関する議論を俯瞰して
いきたい。 
 
第2章 商法典 L.330-3 条に関する議論 
第1節 はじめに 
第 1 章において概観したように、フランチャイズが急速に発展した 1980 年代には、非良
                                                     
79 FFF が 2012 年に発表した資料 Enquête annuelle sur la franchise 2010, p.7. 
80 Enquête annuelle sur la franchise 2010, p.13 によれば、これらの転職者のうち、従業員数が 500 人以下
の会社から転職してジーになった者の割合が 74％と非常に高い結果が出ている。 
81 わが国におけるフランチャイズ黎明期における被害については、小柳泰次「フランチャイズ・システ
ムをめぐる犯罪の諸問題」自由と正義 24 巻 4 号 12 頁を参照。 
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心的なザーの横行や、フランチャイズをめぐる紛争等が相次いだ。そこで、そうした状況を
考慮して制定されたのが L.330-3 条（ドゥバン法）である。L.330-3 条は、フランチャイズ
契約締結過程においてジーが契約内容を理解して契約をするのに必要とされる特定の情報
の提供をザーに義務付けている。 
本章では、L.330-3 条および同条を承けてザーが提供すべき情報の詳細を規定する R.330-
1 条（旧 1991 年 4 月 4 日のデクレ）の条文およびこれら条文に関する議論（L.330-3 条の
適用条件、同条違反の民事上の効果等）を概観する。 
 まず、以下において L.330-3 条の条文を紹介する。 
 
商法典 L.330-3 条 
第 1 項  
他者に対し、その他者の事業活動のために独占的または準独占的な（quasi-exclusivité）
契約をすることを要求し、商号、商標もしくは標識（enseigne）を他者に使用させるあらゆ
る者は、二当事者間に共通の利益（intérêt commun）において締結されるあらゆる契約の締
結に先立ち、その他者が契約内容をよく知った上で（en connaissance de cause）契約上の義
務を負えるような誠実な情報（information sincères）が記載された文書を提供しなければな
らない。 
 
第 2 項  
当該文書の内容はデクレによって定められ、企業の設立年数及び事業経験、当該事業に関
係する市場の発展の予測及び現在の状態、事業のチェーンの規模、契約の期間及び更新の状
況、契約の解除及び譲渡、並びに独占の範囲（champ des exclusivités）について、とりわけ
（notamment）明確に記載しなければならない。 
 
第 3 項  
とりわけ事業を行う特定のエリア（zone）の予約をするために、金銭の支払いが第 1 項の
契約の締結に先立って要求されるときは、かかる金銭の支払いと引き換えに保障される給
付は、違約金（dédit）の場合における当事者双方の義務とともに、文書をもって記載されな
ければならない。 
 
第 4 項  
第 1 項および第 3 項において規定された文書並びに契約書（le projet de contrat）は、契
約への署名（signature）より最低 20 日前、もしくは、特別の場合には、第 3 項において規
定した金額の支払いの前に提示されなければならない。 
 
第1款 L.330-3 条制定当時の判例・学説状況 
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このように L.330-3 条により情報提供義務が法定されたものの、事業者間契約における
情報提供義務に対する立法当時の判例および学説の態度は必ずしも肯定的とはいえなかっ
た。実際、第 1 章で取り上げた「Turco 事件」および「Couturier 事件」では、ディーラー
の当該事業の事業者としての立場を強調し、いわゆる流通契約の領域では情報提供義務は
存在しないとされた。学説においても、たとえばジョルデン（Jourdain）は、契約の締結に
際して相手方に情報の提供を求める前に、各自は自身の利益の保持に努め、情報の収集を行
わなければならないとする。そして、そうした考えは情報提供義務の行き過ぎを避け、同義
務の膨張という危険性を排除する歯止めとして有益であるとする82。 
しかしながら、ディーラーにそうした情報を収集する能力があるのか全く明らかではな
いし、経済情勢に関する情報や秘密性の高い情報を事前に収集するのは困難であること83、
また、第 1 章で紹介したフランチャイズをめぐる当時の社会状況も手伝って、ドゥバン法
の制定に至ったのであった。 
 
第2款 L.330-3 条の目的 
L.330-3 条の目的は契約において劣後する当事者の保護である。すなわち、L.330-3 条の
目的は、ザーとジーとの間に存在する力の不均衡から生じる情報の非対称性（asymétrie 
d’information）を是正することにある84。したがって、L.330-3 条は、当事者間に存在する
情報の非対称性を是正し、チェーンに加盟しようとしている者が、そのチェーンがどのよう
なものなのか知ることを可能にすることを目的とするものである85。 
契約において経済的に劣後する弱者の保護を強調する見解もある。ヴォーゲル（Vogel）
は、経済状態の格差により脅かされる契約上の平等を取り戻すために、立法者は契約関係に
おいて強い立場にある者に広範な情報提供義務を課すのであり、それは契約関係において
弱い立場にある者が契約内容をよく知って契約を締結することができるようにするためで
あると述べる。そして、そのための法律がドゥバン法であるという 86。ヴィラサミー
（Virassamy）は、販売店やジーが契約上の条項により経済的な従属性を強いられることに
なることへの配慮から、ドゥバン法は制定されたと述べる87。 
                                                     
82 P. Jourdain, Le devoir de《se》renseigner (Contribution à l’étude de l’obligation de renseignement), D. 
1983, chron., p.144. 
83 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 33, p.19. 
84 Ph. le Tourneau, supra note 52, no 298, p.134 ; C. Grimaldi et al., supra note 43, no 110, p.97． 
85 D. Ferrier,L’information du candidat a la franchise La loi<<Doubin>>:bilan et perspectives , in N. 
Dissaux et R. Loir, La protection du franchisé au début du XXIe siècle, L'harmattan, 2009, p.80. 
86 L. Vogel et J. Vogel, Loi Doubin: des certitudes et doutes Premier bilan sur l’information 
précontractuelle après cinq ans d’application de la loi (1990-1995), Dalloz Affaires, 1995, no 1, p.5. 
87 G. Virassamy, La moralisation des contrats de distribution par la loi Doubin du 31 décembre 
1989(art.1er), JCP.éd E, 1990, Ⅱ, 15809, p.414. 
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第3款 FTC 規則の影響 
ドゥバン法は、アメリカの連邦取引委員会の規則である「フランチャイズ等に関する開示
義務と禁止条項」（1979 年制定、略称：FTC 規則）を参考にして制定された88。FTC 規則
は、フランチャイズ契約の締結にあたり必要な情報を、一定の期間内（1４日）に文書をも
って開示することを義務付ける開示義務型立法である89。とはいえ、FTC 規則が開示義務違
反に対して FTC による排除命令等、当局による制裁を課しているのとは異なり、L.330-3
条はそのような制裁についての規定を設けていない。この意味において、L.330-3 条は法定
する情報の提供義務違反に対する制裁を、後述のとおり民法典の規定に委ねていると評価
できる。 
 
第4款 1991 年 4 月 4 日のデクレの登場 
ところで、ドゥバン法は第 2 項で、提供すべき情報の具体的内容はデクレによって定め
られるとしている。そのため、ドゥバン法によって具体的にどのような情報を提供すべきか
が問題となっていた。そうした中登場したのが、提供すべき情報の具体的内容について規定
する 1991 年 4 月 4 日のデクレ（R.330-1 条および R.330-2 条）である。このデクレの制定
により、ドゥバン法が法定した情報提供義務の内容が明らかになった90。そこで、次に L.330-
3 条を受けて制定された R.330-1 条ならびに同条違反の刑事上の制裁に関して規定する
R.330-2 条の条文を紹介する。 
 
商法典 R.330-1 条 
L.330-3 条 1 項に定められた文書は、次の情報を含む。 
 
1 号：当該企業の本店のある住所及びその活動の性質についての情報。これら情報は、企業
の法的形態及び当該企業が個人（personne physique）である場合は企業の長（chef 
d’entreprise）の個人識別情報（identité）、もしくは当該企業が法人である場合はその業務執
行者についての個人識別情報とともに提供されなければならない。必要な場合には、資本金
の額についての情報も提供しなければならない。 
 
2 号：R.123-237 条 1 号・2 号もしくは手工業者名簿の登録番号、商標の登録もしくは提出
                                                     
88 Ibid., p.416 ; J.-P. Clement, LA NOUVELLE DONNE JURIDIQUE DE LA FRANCHISE, Gaz. Pal. 
1991, 1, doctr. p.287. 
89 一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会編『改訂版 フランチャイズハンドブック』（商業界、
2017 年）221 頁。 
90 P. Durand, Loi Doubin-article un? enfin, le décret vint!, Cah. dr. entr. 1991, no 3, p.10. 
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（dépôt）の日付及び番号を対象とする記載（mentions）。または、契約の対象となる商標が
譲渡もしくは認可（licence）の結果として獲得された場合には、商標のライセンス契約によ
ってライセンスが合意された期間の情報とともに、全国商標原簿（registre national des 
marques）に対応する登録の日付および番号。 
 
3 号：当該企業の、1 もしくは 2 以上の手形・小切手支払い銀行の指定（domiciliation bancaires）
についての情報。当該情報は、主要 5 行に限定される。 
 
4 号：当該企業の事業の変遷の主要な経緯（étapes）についての記載を加え、当該企業の設
立日の情報。この情報には企業のチェーンの発展の段階についての情報も含む。必要であれ
ば、また、当該チェーンの開発者もしくは業務執行者が獲得した専門家としての経験を評価
することのできるあらゆる情報。 
前段において規定した情報は、文書の交付の年に先立つ最近 5 年間に関するものしか記
載する必要はない。前段の諸情報は、契約の対象である商品またはサービスの市場の、全般
的および地域的現況（l’état general et local du marché）に加えて、当該市場の発展可能性
（perspectives de développement de ce marché）についての説明によって完全なものにされ
なければならない。 
最近 2 年間の年次計算書類（document les comptes annuels）、もしくは規制市場（marché 
réglementé）において上場している企業の場合には、通貨・金融法典（code monétaire et 
financier）L.451-1-2 条 3 の適用として、最近 2 年間の活動についての確定した報告を、当
該情報の一部に付属させなければならない。 
 
5 号：事業のチェーンに関する情報は、以下のものを含む。 
a)事業のチェーンに属する企業のリスト。当該リストにはその企業各自によって取り決めら
れた経営の方式（mode d’exploitation）についての情報が含まれる。 
b) フランスで設立された企業の住所。そこには、契約を提案する者が、締結を検討されて
いる契約と同じ性質の契約を締結している企業の情報を含む。契約の締結もしくは更新の
日付は、明確に記載しなければならない。 
当該チェーンに 50 以上の店舗が存在するときには、（b）前段で規定した情報は、店舗の
設置を計画した場所（lieu）から直近の周辺 50 店舗についてしか求められない。 
c) 締結を検討している契約と同じ性質の契約によってチェーンに存在する企業で、文書の
交付の年の前年中に、当該チェーンから脱退した企業の数。文書には、契約が期間を満了し
たかどうかについて、または契約が解除もしくは取り消されたかどうかについて、明確に記
載されなければならない。 
d) 必要であれば、契約により決定された店舗設置場所（implantation）の経営活動の範囲
の中に存在する、契約の対象である商品もしくはサービスを提供するあらゆる施設
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（établissement）についての情報。かかる情報は、契約を提案する者の特別の承諾（accord 
exprès）によって提供される。 
 
6 号：提案された契約の期間・更新・解除ならびに譲渡の条件、および、独占の範囲につい
ての情報。 
当該文書は、契約書の名宛人が経営を開始する前に負担する特別な費用の性質ならびに
総額および標識もしくは商標への特別な投資について明確に記載しなければならない。 
 
商法典 R.330-2 条 
第 1 項 
経営活動をするために独占的もしくは準独占的な義務を負担し、商号、商標もしくは標識
を使用する者に対し、L. 330-3 条において規定された情報を記載した文書および契約書を、
契約の締結の最低 20 日前に交付しなかったという行為（fait）は、刑法典 131-13 条 5 号に
より規定された第五級違警罪91に処せられる。 
 
第 2 項 
累犯（récidive）の場合には、累犯を犯した者には、刑法典 131-13 条 5 号により規定され
た第五級違警罪が適用されうる。 
 
 以上のように、L.330-3 条を承けて R.330-1 条は提供すべき情報を具体的に規定する。か
かる情報を記載した文書は、「契約締結前の情報についての文書」（document d’information 
précontractuelle）の頭文字をとり、取引実務においては一般的に「DIP」と呼ばれている92。
もっとも、L.330-3 条および R.330-1 条については、ジーがすでに事業経験を積んだ専門家
である場合には無益であり、逆に事業経験のない素人のジー候補者を実際に保護するには
不十分ないしは提供されるべき情報が難解に過ぎるとの批判がある93。 
                                                     
91 刑法典 131-13 条 5 号 
 「本条は、この法律が課す 3 000 ユーロを超えない罰金刑である犯罪の違警罪について規定する。 
 罰金額は下記のとおり。 
 1 号：第一級違警罪は 38 ユーロ以下の罰金に処する。 
 2 号：第二級違警罪は 150 ユーロ以下の罰金に処する。 
 3 号：第三級違警罪は 450 ユーロ以下の罰金に処する。 
 4 号：第四級違警罪は 750 ユーロ以下の罰金に処する。 
 5 号：第五級違警罪は 1500 ユーロ以下の罰金に処する。第五級違警罪は、累犯の場合この法律が累犯
について規定するときには、3000 ユーロの罰金まで引き上げることができる。ただし、違警罪の累犯が
不法行為を構成するとこの法律が規定している場合には、この限りではない。」 
92 M. Kahn, supra note 50, p.115. 
93 Ph. le Tourneau et M. Zoïa, supra note 57, no 118. 
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第2節 立証責任について 
 ファーブル＝マニャン（Fabre-Magnan）はドゥバン法をはじめとした提供すべき情報を
法定した立法を挙げ、こうした立法のメリットは、情報提供義務が法定されることによって
同義務が存在することについての立証を容易にする（faciliter）ことにあると述べる94。L.330-
3 条および R.330-1 条の規定のもう一つの目的として論じられているのが、提供された情報
の立証責任についてである。 
 
第1款 原則的立場 
立証責任に関する判例の基本的立場は、民法典 1315 条95に基づき、法律上あるいは契約
上情報提供義務を負担する者が同義務を履行したことを立証しなければならないとするも
のである96。この原則は L.330-3 条にも同様に当てはまる。同義務を履行したことに関する
立証の方法はどのようなものであっても構わないが、情報を提供したということを十分に
明確な方法によって明らかにしなければならない97。 
 
第2款 取引実務における対応 
立証責任に関して、取引実務上、ザーはしばしば次のような条項を設けることがあるとい
う。それは、契約締結の最低 20 日前までに、ジーが法定の情報を含む情報を受領したとい
うことを示す条項である。判例では、かかる内容の条項は有効と解されている98。そして、
シモン（Simon）によれば、かかる内容の条項は立証責任を転換する効果を有するという。
すなわち、こうした条項が存在するために、ザーが情報提供義務を果たしていないというこ
とをジーが立証しなければならない99。もっとも、モンペリエ控訴院はかかる内容の条項を
有効と解する一方で、こうした条項では、ジーがドゥバン法および 1991 年 4 月 4 日のデク
レによって法定された情報を提供されたということを証明するには不十分であるとしてい
る100。トゥールーズ控訴院は、契約書への署名（1996 年 6 月 27 日）に先立ち、ザーが同年
                                                     
94 M. Fabre-Magnan, De l’obligation d’information dans les contrats, L.G.D.J, 1992, no 398, p.320． 
95 民法典 1315 条 
「債務の履行を主張する者は、そのことを証明しなければならない。 
同様に、債務を負っていないということを主張する者は、金銭の支払いもしくは債務の履行がもたらした
事実を証明しなければならない。」 
96 Cass. civ, 20 sept. 2005, no 04-10548.ただし、本件はフランチャイズ契約に関する事案ではなく農業共
済組合（mutualité sociale agricole）に関する事案である。 
97 F.-L. Simon, supra note 49, no 157, p.105. 
98 Cass.com., 14 janv. 2003, no 01-10120. 
99 F.-L. Simon, supra note 49, no 157, p.105. 
100 CA Montpellier, 4 déc. 1997, Juris-Data no 056968. 
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6 月 6 日にドゥバン法およびデクレに対応した情報を提供したと記載した文書をジーに引
き渡したと主張したところ、このような文書における日付は、実際にその日付の日に文書を
提供したことを示すことにはならないと判示した101。 
 もっとも、注意すべきなのは、ここで議論されている立証責任についての問題は、あくま
でも L.330-3 条および R.330-1 条において法定された情報を、同条に従い提供したか否か
に関してザーに立証責任があるということを指摘しているだけなのである。したがって、ザ
ーが提供した情報によってジーに合意の瑕疵が生じたか否かに関する立証責任は、民法典
の合意の瑕疵に関する規定に従い処理されることになる102。 
 
第3節 L.330-3 条の適用条件・範囲103 
 それでは、L.330-3 条および同条を承けて提供すべき情報を具体的に列挙する R.330-1 条
はどのような条件を満たせば適用されるのか。後述するように、L.330-3 条の適用範囲は非
常に広いと解されているが、いかなる条件を満たせば同条が適用されるのかについては見
解の相違が存在する。そこで、本節では、L.330-3 条の適用条件・範囲について検討する。 
 
第3款 適用対象となる者 
まず、L.330-3 条の適用が可能となるための内容的範囲としては、どのような者が想定さ
れているのか。クレモン（Clement）は、L.330-3 条に「あらゆる者」（toute personne）と
の文言があることを強調する。この「あらゆる者」には、自然人（personnne physique）も
しくは法人（personne morale）が含まれるとする。したがって、彼によれば、L.330-3 条の
対象となる者は、商事会社（societés commerciales）、商業登録された商人（commercants 
inscrits）だけでなく、手工業名簿に登録された手工業者（artisans inscrits）、自由業
（professions libéralaes）または農業者（agricoles）といったように、非常に多岐にわたると
いう104。 
 
第4款 適用に必要な条件 
次いで、どのような性質を備える契約に L.330-3 条が適用されるのか。これは L.330-3 条
                                                     
101 CA Toulouse, 13 sept. 2000, Juris-Data no 128143. 
102 たとえば、判例では、ザーによる詐欺的沈黙があったため、詐欺に関する民法典 1116 条の規定を根
拠にジーがフランチャイズ契約の無効を主張した事例において、情報提供義務を果たしたについてザーに
立証責任を負わせる反面、合意が詐欺によって無効とされることおよび詐欺的沈黙がなければ契約を締結
しなかったことについての立証責任は 1116 条を根拠にジーにあるとした（Cass, com., 16 mai 2000, 
pourvoi no 97-16386.）。 
103 なお、R.330-1 条は L.330-3 条を受けて、具体的に提供すべき情報を列挙した規定に過ぎないため、
L.330-3 条の適用条件を満たせば R.330-1 条も適用されることになる。 
104 J.-P. Clement, supra note 88, p.288. 
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の適用に必要な条件に関する議論であるが見解が分かれている。L.330-3 条 1 項によれば、
「他者に対し、その他者の事業活動のために独占的または準独占的な契約をすることを要
求し、商号、商標もしくは標識を他者に使用させるあらゆる者は、二当事者間に共通の利益
において締結される」契約であることが必要となる。それでは、フランチャイズ契約はこの
要件に合致した契約といえるのであろうかという疑問が生じる。 
そこで、L.330-3 条の適用に必要な要件と関連する範囲で、ここでフランチャイズ契約な
いしは事業形態としてのフランチャイズを定義している、ヨーロッパフランチャイズ倫理
綱領（Code européen de déontologie de la franchise）、判例および学説を概観する105。 
ところで、L.330-3 条は事業活動における独占的義務106の存在を同条適用のための要件と
しているが、かかる義務の存在はフランチャイズ契約にとって不可欠の要素とはされてい
ない107ので検討から除外した108。なお、フランスはわが国と同様、フランチャイズ契約の定
                                                     
105 もっとも、本文で取り上げた定義以外にも数多くのフランチャイズ契約の定義を述べたものがある
が、1970 年にフランスにフランチャイズが上陸して間もない時期における定義は現在のそれと比較する
と不十分なものであったと評価できる。たとえば、フランチャイズ契約について定義した初期の法令とし
て 1973 年 11 月 29 日のアレテ（Arrêté du 29 novembre 1973 terminologie économique et financière, J.O. 
3 jan. 1974.）による定義がある。同アレテではフランチャイズを「ある企業が、独立した複数のある企業
に対して、ロイヤルティ（redevance）の支払いと引き換えに、製品あるいはサービスの販売のために商
号（raison sociale）および商標（marque）の下に示される権利を授与することによる契約である。一般的
に、同契約には技術的支援が伴う」と定義する。このアレテではフランチャイズ契約にとって不可欠な要
素とされるザーによるノウハウの伝達について言及しておらず、またザーの支援が二次的な要素とされて
いる。同アレテの目的は franchisage という呼称の使用を定めることにあったからか、このようにかかる
定義には不十分な点が多いため、欠陥を有した定義であるとの指摘がある（F.-L. Simon, supra note 49, no 
11, p.8.）。 
 また、学説における最初期の定義としてルヴェル（Level）による定義が挙げられる。彼はフランチャ
イズ契約を「ある企業（ザー）が、他の商人（ジー）に対して、その商人が商品の販売もしくはサービス
の提供を行うために使う商業上の手法を使用させることによる合意（convention）である。かかる手法
は、商号・標識、広告および販売の方法を対象とし、くわえて商標のライセンスを付与するものであ
る。」と定義する（Cass. com., 21 oct. 1970, JCP 1971, 16632, obs. P.Level.）。この定義はノウハウの伝達
やザーの支援を具体的に記述しておらず、またジーのロイヤルティの支払いについても言及していない。 
フランチャイズ契約の定義については、Ibid., no 11 et s., p.7 et s..において詳述されている。 
106 独占的もしくは準独占的な義務の存在とは、一般的にザー（供給者）の側から商品等の供給をジーが
独占的に受ける義務を負うものとも、また、ジーの経営活動の独占をも意味するものと解されている（C. 
Grimaldi et al., supra note 43, no 125, p.108-109.）。 
107 sous la direction de Louis Vogel, Droit GLOBAL Law La franchise au carrefour du droit de la 
concurrence et du droit des contrats États-Unis, Union européenne, France, Allemagne, Italie, LGDJ 
Diffuseur, 2011, no 89 et s., p.85 et s.. 独占的義務はフランチャイズ契約の必須の要素ではないが、ただ
し、かかる義務を課さないフランチャイズ契約は L.330-3 条の適用はないということである。V. aussi, D. 
Baschet, supra note 70, no 567 et s., p.251 et s.. 
108 なお、フランチャイズ契約では独占的義務は通常契約において課される義務である（M. Kahn, supra 
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義を述べた立法は存在しない。それは、フランチャイズの形式に柔軟性を確保し、様々な種
類のフランチャイズを生み出すことを企図しているからとされるという109。 
 
（1） フランチャイズ（ないしはフランチャイズ契約110）の定義 
① ヨーロッパフランチャイズ倫理綱領111 
 「フランチャイズとは、製品および／または役務および／または技術の商業化のシステム
で あ り 、 法 的 お よ び 財 務 的 に 区 別 さ れ 独 立 し た 企 業 間 の 密 接 か つ 継 続 的 な 協 働
（collaboration）に基づくものであって、」その企業とは、「ザーとジーであり、ザーはジー
に対して権利（droit）を与え、そしてザーの事業コンセプトに合致したかたちで企業を経営
する義務を課す。その付与された権利はジーに対して、直接的および間接的な財務的貢献の
見返りとして、製品および／または役務についての営業標識（enseigne）および／または商
標、ノウハウ（…中略）およびその他の知的財産権を使用するのを許可するのと同時に義務
付けるものであり、」それらは、「こうした目的において当事者間で締結される書面における
フランチャイズ契約（contrat de franchise écrit）の枠内および継続期間において、商業的お
よび／または技術的支援の継続的な提供によって支えられるものである。」 
 以上のようにヨーロッパフランチャイズ倫理綱領はフランチャイズを定義する。かかる
定義では、双方ともに独立した企業間で行われる事業がフランチャイズとされている。そし
て、ザーはジーからの対価の支払いと引き換えに、自身の商標、ノウハウ等を使用させる権
利を付与する事業であるとする。この定義は判例においても引用されることがある112。もっ
とも、このヨーロッパフランチャイズ倫理綱領における定義はフランチャイズ契約そのも
のではなく、事業形態としてのフランチャイズの定義といえる113。 
 
② 判例 
                                                     
note 50, p.125.）。したがって、フランチャイズ契約に L.330-3 条が適用されるために必要な要件として
は、同契約が商標の使用許諾を伴う契約であるか否かということになる。 
109 F.-L. Simon, supra note 43, no 6, p.5. 
110 なお、フランチャイズ契約は売買契約や賃貸借契約のように法典で定められていない契約であるた
め、無名契約（contrat innomé）である（E. Raynaud, Éléments d’analyse économique, in N. Dissaux et R. 
Loir, La protection du franchisé au début du XXIe siècle, L'harmattan, 2009, p.13.）。 
111 ヨーロッパフランチャイズ倫理綱領については FFF のホームページにて閲覧可能である
〔http://www.franchise-fff.com/franchise/le-cadre-reglementaire/le-code-de-deontologie-europeen〕 
（2017 年 11 月 24 日最終閲覧）。なお、本倫理綱領は FFF に加盟しているザーに対してのみ適用される
ものである。 
112 V. par ex. CA Lyon, 26 oct. 2006, Juris-Data no 320959. 
113 F.-L. Simon, supra note 49, no 15, p.10. 
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フランチャイズ契約の優れた定義を述べたと評されるものとして114、トゥールーズ控訴
院 2004 年 5 月 25 日判決がある115。本判決はフランチャイズ契約を次のように定義する。
すなわち、「フランチャイズ契約とは継続的な履行を行う双務契約であり、同契約はザーと
呼ばれる企業がジーと呼ばれる一つないしはそれ以上の複数の企業に対して、ザーの名の
下で、集客ブランド（signe de ralliement clientèle）116および継続的な支援にくわえ、ザー
によって事前に実証され、またザーがもたらす競争上の優位性（avantage concurrentiel）の
ためにジーが事業上の利益を得ることのできる管理システムよって構成される契約である。
したがって、同契約は、次の 3 つの要素から成ることが前提とされる。その 3 つの要素と
は、特定され（identifié）秘密で本質的なノウハウが存在し、そのノウハウはジーに伝達す
ることが可能で、競争においてジーに顕著な優位性を確実にすることでザーに事業の成功
を継続させることのできるものであること、ジーの経営活動の開始時から契約の継続期間
中のザーの支援の存在、潜在的な顧客を惹き付けることのできる標識の存在である」と定義
する。 
このように、本判決ではフランチャイズ契約を構成する要素として、ノウハウ、ザーによ
る支援および標識の存在を挙げるが、破毀院判決においてもこれら要素はフランチャイズ
契約に欠かせない要素と解されている117。したがって、判例では商標等の使用許諾、ノウハ
ウの伝達、経営支援の各要素がフランチャイズ契約の不可欠な要素とされているといえる
118。 
 
③ 学説119 
学説においてフランチャイズを定義する代表的な論者として、トゥルノー（Tourneau）
を挙げることができる。彼は次のようにフランチャイズを定義する。すなわち、「フランチ
                                                     
114 V. N. Dissaux, L’essai en matière de franchise, RTD com. 2015, p. 403. 
115 CA Toulouse, 25 mai. 2004, Juris-Data no 247226. 
116 集客ブランドという邦語訳は、シリル・グリマルディ（斉藤哲志訳）「典型契約法の再法典化に挑む
―フランスの経験からの考察―」新世代法政策学研究（北海道大学）18 号 221 頁（2012 年）を参照し
た。 
117 Cass. com., 4 juin 2002, pourvoi no 99-19464. 本判決では、商号等の使用許諾、ザーによる経営支援お
よびノウハウの伝達をフランチャイズ契約を構成する要素として挙げる。 
118 D. Baschet, supra note 70, no 6, p.19. 
119 学説では、他には、マロリー（Malaurie）らによる定義がある。彼らはフランチャイズとは「ザーの
商品を販売するために、ある商人（ジー）に対し、商標およびノウハウを利用する権利ならびにザーによ
る継続的支援を受ける権利を与えるものである。その見返りに、ジーはロイヤルティ（加盟料（droit 
d’entrée）および定期的な使用料）を支払うこと、統一された販売技術を遵守すること、およびジーが発
見した改善点をザーに報告する義務を負わせるものである。同時に、ジーは秘密保持義務
（confidentialité）を負う。」と定義する（Ph. Malaurie et al., LES CONTRATS SPÉCIAUX, 2011, 
DEFRÉNOIS, 5e édition, no 838, p.491.）。 
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ャイズは、独立した事業者間の協力（coopération）である。一方の事業者であるザーは、本
質的で特定され反復継続可能なビジネスコンセプトを開発し実証した者であり、そのビジ
ネスコンセプトは経済活動の流れ（flux）を作り出すものである。他方の事業者であるジー
は、ザーのチェーンに加盟する者である。ジーはザーのチェーン（maillons）を形成し、し
たがってジーは、とりわけザーから、ノウハウ、顧客識別標識および継続的な支援を受け、
これらはジーに収益の上がる方法で経済活動を行うことを可能にさせるものである。ジー
は、市場における競争に耐えられる立場を獲得し、そしてその立場を強化するために事業を
行うものである120。」そしてフランチャイズは、「商標および標識を利用する権利、ノウハウ
の伝達および技術的支援を含むものである121。」 
以上のようにトゥルノーは、フランチャイズはジーが市場における競争に耐えるために
行うザーおよびジーの協力関係による事業であるとの理解に立ち、フランチャイズは商標・
標識の使用許諾、ノウハウの伝達および技術的支援によって構成されると解する。 
 
（2） 「共通の利益」の有無 
以上において、ヨーロッパフランチャイズ倫理綱領、判例および学説ともに総じてフラン
チャイズ契約は L.330-3 条を適用するための要件である商標等の使用許諾をその内容に含
む契約であるとしていることが明らかになったといえる。ただ、L.330-3 条 1 項には、「共
通の利益」による契約とあるため、これが適用の条件であるか否かをめぐって議論が存在す
る122。この「共通の利益」とは、ジーの顧客の増加および総売上高の増加は、ジーのみなら
ずザーにとっても利益になるという意味で解されている123。 
 
① 「共通の利益」が存在することを適用の条件に挙げる見解 
ドゥバン法の立法過程で、議会での修正によってかかる文言が同法に挿入された124ため、
締結される契約に「共通の利益」が存在することが同法適用のための条件のようにみえる125。
実際に、締結する契約が商号・商標もしくは標識の使用許諾を伴うこと、その契約が独占的
あるいは準独占的な義務を要求することにくわえ、二当事者間の共通の利益において締結
されること、という 3 つの条件を並列的に挙げている見解がある126。 
                                                     
120 Ph. le Tourneau, supra note 52, no 4, p.2. 
121 Ibid., no 6, p.3. 
122 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 47, p.30. 
123 F.-L. Simon, supra note 49, no 133, p.81. 
124 P. Lutz et M.-P. Wagner, Pourquoi la loi Doubinn’est pas applicable aux contrats de bière?, D. 2001, 
doctrine, p.1709. 
125 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 47, p.30. 
126 L. Vogel et J. Vogel, supra note 86, no 1, p.5-6 . 
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商標の使用許諾等の条件と同列に「共通の利益」の存在を挙げるものではないが、ゲスタ
ン（Ghestin）は、ドゥバン法が「共通の利益」の存在を同法適用のための条件として挙げ
ていることについて、次のように述べる。「ドゥバン法の条文を考慮すると、この共通の利
益という概念は、同法が課す情報提供義務の適用についての補足的な条件（condition 
supplémentaire）としてあらわれるに過ぎない。127」したがって、ゲスタンにおいては同法
の「共通の利益」の存在は二次的な条件にとどまると解されているようである。 
 
② 「共通の利益」の存在を適用の条件とはしない見解 
対して、L.330-3 条の適用にあたり契約当事者間に共通の利益が存在することを要しない
とする見解のほうが支配的であるといえる128。すなわち、締結される契約に商号・商標もし
くは標識の使用許諾が含まれ、独占的あるいは準独占的な義務が課せられる契約であれば
足り、これら要素は L.330-3 条が適用されるための必要的条件（conditions cumulatives）で
あるとする129。他にも L.330-3 条の適用を受けるための条件として、締結する契約により商
号・商標もしくは標識の利用を伴うこと、およびその契約が独占的あるいは準独占的な義務
を要求することの二つのみを挙げるにとどまり、共通の利益の存在には言及しない見解も
存在する130。 
判例においても L.330-3 条の適用にあたり契約当事者間に共通の利益が存在することを
要求していない。L.330-3 条の適用を受け得る契約である営業財産賃貸借契約（contrat de 
location-gérance）の事例であるが、破毀院商事部 1998 年 2 月 10 日判決は同条の適用につ
いて、「当該契約が 1989 年 12 月 31 日の法律の適用範囲に入るには、同法の適用にあたり、
一方で、標識、商号あるいは商標の使用許諾を、他方で、当該契約上関係のある経営活動を
行うために独占的義務を負うことを規定する契約の条項が契約当事者間で結ばれていれば
十分である」と判示し、「共通の利益」の存在には言及していない131。 
このように「共通の利益」の存在が L.330-3 条の適用に必要か否かをめぐる議論は存在す
るものの、立法者が「共通の利益」という文言を入れた理由は流通契約では当事者間に従属
関係はなく、当事者間の協働（collaboration）による契約であることを強調するためであっ
                                                     
127 J. Ghestin, Les diffuseurs de pressebénéficient-ils du régime du mandate d’intérêt commun? (à propos 
de l’arrêt de la Chambre commerciale de la Cour de cassation du 2 mars 1993), D. 1994, chron., p.73, no 3. 
128 共通の利益の存在を L.330-3 条の適用に際して要求しない見解としては、F.-L. Simon, supra note 49, 
no 129, p.78 ; J.-P. Clement, supra note 88, p.290 ; C. Grimaldi et al., supra note 43, no 126, p.110 ; E. 
Chevrier, Les cooperatives de commerçants détaillants relevant de la loi Doubin, D. 2002, act. p.2868.等が
ある。 
129 F.-L. Simon, supra note 49, no 129, p.78. 
130 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 123, p.107.  
131 Cass. com., 10 fév. 1998, Bull. civ.,Ⅳ, no 71. 
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たに過ぎず132、また、かかる文言を同法に挿入したのは独占販売契約（contrats de 
distribution exclusive）と単純な売買（simple ventes）とを区別するために過ぎないという
133。 
 
ここまで L.330-3 条の適用に必要な要件に関する議論を概観してきた。 
まず、L.330-3 条の適用を受ける対象についてみてきたが、L.330-3 条 1 項に「あらゆる
者」とあることから、自然人、法人を問わず同条の適用を受けることになる。次いで、フラ
ンチャイズ契約ないしは事業形態としてのフランチャイズの定義をみてきたが、いずれの
定義においても商標等の使用許諾は必須要素とされている。ただし、「共同の利益」の存在
は必須の要件と考えられていないようである。 
したがって、締結される契約に商号・商標もしくは標識の使用許諾が含まれること、独占
的あるいは準独占的な義務が課せられる契約であることという 2 つの条件を満たせば、フ
ランチャイズ契約にはもちろんのこと134、同契約以外の契約にも適用される135。具体的には、
たとえば、特約店契約136、営業財産賃貸借契約（contrat de location-gérance）137、供給契約
（contrat de fourniture）138といった契約にも同条は適用される。 
 
第4節 売上予測に関する情報について 
第 1 節で取り上げたように、R.330-1 条によってザーは様々な情報をジーに対して提供す
る義務を負っている。しかしながら、結論から述べると、ジー候補者がフランチャイズ契約
を締結するに際し大きな影響を及ぼすものであるにもかかわらず139、売上予測に関する情
報はザーの情報提供義務の中に含まれないと解されている140。事実、判例においては売上予
測に関する情報は原則として提供する義務がないと解されているようである。以下、一例を
                                                     
132 P. Lutz et M.-P. Wagner, supra note 124, p.1709. 
133 M.-J. Grollemund-Loustalot-Forest, L’obligation d’information entre contractants dans les contrats de 
distribution, RJ com. 1993, p.65. 
134 Ph. Malaurie et al., supra note 119, no 839, p.493 ; M. Malaurie-Vignal, Droit de la distribution, Sirey, 2e 
édition, 2012, no 262, p.78. 
135 P. Lutz et M.-P. Wagner, supra note 124, p.1708. 
136 G. Blanc, Les contrats de distribution concernés par la loi Doubin(article 1er de la loi no 89-1008 du 31 
décembre 1989), D. 1993, chron, p.219. 
137 Cass. com., 10 fév. 1998, Bull. civ.,Ⅳ, no 71. 
138 D. Ferrier, supra note 85, p.79. 
139 R. Loir, Les prévisionnels : le point de vue du juriste, in N. Dissaux et R. Loir, La protection du 
franchisé au début du XXIe siècle, L'harmattan, 2009, p.99.  
140 売上予測に関する情報も含むザーが提供すべき情報についての詳細な検討は次の第 2 部において行っ
ている。 
36 
 
挙げたい。 
パリ控訴院 2003 年 12 月４日判決では、L.330-3 条および R.330-1 は「ジー候補者に対
し、ザーが収支予測計算書、あるいは、より一般的に、フランチャイズの事業を行うことで
得られるであろう収益予測（prévision chiffrée des résultats）を作成あるいは提供すること
を義務付けてはいない」と判示している141。 
パリ控訴院 2009 年 4 月 9 日判決もまた、売上予測に関する情報は L.330-3 条において提
供すべき情報とはされていないと述べている142。 
学説においても、売上予測に関する情報の提供は不要と解する学説が趨勢であるといえ
る143。たとえばシモンは、ザーが市場調査に関する情報や収支予測計算書を提供することは
少なくないものの、これら情報を提供する義務は、商法典 L.330-3 条および同 R.330-1 条に
おいても民法上においてもザーに課せられていないと述べ、売上予測に関する情報の提供
義務を否定する144。 
 
第5節 L.330-3 条違反の効果 
 前記のとおり、フランチャイズ契約締結時にザーが提供しなければならない情報は
L.330-3 条および R.330-1 条が規定する。それでは、ザーが L.330-3 条が定める情報提供義
務に違反した場合にはどのような法的効果が生じるのか。ここではかかる点についての議
論を紹介する。 
 
第1款 刑事上の効果 
L.330-3 条および R.330-1 条によって法定された情報を提供しない場合、R.330-2 条に基
づき刑事上の効果として第五級違刑罪による罰金刑が科される。R.330-2 条に基づきザーに
刑事上の制裁を科すには 3 つの条件が必要であるという。すなわち、締結される契約によ
って、商号・商標もしくは標識を他者に使用させること、独占的あるいは準独占的な義務を
他者に負わせること、契約への署名の最低 20 日前までに L.330-3 条および R.330-1 条によ
って提供すべきとされる情報を記載した文書および契約書を提供しなかったことである145。
また、R.330-2 条による刑事上の制裁を科す場合には刑事法の厳格な運用がなされるべきで
あるとの理由から、実際に契約が締結されたことが明らかになるように、契約書が作成され
ていること（établissement d’un contrat écrit）を要求する見解もある146。 
                                                     
141 CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 233437. 
142 CA Paris, 9 avril 2009, Juris-Data no 012644. 
143 V. par. ex., M. Kahn, supra note 50, p.39 ; Ph. le Tourneau, supra note 52, no 300, p.135. 
144 F.-L. Simon, supra note 49, no 183, p.127. 
145 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 149, p.123-124． 
146 F.-L. Simon, supra note 49, no 173, p.122. 
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なお、商標等の権利者が R.330-1 条の情報を提供せずに複数の契約を締結したというと
きは、複数の違反による違刑罪の競合により重い有罪判決を生じさせ得る147。 
このように L.330-3 条に違反した場合に刑事上の制裁が科されるとされてはいるものの、
刑事裁判の長期化を考慮し、実際上はごくわずかの違刑罪裁判所しか R.330-2 条を適用し
ていないという148。 
 
第2款 民事上の効果 
 L.330-3 条および R.330-1 条、R.330-2 条のいずれにおいても民事上の効果に関する規定
は存在せず、刑事上の効果のみを規定するにとどまる149。L.330-3 条が法定する情報提供義
務違反があった場合にはそのことのみをもって契約を無効にできるのか、それとも同義務
違反だけでなくジーの合意に瑕疵が生じなければ契約を無効にできないのか、さらに、同義
務の違反によって締結した契約により損害が生じた場合にはジーは損害賠償請求をするこ
とができるのかが問題になる150。 
 ここでは、主として L.330-3 条によって法定された情報の提供がなされなかった場合に、
その結果締結されたフランチャイズ契約はただちに無効になるのか、それとも情報提供義
務違反によってジーの合意に瑕疵が生じた場合に限り同契約は無効とされるのか、および
同義務の違反による不法行為責任が成立する場合に関する議論を紹介したい。 
 
（1） L.330-3 条が定める情報提供義務違反があればただちに契約を無効とする見解 
 この見解は、L.330-3 条および R.330-1 条の違反に対して R.330-2 条により刑事上の制裁
が科されていることに着目する。すなわち、L.330-3 条は公序についての規定であるから、
同条により法定された情報提供義務違反があった場合、ただちに（automatique）契約の無
効が生じるとする151。 
                                                     
147 D. Ferrier, Droit de la distribution, Litec, 2008, no 578, p.260-261. 
148 D. Baschet, supra note 70, no 618, p.277. 
149 なお、消費法典 L.111-1 条も契約締結前の情報提供義務を定めるものの、同義務違反の効果について
は規定していないので、こうした立法自体は特に珍しいものではないといえる。 
150 L. Vogel et J. Vogel, supra note 86, no 5, p.7-8. もっとも、一般的に L.330-3 条および R.330-1 条の規
定に反した情報の提供があった場合には、契約の無効あるいは不法行為に基づく損害賠償責任のいずれ
か、もしくはその双方が課せられるという点については、判例および学説ともに異論はないように思われ
る（V. Sélinsky, Thème 4-Les sanctions de l’article 1er, Cah.dr.entr.1990-4, p.24.）。セランスキィ
（Sélinsky）は、ドゥバン法 1 条が、誠実な情報は販売店が契約内容をよく知った上で契約を締結するこ
とを可能にするものでなければならないという文言が、とりわけ沈黙による詐欺や錯誤といった合意の瑕
疵を援用する根拠になると述べる。他に学説では、C. Grimaldi et al., supra note 43, no 153, p.125 ; N. 
Dissaux, L’information précontractuelle du franchise : un joyeux anniversaire?, JCP. G, 2010, no 134, no 15.
判例では、Cass.com., 27 janv. 2009, no 07-21616. 
151 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 67, p.46-47. 
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パリ控訴院 1995 年 3 月 24 日判決では、ザーが自身のチェーンに属する店舗に関する情
報（現 R.330-1 条 5 号および 6 号）の提供を怠ったとして、ジーがドゥバン法の違反によ
るフランチャイズ契約の無効を主張した。本件についてパリ控訴院は、ザーが同法の規定に
違反したことのみをもって契約を無効にした152。他には、モンペリエ控訴院 2000 年 3 月 21
日判決が、ドゥバン法の規定する情報提供義務違反は公序良俗について規定する民法典 6 条
153により制裁されるとの判断をしている154。 
 こうした判例の傾向を要約すれば次のようになる。すなわち、ザーによる契約締結前の情
報提供義務の違反は刑事上の制裁を受ける。このことは商法典 L.330-3 条および 1991 年 4
月 4 日のデクレが公序としての性質を有していることを示すものである。したがって、
L.330-3 条が定める情報提供義務の違反は公序としての規定に対する違反を構成するもの
であるので、ただちに契約の無効を生じさせるのに十分であるということである155。 
 
（2） 情報提供義務違反が合意の瑕疵を構成する場合に限り契約を無効とする見解（判例） 
以上の見解に対し、ザーの情報提供義務違反によりジーの合意に瑕疵が生じた場合に限
り、合意の瑕疵を理由にフランチャイズ契約を無効にするとする見解が支配的といえる156。
つまり、単なる情報の不提供ないしは不正確な情報の提供があったというのみでは契約の
無効を認めることはできず、そうした情報の不提供等がジーの合意に瑕疵を生ぜしめるこ
とにより、はじめて情報提供義務違反によって契約は無効になる157。この場合、錯誤や詐欺
といった民法上の合意の瑕疵に関する一般理論に基づき、情報の不提供が契約を無効にす
る結果をもたらすものか否か検討されなければならない158。したがって、L.330-3 条の違反
があったということだけではジーの合意に瑕疵が存在していたことの推定はされない159。 
以上の情報提供義務違反に基づき契約を無効にするにあたっての判断要素として、判例
ではしばしばジーの事業経験が斟酌されている。たとえば、パリ控訴院 1999 年 1 月 13 日
判決は次のような事案であった。ザーがフランチャイズ契約の締結に先立ち、自身のチェー
ン、これまでの年次計算書類、市場の状況および売上予測に関する情報をジーに提供しなか
                                                     
152 CA Paris, 24 mars. 1995, D. 1995, inf.rap, p.127 et 138. 
153 民法典 6 条 
「何人も、特別の合意をもって、公の秩序および善良の風俗に関する法律に反することはできない。」 
154 CA Montpellier 21 mars 2000, D., 2001, somm., p.296, obs. D. Ferrier. 
155 D. Baschet, supra note 70, no 620, p.279. 
156 Ph. le Tourneau et M. Zoïa, supra note 57, no 112；C. Grimaldi et al., supra note 43, no 154, p.125 
157 Cass. com., 10 fév. 1998, Bull. civ.,Ⅳ, no 71. 学説では、D. Ferrier, supra note 147, no 579, p.261. 
158 L. Leveneur, Le défaut d’information préalable du franchise n’entraîne pas la nullité automatique du 
contrat de franchisage, JCP éd. E 2001, no 17, p.712. 
159 J.-F. Kamdem, De la sanction de l’obligation d’information préalable posée par la loi Doubin, Dalloz 
Affaires, 1998, no 120, p.988. 
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った。そこで、ジーが本フランチャイズ契約はドゥバン法および 1991 年 4 月 4 日のデクレ
に反して締結されたものであるとして、同契約の無効を主張した。パリ控訴院は、不動産の
分野で 16 年間にわたり働き、法学博士の学位を有するジーであれば、情報提供義務違反が
あったとしても、自身が締結する契約について思い違いをすることはないと判示し、ジーの
主張を認めなかった160。 
カーン控訴院 2005 年 5 月 4 日判決は、ジーがこれまで肉売り場の店主としての事業経験
しかなく、企業の管理者としての事業経験がなかったため、ザーが行った市場調査や収益に
ついての収支予測計算書を評価する能力を有していなかったとした。このことにくわえ、
L.330-3 条第 4 項が規定する契約への署名 20 日前までに情報を記載した文書の提供をザー
が怠ったことから、ジーはかかる文書を受け取って公認会計士から有効なアドバイスを受
ける時間を持つことができなかったため、当該フランチャイズ契約は契約内容をきちんと
理解した上で締結されたものではないので無効とした161。 
シモン（Simon）は、前記のような判例を分析し、L.330-3 条が定める情報提供義務違反
によってジーに錯誤が生じていたと認められるための判断要素はジーの能力であるとする。
したがって、情報についての不知が法的に容認され、情報提供義務違反により契約が無効に
なるには、ジーは情報の不十分さをカバーするための十分な能力を有する注意深い専門家
（professionnel averti）とされてはならないとして、ジーの事業経験が判断要素になってい
るとする162。 
 
（3） 両見解に対して疑問を示す見解 
 これら二つの見解のどちらにも疑問があると述べるものもある。まず、（1）については次
のように述べる。（1）のように解すると、ザーの情報の不提供を主張することでジーは契約
から解放されることを企図するようになり、このことは、ジーは同条に基づく情報の不提供
によって不利益を被っていなくとも、契約からの解放を許してしまうことを意味する163。 
そして、（2）については、次のような指摘をする。L.330-3 条が、ジーが契約内容をよく
知ったうえで契約をすることができるように情報提供義務を法定したということは、ザー
の役割を強調することにあるのである。L.330-3 条のかかる趣旨からすれば、ジーが契約内
容をよく知ったうえで契約を締結できるように情報を提供したということをザーが立証す
る責任を負うにもかかわらず、（2）の見解は合意の瑕疵の立証をジーに求めている。したが
って、情報の不提供が合意の瑕疵を構成する場合に限り契約を無効とする見解に立てば、
                                                     
160 CA Paris, 13 janv. 1999, Juris-Data no 1999-020634. 
161 CA Caen, 4 mai. 2005: Juris-Data no 2005-282521. 
162 F.-L. Simon, supra note 49, no 162, p.110-111. 
163 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 70, p.49-50. 
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L.330-3 条はジーの保護にとって実効性のない規定になりかねないと指摘する164。そうして、
ジーの保護に資する L.330-3 条の解釈の仕方は、ザーが同条の定める情報提供義務に違反
した場合にはジーの合意の瑕疵の存在を推定するというものであるとする。情報提供義務
違反による合意の瑕疵の推定に関する議論については第 3 部第 3 章において詳述する。 
 
（4） 不法行為責任を生じさせる場合 
ザーが情報提供義務に違反した場合には、ジーは合意の瑕疵による契約の無効と損害賠
償請求のどちらも主張でき、これら双方を同時に主張することも、どちらか一方のみを主張
することもできる165。この場合、損害賠償請求権の根拠は民法典 1382 条166に求められる167。
なお、たとえば情報提供義務の違反が契約締結の決定的なものでなかったとしても、その提
供されなかった情報が提供されていれば従前とは異なる条件で契約の締結に至ったであろ
うときには損害賠償請求をすることができる168。 
 
第6節 小括 
フランチャイズ契約における情報の非対称性をはじめとする当事者間の格差是正のため
にアメリカの FTC 規則を参照に制定されたのが L.330-3 条である。その L.330-3 条は、ザ
ーに対し情報提供義務を課すことで、ジーが契約内容をよく理解した上で契約を締結する
ことができようにした。また、ザーが提供すべき情報については R.330-1 条が具体的に列挙
し規定する。ここには、とりわけ情報量や情報収集力においてジーをザーに劣後する存在で
あると捉える見方がみてとれる。 
L.330-3 条の解釈論に関しては、まず、同条が法定する情報提供義務の立証責任の問題が
あるが、これは民法典 1315 条によって同義務を果たしたことを立証するのはザーの役目と
解されている。そして、L.330-3 条の適用範囲に関しては、同条が適用されるには締結され
る契約に「共通の利益」が存在することが必要か否かをめぐって議論があった。しかし、
L.330-3 条が適用されるためには、締結される契約に商号・商標もしくは標識の使用許諾が
含まれ、独占的あるいは準独占的な義務が課せられていれば足りるとの理解が支配的であ
り、事実、判例は同条の適用条件としてかかる利益の存在を挙げていない。フランチャイズ
契約に L.330-3 条が適用されるには、上記の要件を満たす必要があるが、同契約はザーの商
標等の使用許諾およびジーの経営活動における独占的義務が課されるのが通常であるため、
                                                     
164 Ibid., no 70, p.50-51. 
165 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 156, p.126. 
166 民法典 1382 条 
「他人に損害を生じさせる人のあらゆる行為（fait）は、フォートによって損害を生じさせた者に、その
損害を賠償する義務を負わせる。」 
167 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 155, p.126. 
168 F.-L. Simon, supra note 49, no 170, p.120. 
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同契約はまさに同条が適用される契約であるといえる。 
L.330-3 条および R.330-1 条に基づきザーが提供すべき情報は多岐に及んでいるが、しば
しば問題となる売上予測に関する情報の提供については、これの提供を否定的に捉える見
解が学説および判例で支配的であるといえる。かかる議論に関しては次の第 2 部において
詳述する。 
 L.330-3 条違反の効果に関して、判例および多数説は同条が法定する情報の不提供があれ
ばただちに契約を無効にできるわけではなく、その不提供によってジーの合意に瑕疵が生
じたときに限って契約は無効になると解している。L.330-3 条の定める情報提供義務違反に
基づく契約無効を認定する際の判断要素では、ジーのこれまでの経験（学歴、職歴等）とい
った要素が考慮されているといえる。そして、そういった要素がザーの情報提供義務違反に
基づく契約無効の判断の時点で考慮されているのが、わが国と比較した場合に特徴的とい
える。一方で、こうした理解に対してはジーの保護という L.330-3 条の実効性を欠くとの批
判があった。 
 
結語 
第1節 フランチャイズの上陸と展開・発展 
 アメリカからフランチャイズが上陸して以降、フランスにおいてフランチャイズの発展
は目覚ましく、急速に拡大していった。その一方で、フランチャイズをめぐる紛争事例がみ
られるようになる。こうした状況を受け、フランチャイズの法整備の必要性が認識されるよ
うになってきたが、一方でフランチャイズに特有の法律を制定することは当該事業の発展
を阻害するとの声もあった。そこで、フランチャイズ契約全般を規律する法律に代わって制
定されたのが、契約締結過程における規律としてザーの情報提供義務を定める現商法典
L.330-3 条であった。 
 
第2節 L.330-3 条について 
フランチャイズ契約における情報の非対称性をはじめとする当事者間の格差是正のため
に、アメリカの FTC 規則を参考に制定されたのが L.330-3 条である。L.330-3 条は、ザー
に対し情報提供義務を課すことで、ジーが契約内容をよく理解した上で契約を締結するこ
とができようにした。ここには、とりわけ情報量や情報収集力において、独立した事業者同
士の契約であるものの、ジーをザーに劣後する存在であると捉える見方がみてとれる。そし
て、そのようなジーが契約内容をよく理解した上で契約を締結できるようにするために、
R.330-1 条においてザーが提供すべき具体的な情報が規定されており、その内容は多岐にわ
たっている。 
また、その L.330-3 条についての解釈論も盛んになされている。まず、L.330-3 条が法定
する情報提供義務の立証責任の問題であるが、これは民法典 1315 条により同義務を履行し
たことを立証するのはザーの役目と解されている。 
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L.330-3 条の適用条件として、同条 1 項において「商号、商標もしくは標識を他者に使用
させるあらゆる者」とあることから、同条の適用要件について検討を行った。フランチャイ
ズ契約に必須の構成要素として、フランスフランチャイズ倫理綱領、判例および学説ともに、
ザーによる商標等の使用許諾を挙げている。また、フランチャイズ契約では独占的あるいは
準独占的な義務が課せられていることが一般的であることから、同契約は上記の要件を満
たしているといえる。そして、同じく L.330-3 条が適用されるための要件として、締結され
る契約に「共通の利益」が存在することが必要か否かをめぐって繰り広げられたが、同条の
適用には締結される契約に商号・商標もしくは標識の使用許諾が含まれ、独占的あるいは準
独占的な義務が課せられていれば足りるとの理解が支配的である。判例は L.330-3 条の適
用条件としてかかる利益の存在を挙げていない。 
 次いで、L.330-3 条が定める情報提供義務に違反した場合における効果については、刑事
上の効果と民事上の効果がある。刑事上の効果については R.330-2 条において罰金刑であ
る第五級違刑罪が定められているが、これが実際に科された事例はほとんど存在しない。そ
のため、L.330-3 条の情報提供義務にザーが違反した場合の効果としては民事上の効果が中
心的な役割を果たしているが、判例および多数説は同条が法定する情報の不提供があれば
ただちに契約を無効にできるわけではなく、その不提供によってジーの合意に瑕疵が発生
したときに限って契約は無効になると解している。そして、情報提供義務違反による合意の
瑕疵によりフランチャイズ契約が無効とされる際には、その判断要素として、主としてジー
のこれまでの学歴、職歴等の経験が斟酌されている。L.330-3 条の違反があった場合にはザ
ーの不法行為責任も問題にはなるものの、もっぱら民法の合意の瑕疵に関する規定で処理
されている。一方で、民法典の合意の瑕疵理論に従って処理すべきとの見解に対しては、ジ
ーの保護という同条の実効性を欠くとの批判があった。 
売上予測に関する情報の提供は L.330-3 条で法定されていない。判例では、売上予測に関
する情報については原則としてザーに提供する義務はないとされている。 
 
 以上の第 1 部における議論では、本論文の問題意識とかかわる点として以下の点を示せ
た。すなわち、L.330-3 条および R.330-1 条によってザーが提供すべき情報提供義務の具体
的な内容が定められ、それらは多岐に及んでいるものの、日仏ともにしばしば問題となる売
上予測に関する情報については規定されていないこと（ザーの情報提供義務の「内容」につ
いての差異）、情報提供義務違反に対する民事上の制裁として、わが国とは異なり合意の瑕
疵による無効という処理が定着していること（情報提供義務違反の法的構成の違い）、そし
て、わが国では情報提供義務違反による損害賠償責任を認めた後の過失相殺の段階で斟酌
されているジーの事業経験などの要素が合意の瑕疵による契約無効の肯否の段階において
考慮されていること（事業経験等の要素の斟酌される段階の違い）、という各点である。 
 そこで、続く第 2 部以下では、上記の各論点についてそれぞれ詳述していくこととする。 
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第 2 部 フランチャイザーの情報提供義務違反による無効の判断要素に関する詳察 
序論 
 第 2 部では、第 1 部におけるザーの情報提供義務に関する議論の概観を通じて明らかに
なった、わが国における議論と異なる次の各点につき詳述する。すなわち、ザーが提供すべ
き情報の具体的内容およびジーの事業経験等の諸要素がザーの情報提供義務違反による合
意の瑕疵に基づく無効の肯否を判断する段階で斟酌されているという点について論じる。
なお、ザーの情報提供義務違反と合意の瑕疵との関連性については第 3 部以降で考察する。 
 ザーが提供すべき情報の具体的内容に関しては最初に L.330-3 条および R.330-1 条で法
定されている情報の具体的内容を取り上げるが、ここで中心的な問題となるのは売上予測
に関する情報であるので、かかる情報についての検討を中心に行う。売上予測に関する情報
の提供については、ザーが提供すべきかそれともジーが自ら作成すべきかという二項対立
的な議論の陥りがちであるところ、フランスの議論にはわが国の同様の議論にとって興味
深いものがみられるため、フランスの議論を考察することは日本法にとって示唆的である
と考えている。なお、この売上予測に関する情報の提供をめぐる問題は、かかる情報は
L.330-3 条で法定されていないことから、ザーは L.330-3 条で法定された情報だけを提供す
ればそれでよいのかという議論も関係してくる。そこで、かかる議論についても取り上げる。 
 次いで、ザーが L.330-3 条が定める情報提供義務に違反したとして合意の瑕疵に基づき
契約を無効にする場合の判断要素に関して判例を中心に検討を行う。ここで結論を先取り
して述べると、判例では、ザーの情報提供義務違反を原因とする契約無効の肯否は、「契約
内容をよく知った上で（en connaissance de cause）」という L.330-3 条 1 項の文言に照らし、
ザーの提供した情報によってジーの合意に瑕疵が生じることなく契約できていたか否かで
判断されている。ジーが契約内容をよく知って契約を締結できていたかを判断する際には、
ジーの事業経験等の諸要素が斟酌される。また、特に、それら要素の中には従来わが国にお
ける議論でほとんど顧みられてこなかった要素が含まれており興味深い。そこで、判例にお
ける情報提供義務違反の判断要素を考察することにはわが国における議論に対して一定の
意義があるものと考えている。 
以上の点に関して検討を行う第 2 部における叙述の順序は次のとおりである。すなわち、
フランスでは L.330-3 条で提供すべき情報を法定しているので、次章で同条および R.330-
1 条で法定された情報を挙げ、その具体的内容について述べる。同時に、売上予測に関する
情報を中心に非法定の情報の提供の是非についても検討する。 
 第 3 章では、ジーの事業経験をはじめとして、情報提供義務違反による契約無効の肯否
における具体的な要素について判例を検討する。 
 最後に、「結語」で以上のフランス法の総括を行う。 
 
第1章 提供すべき情報に関する議論 
第1節 はじめに 
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ザーは、L.330-3 条が法定する情報のすべてをジーに対して提供する義務を負っている169。
その一方で、売上予測に関する情報をはじめとした法定されていない情報に関しても、その
提供の必要性をめぐって議論が存在する。本章では、L.330-3 条および R.330-1 条170が定め
る情報および売上予測に関する情報をはじめとする情報を検討する。法定の情報を取り上
げる際には、L.330-3 条が「当該文書の内容はデクレによって定められ」ると規定するので、
以下の第 1 節では R.330-1 条の規定をみていくことにする。 
 
第2節 L.330-3 条および R.330-1 条が法定する情報について 
第1款 ザー自身に関する情報（R.330-1 条 1 号・2 号・3 号） 
R.330-1 条 1 号はザーの企業自体に関する情報の提供を規定する。具体的には、ザーの本
社（siège）の住所、事業内容、法的形態（forme juridique）が挙げられる。バッシュ（Baschet）
によれば、ザーの事業内容についてはザーの企業に属するグループの事業内容についても
説明するのが望ましい171。ザーが個人である場合には企業の長（chef d’entreprise）の個人
識別情報（identité）、法人である場合には業務執行者（dirigeants）の情報を提供しなければ
ならない。これら情報については、経営責任者（gérant）、社長（président）、副社長（directeur 
général）、業務執行委員会（directoire）の構成員、部長（directeurs）といった、ザーの企業
の主要な業務執行者の個人識別情報を提供することが望ましい172。また、必要であれば資本
金に関する情報も提供しなければならない。なお、1 号で列挙されている情報は K-bis と呼
ばれる自社について商業・会社登記簿に記載されている事項を示す抄本（extrait）にも記載
されている情報でもある173。 
R.330-1 条 2 号で規定されている情報は次のとおりである。すなわち、商業・会社登記簿
もしくは手工業者名簿の登録番号、商標の登録もしくは提出の日付および番号を対象とす
る記載、ならびに商標が譲渡もしくは認可の後に獲得された場合において商標のライセン
ス契約によってライセンスが合意された期間についての情報、くわえて全国商標原簿に対
応する登録の日付および番号である。ここで挙げられる情報はザー個人を特定する
（indivisualisation）ための情報であると言うことができる174。これら情報のうちヴィラサミ
ー（Virassamy）らは、とりわけ商標に関する情報は最も重要な情報であるとする。という
のは、商標をはじめとした集客ブランド（signe de ralliement clientèle）は、その商標が有
                                                     
169 F.-L. Simon, supra note 49, no 162, p.110. 
170 L.330-3 条および R.330-1 条については、本論文の第 1 部第 2 章を参照願いたい。 
171 D. Baschet, supra note 70, no 577, p.258. 
172 Ibid. 
173 F.-L. Simon, supra note 49, no 143, p.86. 
174 Ph. Le Tourneau et M. Zoïa, FRANCHISAGE.-Variétés du franchisage.-indépendance et domination 
dans le franchisage.-Droit de la concurrence et franchisage, JCI, Fasc.1045, 2011, no 102. 
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する評判によって顧客の来店を確保するものだからである175。 
R.330-1 条 3 号が規定する手形および小切手支払い銀行の指定に関する情報もまた、ザー
自身に関する情報であるということができる。かかる情報とは、ザー自身の銀行名、支店の
住所、口座番号の情報のことである176。 
 
第2款 ザーの事業経験に関する情報（同条 4 号） 
ここに該当する情報は、ザーの企業の設立日、ザーの企業の変遷の主要な経緯、ザーの展
開するチェーンの変遷の経緯、チェーンの経営者（exploitant）もしくは業務執行者の専門
家としての経験に関する情報である。こうした情報はザーが事業を開始して間もない場合
であったとしても提供を求められる177。バッシュによれば、ザーの企業の変遷の主要な経緯
とは、資本の増加・取得、合併（fusuons）、譲渡、および総売上高の変遷、従業員数の変遷
ならびにジー数の変遷に関する情報からなる178。業務執行者の専門家としての経験に関す
る 情 報 と は 、 業 務 執 行 者 の 主 要 な 職 務 お よ び 過 去 に 担 当 し て き た 責 任 あ る 役 職
（responsabilité）といった情報である179。 
また、直近 2 年間の活動に関する年次計算書類（comptes annuels）も提供しなければな
らない。直近 2 年間の年次計算書類は、貸借対照表（bilan）、損益計算書（comptes de résultats）
および付属文書（annexes）からなる180。ザーが事業開始して 2 年未満のため直近 2 年間の
年次計算書類を提供できないときは、ザーは契約締結前の文書においてその旨を明示しな
ければならない181。 
 
第3款 当該事業の現況等に関する情報（同条 4 号） 
ここに該当する情報は、当該市場の全般的現況、当該市場の地域的現況および当該市場の
発展可能性に関する情報である。グリマルディ（Grimaldi）らによれば、当該市場の全般的
現況における「市場」とは、ザーが提供する商品やその商品を購入する顧客のことであり、
「現況」とは、当該市場における競業相手の存在といった情報を国内全般的な次元（à 
l’échelon national）で提示することである182。 
当該市場の全般的現況に関する情報は、ジー候補者が行うことになる事業から得られる
                                                     
175 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 50, p.34. 
176 D. Baschet, supra note 70, no 579, p.258. 
177 Ibid., no 580, p.259. 
178 Ibid. 
179 Ibid. 
180 Ibid., no 581, p.259. 
181 Ibid. 
182 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 132, p.113． 
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収益を予測することに資する情報であるという183。市場の全般的現況については、とりわけ
ザーが事業を展開している分野の全国の年間の消費量（volume）、当該分野の総売上高、過
去数年間の総売上高の変遷、競合他社の状況、ザーの市場占有率（part de marché）、および
ザーが事業展開している分野が発展しているか衰退しているかといった情報からなる184。 
当該市場の地域的現況とは、先述した全般的現況において提示すべき情報を地域的次元
において提示することである185。バッシュによれば、当該市場の地域的現況に関する情報と
して、商圏（zone de chalandise）内の居住者数もしくは年齢ごと・職業別・平均的な収入ご
との分類に基づく都市の居住者数、全国的な知名度を有する競合他社（enseigne nationale）
とそうではない地元にしかない競合他社（sans enseigne）とに区別された地域の競合他社の
名称および住所といった情報がある186。 
当該市場の発展可能性に関する情報については、L.330-3 条 2 項でも挙げられており
R.330-1 条でも規定されているが、両条はともに全般的なものなのか、それとも地域的なも
のなのか明確にしていないため、全般的および地域的双方の市場の発展可能性について同
時に明確に記載しなければならない187。なお、L.330-3 条および R.330-1 条はともにどの程
度の期間の予測を提示すべきか示していないが、予測の期間は短期でよいとされる188。 
 
第4款 当該事業のチェーンに関する情報（同条 5 号） 
当該事業のチェーンに関する情報とは、ザーのチェーンの健全性（santé）についての情
報である189。具体的には、当該チェーンに属する企業のリスト、締結を検討している契約と
同種の契約を締結しているフランスの企業のリスト、書面提示の前年（année précédant）
中190にチェーンを抜けた企業数のリスト、およびザーの特別な承諾によって提供される契
約により決定された店舗設置場所の経営活動の範囲に存在する、契約の対象である商品も
しくはサービスを提供するあらゆる施設の情報である（5 号）。 
当該チェーンに属する企業のリストについての情報は、それぞれの企業によって合意さ
れた経営の方式（mode d’exploitation）についての記載とともに提供されなければならない
                                                     
183 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 132, p.113． 
184 D. Baschet, supra note 70, no 584, p.260. 
185 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 133, p.113． 
186 D. Baschet, supra note 70, no 585, p.261. 
187 Ibid., no 589, p.263. 
188 Ibid. 
189 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 137, p.119． 
190 この「前年」の解釈として、ジーの利益になるために、チェーンの最近の状況を提示すべきであると
して、「前年」とは、その「年」（année）ではなく、契約締結前の文書が提供されるまでの「期間」
（durée）と解すべきとされる（Ibid., no 139, p.120. 判例では、CA Paris, 22 mai 2008, Juris-Data no 
366630.）。 
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が191、かかる情報はジーがザーの展開するチェーンの規模（importance）を把握することを
可能にするものである192。 
チェーンを抜けた企業数のリストについては、その原因は契約の満了によるものなのか、
契約の解除によるものなのか、あるいは破産（liquidation）によるものなのかといったこと
も記載されなければならない193。要するに、なぜ当該企業がチェーンを抜けたのかの理由を
明記しなければならない194。 
 
第5款 締結を検討している契約についての主要な要素に関する情報（同条 6 号） 
締結を検討している契約についての主要な要素に関する情報とは、契約の期間、更新・解
除・譲渡についての条件、独占の範囲、契約の締結によってジーに生じる特別な費用の性質
ならびに総額、くわえて標識もしくは商標への特別な投資に関する情報である（6 号）。こ
こで提供すべきとされている情報は、主としてフランチャイズ契約において挿入される契
約上の条項についての情報である195。これら情報はジー候補者がチェーンに加盟するにあ
たり課せられる義務を評価することを可能にし、また、契約期間および負担する独占的義務
の点からは、ジーが行う投資の規模と利益の把握を可能にするものである196。 
6 号の「特別な費用」とは、加盟料、初期に行われるザーによる給付（研修に要する費用、
開店前の支援に要する費用）のことである197。 
また、標識もしくは商標への特別な投資でいう「特別な投資」とは、店舗設置に要する金
額、改装（aménagement）費用、商品の陳列に要する費用（工事費用、調度品（mobiler）
の購入費用、什器等（matériel spécifique）の購入費用）、店舗開設時に用意しておく必要の
ある在庫品の購入費用、標識の貸借もしくは購入に要する費用である198。 
  
以上が、L.330-3 条および R.330-1 条に基づきザーが提供すべき情報の具体的な内容であ
るが、問題となる売上予測に関する情報は提供すべき情報の中に含まれていない。法定され
た情報の間には、理論上は（en théorie）その重要性について優劣関係はない199。したがっ
て、ザーが L.330-3 条で法定された情報に関する情報提供義務に違反した場合には、フラン
                                                     
191 D. Baschet, supra note 70, no 591, p.263. 
192 F.-L. Simon, supra note 49, no 147, p.95. 
193 Ph. le Tourneau et M. Zoïa, supra note 174, no 106. 
194 J.-P. Clement, supra note 88, p.293. 
195 N. Dissaux, supra note 150, no 8. 
196 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 51, p.34. 
197 D. Baschet, supra note 70, no 597, p.265. 
198 Ibid. 
199 F.-L. Simon, supra note 49, no 142, p.85. 
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チャイズ契約は無効となることがある200。 
 なお、以上の法定の情報の提供を免除する条項をザーが契約書に挿入することがある。そ
うした条項に関して、学説では L.330-3 条の公序（ordre publique）としての性質を理由に
認められないとし無効との見解が根強いが201、破毀院はかかる条項を無効とは解していな
いようである202。 
 
第3節 法定されていない情報について 
前節では L.330-3 条で法定された情報の具体的内容を列挙したが、その中には売上予測
に関する情報は含まれていない。しかし、ジーの契約締結の意思決定に決定的な影響を与え
ることから、しばしばザーが売上予測に関する情報を提供することがあり、かかる情報をめ
ぐる争いは多い。法定された情報以外の情報で議論になるのは売上予測に関する情報であ
るが、かかる情報以外の情報の提供をめぐる判例も存在する。本節では、売上予測に関する
情報についての判例および学説を中心に検討すると同時に、それ以外の情報に関する判例
および学説も検討する。 
 
第１款 売上予測に関する情報について 
（1） 判例 
① 原則的立場 
 ザーは売上予測に関する情報を提供する義務を負っておらず、ジー自ら作成すべきとい
うのが判例の原則的立場と評価できる203。たとえば、破毀院商事部 2008 年 2 月 12 日判決
は、L.330-3 条および 1991 年 4 月 4 日のデクレは売上予測に関する情報および店舗設置予
定地周辺の市場調査はザーが提供すべき情報ではなく、ジー自ら作成することで店舗設置
に際する経営上のリスクを検討すべきであるとするとした原審の判断を正当とした204。パ
リ控訴院 2011 年 9 月 14 日判決も、ジーが店舗を開設し事業を行うとどの程度の収益が得
られるかという情報はジー自ら作成すべき情報とする205。 
このように、判例が売上予測に関する情報はザーが提供すべき情報ではない旨原則とす
る理由として、次の諸点が考えられる。すなわち、かかる情報は法定された情報ではないこ
                                                     
200 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 154, p.126． 
201 V. M. Malaurie-Vignal, Le dé-tricotage de la loi Doubin, Contrats, conc. consom., no 3, Mars 2016, 
comm. 65. 
202 Cass. com., 5 janv. 2016, pourvoi no 14-15710, no 14-15702, no 14-15705. 
203 本文で挙げた事例以外では、たとえば、CA Paris, 23 nov. 2006, Juris-Data no 339929. 
204 Cass. com., 12 févr, 2008, pourvoi no 07-10462.  
205 CA Paris 14 sept. 2011, Juris-Data no 019510. 
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と206、ザーがコントロールできない不確実性（aléatoire）の要素に影響されること207、実際
に総売上高が達成できるかはジーの商才（talent commercial）に左右されること208、といっ
た諸点である209。売上予測に関する情報のこのような性質ゆえ、判例210および学説211は、か
かる情報の提供についてザーは手段債務（obligation de moyens）しか負わないと解してい
る。 
 
② 1991 年 4 月 4 日のデクレ制定以前の一部の下級審判決 
 以上のように、ザーは売上予測に関する情報を提供する義務はないと解するのが判例の
立場であるといえる。しかし、ごく一部の下級審判決ではあるが、かかる予測を提供する義
務をザーに負わせているものと解することができるものが存在する。たとえば、パリ商事裁
判所 1996 年 6 月 13 日判決は、売上予測に関する情報の提供は「1989 年 12 月 31 日の法律
第 1008 号によって」ザーに「課せられている」とし、かかる情報を提供しなかったザーは
情報提供義務に違反していたとした212。これ以外では、L.330-3 条 2 項は「売上予測調査
（établissement d’ études prévisionneles）を除くと解されるべきではない」と述べ、かかる
予測を提供する必要はないとしたザーの主張を退けたパリ控訴院 1998 年 10 月 21 日判決
がある213。 
しかし、これらはいずれも、契約締結当時、ドゥバン法は存在したが 1991 年 4 月 4 日の
デクレは施行されていなかった場合の事案である。よって、ザーに対して売上予測に関する
情報の提供を義務付けているものと解される判決を取り上げる際には、同デクレの施行前
か後かという点に留意すべきであるという214。というのは、同デクレの施行の前後で裁判所
の売上予測に関する情報に対する態度は異なっていると思われるからである。すなわち、同
デクレ制定によって提供すべき情報が法定されたことにより、法定の情報のみを提供すれ
ばよいと判例上解されるようになっていったと考えられるからである215。とはいうものの、
1991 年 4 月 4 日のデクレ制定後に締結されたフランチャイズ契約についての事案であるリ
                                                     
206 CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 233437. 
207 CA Paris, 16 sept., 1994, Juris-Data no 022527. 
208 CA Paris, 7 déc. 2005, Juris-Data no 296362. 
209 V. N. Dissaux, supra note 114, p. 403. 
210 判例では、たとえば、CA Paris, 31 janv. 2002, Juris-Data no 170815 ; CA Paris, 7 déc. 2005, Juris-Data 
no 296362. 
211 学説では、たとえば、R. Loir, supra note 139, p.112. 
212 TC Paris, 13 juin 1996, Juris-Data no 042844. 
213 CA Paris, 21 oct. 1998, Juris-Data no 024128. 
214 R. Loir, supra note 139, p.103. 
215 こうした視点は、（2）学説①（b）で取り上げるディソー（Dissaux）の見解と関係してこよう。 
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ヨン控訴院 2000 年 10 月 27 日判決は、ザーは「店舗設置における予想損益計算書（compte 
prévisionnels d’exploitation）の作成をせずに済ませることはできない」と述べ、明確に売上
予測に関する情報の提供を義務付けている216。 
 
③ ザーが任意で提供した場合の扱い 
 以上で述べてきたように、同デクレ施行後も売上予測に関する情報の提供を義務付ける
ものが散見されるものの、判例上ザーには売上予測に関する情報を提供する義務はないと
されているといえる。とはいえ、ザーがかかる情報を提供するのは珍しくないので217、提供
された場合の扱いが問題になる。 
 パリ控訴院 2009 年 4 月 9 日判決は、売上予測に関する情報は L.330-3 条で提供すべき情
報とはされていないが、ザーがかかる予測を提供した場合には、ジーが実際に店舗経営から
得られる収益性を正確に評価することを可能にする厳格な根拠および予測を算出するに必
要な手段に基づき、誠実に売上予測を作成する義務を負うとした218。先述した破毀院商事部
2008 年 2 月 12 日判決でも、「L.330-3 条は市場調査もしくは売上予測に関する情報の作成
をザーの責任にしておらず、自身の投資の適切性について判断を下す唯一の者であるジー
が自ら具体的な店舗設置場所の調査を行い、自身が負うリスクを計算すべきであるけれど
も、収支予測計算書と一緒にこれら情報が提供される場合には、同条ならびに契約について
の一般法に共通の信義誠実に契約を締結する義務（obligation de contracter de bonne foi）
はザーに対して地域市場についての誠実な説明および疑義のない計算に基づく合理的根拠
のある計算書の作成を課す」と判示し219、売上予測に関する情報を任意で提供した場合には
誠実なものでなければならないとする。 
 以上のように、判例は売上予測に関する情報を提供する義務はザーにはないとしつつも、
任意で提供した場合は誠実なものでなければならないと解している220。 
 
（2） 学説 
 学説もまたザーは売上予測に関する情報を提供する必要はなく、かかる予測はジーが作
成すべきとの見解が趨勢である。その一方で、ジーにとって重要な情報であることから、売
上予測に関する情報の提供をザーに課すべきとの見解もある。そこで、まずは売上予測に関
する情報の提供をザーに義務付ける見解を検討する。ただし、この立場に立つ論者もかかる
                                                     
216 CA Lyon, 27 oct. 2000, Juris-Data no 132234. 
217 V. F.-L. Simon, supra note 49, no 183, p.127. 
218 CA Paris, 9 avril 2009, Juris-Data no 012644. 
219 Cass. com., 12 févr, 2008, pourvoi no 07-10462. 
220 本文で挙げた判決以外でも同様の見解を採っている。たとえば、CA Rouen, 15 mai 2003, Juris-Data 
no 218829 ; CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 233437. 
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予測の提供を義務付ける論理構成はそれぞれ異なるので論者ごとに取り上げる。次に、支配
的であるといえる否定的見解を検討する。これも同じく各論者によってその論理構成が異
なるので論者ごとに取り上げる。同時に、両者の折衷的見解と評価できるものもあるので、
こちらも併せて取り上げる。 
 
① 売上予測に関する情報を提供すべき情報と解する見解 
（a） ティカン221 
 ティカン（Tiquant）はザーが提供する契約締結前の文書を、ザーのノウハウから得られ
る潜在的収益性（rentabilité potentielle）を測るための道具と位置づける。彼によると、ド
ゥバン法が提供すべきとする情報は、“特に”提供が求められる情報である。よって、契約締
結前の文書の内容として法定された情報を提供すれば完全に情報提供義務を果たしたこと
にはならず、この潜在的収益性に関する情報の提供も求められるとする。それでは、なぜ彼
は、ザーが潜在的収益性に関する情報の提供を行うべきと考えるのか。それは、ザーは自身
の事業コンセプトを支配する立場にあり、しかも実体のある（réel）ノウハウを有している
のであるから、契約締結前の段階で未だザーからノウハウの伝達を受けていないジーより
も、ノウハウの利用による潜在的収益性を評価する能力があると解されるからである。くわ
えて、店舗設置場所の最終的な決定権限はザーにあることも考慮すると、ジーの潜在的収益
性に関する情報は、やはりザーが提供すべきであるとする。 
 
（b） ディソー 
ディソー（Dissaux）は立法論的観点から L.330-3 条を批判する。すなわち、同条は提供
すべき情報を列挙するかたちを採ったため、法定された情報さえ提供すれば情報提供義務
を果たしたことになり、その他の法定されていない情報の提供は不要との理解が一般化し
てしまった。つまり、明文をもって提供すべき情報を列挙してしまったことで、結果的に提
供すべき情報が制限されることになった。その結果、L.330-3 条で法定された情報以外は提
供する必要がないと理解され、かえって同条によってジーの保護に支障が出るという“副作
用（effet pervers）”が生じてしまっていると批判する222。このように、彼は形式的観点から、
売上予測に関する情報をはじめとした非法定の情報が提供すべき情報とされないことを批
判する。 
以上のような理由から、ディソーは L.330-3 条に基づき提供すべき情報を列挙する R.330-
1 条が定める情報だけでは、ジーが契約内容を理解して契約を締結するには不十分との認識
                                                     
221 O. Tiquant, Rétablir l’autorité de la loi…Doubin, D. 2002, jur, p.2600-2601. 
222 N. Dissaux, La protection du franchisé au debut du XXIème siècle: pour qui? pour quoi? comment?, in 
N. Dissaux et R. Loir, La protection du franchisé au début du XXIe siècle, L'harmattan, 2009, p.56-58. 
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を示したのち223、売上予測に関する情報について論じる。すなわち、彼によれば、フランチ
ャイズ契約はノウハウの伝達を目的とした契約であるところ、売上予測に関する文書の作
成は当然にザーのこのノウハウに含まれると述べる224。このようにして彼は、売上予測に関
する情報の提供はザーのノウハウの一部であるとの理解を示し、かかる情報の提供をザー
に義務付ける。 
 
② 売上予測に関する情報を提供する必要はないと解する見解 
 前記のような見解に対して、売上予測に関する情報の提供を不要と解する見解は多いと
いえる。たとえば、トゥルノー（Tourneau）は、L.330-3 条および R.330-1 条のいずれも売
上予測に関する情報の提供を義務付けていないことを理由に、ザーはかかる情報を提供す
る義務は負っていないとする225。 
以下では、トゥルノーと同じく形式的な理由で売上予測に関する情報の提供は必要ない
とするものの、こうした理由にくわえて予測が有する性質に鑑みて提供の必要性を否定す
るフェリエ（Ferrier）とマロリー＝ヴィニャル（Malaurie-Vignal）、およびティカンの見解
を批判するかたちで売上予測に関する情報の提供を否定するルニョ（Regnault）の見解を取
り上げる。 
 
（a） フェリエ 
フェリエは、まず、R.330-1 条 4 号が、「契約の対象である商品またはサービスの市場の、
全般的および地域の現況に加えて、当該市場の発展可能性についての説明」を提供すべきと
しているに過ぎないし226、ジーは独立した事業者であり、営業財産（fonds de commerce）
の所有者であるから、売上予測はジー自ら作成すべきとして、ザーによるかかる予測の提供
を否定する。そして、「予測」はその性質上、楽観的に作成されるものであるから、売上予
測に関する情報を提供すべき情報とすると、ザーの予測が実現しなかった場合に、そのこと
を理由にザーの責任が追及されてしまう点を挙げる227。このように彼は、売上予測に関する
情報が法定されていないことにくわえ、その「予測」という性質ゆえの問題性を理由に、売
上予測に関する情報の提供義務を否定する。以下のマロリー＝ヴィニャルおよびルニョの
見解も同様といえる。 
 
                                                     
223 N. Dissaux, supra note 150, no 17-18. 
224 Ibid., no 26. 
225 Ph. le Tourneau, supra note 52, no 300, p.135. 
226 D. Ferrier, supra note 147, no 676, p.310. 
227 D. Ferrier, supra note 85, p.82-83. 
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（b）マロリー＝ヴィニャル228 
 彼は、R.330-1 条 4 号後段は、「契約の対象である商品またはサービスの市場の、全般的
および地域の現況に加えて、当該市場の発展可能性についての説明」をしなければならない
とするのみで、売上予測に関する情報は含まないとする。そして、売上予測に関する情報の
提供は不要と解するのは、ザーの情報提供義務は取引における不確実性のリスクをジーに
保証するものであってはならないからであると述べる。 
 
（c） ルニョ229 
 他方で、ルニョは、①（a）のティカンの見解を批判し、ザーに売上予測に関する情報の
提供を義務付けることを否定する。彼の見解もまた形式的観点から、L.330-3 条および
R.330-1 条はともに、ザーの有するノウハウもしくは営業財産から得られる財務的情報
（information financière）も、将来の経営活動から得られる収益の情報も法定の情報として
いない点を挙げる。次に、将来の収益性に関する情報はその収益が実現できるかは非常に偶
然性が強いため、かかる情報には不確実性が必然的に伴う旨指摘する。こうした理由から、
彼は契約締結前の文書を潜在的収益性を測る道具と解するティカンの見解を退ける。 
 
③ 折衷的見解230 
以上のような、ザーとジーどちらが売上予測に関する情報を作成すべきかという二項対
立的な構図でかかる情報の提供の是非を論じるものと一線を画する見解がある。それがロ
ワール（Loir）の見解である。 
彼は、ジーが事業経験のある商人であるときは、そのようなジーであれば自ら売上予測に
関する情報を作成する能力があると考えられる。したがって、ジーが売上予測に関する情報
を作成すべきとする。もっとも、このようなケースにおいてもザーは全く売上予測に関する
情報の作成に関与しないわけではない。すなわち、ザーは自身の総売上高の情報やチェーン
に加盟する他のジーの業績に関する情報といった、自身が保有する情報をジーに対して提
供しなければならないと述べる。反対に、ジーが事業経験のない商人の場合には、かかる予
測は事業経験を有する側であるザーが作成すべきとする。よって、彼は当事者の事業経験の
多寡に応じ、どちらが売上予測に関する情報を提供すべきか判断する231。 
このように、ロワールは売上予測に関する情報の提供を一概にどちらか一方に課さずに
                                                     
228 M. Malaurie-Vignal, supra note 134, no 271, p.80. 
229 S. Regnault, La tentation d’autoritarisme de la loi Doubin, LPA 2003 janv. 10, no 8, p.13-16. 
230 R. Loir, supra note 139, p.109-110. 
231 Ibid., p.108-109. ただし、ロワールはザーのほうがこれまで培ってきたノウハウを有しているし、ジ
ーの店舗選択に関与しないことはほぼあり得ないことから、基本的には売上予測に関する情報はザーが作
成するのが望ましいと考えているようである。 
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事業経験の程度で判断するので折衷的な立場といえる。とはいえ、彼は売上予測をめぐるト
ラブルを回避するためにも、ザーとジーが一緒に予測を作成するのが望ましいとも述べて
いる232。 
 
第２款 売上予測以外の情報について 
 判例および学説では売上予測以外の情報の提供の是非も論じられている。このようなフ
ランスの議論状況は、法定されていない情報についての議論が売上予測に関する情報に集
中しがちなわが国とは様相を異にするものといえる。 
判例は、市場調査の情報やチェーンの状況に関する情報など、ジーが契約をしてチェーン
に加盟するか否かの判断に影響を及ぼす情報が問題になることが多いといえるので、これ
に関係するものを取り上げる。学説は、L.330-3 条および R.330-1 条が法定する情報の不十
分性を指摘して売上予測に関する情報以外の情報の提供の必要性を積極的に提言するディ
ソー、L.330-3 条 1・2 項の解釈から市場調査の提供の必要性を説くメルス（Meresse）、フ
ランチャイズ契約におけるザーの義務から提供すべき情報を抽出するリカリ（Licari）、およ
び売上予測に関する情報の作成に必要な情報の提供を主張するクレモン（Clement）とカー
ン（Kahn）と、それぞれ視点が異なる見解を取り上げる。 
 
（1） 判例 
 判例上、以下のような情報が問題となっている。 
 
① 市場調査の情報 
売上予測と関係する市場調査の情報の提供は、判例では提供する必要がないと解されて
いるといえる233。かかる見解を打ち立てたものとしてしばしば引き合いに出される234破毀
院商事部 2003 年 2 月 11 日判決は次のように述べる。L.330-3 条は「市場調査をザーの責
任としておらず、具体的な店舗設置についての分析はジー自身が行う役目を負っていると
正当に述べた原審は、」同時に、「かかる情報が提供された場合には」、「現商法典 L.330-3 条
は地域市場についての誠実な説明をザーの責任とすることを認め、」上記法文を正確に適用
した235。このように、判例ではザーは市場調査の情報をジーに提供する必要はないものの、
提供した場合には誠実な情報でなければならないと解されている。 
市場調査にまつわる情報が問題となった判例としては、ジーの店舗に来店する可能性の
ある顧客構成（composition de la clientele potentielle）の情報をめぐって問題になったもの
                                                     
232 Ibid., p.101. 
233 F.-L. Simon, supra note 49, no 183, p.127. 
234 たとえば、C. Grimaldi et al., supra note 43, no 133, p.114． 
235 Cass. com., 11 févr. 2003, Juris-Data no 017835. 
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がある。本件では、ザーからジーに対して店舗設置場所の成功可能性および店舗の発展可能
性を左右するところの上記情報に関して不完全な情報を提供があった。その結果、ジーは店
舗経営による収益性を評価できる可能性および店舗の発展可能性を確保するために講じる
べき措置は何か決定できる可能性を奪われたので、ザーによる不完全な顧客構成の提供は
民法典 1116 条236の詐欺的沈黙（réticence dolosive）を構成するとされた237。 
 
②  市場調査以外の情報 
フランチャイズ契約締結の 2 か月前にチェーンに加盟するジー8 社が契約上の義務違反
を理由にザーを訴えたこと、およびチェーンが適切に機能する状態ではないことをザーが
秘匿していたことが問題になった事例では、ジーがチェーンのこうした実態を認識してい
れば契約をしなかったとされた238。 
ノウハウに関する情報と過去にチェーンに加盟していたジーの情報が問題になった事例
がある。本件では、ノウハウはザー以外の第三者から受け取ったものであり、独自性も実体
もなく、かつ時代遅れであったのにザーは自分のものであると主張したこと、また、ザーの
下に加盟していたジーの事業の失敗を秘匿したことは詐欺を構成するとされた239。 
 
（2） 学説 
①  チェーンの経歴（passé du réseau）に関する情報の必要性240 
ディソーは、先述したように L.330-3 条および R.330-1 条が法定する情報を提供するだ
けではジーが明確に契約内容を知った上で契約を締結するには不十分であるとする。R.330-
1 条の規定では不十分な情報として、彼はチェーンの経歴に関する情報を挙げる。 
ザーの創業年数などのチェーンの経歴に関する情報は、フランチャイズ契約が事業の継
続的成功（réitérer une réussite）のための契約であることから必須の情報である。しかし、
そうした情報の一つである R.330-1 条 4 号が法定する最近 2 年間の年次計算書類では、チ
ェーンの経営活動を反映できないため、事業の成功を示すものとしては全く不十分である
という。したがって、チェーンの経歴に関して法定された情報を提供するだけでは、ジーが
事業の成功可能性を知るには不十分であるとする。そこで、店舗の成功可能性を示すに望ま
しいのが、パイロットショップ（unités pilote）の収益結果の情報を提供することである。 
                                                     
236 民法典 1116 条 
「当事者の一方によって実行された術策は、それがなければ、一方当事者が契約しなかったということが
明らかであるというような場合には、契約の無効原因とする。 
詐欺は推定されることはなく、詐欺は立証されなければならない。」 
237 Cass. com., 16 mai 2000, pourvoi no 97-16386. 
238 TC Paris, 28 janv. 1999, Gaz. Pal. 17-18 janv. 2001. 
239 CA Toulouse, 7 déc. 2004, Juris-Data no 264674. 
240 N. Dissaux, supra note 150, no 18-22. 
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また、ディソーは R.330-1 条 5 号 b）が規定する情報の不十分性も指摘する。すなわち、
同号がチェーンに加盟しているジーが達成した売上高、あるいはジー候補者と類似した条
件で経営されている店舗の総売上高の提示を要求していない点が不十分であると指摘する。 
さらに、同条 5 号 c）に関しても不十分性を指摘する。同号は契約締結前の文書の交付の
年の前年中にチェーンを脱退したジー数の記載を規定するが、いかなる理由でチェーンを
抜けたかの正確な理由の記載を要求していないし、チェーンを抜けたジー数の記載が契約
締結の前年では短すぎるとも批判する。 
 
②  ドゥバン法（L.330-3 条）の解釈により市場調査の提供を義務付ける見解 
 メルスは、ジーがノウハウを用いて事業の継続的成功を得るために必須の作業として市
場調査を位置づける。よって、彼によれば、市場調査の情報はジーが事業を成功するのに欠
かせない情報である。彼は、ドゥバン法 1 条 2 項が契約内容をよく知って契約を締結する
には関係する市場の現況および発展予測を明確に説明しなければならないと規定すること、
および 1991 年 4 月 4 日のデクレが契約の目的となる製品もしくはサービスの市場の全般的
および地域的現況と当該市場の発展の予測を提供しなければならないとする点を挙げ、市
場調査の提供をザーのドゥバン法上の義務とする241。 
そして、ザーは市場調査を行う義務をドゥバン法上負っていること、また市場調査を行う
に足るノウハウを有していることから、市場調査に基づき見積もったジーの総売上高が達
成できなかった場合には当該市場調査は誤ったものと推定され、ザーは責任を負うとする
242。 
 
③ ザーの義務から提供すべき情報を考察する見解243 
リカリは、ザーの提供すべき情報の内容を考えるにあたり、ファーブル＝マニャン（Fabre-
Magnan）の「必要な事実（fait pertinent）244」という概念を参考に議論を展開する。 
リカリによると、フランチャイズ契約はザーが商業上の成功を生み出すノウハウの伝達
を行うことを目的とする契約であり、ジーはザーから伝達されたノウハウを用いなければ
ならない。そうしたことから、フランチャイズ契約ではこのノウハウを用いて経営すること
でジーが事業の成功を継続できるか否かを判断するのに必要な情報が提供されなければな
らない。 
                                                     
241 S. Meresse, L’étude de marché est la quintessence du savoir-faire du franchiseur, RJ.com. 1997, p.264. 
なお、ティカンもこのメルスの見解に賛同する（O. Tiquant, supra note 221, p.2601.） 
242 S. Meresse, supra note 241, p.267. 
243 F.-X. Licari, La protection du distributeur integre en droit français et allemand, Litec, 2002, p.208-212. 
244 「必要な事実」とは、契約から生じる義務の目的に関係する事実であり、契約相手方が契約締結の判
断をする際に有益な（utile）事実である（M. Fabre-Magnan, supra note 94, no 170, p.133．） 
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よって、こうしたフランチャイズ契約の目的からして、ノウハウに関する情報は契約締結
にとって「必要な事実」であるので、ザーが提供すべき情報であるという。そして、そのノ
ウハウに関する情報としてリカリは、具体的に、ノウハウの実質的な内容（substance）、ノ
ウハウを用いて事業が成功してきたことを示すものであるチェーン全体の総売上高の情報、
およびザーの組織の将来（avenir de système）についての情報を挙げる。 
 
④  売上予測に関する情報の作成に必要な情報を提供すべきとする見解 
クレモンは、1991 年 4 月 4 日のデクレで売上予測に関する情報は提供すべきとされてい
ないが、ザーは自身が有している情報（パイロットショップおよびジーの売上実績、経営規
模、地理的に比較可能な状況についてのデータ）を提供することで、ジーが自ら売上予測を
作成できるようにすべきであると述べる245。 
 カーンもまた、ジーが自ら売上予測を作成するのに必要な情報を提供すべきとする。すな
わち、彼は、ザーが売上予測に関する情報を提供すると、それが売上結果の保証であると誤
解されかねないとする。つまり、ザーが売上予測に関する情報の作成への関与を強めるほど、
ジーが店舗経営に失敗した場合の責任を負わされるリスクも増大すると指摘する。ゆえに、
ザーは、ジーが売上予測を作成するのに必要な情報を提供すればそれでよいと述べる246。そ
うした情報として、ジーが店舗を設置する場所と類似する場所にある店舗の平均的な売上
高、一番売上のあるジーと最下位のジーとの売上高の差、商圏についての情報、店舗設置に
必要な投資費用の平均額（panier moyen）、チェーンの収益能力、平均的な出捐額、ザーの
チェーンに加盟しているジーの店舗の将来の変遷といった情報を挙げ、ザーはこれら情報
を提供すべきとする247。 
 
第 3 節 小括 
第 2 節で取り上げたように、L.330-3 条および R.330-1 条で法定された情報は多岐にわた
るが、分類すると次のようになろう。すなわち、ザー自身に関する情報（R.330-1 条 1 号・
2 号・3 号）、ザーの事業経験に関する情報（同条 4 号）、当該事業の現況等に関する情報（同
条 4 号）、当該事業のチェーンに関する情報（同条 5 号）、ならびに締結を検討している契
約の主要な条件についての情報（同条 6 号）である。ザーはこれら情報のすべてにつき情報
提供義務を負い、同義務に違反した場合には契約が無効になることがある。 
売上予測に関する情報については、L.330-3 条および R.330-1 条ではその提供をザーに義
務付けていない。もっとも、現 R.330-1 条（旧 1991 年 4 月 4 日のデクレ）制定以前におい
ては、一部の下級審判決では売上予測に関する情報の提供をザーに義務付けているものが
                                                     
245 J.-P. Clement, supra note 88, p.293.  
246 M. Kahn, supra note 50, p.39. 
247 Ibid. 
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みられた。しかし、かかる情報はザーが提供すべき情報ではなく、ジーが自ら売上予測を作
成すべきとするのが判例の立場であるといえる。 
対して、学説では売上予測に関する情報をザーが提供すべき情報とする見解が一部にみ
られた。すなわち、契約締結前の文書はジーがノウハウから得られる収益性を測るための道
具であるとし、売上予測に関する情報の提供をザーの役目とするものや、フランチャイズ契
約はノウハウの伝達を目的とする契約であるから、売上予測に関する情報を提供すること
もザーのノウハウとしての性質を帯びるとして、かかる情報の提供を義務付ける見解があ
った。しかし、売上「予測」に必然的に伴う不確実性を理由に提供すべき情報ではないとす
るものや、あるいは単純にかかる予測の提供が法定されていないことを理由に、学説上も売
上予測に関する情報の提供は不要との見解が支配的といえる248。このように判例および支
配的な学説によれば、売上予測に関する情報を提供する必要はないとされている以上、かか
る情報を提供したことによるリスク（予測通りの数値を実現できなかったことによるジー
からの責任追及）を考慮すると、ザーは売上予測に関する情報を提供しないほうが賢明とい
うことになろう249。 
 売上予測以外の情報の提供に関しても議論となっていた。売上予測以外の情報であって
も、その中には当該情報がジーの契約締結の意思決定に非常に大きな影響を与えうる情報
と評価できるものもある。すなわち、当該情報が提供されていればジーは契約を締結しなか
ったか、契約したにせよ異なる条件で締結したといえる情報である。こうした情報はジーが
契約内容を理解して契約するのに必要な場合がある。そこで、判例はそのような情報をザー
が誤ったかたちで提供し、その結果ジーの合意に瑕疵が生じた場合には契約を無効にする。
このことは、判例では、法定の情報以外の情報であっても、一度提供された場合には誠実な
ものでなければならないということを意味しているのであろう。 
 学説では、ザーのチェーンの過去の経歴に関する情報の提供が必要との指摘がある。こう
した情報は R.330-1 条 5 号で法定の情報とされてはいるが、ディソーは提供すべき範囲が
限定的なため、ジーが契約内容をよく知って契約するには不十分であるとする。また、ジー
にとって重要なのはどの程度の収益を上げられるかであるから、店舗設置予定場所と類似
した場所の店舗の総売上高の情報を提供すべきとする。メルスは、ノウハウの伝達によって
事業が継続的に成功するかを判断するには市場調査の情報が不可欠だとし、かかる調査の
提供をドゥバン法上の義務とする。リカリは、契約締結にとって「必要な事実」の指標を用
いて、ノウハウの実質的な内容、ノウハウを用いて事業が成功してきたことを示すものであ
るチェーン全体の総売上高の情報、およびザーの組織の将来の情報を挙げる。クレモンおよ
                                                     
248 デクレの立法過程では売上予測に関する情報は提供すべき情報とされていたが、最終草案の段階で削
除されたという経緯があるという（N. Dissaux, supra note 150, no 25.）。こうした経緯も、法定の情報の
中に売上予測に関する情報が含まれるのか議論されている要因と考えられるのではないか。 
249 R. Loir, L’information du franchise sur le future, D. 2012, p.1425. 
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びカーンは、ジーが売上予測に関する情報を作成するのに必要な情報を提供すべきとする。 
以上の議論を概観すると、判例は基本的に L.330-3 条および R.330-1 条が定める情報を
提供すればザーは情報提供義務を果たしたことになるが、法定の情報以外の情報を提供し
た場合には誠実なものでなければならないとする。他方で学説では、判例と同様の見解を採
るものもあるが、チェーンに加盟することで収益が見込めるかどうかを判断するのに資す
る情報については、そうした情報は積極的に提供すべきであると考えているものといえる。 
 
第 2 章 契約無効の肯否における判断要素に関する検討 
第 1 節 はじめに 
前章で提供すべき情報の具体的内容について検討を行った。ザーは法定の情報について
は、そのすべてを提供しなければ情報提供義務を果たしたことにはならないとされる。した
がって、法定の情報の提供を怠った場合にはザーは情報提供義務に違反したことになり、契
約は無効とされことがある。しかしながら、ここで次のような疑問が生じる。すなわち、た
とえば、情報提供義務違反があっても、事業経験が豊富なジーであれば、法定の情報であろ
うと非法定の情報であろうと、提供されなかった情報を自ら収集したりして、その不備を補
えるのではないのか。反面、事業経験のないジーにそうした行動を期待するのは酷といえる。
つまり、情報提供義務違反があっても、本章で検討する諸要素を斟酌した結果、L.330-3 条
1 項の「契約内容をよく理解して（en connaissance de cause）」契約をできていたと評価で
き、契約無効とはならないとされる場合があろう。そうであれば、そうした諸要素を斟酌し
て情報提供義務違反による契約無効の肯否が判断されることになる。 
そこで、本章では、ザーの情報提供義務違反を理由に契約の無効が主張された判例を検討
することで、同義務違反による契約無効の肯否の際にいかなる要素が考慮されているのか
を明らかにする。なお、かかる検討に際しては、ザーの情報提供義務違反の効果は主として
合意の瑕疵による契約の無効と解されているので250、本章では同義務違反が合意の瑕疵を
構成するものとして契約の無効が主張された判例を扱う。 
ここで、以下での判例の整理における視点を明らかにするために、本論に入る前に結論を
述べておくと、判例を検討した結果、売上予測も含むすべての情報に共通する要素として、
ジーの事業経験および当事者の交渉段階における言動、時間的猶予が考慮されている。そし
て、売上予測に関する情報に独自の要素として、予測数値と実際の数値との乖離が考慮され
ていることが分かった251。 
そこで、本章では以上の 3 点をザーの情報提供義務違反による契約無効の判断要素とし
て取り上げ、判例の整理を行っている。なお、以下では法定の情報の提供義務違反が問題と
なった事例と非法定の情報のそれが問題になった事例を同時に取り扱う旨断っておく。一
                                                     
250 F.-L. Simon, supra note 49, no 159, p.107. p.125. 
251 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 185, p.129. 
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つの事案で法定の情報と非法定の情報の両方について情報提供義務違反が問題になってい
るものが多いからである。 
 
第2節 ジーの事業経験の有無・程度 
 ザーの情報提供義務違反による契約の無効の肯否を判断する要素として判例において主
として斟酌されているのがジーの事業経験である。すなわち、情報提供義務違反による契約
の無効が認められるには、ジーは経験豊富な事業者（professionnel averti）と判断されては
ならないのである252。ジーが経験豊富な事業者とされ、契約の無効の主張が認められなかっ
た事例は多い253。そこで、まず、以下で、情報提供義務違反があったが、ジーの事業経験を
理由に契約の無効の主張が否定された事例を取り上げる。 
 
第１款 否定事例 
ヴェルサイユ控訴院 1996 年 7 月 4 日判決では、ジーはザーが扱っている高級食料品の販
売経験がなくても、ジーは店舗を経営していたボルドーの地域での商売について深い知識
を有していたとし、民法典 1116 条の詐欺による契約の無効の主張を棄却した254。 
パリ控訴院 1999 年 1 月 13 日判決は不動産代理店のフランチャイズ契約の事例であった。
本件では、ザーは法定された情報を提供していなかったが、ジーは法学博士号を有し 16 年
間不動産業界で働いていたことから合意の瑕疵に陥っていたとはいえないとし、ドゥバン
法に基づく契約の無効の主張を認めなかった255。 
食料品等の販売を目的とするスーパーマーケットのフランチャイズ契約において、ザー
は法定の 20 日間の期間を遵守せずに遅れて情報を提供した。このことがザーの情報提供義
務違反にあたるとして、ジーから詐欺を理由に本フランチャイズ契約の無効が主張された。
本件につきバステール控訴院 2003 年 10 月 20 日判決は次のように判断した。すなわち、ザ
ーは L.330-3 条の法定の期間内に情報を提供したことを立証できなかった。しかし、ジーは
契約締結以前から 8 年近く営業財産を利用していたことから、大規模食料品店の地域市場
における潜在的収益性を認識していたとして、L.330-3 条に基づくジーの契約無効の主張を
斥けた256。 
ニーム控訴院 2005 年 6 月 23 日判決では、女性用衣服の販売を目的とするフランチャイ
ズ契約締結過程で、ザーの法定の情報の一部の不提供が詐欺を構成するとして、民法典 1110
                                                     
252 Ibid., no 162, p.111. 
253 本文で取り上げたもの以外で、ジーの事業経験を判断要素としているものとして、たとえば、CA 
Paris, 20 sept. 1994, Juris-Data no 023140 ; CA Paris, 1 er juill. 2003, Juris-Data no 226517; CA Nîmes, 6 
oct. 2005, Juris-Data no 311158 ; CA Paris, 7 déc. 2005, Juris-Data no 296362. 
254 CA Versailles, 4 juill. 1996, Juris-Data no 043384. 
255 CA Paris, 13 janv. 1999, Juris-Data no 020634. 
256 CA Basse-Terre, 20 oct. 2003, Juris-Data no 247239. 
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条257および 1116 条に基づきジーが契約の無効を主張した。本判決によると、ジーは数年来、
衣服の小売販売の二つの営業財産の所有者であった。そして、60 歳の独立した商人であり、
20 年以上におよぶ当該分野での事業経験があった。よって、ニーム控訴院は、このような
ジーは契約締結前にザーのチェーンに加盟するジーと接触を図って情報を収集することが
可能だった点を考慮し、ジーの契約無効の主張を認めなかった。なお、本判決では、ザーが
誤った情報を提供したのは自身の事業経験の少なさゆえであって、ジーを騙すためではな
かったとし、ザーの事業経験も考慮してジーの契約の無効の主張が斥けられている258。 
パリ商事裁判所 2006 年 1 月 17 日判決は、ジーの夫妻の夫は技術者としての教育を受け、
妻は簿記の知識を有しているから、チョコレート等の販売に関するフランチャイズ契約の
リスクと利益を評価できたとされ、L.330-3 条に基づく契約の無効を認めなかった259。 
宝石類の販売に関するフランチャイズ契約の事案であるパリ控訴院 2006 年 6 月 7 日判決
は次のようなものであった。すなわち、ザーが法定の情報である 2 年間の年次計算書類、文
書の交付の前年中のジーの契約締結および更新の日、チェーンを抜けたジーの名称、ならび
にチェーンを抜けた理由に関する情報を提供しなかった。これに対して、ジーが L.330-3 条
違反による契約の無効を主張した。パリ控訴院は、ザーの情報提供義務違反を認定したが、
その一方で、ジーの 16 年間のレストラン経営の事業経験を考慮し、ジーは慎重に契約を締
結したとして、ジーの主張を斥けた260。 
パリ控訴院 2006 年 11 月 16 日判決では、レンタカーのフランチャイズ契約での情報提供
義務違反が問題になった。本件では、ジーが本フランチャイズ契約において店舗を設置する
のと同じ場所で数年間レンタカー事業を行っていた点を考慮し、法定の情報の不提供があ
ったが L.330-3 条に基づく契約の無効は認められないとされた261。 
美容院のフランチャイズ契約に関する事案であるリヨン控訴院 2007 年 3 月 22 日判決で
は、次のように判断された。すなわち、契約締結前にザーが法定の情報を提供したと認めら
れないが、ジーはすでにこのザーの標識の下で他の美容室を経営しており、さらにこのザー
とは別のザーの下でもいくつもの美容室を経営している。よって、L.330-3 条に基づく契約
の無効は認められないとされた262。 
 
このように、判例ではジーが経験豊富な事業者であると判断された場合には、契約の無効
                                                     
257 民法典 1110 条 
「錯誤は、それが合意（convention）の目的である物のまさに本質に関して陥った場合に限り、契約の無
効の原因になる。 
258 CA Nîmes, 23 juin 2005, Juris-Data no 282018. 
259 TC Paris, 17 janv. 2006, Juris-Data no 304909.  
260 CA Paris, 7 juin 2006, Juris-Data no 312420. 
261 CA Paris, 16 nov. 2006, Juris-Data no 322715. 
262 CA Lyon, 22 mars 2007, Juris-Data no 332144. 
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の主張は認められにくいと評価できる263。反対に、ジーの事業経験が皆無ないしは僅少であ
ると評価できるような場合には、かかる要素を考慮して契約の無効が認められる場合が出
てくるということになる。次款ではジーの事業経験を考慮して契約の無効が認められた事
例を検討する。 
 
第２款 肯定事例 
カーン控訴院 2005 年 5 月 4 日判決では、スーパーマーケットのフランチャイズ契約締結
過程での情報提供義務違反（法定の 20 日間の期間の不遵守）が問題になった。ジーは肉売
り場の店員であり、かつ企業管理の経験もない。よって、ザーが行った市場調査および売上
予測に関する情報を評価するための能力（connaissances）を有していなかったとし、L.330-
3 条に基づく契約の無効が認められた264。 
 移動式店舗でのピザの販売を目的としたフランチャイズ契約の事案で、法定の情報の提
供を怠ったとしてザーの情報提供義務違反が問われたパリ商事裁判所 2005 年 11 月 7 日判
決では、次のように判断された。すなわち、ジー2 名は非常に若く、事業者としての経験は
皆無か少々ある程度であった。また、レストラン業界での事業経験あるいは本件のような食
品販売の事業経験も全くなかった。パリ商事裁判所はこれらを考慮し、L.330-3 条、民法典
1109 条265および 1110 条により本契約を無効とした266。 
 パリ控訴院 2006 年 2 月 1 日判決はチョコレート等の販売のフランチャイズ契約の事例で
あった。本件では、ジーがチョコレート等の分野での事業者としての経験がないことが考慮
された。そして、このようなジーが提供された総売上高予測に関する情報を信頼してしまう
のは正当なこと（légitimement）とされ、本件では本契約の解除（résiliation）を認めた267。 
一方で、リヨン控訴院 2004 年 6 月 3 日判決では、ジーに当該事業についての事業経験が
あったものの、ザーの情報提供義務違反による契約の無効が認められている。本件では、ジ
ーはザーのグループの元従業員であり、かつ管理職（statut de cadre）の身分であった。し
かし、このことはジーが店舗経営に関する特別な手法および営業財産から得られる収益性
を認識していたことを意味しないとし、L.330-3 条および民法典 1108 条268に基づき契約の
                                                     
263 V. M. Malaurie-Vignal, Le dé-tricotage de la loi Doubin, Contrats, conc. consom., no 3, Mars 2016, 
comm. 65. 
264 CA Caen, 4 mai. 2005, Juris-Data no 282521. 
265 民法典 1109 条 
「合意が錯誤によってなされた場合、強迫によって奪取された場合もしくは詐欺によって騙取された場合
には、全く有効な合意は存在しない。」 
266 TC Paris, 7 nov. 2005, Juris-Data no 299489. 
267 CA Paris, 1er févr. 2006, Juris-Data no 309721. 
268 民法典 1108 条 
「契約の有効性にとって、以下の 4 つの条件が不可欠である： 
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無効を認めた269。 
 
以上で概観したように、ジーの事業経験がない場合には、情報提供義務違反による契約の
無効が認められやすい傾向にあるといえる。しかし、リヨン控訴院 2004 年 6 月 3 日判決の
ように、当該事業についての事業経験があっても契約の無効が認められる場合もある。よっ
て、判例上、事業経験は情報提供義務違反による契約の無効を認めるための一つの要素では
あるが、それは絶対的なものではなく、事業経験があれば一概に契約は無効にならないとい
うわけでもないようである270。 
 
第3節 当事者の交渉段階における言動、時間的猶予 
本節で扱う要素とは次のようなものである。すなわち、ザーに情報提供義務違反があった
が、情報の不提供を補いうる他の情報をジーが契約交渉段階で提供されていたという場合
にはザーの同義務違反があったとしても契約は無効とされない。また、ジーが契約締結前に
とった言動も判断要素とされている。 
そして、情報の提供から契約の締結までに十分な時間的猶予がジーに与えられていた場
合も、ザーの情報提供義務違反があっても契約の無効は認められない。よって、情報の提供
から契約締結までにどの程度の期間が確保されたかという点も、情報提供義務違反による
契約の無効の肯否を判断する要素とされている。 
 本節では以上の諸要素を斟酌して契約無効の肯否を判断した判例を取り上げる。 
 
第１款 当事者の交渉段階における言動 
ポー控訴院 2005 年 10 月 10 日判決の事案は次のとおりである。ザーは法定の情報である
ザーの住所、その企業の事業内容、企業の長の個人識別情報、手工業者名簿の登録番号、直
近 2 年間の年次計算書類、市場の現況および発展予測等の情報を提供しておらず、ジーと
話し合いを重ねたに過ぎなかった。しかし、ジーは何度もザーのオフィスに出向き、当該店
舗の設置、収支、営業戦略および事業計画遂行に際する資金調達の方法を話し合っていた。
さらに、ザーは予想損益計算書（feuillets de calculs prévisionnels）、および市場調査も提供
していた。ゆえに、ポー控訴院は、ザーは L.330-3 条が定める情報を提供しなかったが、ジ
ーは本契約について明確な見解を形成できたとして、L.330-3 条を根拠とする詐欺による無
                                                     
義務を負う者の合意； 
その者の契約を締結する能力（capacité）； 
義務の内容を形成する確定した目的； 
債務における適法なコーズ。」 
269 CA Lyon, 3 juin 2004, Juris-Data no 246758. 
270 V. M. Malaurie-Vignal, Le dé-tricotage de la loi Doubin, Contrats, conc. consom., no 3, Mars 2016, 
comm. 65. 
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効の主張を認めなかった271。 
 第 2 節第 1 款で取り上げたパリ商事裁判所の判決では、次のように判断された。法定の
情報である契約締結に先立つ 1 年の間にチェーンを抜けた企業の数についての情報が提供
されなかった。しかし、ザーはジーの店舗設置地域の経済的潜在性に関する情報、および店
舗設置場所であるアビニョンにあるチョコレートショップおよびキャンディショップの詳
細なリストを提供し、これら情報はジーが署名した文書に記載されていた。くわえて、夫婦
で店舗経営したジーの夫がザーに対し、「あなたよりもアビニョンの中心街の市場を知って
いる」と発言していた。こうした点を考慮し、ジーの契約の無効の主張は否定された。 
 同じく第 2 節第 1 款で取り上げたレンタカーのフランチャイズ契約の事例であるパリ控
訴院判決もここに挙げることができる。本件では、フランチャイズ契約締結に先立ちジーが
ザーの企業の代理人（représentant）と会っており、同日中に契約の最低継続期間等、契約
の主要な条件を記載したファックスを受け取っていたこと、ならびにザーのチェーンに加
盟するジーの下で研修を受けていた点も併せて考慮され、契約の無効が否定されている。 
 
このように、ザーに情報提供義務違反があっても、提供されなかった情報以外の情報に基
づき、契約内容をきちんと理解してジーが契約できていたと判断される場合、同義務違反が
あっても契約は無効にならない。また、契約締結過程でのジーの言動も、情報提供義務違反
による契約の無効が否定される方向に作用することがあるといえる。 
 
第２款 十分な時間的猶予の存在 
 既製服の製造に関するフランチャイズ契約の事例であるパリ控訴院 1996 年 2 月 16 日判
決では次のように判示された。すなわち、売上予測に関する情報は契約締結の 10 か月以上
前に作成されたものであるから、かかる期間はジーが必要な財務的協力を模索したり事業
から期待される収益性をよく知って意思決定するのに十分な期間であった。しかも、当該売
上予測に関する情報は慎重に作成されており、詐欺的な（illusoire）ものではなかった。よ
って、契約の解除の原因をザーのフォートにあるとしたジーの主張は認められない272。 
第 1 節第 2 款で取り上げたカーン控訴院判決では、ジーは契約締結の是非について公認
会計士の助言を受けるべきであったが、“avant-contrat”と題された契約書が契約への署名最
低 20 日前までに提供されなかった。かかる点も考慮され、ジーは契約内容をよく知って契
約を締結することができなかったとされ、契約の無効の主張が認められている。 
 日焼けサロンの経営に関するフランチャイズ契約の事例であるパリ控訴院 2011 年 9 月
14 日判決では次のように判示された。すなわち、ジーは、フランチャイズ契約締結の 6 カ
月近く前にザーから情報を記載した文書を提供されていた。このことは、ジーが経営を検討
                                                     
271 CA Pau, 10 oct. 2005, Juris-Data no 291080. 
272 CA Paris, 16 fév. 1996, Juris-Data no 021233. 
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している営業財産から得られる経済的収益性に関する情報を収集するのに必要な期間が慣
習上のそれよりも長かったことを意味する。同時に、一般的にかかる期間は、ジーがザーの
チェーンに加盟しているジーと連絡を取り、契約締結の是非の判断を可能にするものであ
る。提供された情報には、市場の全般的および地域的現況に関する情報の記載はなかったが、
上記期間は情報の不十分性補うのに十分であった。よって、L.330-3 条に基づく契約の無効
を主張できないとされた273。 
 
 以上のことから、情報の提供から契約の締結までに十分な期間が確保されていたような
場合には、情報提供義務違反があったとしてもジーは自身で必要な情報を収集したりして、
契約内容を正確に把握して契約できると理解されていると評価できよう274。このことは裏
を返せば、ジーが情報の提供から契約の締結までに十分な期間を確保されなかった場合に
は、契約内容をきちんと理解して契約できていなかったとして契約の無効が宣言され得る
ことを意味するのではないだろうか。 
 
第4節 予測数値と実際の売上額との乖離－売上予測に関する情報の場合 
続いて、売上予測に関する情報に独自の判断要素の検討に移りたい。売上予測に関する情
報については、予測の数値と実際の売上高との間に著しい乖離があったと認められると、ジ
ーに事業経験があったとしても契約が無効とされることがある。売上予測に関する情報が
原因で契約が無効になる場合には、その予測数値と実際の売上高との著しい乖離が重要に
なる。以下、予測と実際の数値との著しい乖離が問題になった事例を挙げる275。 
 
破毀院商事部 1998 年 2 月 24 日判決では、ザーは、ジーが実際に達成した売上高は予測
の 40％程度でしかなかったことから、現実離れした（fantaisistes）結果を含んだ予測調査
を提供したと判断した。また、こうした予測を提供した反面で、周辺に存在する大型店舗の
拡張傾向を予測可能であったのに、ザーは意図的に（volontairement）ハイパーマーケット
の存在といった重要な情報を秘匿したと評価されるとした。くわえて、店舗の赤字はジーの
店舗経営に起因するものではないとした。これらを考慮し、ザーは契約締結前の情報提供義
                                                     
273 CA Paris, 14 sépt. 2011, Juris-Data no 019510. 
274 本文で取り上げたカーン控訴院判決以外で、L.330-3 条 4 項の「20 日前」の期間が遵守されなかった
点を考慮して契約の無効を宣言したものとして、たとえば、CA Paris, 28 nov. 1997, Juris-Data no 024604. 
ただし、かかる期間の不遵守によってジーの合意に瑕疵が生じたといえなければならない（CA Bordeaux, 
15 mars 2000, Juris-Data no 117540.）。 
275 本文で挙げたもの以外で、売上予測に関する情報を提供したザーの責任を認めた事例としては、たと
えば、CA Rennes, 30 avril 1996, Juris-Data no 045198; CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 233437 ; CA 
Aix-en-Provence, 4 mai 2006, Juris-Data no 304643 ; TC Paris, 16 mai 2007, Juris-Data no 341551 ; CA 
Caen, 13 déc. 2007, Juris-Data no 368488 ; Cass. com., 12 juin 2012, Juris-Data no 012846. 
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務に違反したとして、ザーからの商品返還請求および契約の解除による損害賠償請求を認
めなかった276。 
パリ控訴院 1999 年 12 月 1 日判決は次のような事例であった。すなわち、子供服の販売
を目的としたフランチャイズ契約の締結過程で、ザーが売上予測に関する情報を提供した
が、実際にジーが達成できた総売上高は上記予測の約 50％であった。パリ控訴院は、この
ような予測と実際の数値との乖離は、ザーが提供した売上予測に関する情報が契約内容を
よく知ってジーが契約締結の是非を判断することを可能にする誠実な調査に基づいて作成
されていなかったことを示すものであると述べて、ドゥバン法を根拠に詐欺による契約の
無効を認めた277。 
第 2 節第 2 款で触れたチョコレート等の販売のフランチャイズ契約の事例であるパリ控
訴院判決では、次のように予測と実際の数値との乖離も考慮して解除が認められている。す
なわち、1992 年から 1995 年までの 3 年間のジーの総売上高が予測数値と比較して平均で
45％しか達成できなかった点を考慮し、ザーが提供した予測は厳格な方法で作成されたも
のではないとされた。 
破毀院商事部 2011 年 10 月 4 日判決は次のように判断した。すなわち、オフィス用品の
販売に関するフランチャイズ契約の締結時に、ザーが売上予測に関する情報を提供した。し
かし、ジーが得た収益は予測と比べ極めて少なく、早期に裁判上の清算に至った。破毀院は
こうした点を考慮し、ジーはスーパーセンターの分野で 20 年以上事業を行ってきた経験豊
富な事業者であるが、企業活動における収益に関する本質的錯誤（erreur substantielle sur la 
rentabilité de l’activité entreprise）に陥っていたとし、民法典 1110 条に基づく契約の無効
を認めなかった原審を破毀した278。 
 洗車場の経営を目的としたフランチャイズ契約の事案である破毀院商事部 2013 年 6 月
25 日判決は次のように判示した。すなわち、ジーは以前にもこのザーの下で洗車場を経営
して成功していたので未経験者（novice）ではないし、数年にわたり当該洗車場を経営して
いた。しかし、ザーから提示された初年度の予測総売上高を一度も達成できなかった。この
予測数値と実際に達成できた数値との乖離は、ジーの店舗経営の失敗にその原因を求めら
れず、当該事業分野で通常生じうる誤差を超過していた。よって、ザーはジーに対して実現
不可能かつ空想的な（irréaliste et chimérique）予測総売上高を提供したので情報提供義務
に違反した。また、予測総売上高は店舗設置によるリスクを計算するにあたり決定的な情報
であるところ、この予測に関してジーは錯誤に陥らされたとして、破毀院は民法典 1116 条
の詐欺を理由にジーによる無効の主張を認めた原審の判断を正当とした279。 
                                                     
276 Cass. Com., 24 fév. 1998, pourvoi no 95-20438. 
277 CA Paris, 1er déc. 1999, Juris-Data no 117888. 
278 Cass. com., 4 oct. 2011, pourvoi no 10-20956. 本判決は第 4 部においても取り上げている。 
279 Cass. com., 25 juin 2013, Juris-Data no 013254. 
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 このように判例上、売上予測に関する情報が原因で契約が無効とされるには、単に予測と
実際の数値との乖離が生じただけではなく、それが著しい乖離でなければならないとされ
ているのは、次のような理由であろう。すなわち、第 2 章第 2 節第 1 款（1）①において述
べたように、かかる予測が達成されるか否かは、ジーの商才等、様々な不確実な要素によっ
て左右されるからであろう。そして、著しい乖離とは具体的にどの程度の乖離があった場合
かというと、判例上、おおむね 40％から 50％程度の乖離が存在したときであるといえる280。
この程度の乖離が存在すると、ザーは不誠実な予測を提供したとされ、責任を負う可能性が
ある。反対に、予測と実際の数値との乖離が少ないときには、ザーの責任は否定される281。 
 
第5節 小括 
 第 1 款 各判断要素の整理 
本章で検討した情報提供義務違反による契約の無効の肯否判断における各要素は、売上
予測に関する情報における独自の要素と、売上予測も含めすべての情報に共通する要素に
整理できよう。 
 売上予測に関する情報の提供があった場合には、概して、予測と実際の数値との乖離が著
しいと不誠実な情報を提供したと判断される。そして、どの程度が著しい乖離に該当するか
は、判例上概ね 40～50％程度の乖離が存在する場合であるといえる。このように、売上予
測に関する情報については、予測と実際の数値とが比較されており、その乖離の程度が重要
な独自の判断要素になっている。ただし、著しい乖離が存在しても、その原因がジーの店舗
経営にあるといえる場合には、情報提供義務違反による契約の無効は認められないと解さ
れているといえる。 
 売上予測も含めすべての情報に共通する判断要素は、ジーの事業経験、当事者の交渉段階
における言動ならびに時間的猶予であった。ただし、これら要素は、たとえば事業経験があ
れば必ず情報提供義務違反による契約の無効は認められないというような絶対的なもので
はなく、各要素を考慮して判断しているといえる。すなわち、情報提供義務違反による契約
の無効の肯否を判断においては、その要素があれば必ず契約の無効が認められるといった
絶対的な判断要素は存在せず、事案ごとに各要素を総合的に斟酌して契約の無効の肯否を
判断していると評価できる。 
 
第 2 款 法定の情報の情報提供義務違反における判断要素にみられる視点 
本章では、L.330-3 条で法定された情報提供義務の違反が問題となった事例を中心に検討
                                                     
280 F.-L. Simon, supra note 49, no 185, p.129. 
281 初年度について予測と実際の数値との乖離が 12.6％に過ぎなかった事例では、ザーの責任は否定され
ている（Cass. com., 9 avril 1996, pourvoi no 93-11327.）。 
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したが、同義務違反による契約の無効の肯否が判断される際には、次のような視点が判例上
みられよう。すなわち、情報提供義務違反により生じたジーの錯誤が宥恕され得ると評価さ
れる場合にはじめて同義務違反による契約の無効が認められているという視点である。こ
うした判例理論からは、提供されなかった情報を取得すること、もしくは誤って提供された
情報を精査することが不可能であった場合に契約は無効になるという判断枠組みが見出せ
るのではないか282。 
以上のような理解が成り立つとすれば、各要素の中でもジーの事業経験の有無・程度は契
約の無効の肯否を判断するにあたり重要な要素といえるのではないだろうか。というのは、
素人同然のジーであれば、自ら情報を収集したり、提供された情報が正確なものか判断する
ことは酷であろうが283、事業経験が豊富なジーであれば、たとえば自ら情報を収集して提供
された情報の妥当性を精査することが可能と考えられるからである284。 
 
結語 
 以上、第 2 部では、L.330-3 条で法定されていない情報を含めてザーが提供すべき「情報」
の具体的内容の検討、および情報提供義務違反による契約の無効が認められるかを判断す
る際にどのような要素が斟酌されているのかの各点につき、主に判例を素材に検討した。以
下において、第 2 部の総括としてその結語を述べる。 
 
第1節 情報提供義務における「情報」の具体的内容について 
 フランスでは L.330-3 条がザーの情報提供義務を法定し、R.330-1 条が提供すべき情報を
列挙する。そして、この R.330-1 条の前身である 1991 年 4 月 4 日のデクレが提供すべき情
報を列挙したことで、法定の情報のみを提供すればザーは情報提供義務を果たしたとの理
解が一般化したようである。しかし、法定の情報のみでは L.330-3 条 1 項の「契約内容をよ
く知って」ジーが契約をするには不十分であるとの認識の下、ジーが収益の獲得可能性を測
る手段として、とりわけ売上予測に関する情報も提供すべきとの見解が一部の学説および
判例にみられた。もっとも、判例および学説の趨勢によれば、売上予測に関する情報をはじ
めとした非法定の情報の提供をザーに義務づけるべきとは解されていない。とはいえ、任意
で提供した場合には L.330-3 条 1 項に基づき誠実な情報として提供されなければならない
とされている。 
 そのような売上予測に関する情報の提供に関する議論の中で興味深いのがロワールの議
論であった。すなわち、彼は一概に売上予測に関する情報をザーが提供すべきかジーが自ら
                                                     
282  J.-M. Leloup, La franchise Droit et pratique, DELMAS, 4ème édition, 2004, no 162, p.110-114. 
283 リカリは、一般的にチェーンの加盟を検討しているジーは失業者や主婦といった全くの素人であると
指摘する（F.-X. Licari, supra note 243, p.195.） 
284 V. F.-L. Simon, supra note 49, no 162, p.110-111. 
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作成すべきかという二項対立的な構図で捉えず、両者（とりわけジー）の事業経験の多寡に
応じて判断すべきと提唱している。また、売上予測に関する情報を提供することで生じるザ
ーのリスクを回避するためにジーが自ら売上予測を作成するのに必要となる情報を提供す
べきと述べる学説もあることから、フランスにおける議論は二項対立的な視点に陥りがち
といえるわが国における議論にとって有益な視座を提供するものであると考える。 
 
第2節 契約無効の肯否判断において斟酌される要素について 
ザーは法定された情報を提供すれば形式的には情報提供義務を果たしたことになる。よ
って、非法定の情報の提供は求められない。また、法定の情報について情報提供義務違反が
あったとしても、そのことのみをもって契約は無効とはされない。契約の無効の肯否は、ジ
ーの事業経験の有無・程度、当事者の交渉段階での言動ならびに情報の提供から契約締結ま
での時間的猶予といった諸要素の斟酌によってなされている。売上予測に関する情報につ
いては、予測と実際の数値とが著しく乖離していること、そして、その乖離の原因がジーの
店舗経営に起因するものではない場合に契約の無効が認められているといえる。 
このようなフランス法の特徴は、契約解除の事例も散見されるものの285、もっぱら合意の
瑕疵理論に拠ってザーの情報提供義務違反を処理しているという点にある。そして、合意の
瑕疵を理由とするフランチャイズ契約の無効の肯否を判断する際は、L.330-3 条 1 項の「契
約内容をよく知って」の文言に照らし、ジーが契約内容をきちんと理解していたか否か判断
される。よって、そのような意味において、L.330-3 条の上記文言は合意の瑕疵による契約
の無効の肯否を判断する際の指標として機能しているということができる。 
 
以上のようなフランス法の状況は、わが国ではザーの情報提供義務違反の問題を保護義
務違反による損害賠償の問題として扱っているのと異なり、もっぱら合意の瑕疵に基づく
契約の無効として処理しており、ジーの保護という観点から非常に興味深いものである。そ
こで、次の第 3 部以下では、この合意の瑕疵理論について検討を行いたい。 
 
 
 
 
                                                     
285 もっとも、ザーの責任による契約の解除を宣言する判例に対しては、学説において、契約の成立にお
ける合意の瑕疵が問題になる以上、適切な解決は契約の無効あるいは損害賠償であるとの指摘がなされて
いた（L. et J. Vogel, supra note 86, p.8, no 17.）。また、破毀院は、契約締結前の情報提供義務に違反して
締結されたフランチャイズ契約について、契約の解約（résiliation）を言い渡した原審を破毀し、同義務
違反の民事上の効果は合意の瑕疵による契約の無効であると判示した（Cass. com., 12 févr. 2008, pourvoi 
no 07-10462.）これによって、契約の解除は契約上の義務の不履行の場合にしか生じないということにな
った（Cass. com., 12 févr. 2008, RDC, juill. 2008, p.862, note. M. Behar-Touchais.）。 
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第 3 部 フランチャイザーの情報提供義務違反と合意の瑕疵との関係性 
序論 
ザーが情報提供義務に違反した場合に、ジーは契約の無効や取消しを主張することはで
きないか。かかる問題意識に基づき第 2 部までフランス法を検討した結果、日本法におけ
る意思の欠缺および瑕疵ある意思表示の双方を包含する概念である合意の瑕疵によってザ
ーの情報提供義務違反を処理していることが分かった。第 3 部では、ザーの情報提供義務
違反があった場合に契約無効や取消しがほとんど認められない日本法でも同様の処理が可
能かについて、フランス法の合意の瑕疵理論の検討から示唆を得ようとするものであるが、
ここでは、合意の瑕疵のうち主として詐欺について取り上げることを断っておきたい。とい
うのは、ザーの情報提供義務違反があった場合にジーが援用するのはもっぱら詐欺である
ためである。錯誤については伝統的に価値に関する錯誤（erreur sur la valeur）であるとさ
れ契約の無効原因とはされてこなかった収益に関する錯誤（erreur sur la rentabilité）が本
質的性質に関する錯誤を構成するとした破毀院の 2011 年判決にまつわる議論の整理にとど
め、第 4 部にて詳述する。 
第 3 部における叙述の順序は以下のとおりである。 
 まず、第 1 章においてフランスでは破毀院商事部 1998 年 2 月 10 日判決（以下、1998 年
判決とする。）の登場により、L.330-3 条が規定する情報提供義務違反があった場合の民事
上の効果は合意の瑕疵による無効という判例法理が確立したと評価できる。そこで次章で
は、本判決が登場するまでの下級審レベルでの裁判例の変遷の軌跡を辿る。 
 次に第 2 章では、1998 年判決以降の判例の紹介および検討を行う。その際には、情報提
供義務違反が詐欺を構成する場合には詐欺的沈黙と虚偽の言明による詐欺とに分けて考え
ることができるので、それぞれについての判例を取り上げ検討する。 
 続く第 3 章では、立証責任と L.330-3 条の関係につき論じる。すなわち、1998 年判決で
示されたように、情報提供義務違反は民法典の合意の瑕疵理論に従い処理されることから、
合意の瑕疵の立証責任はジーが負担する。しかし、それでは L.330-3 条がジーの保護のため
にザーに情報提供義務を課した意義が没却されかねないとして、学説にはザーの同義務違
反があった場合には合意の瑕疵を推定すべきとの議論があるので、この議論を考察する。 
 第 4 章では、これまで民法典 1110 条の本質的性質に関する錯誤とは解されてこなかった
収益に関する錯誤に基づきフランチャイズ契約を無効にした 2 つの破毀院判決と、両判決
に対する学説の反応を整理する。 
 以上を経て、最後に「結語」において L.330-3 条と民法典の合意の瑕疵（1116 条）との
関係および収益に関する錯誤を対象に若干の考察を行う。 
 
第1章 裁判例の変遷―破毀院商事部 1998 年 2 月 10 日判決まで― 
第1節 はじめに 
 情報提供義務を規定するドゥバン法は、同法に違反した場合について、1991 年 4 月 4 日
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のデクレで第五級違刑罪（1500 ユーロ以下の罰金刑）を規定するのみで民事上の制裁につ
いて規定を欠いている286。そのため、1998 年判決が登場するまで、ドゥバン法に違反した
場合にそのことのみで契約は無効になるのか、あるいは同法違反だけでなく合意の瑕疵も
あってはじめて無効になるのか、下級審判例では見解が分かれていた287。そのような中、
1998 年判決が後者の立場に立ったことで、本判決以前の下級審判決の潮流であった前者の
見解は否定されたと評価されている288。本章では、1998 年判決以前の判例法理の変遷をた
どると同時に、それら裁判例に対する学説の批判も取り上げ、次いで 1998 年判決を検討し
たい。 
 
第2節 1998 年 2 月 10 日判決以前の下級審判決における動向 
第1款 合意の瑕疵が認められた場合に限り無効とする見解 
1998 年判決以前でも、ドゥバン法違反に基づき契約を無効にするには合意の瑕疵の存在
が必要としたものがある。パリ商事裁判所 1993 年 3 月 22 日判決は、ドゥバン法違反が詐
欺や錯誤を構成しない限り契約の無効は認められないとした289。パリ控訴院 1996 年 6 月 21
日判決もまた、ドゥバン法違反によってジーの合意に瑕疵が生じた旨証明されない限り契
約の無効は認められないとした290。 
 
第2款 情報提供義務違反がただちに契約の無効を導くとする見解 
とはいえ、ドゥバン法制定当初の下級審判決の多数（majoritaire）は、ザーがドゥバン法
に違反したことのみをもって、ただちに（automatique）契約を無効にするという処理の仕
方であったとされる291。それは、ドゥバン法および 1991 年 4 月 4 日のデクレが刑事上の制
裁である罰金刑を規定していることから、上記諸法文は公序（ordre public）に関する規定
であるので、これに対する違反はただちに契約を無効にさせるというものである292。モンペ
リエ控訴院 1997 年 12 月 4 日判決は、ドゥバン法および 1991 年 4 月 4 日のデクレが情報
提供義務違反は刑事罰をもって制裁されるとしているから、これら法文は公序の性質を有
するので、契約への署名から 20 日前までにザーが同義務を果たさなかったことは契約の無
                                                     
286 D. Baschet, supra note 70, no 619, p.277. 
287 F.-X. Licari, supra note 243, p.259-260 ; F.-L. Simon, Un an d’actualité de la franchise, LPA, no 243, 
avant-propos, J.-C. Magendie, 4 déc. 2008, no 81, p.31.  
288 L. Attuel-Mendes, Conséquences du non-respect de l’obligation précontractuelle d’information en 
matière de franchise, JCP G. 2007, Ⅱ 10133. 
289 TC Paris, 22 mars 1993, D. 1994, somm., p.281, obs. T. Hassler. 
290 CA Paris, 21 juin 1996, Juris-Data no 022169. 
291 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 68, p.47. 
292 CA Paris, 17 mai 1995, D., 1997, somm., p.55, obs. D. Ferrier. V. aussi M. Malaurie-Vignal, supra note 
134, no 282, p.83. 
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効を生じさせると判示した293。フランチャイズ契約ではなく営業財産賃貸借契約（contrat 
de location-gérance）の事案であるが、パリ控訴院 1995 年 7 月 7 日判決も同様の理由で契
約の無効を宣言した294。 
以上の他に、1991 年 4 月 4 日のデクレ第 1 条第 5 号で規定する情報はジーが契約内容を
きちんと理解して契約するのに不可欠な情報であることから、ザーが同号の列挙する情報
の提供を怠ったことを理由にフランチャイズ契約の無効を言い渡したパリ控訴院 1995 年 3
月 24 日判決もある295。なお、以上で取り上げた判決におけるザーの情報提供義務違反によ
る無効の性質は絶対無効（nullité absolue）と解されている296。 
 
第3款 学説の批判 
しかし、学説は前款で取り上げた下級審判決の傾向に対して批判的であったとされる297。 
ヴィラサミー（Virassamy）らは、先述した下級審判決の処理の仕方はザーに対してドゥ
バン法の情報提供義務の厳格な遵守を求めることができる点でメリットはあるとする。し
かし、ドゥバン法に違反した契約はただちに無効となるとザーの情報の不提供を主張する
だけで契約から解放されることになるので、利益を上げられなかったらザーの情報提供義
務違反を主張すればよいというジーの機会主義的行動（comportements opportunistes）を助
長することになると批判する298。 
ジャマン（Jamin）は前記のパリ控訴院 1995 年 3 月 24 日判決の評釈において、契約の無
効という結論自体は支持しつつも、ザーの不完全な情報の提供がジーの合意の帰趨（sort）
に何ら影響を及ぼさない場合があることを考えると、情報提供義務の違反がジーの契約締
結の意思に決定的な影響を及ぼしたときに無効は生じると解すべきと批判する299。 
以上のように、ドゥバン法違反のみで契約の無効が認められるとする見解に対して学説
は批判的だった。そのような中で登場したのが、ザーの情報提供義務違反が合意の瑕疵を構
成する場合に限り契約の無効は認められるとした前記のパリ控訴院 1995 年 7 月 7 日判決の
上告審判決である 1998 年判決である。以下において 1998 年の概要を述べる。 
                                                     
293 CA Montpellier, 4 déc. 1997, JCP E 1998, p.604, no 3, note P.Neau-Leduc. このモンペリエ控訴院判決
と同様の理由で情報提供義務に違反した契約をただちに無効としているものとして、TC Paris, 28 oct. 
1992, JCP 1993, Ⅳ, p.358 ; CA Paris, 18 sept. 1996, Juris-Data no 022995. 
294 CA Paris, 7 juill. 1995, JCP E, Panorama, 1995, 1175. 
295 CA Paris, 24 mars 1995, D. 1995, inf. rap. p.138. 
296 Ph. le Tourneau, supra note 52, no 303 p.137.  
297 J.-M. Leloup, supra note 282, no 946, p.187. 本文で取り上げたもの以外で、1998 年判決以前の下級審
裁判例に対して批判的見解を示しているものとして、たとえば、L. et J. Vogel, supra note 86, p.8, no 18 ; 
F.-X. Licari, supra note 243, p. 261. 
298 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 70, p.49-50. 
299 CA Paris, 24 mars 1995, J.C.P. 1995, Ed. G.,Ⅰ, 3867, no 6, obs. Ch. Jamin. 
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第3節 1998 年 2 月 10 日判決の登場 
第1款 破毀院商事部 1998 年 2 月 10 日判決300要旨 
【事実】 
 青果品流通のために設立された Y（営業財産賃貸人）は、自身の親会社の従業員である X
らに対して、営業財産賃貸借契約の形式で、青果販売を行う営業財産を経営することを提案
し、X らとの間で本営業財産賃貸借契約を締結した。しかし、XY 間で争いが生じたため、
Y がドゥバン法の定める情報提供義務に違反していたとして、X らは本営業財産賃貸借契約
の無効を主張した。前記のとおり原審は Y のドゥバン法違反のみをもって本契約の無効を
言い渡した。そこで、X らの合意に瑕疵が生じたか否かを判断せず無効を宣言した原審の判
断の誤りを理由に、Y らが破毀申立てをした。 
 
【判旨】 
 「1989 年 12 月 31 日の法律（ドゥバン法）第 1 条について； 
 本営業財産賃貸借契約を無効にするために、控訴院は本件契約書の草案（avant-projets）
が契約への署名に先立って提供されていなかったとしか述べていない。 
 以上のように判断をするので、情報の不提供が X らの合意に瑕疵を生じさせるものであ
ったか検討しない原審は、同法 1 条についての判断にあたり法律上の根拠を与えなかった。」 
 
第2款 1998 年判決の評価 
前記の下級審裁判例の見解に対して批判的だったためか、学説はドゥバン法に違反した
ことのみをもって契約の無効は認められず、同法違反を合意の瑕疵で処理することについ
ては概して賛同しているといえる301。たとえばリカリ（Licari）は次のように本判決に賛同
                                                     
300 Cass. com., 10 fév. 1998, Bull. civ.,Ⅳ, no 71. 1998 年判決は営業財産賃貸借契約の事案であるが、本判
決はドゥバン法が適用される契約について同法違反があったときにその契約の無効が認められるには、同
法が定める情報提供義務違反だけで無効になるのか、それともそれにくわえて合意の瑕疵の証明が必要な
のかについて判示したものであるから、本判決で示された解釈は契約の種類に関係なく、同法の適用条件
を満たすあらゆる契約に妥当することになる。したがって、本判決で示された解釈はフランチャイズ契約
にも当てはまるとの理解が一般的である。そうした理解を示すものとして、たとえば、D. Baschet, supra 
note 70, no 622, p.280. 
301 V. par ex. M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 70, p.49-50 ; J.-M. Leloup, supra note 
282, no 946 et s., p.187 et s. ; L. Leveneur, Obligation précontractuelle d'information : la sanction n'est pas 
automatiquement la nullité du contrat, JCP E., no 49, 8 déc. 2005, 1775. 
 なお、1998 年判決の特徴について論じるにあたり、しばしば引き合いに出されるのが営業財産の売買
に関する 1935 年 6 月 29 日の法律である（M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 70, p.49 ; 
Cass. com., 10 févr. 1998, p.367, obs. J. Mestre. 現商法典 L.141-1 条が同法に該当する）。同法は、その営
業財産に設定されている担保の状況についての情報など、売主が買主に提供すべき情報を規定する。この
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する。すなわち、L.330-3 条の立法理由（ratio legis）は、ジーの合意に瑕疵を生じさせるこ
となく契約することを可能にするために情報提供義務を法定したというものである。にも
かかわらず、ザーが情報提供義務に違反したことのみをもって契約の無効が認められると
なると、L.330-3 条の上記趣旨に反する。彼はこのように述べて、合意の瑕疵により処理し
た 1998 年判決に対して肯定的な評価を下している302。 
ただし、学説が 1998 年判決に関して一致して評価しているといえる点は、ドゥバン法の
違反のみをもって当然に契約を無効とする解釈を退けた点であって、合意の瑕疵の証明を
ジーに課したこと303については批判的な学説が少なくないという点は留意したい。すなわ
ち、ドゥバン法に違反した契約を無効にするには常にジーによる合意の瑕疵の立証が必要
となると、同法違反による契約の無効は民法典の合意の瑕疵の規定と同じ条件で処理され
ることになってしまう304。そうなると、ジーの保護のためにドゥバン法が情報提供義務を定
めた意味がなくなるのではないかということである305。かかる点については第 3 章で検討
する。 
 
第3款 1998 年判決以後の判例の動向 
フランチャイズ契約についても破毀院は翌年の 1999 年 10 月 19 日判決で、「1989 年 12
月 31 日の法律が定める情報を記載した文書を提供する義務の違反は、合意の瑕疵があった
場合に限り契約の無効を生じさせる」ものであるところ、ジーは「当該文書の不提供がジー
の合意に瑕疵を生じさせ、その結果、本契約の性質もしくは内容に関して自身が錯誤に陥っ
ていたことを証明していなかった」と判示している306。本判決以降も、破毀院は合意の瑕疵
の存在が証明された場合に限り契約は無効になるとの立場を維持している307。しかし、1998
年判決以降も、ドゥバン法の公序性を理由に、一部の下級審判決では同法 4 項が定める契
約への署名に先立つ 20 日前までの情報の不提供のみをもって契約の無効を宣言するものが
                                                     
1935 年 6 月 29 日の法律について破毀院はすでに、同法が提供すべきとする情報が提供されなかったとい
うことだけでなく、それによって買主の合意に瑕疵が生じたことが、営業財産の売買契約の無効が認めら
れるために必要と判示していた（Cass. com., 5 janv. 1971, pourvoi no 69-13476.）。破毀院がすでに過去に
このような判断を示していたことから、1998 年判決が上記判決の影響を受けているのは疑いないと評価
されている（M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 70, p.49.）。 
302 F.-X. Licari, supra note 243, p. 261-262. 
303 D. Baschet, supra note 70, no 622, p.280. 
304 D. Mainguy et J.-L. Respaud, Comment renforcer l’efficacité de la <<loi Doubin>> (C. com., art. 
L.330-3)?, Contrats, conc. consom. 2003, chron. 4, no 8. 
305 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 70, p.51. 
306 同日には 3 件の判決が出され、それぞれにおいて 1998 年判決と同様の見解が示されている（Cass. 
com., 19 oct. 1999, no 96-20392, no 97-14366, et no 97-14367.） 
307 J.-M. Leloup, supra note 282, no 947-949, p.187-188. たとえば、破毀院商事部 2005 年 6 月 14 日に出
された 2 つの判決がある（Cass. com., 14 juin 2005, no 04-13947. ; no 04-13948.）。 
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あった308。もっとも、そうした判決はごく一部に過ぎず、多くの判決は 1998 年判決と同様
に、ザーの情報提供義務違反が合意の瑕疵を構成する場合に限り契約の無効を認めるとの
判断を示すようになっていった309。なお、合意の瑕疵による契約の無効であることから、こ
こでいう無効の性質は相対無効（nullité relative）である310。 
 
第4節 小括 
 1998 年判決が登場したことで、情報提供義務違反が合意の瑕疵を構成し、この合意の瑕
疵が立証されなければ無効は認められないとする理解が判例上定着していった。現在では、
ドゥバン法が定める情報提供義務に違反した場合には、合意の瑕疵による契約の無効で処
理されるのが判例の立場であり、学説でも合意の瑕疵がなければ無効は認められないとの
理解が一般的といえる311。確かに、ザーが提供すべき情報の中にはジーの合意の形成に影響
を及ぼさないといえる情報もあるといえるので312、情報提供義務の違反があればただちに
契約の無効を認めるのは問題があろう。そもそも、ドゥバン法が定める情報提供義務違反の
みで契約の無効を認めることは、実質的に同法の遵守が契約の有効条件（condition de 
validité du contrat）というに等しいことになってしまう313。よって、ザーの情報提供義務違
反が合意の瑕疵を構成した場合に限り契約の無効を認める 1998 年判決以降の判例の態度は
理解できる。 
それでは、1998 年判決以降、ザーがドゥバン法に違反した場合、判例上どのような処理
がなされているのか。他方で、学説が指摘するように、ドゥバン法が情報提供義務を法定し
                                                     
308 V. par ex. CA Montpellier, 21 mars 2000, D., 2001, somm., p.296, obs. D. Ferrier ; CA Montpellier, 3 
oct. 2000, Juris-Data no 128551. 
309 Y. Marot, Prolongements de l’arrêt de la Chambre commerciale du 10 février 1998 sur l’information 
précontractuelle en matière de contrat de franchise, D. 1999. Chron. p.433. 
310 F.-L. Simon, supra note 49, no 161, p.109. 本文で述べたように L.330-3 条が定める情報提供義務に違
反した場合の無効の効果が相対無効であるのは、同条はジーを保護するために同義務を法定したためであ
るといえる（Ph. le Tourneau, supra note 52, no 303 p.137. フランス法における相対無効については、鎌
田薫「いわゆる『相対的無効について』─フランス法を中心に」椿寿夫編『法律行為無効の研究』（日本
評論社、2001 年）127 頁を参照。）。これは、ドゥバン法および 1991 年 4 月 4 日のデクレが保護的公序
（ordre publique de protection）としての規定であるがゆえであると説明される（M. Behar-Touchais et 
G. Virassamy, supra note 68, no 71, p.51.）。この保護的公序とは、契約当事者間において経済力の格差が
著しい契約において、たとえば労働者などの経済的な弱者の保護を志向するものである（J. Flour et al., 
Doit civil Les obligations 1. L’actejuridique, 15e édition, Sirey, 2012, no 297, p.287.）。保護的公序について
言及する邦語論文として、たとえば、山口俊夫「現代フランス法における『公序（ordre publique）』概念
の一考察」法学協会百周年記念論文集第 3 巻（有斐閣、1983 年）59 頁以下がある。 
311 V. J.-M. Leloup, supra note 282, no 946, p.187. 
312 D. Ferrier, supra note 85, p.84. 
313 J.-M. Leloup, supra note 282, no 945, p.187. 
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たにもかかわらず、契約の無効はジーが合意の瑕疵を立証できない限り認められないとな
ると、ジーの保護のために同義務を課した同法の意義を損ないかねない。よって、ドゥバン
法の意義を損なわないようにしつつも、同時にジーの過剰な保護を避けるにはどのような
解釈が志向されるべきであるかが問われなければならない。 
以上の諸点が問題になるが、まず、次章で 1998 年判決以降の判例を検討し、続く第 3 章
でザーがドゥバン法に違反した場合に合意の瑕疵の推定を認める学説の議論を俯瞰する。 
 
第2章 1998 年判決以降の判例法理－詐欺による処理 
第1節 はじめに 
 前章で紹介した 1998 年判決を皮切りに、ザーの情報提供義務違反が合意の瑕疵を構成し、
これが証明された場合に限って契約の無効が認められるというのが判例の見解になった。
このザーの情報提供義務違反はもっぱら詐欺で処理される314。そこで、本章では 1998 年判
決以降の判決を対象に、ザーの情報提供義務違反が詐欺を構成するか否かが問題になった
判決の紹介および検討を行うが、その前に、ここでフランス法における詐欺について概略を
述べておきたい。 
民法典 1116 条によれば、詐欺とは、当事者の一方からなされた、他方の相手方に契約の
締結を決定させる錯誤を惹起させる術策（manœuvre）のことであるが、詐欺それ自体は合
意の瑕疵ではなくその原因である315。そして、この詐欺が成立するには、詐欺者側の要件と
して、事実の秘匿（réticence）、虚偽の言明（mensonge）、術策が存在すること、および相
手方を騙そうという意図が存在することが必要である316。相手方である被詐欺者側の要件
としては、詐欺者の術策によって錯誤が生じたこと317、およびその錯誤が契約締結にとって
決定的であったことが求められる318。以上の要件を充足すると、詐欺を理由とする契約の無
効が認められる。 
それでは、1998 年判決以降の判例の紹介および検討に移りたい。 
 
第2節 判例の紹介 
 本節での検討に際しては、ザーの情報提供義務違反が詐欺を構成する場合については、シ
モン（Simon）が以下のような指摘を行っていたので、彼の指摘に従って検討を行いたい。
すなわち、彼によれば、ザーの詐欺として問題になるのは、主として詐欺的沈黙（réticence 
                                                     
314 D. Baschet, supra note 70, no 852, p.390. 
315 F. Terré et al., Les obligations, Dalloz, 11e édition, 2013, no 228, p.255. 
316 Ibid., no 230-234, p.256-263. 
317 詐欺が成立するには詐欺者が術策を用いたことが必要であるから、第三者が詐欺を行った場合には、
契約の無効は認められず、損害賠償（dommages-intérêts）が認められるに過ぎない（Ibid., no 235, 
p.262.） 
318 Ibid., no 236, p.263-266. 
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dolosive：L.330-3 条が定める情報の意図的な不提供による詐欺）であるが、意図的に誤っ
た情報を提供する虚偽の言明による詐欺（dol par mensonge）の場合もある。そして、後者
の虚偽の言明による詐欺の場合には、L.330-3 条が法定する情報についても問題になり得る
が、とりわけ同条が法定していない売上予測に関する情報についても問題になることがあ
るという319。そこで、それぞれの詐欺の態様について年代順に取り上げ紹介を行いたい。な
お、本節で扱う判例については、次節の判例の検討で取り上げる便宜上、ナンバリングをし
た。 
 
第１款 詐欺的沈黙 
トゥールーズ控訴院 2000 年 1 月 13 日判決（判決①）では、ジーは、ザーが自身を欺い
て契約させようとする意図を証明しなければならなかったところ、この証明をしてないの
で、ザーの情報提供義務違反は詐欺を構成するとはいえないとして、ジーの契約無効の主張
を退けた320。 
ヴェルサイユ控訴院 2002 年 2 月 7 日判決（判決②）では次のように判示された。すなわ
ち、ドゥバン法および 1991 年 4 月 4 日のデクレが記載すべきとする地域市場の現況に関す
る情報および当該市場の発展予測について、これら情報はジーにとって不可欠な情報であ
るにもかかわらず、ザーが契約締結前に提供した文書では記載されていなかった。また、ジ
ーはチェーンに加盟していた元ジーが契約期間満了前に契約を打ち切られていたりしてい
たことを証明した。このように、ザーは誠実な情報を提供していなかったことから、ザーの
情報提供義務違反は詐欺的沈黙を構成するとして契約の無効を宣言した321。 
パリ控訴院 2004 年 4 月 8 日判決（判決③）では、L.330-3 条が提供すべきとする情報で
ある前年中にザーのチェーンから抜けたジーの数について、ザーはジーに秘匿していた。ザ
ーが提供した文書では、契約締結の前年の契約解消数について 5 件しか記載されていなか
ったが、ジーは実際には契約締結の前年中に数十ものジーが店舗を閉店していたというこ
とを証明した。こうした情報の秘匿はジーの合意にとって決定的なものであったとして、ザ
ーの詐欺を理由に契約を無効にした322。 
パリ控訴院 2006 年 10 月 26 日判決（判決④）では、ジーが契約を締結する前年中にザー
のチェーンを抜けたジーの数がチェーン全体の店舗数の 3 分の 2 に達していた場合におい
て、ジーの契約締結の意思を萎縮させないようにこのことを秘匿していたことは詐欺的沈
黙を構成するとし、本契約を無効にした323。 
                                                     
319 V. F.-L. Simon, supra note 49, no 165, p.118. 
320 CA Toulouse, 13 janv. 2000, Juris-Data no 108290. 
321 CA Versailles, 7 févr. 2002, Juris-Data no 210324. 
322 CA Paris, 8 avr. 2004, Juris-Data no 254237. 
323 CA Paris, 26 oct. 2006, Juris-Data no 322712. 
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パリ控訴院 2007 年 6 月 13 日判決（判決⑤）では次のように判示された。すなわち、
L.330-3 条が提供すべきとする情報は本フランチャイズ契約締結後に提供されており、した
がってジーは市場の実態、競合他社の実態、ザーのチェーンの実態について認識できないま
ま契約に至らされた。また、ザーは、ジーに対して毎月の法外なロイヤルティの額を秘匿し、
この法外な負担額をジーに知られると契約の締結を拒まれることになるということを認識
していた。このようなザーによる情報の秘匿は詐欺的沈黙を構成する324。 
パリ控訴院 2010 年 3 月 17 日判決（判決⑥）の判旨はこうである。すなわち、L.330-3 条
が法定するザーのチェーンに加盟するジーの情報や市場の発展予測の情報が秘匿されてい
た場合に、ジーは自身の契約締結にとって不可欠な情報に関して欺かれ、ジーがザーのチェ
ーンの実態を把握できていたならばジーが契約をしなかったのは明らかであるとして、詐
欺的沈黙による契約の無効を認めた325。 
破毀院商事部 2012 年 4 月 3 日判決（判決⑦）では、次のように判示された。すなわち、
ザーは、自身のチェーンに加盟するジーが経営困難な状態（difficulté）であるのに、こうし
た情報を秘匿して当該チェーンの実態（réalité）を意図的に歪曲した。こうしたザーの術策
はジーの契約締結にあたり決定的なものであったとして、詐欺的沈黙を構成するとし、本契
約の無効を宣言した326。 
破毀院は、判決⑦と同日にもう一つ詐欺的沈黙に関する判例を出している（判決⑧）。本
件では、ザーは情報提供義務に違反していたが、これによってジーの合意が完全に
（totalement）瑕疵あるものにはなっていなかったとして、ジーの詐欺的沈黙に基づく契約
の無効の主張を認めなかった原審の判断を支持した327。 
 
第２款 虚偽の言明による詐欺 
虚偽の言明による詐欺については、売上予測に関する情報を対象に検討したい。というの
は、前記の詐欺的沈黙の場合と異なり、第 2 部で検討したように、判例・学説の趨勢によれ
ば、売上予測に関する情報はザーが提供すべき情報とされていないため、かかる情報が提供
された場合には虚偽の言明による詐欺も問題になるからである328。同時に、L.330-3 条が法
定する売上予測に関する情報以外の情報についても積極的に虚偽の情報を提供してジーを
錯誤に陥れたと評価できる事例もあるので、こちらも検討したい。 
 
                                                     
324 CA Paris, 13 juin 2007, Juris-Data no 341064. 
325 CA Paris, 17 mars 2010, Juris-Data no 015258. 
326 Cass. com., 3 avr. 2012, Juris-Data no 006475. 
327 Cass. com., 3 avr. 2012, pourvoi no 11-14001. 
328 F.-L. Simon, supra note 49, no 165, p.118. 
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（1） 売上予測に関する情報について329 
ルーアン控訴院 2003 年 5 月 15 日判決（判決⑨）では、ザーがジーに対して意図的に水
増しした売上予測に関する情報を提供し、それが実現不可能であることをザーが知ってい
たという場合であった。ルーアン控訴院は、ザーは売上予測に関する情報について結果債務
（obligation de résultat）を負ってはいないが、ジーが本契約を締結したのはザーが示した
根拠のない数値が原因であったとして、詐欺を理由に本契約の無効を宣言した330。 
破毀院商事部 2003 年 7 月 8 日判決（判決⑩）は、ザーの総売上高予測に対して実際にジ
ーが達成した総売上高はその 36％程度に過ぎないという過度に楽観的な（trop optimistes）
総売上予測をザーは示したが、当該総売上高予測が虚偽のものであったということがジー
によって証明されていないことから、予測に対する評価を可能にするジーが有していた諸
要素を考慮すると、こうしたザーのフォートは本契約の無効を生じさせるには不十分であ
るとされた331。 
 破毀院商事部 2013 年 6 月 25 日判決（判決⑪）では、ジーが実際に店舗を経営して達成
できた総売上高はザーから提示された予測の半分以下であり、店舗を経営している間、ジー
は一度も予測を達成できなかったというものであった。破毀院は次のように判示した。こう
した数値の乖離は当該事業分野で通常生じうる誤差を超過するものであり、ジーの店舗経
営の失敗に起因するものではない。よって、ジーは実現不可能かつ空想的な（irréaliste et 
chimérique）予測をザーから提供されたことで、当該店舗を設置することによるリスクを計
算するにあたり決定的な要素である上記予測に関して錯誤に陥らされて契約締結に至った
として、詐欺を理由に契約を無効にした332。 
 
（2） 売上予測に関する情報以外の情報について 
パリ控訴院 1999 年 12 月 3 日判決（判決⑫）では、ジーを自身のチェーンに加盟させる
ために、ザーがドゥバン法の定める自身の事業経験に関して誤った情報を提供したので、こ
うしたザーの情報提供義務違反がなければジーは契約を締結していなかったと述べ、本契
約の無効とした333。 
トゥールーズ控訴院 2004 年 12 月 7 日判決（判決⑬）は、R.330-1 条が法定する事業経
験に関する情報について、ザーが新たなジーの加盟のために虚偽の事実を提供した場合に、
かかる事実が虚偽と知っていればジーは契約をしなかったとして、虚偽の言明による詐欺
                                                     
329 売上予測に関する情報の提供が詐欺を構成するとして争われた事例は多い。V. par ex. CA Paris, 1er 
déc. 1999, Juris-Data no 117888 ; CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 233437 ; CA Aix-en-Provence, 4 mai 
2006, Juris-Data no 304643. 
330 CA Rouen, 15 mai 2003, Juris-Data no 218829. 
331 Cass. com., 8 juill. 2003, pourvoi no 02-11691. 
332 Cass. com., 25 juin 2013, Juris-Data no 013254. 
333 CA Paris, 3 déc. 1999, Juris-Data no 117889. 
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を認めた334。 
 
第3節 判例の検討 
第1款 詐欺的沈黙 
以上、詐欺的沈黙の場合と虚偽の言明の場合とに分けて、ザーの情報提供義務違反が詐欺
を構成するとされた判例を取り上げた。判例を俯瞰したところ、ザーの情報提供義務違反が
詐欺的沈黙を構成するか否かが争われることが多いといえる335（判決①～⑨）。これは、詐
欺的沈黙が成立するには情報を秘匿した側に情報提供義務が課されているのが前提となる
ところ336、L.330-3 条が情報提供義務を法定していることから、ザーによる情報の不提供が
詐欺的沈黙を構成することがあるからである337。したがって、この点でザーに情報提供義務
を課した L.330-3 条の意義が認められる338。それでは、ザーの情報提供義務違反が詐欺的沈
黙を構成する場合とはどのような場合であろうか。 
判例上、一般的に詐欺的沈黙を構成するには次のことが必要である。すなわち、情報提供
義務違反があることにくわえて、秘匿した当該情報についてザーが知っていること、および
当該情報がジーの合意にとって決定的であったことである。これら各点が証明されると、ザ
ーの錯誤に陥れようとする意図（intention de tromper）が証明される339。したがって、判決
③や⑧が述べるように、ザーが情報を意図的に秘匿したために、その結果ジーが契約をして
                                                     
334 CA Toulouse, 7 déc. 2004, Juris-Data no 264674. 
335 V. par ex. CA Lyon, 31 mars 2005, Juris-Data no 274619 ; CA Lyon, 30 avr. 2008, Juris-Data no 
364983 ; CA Paris, 24 sept. 2008, Juris-Data no 374048 ; CA Aix-en-Provence, 4 avr. 2012, Juris-Data no 
006863. 
336 詐欺的沈黙は、当該情報について提供すべき義務がある場合に沈黙を保つことで成立する（森田・前
掲註（39）「『合意の瑕疵』の構造とその拡張理論（2）」58 頁）。V. F. Terré et al., supra note 315, no 233, 
p.259 ; J. Flour, et al., supra note 310, no 213, p.200 et s. ; F.-L. Simon, supra note 49, no 165, p.116. 
337 V. F. Terré et al., supra note 315, no 233, p.259 ; J. Ghestin et al., TRAITÉ DE DROIT CIVIL, La 
Formation du contrat Tome 1: Le contrat Le consentement, L.G.D.J, 4e édition, 2013, no 1330, p.1107. 
338 実際、L.330-3 条がなければザーに情報提供義務は存在しないとの指摘がある（C. Grimaldi et al., 
supra note 43, no 154, p.125.）。ザーの情報提供義務に対するこのような認識は、ドゥバン法が制定される
きっかけになったとされる「Turco 事件」（Cass.com. 25 fév. 1986, Bull.Civ. Ⅳ, no 33. p.28.）および
「Couturier 事件」（Cass.com.10 fév. 1987, Bull.Civ.Ⅳ,no 41. p.31.）の両事件において、破毀院が自動車
のメーカーはディーラーに対して情報提供義務を負わないとしたことも影響しているといえる。そして、
こうした破毀院の見解に対して当時の学説は極めて批判的であった（V. Sélinsky, supra note 150, p.25 et 
s. ; Ph. le Tourneau, CONCESSION EXCLUSIVE . – Conditions de validité au regard du droit des 
contrats . – Formation . – Prix et durée, JCI Fasc. 1025, 2014, no 21 et s.）。両事件について言及する邦語文
献として、力丸・前掲註（46）12 頁、小塚・前掲註（46）「フランチャイズ契約論（4）」114 頁がある。 
339 F. Terré et al., supra note 315, no 234 b), p.261. かかる点につき、後藤・前掲註（39）44 頁以下も併
せて参照。 
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しまったということ（élément intentionelle：意図的要素）が証明されなければならない340。
判決④では、ジーの契約締結の意思を萎縮させないために意図的に情報を秘匿していたと
されている。このように、情報提供義務違反があっても、それが意図的なものでないと詐欺
による無効は認められないのであるが（判決①）、判決⑧は同義務違反によって「完全に」
ジーの合意に瑕疵が生じないと詐欺的沈黙による契約の無効は認められないという。この
判決⑧は、ザーの情報提供義務違反によってジーの合意に完全に瑕疵が生じたといえなけ
れば同義務違反で惹起された錯誤は契約締結にとって決定的とはいえないということを示
していることから、詐欺的沈黙の成立条件を高くした（nuancées）とされる341。ともあれ、
提供すべき情報が法定されたことでジーはどの情報が提供されなかったか容易に判別でき
るので、詐欺的沈黙を主張しやすくなったのは確かであろう342。 
それでは、提供されなかった情報の種類は詐欺的沈黙の成否において決定的な要素であ
ろうか。たとえば判決②および⑥では地域市場の現況に関する情報および当該市場の発展
予測が、判決⑤では毎月のロイヤルティの金額が、それぞれ契約締結にとって重要な情報と
されている。こうしたことからして、判例は L.330-3 条の定める情報のうち、ある特定の情
報の不提供であればジーの合意に瑕疵が生じると画一的に判断しているわけではなく、事
案ごとに個別具体的に（in conreto）判断しているといえよう。そして、その際の判断基準
が第 2 部で検討したジーの事業経験等であるといえる343。 
 
第2款 虚偽の言明による詐欺 
虚偽の言明による詐欺が問題になる L.330-3 条が定めていない情報についてはどうか。 
売上予測に関する情報については、かかる情報が著しく誤ったものであったという事実
は詐欺の判断要素の一つにはなる344（判決⑩）。しかし、予測が著しく誤っていたことをジ
ーが証明しなければならない（判決⑪）。くわえて、ザーは売上予測に関する情報について
結果債務を負っているわけではないので345（判決⑨）、予測とジーが達成した実際の数値と
                                                     
340 Ibid. V. aussi J.-M. Leloup, supra note 282, no 952, p.189. 
341 J. Ghestin et al., supra note 337, no 1305, p.1087. 本書におけるゲスタン（Ghestin）の情報提供義務と
詐欺との関係性についての議論をまとめた邦語文献として、金山直樹・山城一真・齋藤哲志「現代フラン
ス契約法の動向‐ゲスタンほか『契約の成立』（Jacques Ghestin, Grégoire Loiseau et Yves-Marie Serinet, 
Traité de droit civil, 4e éd., 2 vols, LGDJ, 2013）に焦点を当てて‐」法学研究（慶応義塾大学）88 巻 7 号
61 頁以下（2015 年）がある。 
342 J.-P. Viennois, Annulation d'un contrat de franchise pour absence de cause et réticences dolosives, JCP 
E., no 30, 23 juill. 2003, II 10127, no 15. 
343 V. M. Malaurie-Vignal, supra note 134, no 284, p.84. 
344 V. F.-L. Simon, supra note 49, no 185, p.129. 
345 V. R. Loir, supra note 139, p.112. 
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の乖離だけでは契約の無効は認められない346（判決⑪⑫）。つまり、ジーを錯誤に陥れて契
約させるために、そうした情報を提供したといえなければならない（判決⑨⑪）。なお、虚
偽の言明による詐欺においても、ジーの事業経験等の諸要素が契約無効の肯否を判断して
いるといえる（たとえば、予測の評価についてジーが有していた諸要素を考慮して契約の無
効を認めなかった判決⑩）。売上予測以外の情報について虚偽の言明による詐欺が問題にな
った事例も同様といえる。すなわち、契約をさせるためにザーが意図的に誤った情報をジー
に提供したことによりジーは契約してしまったということが証明されると、契約の無効が
認められる（判決⑫⑬）。なお、第 2 部で述べたように、売上予測に関する情報はザーが提
供すべき情報ではなくジーが自ら作成すべきものであるところ、ジーが作成した場合には
当然詐欺の主張は認められない347。 
 
以上で取り上げた判例について、ここで次章での議論との対比で留意しておきたいのは、
いずれもジーの側でザーの情報提供義務違反が詐欺を構成する旨証明したものである。よ
って、詐欺的沈黙はザーの情報提供義務違反という事実のみから導き出せず、ザーが契約さ
せるために意図的に沈黙していたということ（意図的要素）を、ジーが証明しなければなら
ないのである348（詐欺的沈黙について、たとえば判決④、虚偽の言明について、たとえば判
決⑧⑪）。 
確かに、L.330-3 条が情報提供義務を法定したことで、詐欺的沈黙は幾ばくか認められや
すくなったといえる349。しかし、判決⑦が判示したように、詐欺的沈黙による契約の無効は
ザーの情報提供義務違反によってジーの合意が完全に瑕疵あるものにはならないと認めら
れないので、詐欺的沈黙の証明は容易ではないといえよう。また、そもそもとして、ザーの
沈黙は、その情報を知らなかった（ignorance）からかもしれないし、失念していた（oubli）
あるいはうっかり言い忘れていた（négligence）のかも知れないし、はたまたジーを錯誤に
陥れようとする意図によるものであるかも知れないということも考えると、やはりザーが
意図的に当該情報を秘匿していたとの証明はたやすいことでないだろう350。 
 
第4節 小括 
以上、本章では 1998 年判決以降の判例を概観した。ザーの情報提供義務違反による詐欺
は、同義務違反が虚偽の情報の提供による場合には虚偽の言明として、ある情報の秘匿によ
                                                     
346 V. D. Baschet, supra note 70, no 626 et 627, p.282. 
347 J.-B. Gouache, Chronique de jurisprudence de droit de la franchise, Contrats, conc. consom., no 11., 
2015, étude 15. 
348 V. J.-M. Leloup, supra note 282, no 948, p.188. 
349 V. C. Grimaldi et al., supra note 43, no 154, p.125-126. 
350 F. Terré et al., supra note 315, no 234 b), p.261.  
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る場合には詐欺的沈黙としてそれぞれ構成される。後者の詐欺的沈黙は、情報提供義務が法
定されたことで、ジーはその成立を主張できるようになった。しかし、情報提供義務違反だ
けでは詐欺による契約の無効は認められず、ジーに契約させるためにザーが意図的に秘匿
したのでなければならない（意図的要素の必要性）。売上予測に関する情報は提供すべき情
報として法定されていないため、かかる情報の提供が詐欺を構成する場合には虚偽の言明
による詐欺が問題になる。 
したがって、ザーの情報提供義務違反があった場合には、それが不提供によるものであっ
ても、積極的に誤った情報を提供するものであっても、民法典の合意の瑕疵理論に従って処
理されているのである。これはつまり、契約の無効の肯否に際しては、結局のところ L.330-
3 条の情報提供義務違反の有無よりも、同義務違反によってジーの合意に瑕疵が生じたか否
かのほうがより重視される要素であることを意味しているといえる351。しかし、詐欺的沈黙
の証明は容易ではない。そこで、学説ではザーの情報提供義務違反から合意の瑕疵の存在を
推定すべきとの議論がなされている。次章ではこの議論について検討したい。 
 
第3章 立証責任と L.330-3 条 
第1節 はじめに 
 L.330-3 条が定める情報提供義務の違反を理由とする契約の無効は、それが合意の瑕疵を
構成する場合でないと認められない。しかし、そうなると、L.330-3 条がジーの合意の保護
のために同義務を法定した意義を没却しかねないとの指摘が学説でなされている。そこで
主張されているのが合意の瑕疵の推定であるので、本章ではかかる議論を検討する。 
叙述の順序としては、立証責任に関する議論は、情報提供義務についての立証責任の議論
（同義務の存在の立証責任、および同義務が果たされたことについての立証責任）、および
合意の瑕疵の立証責任の議論に分けられることから352、まず同義務の立証責任の分配の議
論を取り上げ、次いで合意の瑕疵の立証責任の分配の議論を取り上げる。 
 
第2節 情報提供義務についての立証責任の分配について 
第1款 L.330-3 条が定める情報提供義務を果たしたことについての立証責任の分配 
（1） 立証責任の分配 
ザーの情報提供義務違反を問題にするにはザーが同義務を負っていることが前提となる
が、同義務の存在それ自体の証明は、ドゥバン法によって同義務が定められているので全く
困難なことではない353。それでは、このドゥバン法が定める情報提供義務を果たしたことに
ついては、どちらが立証責任を負担するのだろうか。 
                                                     
351 H. Kenfack, Franchise: precisions sur l’obligation précontractuelle d’information, D., jur. 2003, p.2306. 
352 F.-L. Simon, Droit de la franchise, LPA, no 243, 4 déc. 2008, no 75 et s, p.30 et s. 
353 Id., supra note 49, no 155, p.104. 
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医師の情報提供義務の立証責任の分配が問題になった破毀院第一民事部 1997 年 2 月 25
日判決354において、民法典 1315 条 2 項に基づき「法律上もしくは契約上個別的情報提供義
務（obligation particulière d’information）を負っている者は同義務の履行の立証をしなけれ
ばならない」とされたこともあって355、判例はドゥバン法が定める情報提供義務を果たした
ことについての立証責任はザーに課されるとする356。学説も判例と同じく、ドゥバン法はジ
ーに実際に情報を提供したということの立証責任を、情報提供義務の債務者（ザー）に負わ
せていると解する357。 
 
（2） 立証責任を転換する条項について 
以上で述べたように、ドゥバン法が定める情報提供義務を果たしたことの立証責任はザ
ーに課されることから、取引実務上、同義務が果たされた旨記載する条項がザーにより契約
書にしばしば盛り込まれている358。こうした条項により情報提供義務を果したことの立証
責任が転換されるので、ジーはザーの同義務違反を立証しなければならない359。かかる条項
の有効性について判例は、ザーがこうした条項を設けることは問題ないとしている360。 
もっとも、上記のような条項が存在するからといって実際にザーが情報提供義務を果た
していたとは限らないのは当然である361。現に、次節で取り上げているリヨン控訴院 2005
年 3 月 31 日判決では、ザーが情報提供義務を果たした旨記載する条項が挿入されていたが、
そのことをもって同義務が果たされたことの証明にはならないと判示されている。 
 
第2款 L.330-3 条が法定していない情報について 
それでは、法定されていない情報である売上予測に関する情報はどうか。売上予測に関す
                                                     
354 Cass. civ., 25 févr. 1997, Bull. civ.Ⅰ, no 75, pourvoi no 94-19685. 本判決について検討をくわえている
邦語文献として、馬場圭太「説明義務の履行と証明責任」早稲田法学 74 巻 4 号（1999 年）551 頁、杉本
和士「医師の説明義務と証明責任」松川正毅ほか編『判例にみるフランス民法の軌跡』205 頁（法律文化
社、2012 年）がある。 
355 F.-L. Simon, supra note 49, no 156, p.105 ; D. Maiguy et J.-L. Respaud, supra note 304, no 11. 情報提供
義務を果たしたことの立証責任に関して判示した破毀院民事部 1997 年 2 月 25 日判決は、診療契約以外
の同義務一般に適用しうる射程を有すると解されている。詳しくは、馬場・前掲註（354）583 頁以下。 
356 V. par ex. Cass. com., 16 mai 2000, pourvoi no 97-16386. 
357 G. Virassamy, supra note 87, p.417 ; C. Grimaldi et al., supra note 43, no 187, p.147. V. aussi F. Viney, 
À propos de la preuve de l'exécution de l'obligation d'information, JCP G. no 30-35, 2014, doctr. 879. 
358 F.-L. Simon, supra note 49, no 157, p.105. 
359 Ibid., no 157, p.105. 
360 Cass. com., 14 janv. 2003, no 01-10120. 
361 Y. Marot, supra note 309, p.433. 
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る情報については、これをザーが作成したことをジーが証明しなければならない362。売上予
測に関する情報の提供の立証責任に対する上記のような理解は、民法典 1315 条 1 項の「債
務の履行を要求する者は、債務を証明しなければならない」とする文言に合致するものであ
るという363。 
 
第3節 合意の瑕疵の推定規定としての L.330-3 条 
第1款 原則およびこれに対する批判 
（1） 原則 
 それでは、情報提供義務違反による合意の瑕疵の存在についての立証責任の帰趨はどう
解されているか。ザーの情報提供義務違反はもっぱら詐欺で処理されるところ、詐欺は、そ
れによる契約の無効を主張する者がその存在を証明しなければならない364。 
したがって、ジーは、ザーの情報提供義務違反が原因で自身の合意に瑕疵が生じたことを
証明しなければならない365。よって、情報提供義務を果たしたことの立証責任はザーに課せ
られているが、合意の瑕疵の立証責任はジーにあると解されているのである366。 
 
（2） 原則に対する批判 
しかし、このような合意の瑕疵の立証責任の帰趨に対しては学説上批判がみられる。たと
えばケンファック（Kenfack）は次のように述べる。すなわち、確かにドゥバン法が定める
情報提供義務の違反があったことのみをもって契約の無効を認めることは取引安全に壊滅
的影響を及ぼすであろうが、同義務の立証責任をジーに課すとなると、同法は民法典の合意
の瑕疵理論に取り込まれてしまうので、ジーの保護に資さないものになってしまう367。そこ
で、1998 年判決の理解を踏襲しつつも、同時にドゥバン法の実効性を損なわない解決が志
向されることになる368。それが、以下で述べる合意の瑕疵の推定という手法である。 
 
                                                     
362 CA Paris, 7 déc. 2005, Juris-Data no 296362.  
363 F.-L. Simon, supra note 352, no 75, p.30. 
364 F. Terré et al., supra note 315, no 239, p.266 ; A. Bénabent, Droit des obligations, lextenso, 13e édition, 
2012, no 89-1, p.74. 
365 D. Baschet, supra note 70, no 622, p.280 ; sous la direction de Louis Vogel, supra note 107, no 132, 
p.115. 
366 そのことを述べる判例としては、たとえば、Cass. com., 14 juin 2005, pourvoi no 04-13947 et no 04-
13948.  
367 H. Kenfack, L’obligation précontractuelle d’information: l’espoir déçu?, in C. Hallouin et H. Casse, Le 
Droit de la distribution. Droit commun ou droit special?, LGDJ, 2005, p.162. V. aussi, H. Kenfack, supra 
note 351, p. 2306-2307. 
368 D. Maiguy et J.-L. Respaud, supra note 304, no 3. 
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第2款 合意の瑕疵の推定規定としての L.330-3 条－一部の判決における見解 
（1） 一部の下級審判決における見解 
一部の下級審判決には、ドゥバン法違反があったときは、ジーは同法 1 条のいう契約内
容をよく理解して（en connaissance de cause）契約をできなかったとして、合意の瑕疵の推
定（présomption）を認めたものがある369。たとえば370、リヨン控訴院 2005 年 3 月 31 日判
決では、ザーが L.330-3 条が規定する情報提供義務を果たした旨証明できていないことを
理由に、詐欺的沈黙により契約は無効になると判示された371。こうした一部の下級審判決は、
ザーが情報提供義務を果たしたことについて立証責任を負うことを前提としつつ、同義務
を果たしたことを立証できない場合に合意の瑕疵を推定するものであるので、先述した詐
欺の立証責任を実質的に転換するものと評価できる372。しかし、破毀院はそのような処理を
した原審の判決を破毀し続けている373。 
なお、以上で取り上げた判断を示した下級審判決はどれも L.330-3 条のみが援用された
ケースであって、民法典 1116 条が併せて援用された事例374ではないという点は注目すべき
であろう。というのは、1116 条を L.330-3 条と併せて援用してしまうと、1116 条に基づき
ジーが合意の瑕疵の立証責任を負うことになるので、ジーの保護にとってマイナスに働く
からである375。 
 
（2） 例外的な判断を示した破毀院商事部 2004 年 2 月 4 日判決 
とはいえ、その破毀院が立証責任の分配について従来とは異なる判断を行ったとされる
判決が存在する376。破毀院商事部 2004 年 2 月 4 日判決（ガソリンスタンドの営業財産賃貸
借契約の事案）である377。本件について破毀院は、営業財産賃借人が「自ら取得するのが困
難でしかも不可能であった（difficile, voire impossible de se procurer）」契約締結に「不可欠
な情報」の不提供の場合には、L.330-3 条が定める情報提供義務を負っている営業財産賃貸
                                                     
369 F.-L. Simon, supra note 49, no 168, p.119. 
370 V. Aussi, CA Toulouse, 2000 sept. 2000, Juris-Data no 125550 ; CA Limoges, 2 mars 2006, Juris-Data no 
308976.  
371 CA Lyon, 31 mars 2005, Juris-Data no 274619. 
372 F.-L. Simon, supra note 49, no 168, p.119. 
373 V. par ex. Cass. com., 20 mars 2007, pourvoi no 06-11290. 
374 ドゥバン法とともに民法典 1116 条も併せて援用した事例では、1998 年判決の直前の破毀院商事部
1997 年 12 月 2 日判決において、同法の違反をもって 1116 条の詐欺を特徴付けることはできないとし
て、ジーの契約無効の主張を認めた原審を破毀している（Cass. com., 2 déc. 1997, pourvoi no 95-21563.） 
375 O. Tiquant, supra note 221, p.2602 ; v. aussi D. Ferrier, L’obligation d’informer le future franchisé, 
RDC 2012. p.1071. 
376 sous la direction de Louis Vogel, supra note 107, no 132, p.116. 
377 Cass.com., 4 févr. 2004, pourvoi no 00-21319. 
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人が営業財産賃貸借人の合意に瑕疵が存在しない旨証明する責任があると判示し、合意の
瑕疵の推定を実質的に認めた378。しかし本判決以降、破毀院は再び同様の解釈を示していな
いので、本判決は情報提供義務違反があった場合における合意の瑕疵の立証責任の問題に
関する一連の破毀院判決の中で例外的な判決と位置づけられているといえる379。 
よって、L.330-3 条に違反した場合に合意の瑕疵が推定されるとする一部の判決で示され
た見解は判例法理として確立したとはいえない380。前記の 2004 年の破毀院判決を除き、合
意の瑕疵の存在はザーの情報提供義務違反のみから導かれないというのが破毀院の立場で
ある381。 
 
第3款 合意の瑕疵の推定規定としての L.330-3 条－学説 
翻って、学説では、ザーの情報提供義務違反をもって合意の瑕疵を推定すべきとの見解が
有力といえる382。その主張を整理すると以下のようになろう。 
 ドゥバン法が情報提供義務を定めた趣旨は同法 1 条のいう「契約内容をよく理解して」
という文言から窺える。すなわち、ドゥバン法はジーの瑕疵のない合意（consentement 
éclairé）を確保するために情報提供義務を課したのである383。よって、ドゥバン法の情報提
供義務の目的はジーの合意を保護することであるから、同義務違反があった場合にはジー
は契約内容をよく理解して契約できていなかったと推定される384。つまり、ザーの情報提供
義務違反は合意の瑕疵を推定するのである385。ここで、ザーの情報提供義務違反から合意の
瑕疵を推定する際には当該情報の重要性がポイントになる。たとえば、市場の発展予測の情
報の不提供の場合には、かかる情報はジーの契約締結に不可欠な情報であることから、情報
提供義務違反にもかかわらずジーの合意に瑕疵が生じていなかったとのザーからの証明は
非常に困難になる386。そうした情報の重要性にくわえて、ジーによる当該情報の取得可能性
                                                     
378 J. Ghestin et al., supra note 337, no 1668, p.1361. 
379 H. Kenfack, supra note 367, p.162. 
380 F.-L. Simon, supra note 49, no 168, p.119. 
381 J. Ghestin et al., supra note 337, no 1668, p.1361.  
382 ザーの情報提供義務違反が合意の瑕疵を推定するとの見解を示すものとして、D. Maiguy et J.-L. 
Respaud, supra note 304, no 11 ; D. Legeais, Franchise, JCI, Fasc. 316, 2012, no 20 ; Y. Marot, Le contenu 
et la finalité de l’obligation d’information pré-contractuelle en franchise.- À propos de TGI Nîmes, 19 janv. 
2005, JCP E., no 49, 8 déc. 2005, 1775, no 11. 
383 Ph. Neau-Leduc, La théorie générale des obligations à l’ épreuve de la loi Doubin, JCP E 1998, Cah. dr. 
entr. 1998, no 2, p.33. V. aussi, N. Dissaux, L’information précontractuelle du franchisé : un joyeux 
anniversaire?, JCP G, 2010, no 134, no 31. 
384 O. Tiquant, supra note 221, p.2600. 
385 H. Kenfack, supra note 351, p.2306. 
386 Ibid., p.2307. 対して、ザーの取引銀行名（R.330-1 条 3 号）のような情報が提供されなくてもジーの
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（accessibilité）も考慮して合意の瑕疵の推定の肯否を判断すべきとする見解もある387。こ
の見解によれば、情報の取得可能性はジーが経験豊富な事業者（sachant : averti）であるか、
あるいは素人（profane : non averti）であるかといった点を加味して判断される388。 
上記の理解に従うと、ザーが情報提供義務に違反した場合には、それにもかかわらずジー
の合意に瑕疵は生じてしなかったということをザーが証明できないと契約は無効になる389。
反対に、ザーが情報提供義務を果たした場合には、同義務が果たされていたにもかかわらず
合意に瑕疵が生じていたことをジーが証明しなければならない390。このように、ドゥバン法
の趣旨を酌み、ザーの情報提供義務違反から合意の瑕疵の推定を行うことから、ここでいう
合意の瑕疵は民法典におけるそれとは異なる、立証責任の転換された独自の（autonome）
合意の瑕疵であると理解されている391。このように解釈することで、ドゥバン法が定める情
報提供義務違反のみで契約を無効にした判決の弊害（取引安全の破壊）を避けつつも、同時
に同法の意義を没却することもなくなるのである392。 
 
第4款 合意の瑕疵の推定に対して批判的な学説 
 対して、ザーの情報提供義務違反から合意の瑕疵を推定する学説に対して批判的な学説
も存在する393。たとえば、L.330-3 条の制度趣旨（esprit）の観点からの批判としてアチュエ
ル＝メンデス（Attuel-Mendes）が挙げられる。彼の批判はこうである。L.330-3 条は契約
関係における弱い当事者（partie faible）、すなわちジーの合意の保護のために情報提供義務
を課したので、同義務違反のみで合意の瑕疵を推定する解釈は認められず、ジーによる合意
の瑕疵の証明が必要である。なぜならば、L.330-3 条の違反のみで合意の瑕疵を推定する解
釈を採れば、弱い当事者であるジーの保護という同条の趣旨を逸脱することになるからで
ある。つまり、同条が保護すべき者とは異なる取引に熟達した者までも保護することになり、
その結果、ささいな情報提供義務違反を取り上げ契約の無効を主張する「訴訟屋
（professionnel de la chicane）」のような者を保護することになりかねない394。 
 
第4節 小括 
                                                     
合意に瑕疵が生じるとは考えにくいであろう（D. Ferrier, supra note 85, p.84.）。 
387 D. Ferrier, Droit de la distribution, 6e édition, 2012, Lexis Nexis, no 587, p. 296. 
388 D. Ferrier, supra note 375. p.1071. 
389 Ph. Neau-Leduc, supra note 383, p.33. 
390 Ibid. 
391 Ibid., p.32. V. aussi O. Tiquant, supra note 221, p.2602. 
392 H. Kenfack, supra note 351, p. 2306-2307. 
393 V. aussi, S. Regnault, supra note 229, p.16 et s ; J-P Viennois, supra note 342, no 15. 
394 L. Attuel-Mendes, Conséquences du non-respect de l’obligation précontractuelle d’information en 
matière de franchise, JCP G. 2007, Ⅱ 10133. 
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 本章では、ザーの情報提供義務違反があった場合における合意の瑕疵の立証責任に関す
る議論を中心に判例・学説を俯瞰した。立証責任の分配に関する論点は、①ドゥバン法が定
める情報提供義務を果たしたこと、および、②合意の瑕疵について、の各点であった。①に
ついては、判例・学説ともに情報提供義務を果たしたことを立証すべきなのはザーであると
解されているといえる。問題は、②についてであった。 
判例は、合意の瑕疵の立証責任はジーに課されるとする。これに対して、学説では情報提
供義務を課したドゥバン法の趣旨を考慮して、ザーが同義務に違反したときには、ジーは契
約内容をよく理解して契約を締結できなかったのだから合意の瑕疵が推定されるとの見解
がみられる。この見解によれば、ザーは自身が情報提供義務に違反したにもかかわらず、ジ
ーの合意に瑕疵が生じなかったことを立証しなければならなくなる。この場合、上記のよう
なザーからの反証が成功しない限り、ジーはザーの情報提供義務違反を立証すれば合意の
瑕疵による契約の無効が認められることになる。 
 以上のように、判例は民法典の合意の瑕疵理論（1116 条）が課す条件に従いザーの情報
提供義務違反を処理するが、これに対して学説は L.330-3 条の趣旨を酌んで、ザーが同義務
に違反した場合には合意の瑕疵を推定するとして、L.330-3 条に基づく立証責任の転換され
た特殊な詐欺による処理を提唱しているといえる。 
 
 ここまで述べてきたように、ザーの情報提供義務違反に対する民事上の効果についての
議論は詐欺を中心に論じられてきたのであるが、近時、ザーが売上予測に関する情報を提供
した場合に錯誤無効を認めた破毀院判例が登場し、学説で議論になっている。そこで、次章
ではこの破毀院判例を中心に、売上予測に関する情報と錯誤との関係について検討したい。 
 
第4章 売上予測に関する情報と錯誤無効 
第1節 はじめに 
本章では、売上予測に関する情報について錯誤無効を認めたことで学説の関心を集めて
いる破毀院商事部 2011 年 10 月 4 日判決395（以下、2011 年判決とする。）、および本判決ほ
どは注目を浴びていないものの、売上予測に関する情報はフランチャイズ契約の本質に影
響を及ぼすと判示したことで、本判決の見解を引き継いだとされる396破毀院商事部 2012 年
6 月 12 日判決397（以下、2012 年判決とする）を取り上げる398。その際の叙述の順序は次の
                                                     
395 Cass. com., 4 oct. 2011, Juris-Data no 021604. 
396 D. Mainguy, L’erreur sur la rentabilité et le contrat de franchise, RLDC, 2012, no 98, p.74. 
397 Cass. com., 12 juin 2012, pourvoi no 11-19047.  
398 本章で検討する 2011 年・2012 年判決以外にも錯誤が援用された判例は存在する。V. par ex. CA 
Paris, 26 janv. 2001, Juris-Data no 151449 ; CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 233437 ; TC Paris, 7 nov. 
2005, Juris-Data no 299489 ; CA Paris, 16 nov. 2006, Juris-Data no 322715. 
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とおりである。まずは、次節で 2011 年・2012 年両判決の事実と判旨を挙げる。そして、両
判決の概要を踏まえ、学説における両判決の論点を取り上げ、これを整理する。次いで、両
判決以降の判例の動向を若干検討し、最後に、以上の小括を行う。この 2011 年判決におけ
る議論の整理を行うことで、続く第 4 部における本判決の検討のための素地を整えておき
たい。その本題に入る前に、詳しくは第 4 部第 1 章で述べるがフランス法における錯誤に
ついて概略を述べておく。 
錯誤とは、錯誤者が誤っていることを本当のことと考えたり、あるいは反対に本当のこと
を誤っていることと考えるといった、真実（réalité）についての不正確な理解のことと定義
される399。そして、錯誤について規定する民法典 1110 条に基づき契約を無効にするには、
その錯誤が契約締結にとって決定的であったこと、およびその錯誤が契約の対象である物
のまさにその本質（substance）に関するものでなければならない400。また、同条 2 項は人
に関する錯誤について、その人についての考慮が契約の主たる原因であった場合に錯誤無
効が認められると規定する401。錯誤について判例・学説でもっとも議論の対象となっている
のは、いかなる錯誤が本質的性質に関する錯誤であるかという点であるが、現在では主観説
（conception subjective）が判例の立場とされる402。すなわち、主観説によれば、ある物に
ついて、当事者が契約締結を決定した性質を具備していないということを知っていれば契
約しなかったといえる場合、彼は本質的性質に関する錯誤によって契約したことになる403。
ただし、錯誤無効が認められるには、その錯誤が宥恕され得る（excusable）ものでなければ
ならない。つまり、錯誤者が当該真実を知るのに必要な要素を容易に取得することができる
ような場合には、その錯誤は宥恕し得ない（inexcusable）錯誤であるので、錯誤無効は認め
られないのである404。 
それでは、2011 年・2012 年判決の紹介および議論の整理に移りたい。 
 
                                                     
399 F. Terré et al., supra note 315, no 208, p.233. 
400 Ibid., no 236 et s., p.234 et s.. 
401 フランチャイズ契約は人的考慮（intuitus personae）の強い契約であるので、人に関する錯誤（erreur 
sur la personne）が問題になることがある（F.-L. Simon, supra npte 49, no 163, p.115.）。人に関する錯誤
は原則として契約の無効原因にならないが（民法典 1110 条 2 項）、その人に関する考慮が契約締結にとっ
て決定的であった場合には契約の無効原因になる（A. Bénabent, supra note 364, no 77, p.62.）。この人的
考慮の契約についての邦語論文として、上井長十「フランスにおける intuitus personae（人的要素の考
慮）について‐その意義と契約解消における機能について‐」法学研究論集（明治大学）第 17 巻 77 頁
（2002 年）がある。 
402 F. Terré et al., supra note 315, no 216, p.238 et s.. 野村豊弘「意思表示の錯誤（三）‐フランス法を参
考にした要件論‐」法学協会雑誌 93 巻 2 号 238 頁以下（1976 年）において、本質的性質に関する錯誤に
対する判例・学説の変遷が詳述されている。 
403 Ibid., no 215, p.238. 
404 Ibid., no 113, p.251. 
91 
 
第2節 2011 年・2012 年判決概要 
（1） 2011 年判決概要 
【事実】 
本フランチャイズ契約締結時に、ザーがジーに対して、売上予測に関する情報を提供した
ところ、ジーは上記予測よりも著しく低い収益（ジーの初年度の総売上高は、ザーの予測が
1,759,078 ユーロから 5,538,719 ユーロであったのに対して、251,000 ユーロに届かない総
売上高しか達成できなかった。）しか獲得できず、その結果、早期に裁判上の清算（liquidation 
judiciaire）に至った。そこで、ジーがザーの売上予測に関する情報の不正確性を主張して、
民法典 1110 条を援用して本契約の錯誤無効を主張した。 
 
【原審判決要旨】 
ジーの錯誤無効の主張を退けた原審405の判旨はこうである。ザーが提供した文書に記載
のあった市場調査ならびに売上予測に関する情報の不十分性は、それら情報をきちんと提
供されていればジーが本契約を締結することはなかったといえる本質的要素とみなすこと
はできない。また、スーパーセンター（grande distribution）の分野で 20 年以上従事してき
た商取引についての経験豊富な事業者として、ジーはその収益見込みの価値（valeur）およ
び実現可能性（faisabilité）を評価しなければならなかった。さらに、ジーは本契約をするの
に 5 年かけていたことから、経済的妥当性を評価するのに十分な期間を有していた。ザー
が提示した当該予測とジーが店舗を経営して獲得した利益との乖離があっただけでは、当
該予測および文書が不誠実なものであったこと、あるいは信頼性（crédibilité）が欠如して
いたことの証明にはならない。したがって、ザーが提供した情報は不十分なものではあった
が、ジーは錯誤の存在について証明できていないので本契約の無効は認められない。 
 
【判旨】 
破毀院は次のように述べて、ジーの契約無効の主張を退けた原審を破毀した。「民法典
1110 条に徴して（…）、ジーの経営活動における利益がザーから提示された予測利益に比し
て著しく低く、早期に裁判上の清算手続に入ったということを摘示した後、以上のようなジ
ーの置かれた状況が、たとえザーの契約締結前の情報提供義務の違反がなくても、ジーの合
意が企業活動における収益に関する本質的錯誤（erreur substantielle sur la rentabilité de 
l’activité entreprise）によって決定されたものであったということを示していなかったか否
かを検討していない。」 
 
（2） 2012 年判決概要 
【事実】 
                                                     
405 CA Paris, 19 mai 2010, Juris-Data no 011820. 
92 
 
 ジーがロイヤルティ等の金銭の支払いを怠っていたため、ザーが本フランチャイズ契約
の解消および損害賠償の支払いを求めた。これに対して、ジーは反訴としてザーの情報提供
義務違反を理由に本契約の無効を主張し、既払いの金銭の返還をザーに対して求めた。 
 
【原審判決要旨】 
原審（トゥールーズ控訴院 2011 年 3 月 23 日判決）は、収益見込み（espérance de gain）
はジーの契約締結の意思決定にとって決定的なものであるとした。そして、本フランチャイ
ズ契約の締結のためにザーが提供した総売上高予測は本契約のまさにその本質に関わるも
のであり、経営を行おうとしている店舗の収益の見通しに関してジーに錯誤を生じさせる
ものであったと判示した。そして、ジーの契約無効の主張を認容しザーに対して既払いの金
銭の返還を命じた。 
 
【判旨】 
 「ザーから提供された当該文書の中に含まれている総売上高予測（chiffres prévisionnels）
は、いかなる店舗経営におけるフォート（faute de gestion）も犯していないジーによって達
成された総売上高と比較すると著しい乖離[筆者注：本件ではザーの総売上高予測の半分未
満（moins de la moitié）しか達成できなかった406]が存在することを鑑みると、非常に楽観
的なものであるということを認められ、また、この総売上高予測は、収益見込みがジーの契
約締結の意思決定にとって決定的であるがために、本フランチャイズ契約のまさにその本
質に影響を及ぼすものである。」したがって、「ザーから提供された総売上高予測はジーの契
約締結の意思決定にとって決定的な性質をもたらすものであったとし、本契約の無効を宣
言することを正当とする合意の瑕疵を特徴付けた」と判示して契約の無効を宣言した原審
の判断を支持した。（下線部筆者） 
 
第3節 学説の反応 
第1款 両判決の論点 
以上が 2011 年判決および 2012 年判決であるが、2012 年判決に先立ち収益に関する錯誤
を認めた 2011 年判決は学説上驚きをもって迎えられた407。というのは、本判決で示された
収益に関する錯誤は本質に関する錯誤ではなく、価値に関する錯誤（erreur sur la valeur）
もしくは動機に関する錯誤（erreur sur les motifs）とされ、伝統的に、判例（たとえば破毀
院第 3 民事部 2005 年 3 月 31 日判決408：建築用地賃貸借（bail à construction）の事例）・学
                                                     
406 N. Dissaux, La rentabilité au cœur du contrat de franchise, D. 2012, p. 2081. 
407 D. Houtciff : Gaz. Pal. janv. 2012, p.285. 
408 Cass. civ. 31 mars 2005, Bull. civ.Ⅰ, no 81 ; pourvoi no 03-20096. 
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説409で原則として合意に影響を与えない（indifférentes）錯誤であると解されてきたからで
ある。この価値に関する錯誤とは、学説においてしばしば引用されるゲスタン（Ghestin）
の定義によれば、「正確な前提事実（données exactes）に基づいてなされた誤った経済的評
価」のことである410。つまり、給付の不可欠な性（qualité essentielles）について陥った錯誤
ではなく、その価格（prix）について陥った錯誤が価値に関する錯誤なのである411。 
それでは、なぜ両判決では価値に関する錯誤であるはずの収益に関する錯誤が本質的性
質に関する錯誤とされたのか。また、両判決をもって判例はこれまでの立場を変更したのだ
ろうか（両判決の先例との関係・射程についての問題）。以上が学説における 2011 年判決
および 2012 年判決に関する主な論点である412。さらに、2011 年判決についてはザーの情
報提供義務違反がなくても錯誤無効が認められ得ると判示した点も、これまでの判例とは
異なる見解を示すものと評価できるので、以上の論点と併せて検討をくわえたい。 
 
第2款 収益に関する錯誤が本質に関する錯誤を構成するとした点 
（1） 本質に関する錯誤を構成する理由 
 2011 年判決および 2012 年判決が錯誤無効を認めた点については主に後述のグリマルデ
ィ（Grimaldi）が批判的な見解を示しているものの、批判的見解はごく少数といえる413。学
説の議論は、なぜかかる錯誤が契約の無効事由として認められるのかという理由付けにつ
いて集中しているといえ、以下のように見解が分かれているといえる414。 
 
① 本質的性質に関する錯誤に収益に関する錯誤も含まれるとする見解415 
この立場に立つ見解の代表的論者はディソーといえる。彼の見解は明快である。彼は、
2011 年判決において、破毀院は本質に関する錯誤の中に収益に関する錯誤を含ませている
                                                     
409 V. par ex. F. Terré et al., supra note 315, no 218-1, p.244 ; Ph. Malaurie et al., Les obligations, lextenso, 
6e édition, 2013, no 505, p.246.  
410 J. Ghestin, La notion d'erreur en droit positif actuel, LGDJ, 1971, no 74, p.83. フランス法における価値
に関する錯誤についての邦語文献としては、野村・前掲註（402）251 頁、山下・前掲註（39）「情報の収
集と錯誤の利用‐契約締結過程における法律行為法の存在意義‐（二）」47 頁以下等がある。 
411 M. Fabre-Magnan, Droit des obligations 1-Contrat et engagement unilatéral, PUF, 4e édition, 2016, no 
356, p.386-387.  
412 以上の 2011 年判決の論点は、B. Petit, CONTRATS ET OBLIGATIONS. –Erreur, JCI, Fasc.3-3, 
2014, no 64 で挙げられていた本判決の論点を参考にした。 
413 グリマルディ以外には、D. Houtciff, supra note 407, p.284 が挙げられる程度だと思われる。 
414 B. Petit, supra note 412, no 64. 
415 ディソー以外でかかる見解に立つものと評価できる論者として、A. Riéra, Erreur sur la rentabilité de 
l’établissement franchise : la sanction inattendue des prévisionnels exagérément optimistes, RLDA janv. 
2012, no 67, p.36. 
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という416。そして、この 2011 年判決と相まって、2012 年判決では「総売上高予測は、収益
見込がジーの契約締結の意思決定にとって決定的であるがために、本フランチャイズ契約
のまさにその本質に影響を及ぼすものである」と明確に述べていることから、両判決をもっ
て、フランチャイズ契約については
．．．．．．．．．．．．．．
「収益に関する錯誤＝本質に関する錯誤」という定式が
成り立つとする。したがって、収益に関する錯誤は無効原因にならない価値に関する錯誤に
過ぎないという伝統的な見解はフランチャイズ契約には妥当しないことを示すものである
という417。 
彼はこのような定式を示して、売上予測と実際の利益との著しい乖離があった場合に収
益に関する錯誤による無効を認めるが、そのような定式が成り立つ理由として、フランチャ
イズ契約の特殊性を理由に挙げる。すなわち、フランチャイズ契約というのは、ザーのチェ
ーンへの加盟により商取引に付きものの不確実性を軽減することを目的とする契約なので
ある418。この理解をもう少し具体的に述べるならば、ザーが培ってきた確立した利益を上げ
る方法であるノウハウ等を使用することで、ジーの事業の成功可能性を推定させる契約が
フランチャイズ契約なのである419。 
したがって、フランチャイズ契約では収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤を構
成する。以上のことから、フランチャイズ契約には「射倖は錯誤の主張を許さず（aléa chasse 
l’erreur）」という原則は妥当しないことになる420。ただし、収益に関する錯誤による無効の
肯否にあたってはジーの事業経験を斟酌して判断すべきだという421。 
 
② フランチャイズ契約の目的に着目する見解422 
この見解に立ち、2011 年判決が収益に関する錯誤に基づき契約を無効にした理由を述べ
るのはゲスタン（Ghestin）である。彼は、原則として無効原因にならない収益に関する錯
誤であっても、それが本質的性質に関する錯誤から生じたもの（conséquence）である場合
には、契約の無効原因になるとする423。そして、こうした理解を前提に、2011 年判決で収
                                                     
416 N. Dissaux, L’annulation d’un contrat de franchise pour erruer sur la rentabilité de l’activité entreprise, 
D. 2011, p.3054. 
417 N. Dissaux, supra note 406, p. 2082. 
418 Ibid., p. 2081. V. aussi, S. A.-Mekki et M. Mekki : D. 2013, pan. p.395. 
419 V. D. Mainguy, supra note 396, p.77. 
420 N. Dissaux, supra note 406, p. 2081. V. aussi, D. Mainguy, supra note 396, p.77. 
421 N. Dissaux, supra note 406, p. 2082-2083. 
422 ゲスタン以外でかかる見解に立つものと評価できる論者として、Y.-M. Serinet : JCP G, no 43, 2012, 
1151 ; Th. Genicon, Erreur sur la rentabilité économique : erreur indifférente sur la valeur ou erreur 
substantielle?, RDC 2012, p.64 ; Ph. Stoffel-Munck : Dr. & patrim. janv. 2013, no 221, p.77 et s. 
423 J. Ghestin, L’erreur substantielle du franchise sur la rentabilité de l’activité à entreprendre, JCP G, no 6, 
2012, 135. 
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益に関する錯誤に基づきフランチャイズ契約の無効が認められた理由を説明するに際して、
同契約における目的（finalité, destination）に着目する。すなわち、フランチャイズ契約と
は、「ノウハウの伝達ならびに商標の使用許諾によって、商業上の成功を再生産（réitération）
しつづけていく」424ことを目的とする契約なのである425。 
したがって、ザーの予測と比較してジーが実際に達成した総売上高が著しく低く、そのこ
とにより早期に裁判上の清算に至ったという諸事実は、ジーが上記目的を達成するために
利用するザーのノウハウや商標等の契約における目的物（objet）の適格性（aptitude）が欠
如していたことを示すものである。よって、そのような場合には、収益に関する錯誤は本質
的性質に関する錯誤から生じたものといえるので、収益に関する錯誤が無効原因になるの
である426。ただし、店舗経営の失敗の原因がジーに求められる場合には、収益に関する錯誤
は宥恕できない（inexcusable）ことになるので、かかる錯誤に基づく無効は認められない427。 
ところで、ここで問題になるのが、上記の諸事実は契約の締結後に生じた事実であるとこ
ろ、そうした要素を契約締結時にジーが錯誤に陥っていたことの証明として用いることが
できるかどうかである。しかし、ゲスタンによれば、「プゥサン事件」428の 2 度目の破毀院
判決429において、契約時における錯誤の存在を証明するために契約締結後の要素を用いる
ことができると判示されていることから、上記諸事実を錯誤の存在を証明するために用い
ることに問題はないという430。 
 
③ 2011 年判決に対する批判 
先述したように 2011 年判決の結論に対して批判的見解は少数であるといえるが、グリマ
ルディは、収益という契約締結時には実現するか否かが不確実なことがらについて、不正確
                                                     
424 Ph. le Tourneau, supra note 52, no 44. V. aussi, C. Grimald i et al., supra note 43, no 48, p.48. 
425 J. Ghestin, supra note 423, 135. 
426 Ibid. 
427 Ibid. V. aussi, R. Loir, supra note 249, p.1428. なお、これは第 3 章第 2 節第 2 款（1）で取り上げた売
上予測に関する情報の提供が詐欺を構成する場合も同様に求められる条件でもある。 
428 プゥサン事件の事実の概要は次のとおり。X 夫妻は、競売前の鑑定で、バロック時代の著名なフラン
スの画家であるニコラ・プゥサンの作品ではなく、プゥサンの絵画よりも価値の低い“カラッチ派”による
作品と鑑定されていた当該絵画を競売にかけた。競売の結果、当該絵画は 2200 フランで落札されたのだ
が、これを Y（ルーブル美術館）が先買権を行使して購入した。当該絵画について、Y は購入以前より、
これがプゥサン作のものであると知っていた。そこで、X 夫妻は当該絵画の売買について錯誤無効を主張
したというものである。両者は約 20 年にわたり裁判で争ったが、最終的に X 夫妻は当該絵画について本
質に関する錯誤を生じて契約をしていたとされ、X 夫妻の錯誤無効の主張が認められた。プゥサン事件に
ついては、山下・前掲註（39）「情報の収集と錯誤の利用‐契約締結過程における法律行為法の存在意義
‐（二）」39 頁以下で詳しく取り上げられている。 
429 Cass. 1re civ., 13 déc. 1983, Bull. civ. 1983,Ⅰ, no 293 : D. 1984, p.340, note J.-L. Aubert. 
430 J. Ghestin, supra note 423, 135. 
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であったという事後的な評価から、いわば結果論的に契約の本質的性質に関する錯誤に該
当すると解するべきではないとして、収益に関する錯誤は契約の無効事由にはならないと
述べ、2011 年判決を批判する。すなわち、民法典 1110 条の本質に関する錯誤を構成するの
は契約締結時に生じていた錯誤のみであるところ、予測が誤りであったということは実際
に経営活動を行ってから判明するものであって、契約締結時から不正確なものであったと
いえない以上、予測の誤りをもって民法典 1110 条に基づく錯誤無効を認めるべきではない。
したがって、予測の不正確性を理由に錯誤無効を認めた 2011 年判決は批判されるべき判断
を示したのである431。 
 
（2） 先例との関係・射程 
① 先例との関係 
先述したように、これまで判例は収益に関する錯誤は合意に影響を与えない錯誤である
から契約の無効原因にならないとしてきたが、2011 年判決はこうした先例との関係でどう
位置付けるべきか。このことについては、2011 年判決はブルタン・シヴィル未搭載（non 
publié）であることからして、本判決をもってこれまでの判例の立場を変更したと評価する
ことはできないものと解されているようである432。また、2011 年判決はフランチャイズ契
約の特殊性（収益の獲得が契約の本質を構成する）を鑑みて例外的に収益に関する錯誤によ
る無効を認めたものであるので、価値に関する錯誤に対するこれまでの判例を変更するも
のではないと評価されている433。 
したがって、2011 年判決は収益に関する錯誤についてのこれまでの先例を変更したもの
ではないと評価できるが、本判決の射程（portée）については見解が分かれている。 
 
② 両判決の射程 
メキ（Mekki）らは 2011 年判決・2012 年判決の射程はフランチャイズ契約にしか及ばな
いと解しているが、その理由はこうである。収益に関する錯誤による錯誤無効を否定した先
述の 2005 年の破毀院判決が民事部判決であるのに対して 2011 年判決は商事部判決である。
また、2011 年判決は、早期に裁判上の清算に至った点、および経営活動における利益が予
測利益に比して著しく低かった点を、収益に関する錯誤による無効の理由として挙げてい
る。さらに、フランチャイズ契約は、収益見込みが契約の本質になるという特殊な契約であ
る。以上のことから、本判決の射程はフランチャイズ契約に限定されるであり、他の契約に
拡張すべきではない434。ディソーも同じく、2011 年判決で示された見解について、本判決
                                                     
431 C. Grimaldi, De l’erreur sur la rentabilité et des comptes prévisionnels, RDC, 2012, p.537. 
432 N. Dissaux, supra note 416, p.3054.  
433 Ibid. 
434 S. Amrani Mekki et M. Mekki : D. 2012, pan. p. 463 ; D. 2013, pan. p.395. 
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で示された結論はフランチャイズ契約に固有の結論（solution propre au contrat de franchise）
と考えるのが妥当であると述べていることからして、本判決の射程はフランチャイズ以外
の契約には及ばないと解しているようである435。 
上記の見解に対して、たとえば436ジェニコン（Genicon）は 2011 年判決の射程について、
次のような理解を示す。すなわち、契約のエコノミー437（économie du contrat）に応じて、
収益が契約における物あるいは給付の使用についての直接的目的（finalité directe）を構成
する場合には、収益は本質的性質に関する錯誤を構成するとして、営業財産の譲渡といった
フランチャイズ契約以外の「金銭を生み出す契約（contrats générateurs d’argent）」438にも
2011 年判決の射程は及ぶとの理解を示す439。 
 
第3款 情報提供義務違反がなくとも契約の無効が認められるとした点 
2011 年判決は、ザーの情報提供義務違反がなくても 1110 条のみに基づき収益に関する
錯誤が認められると判示している。この点がなぜ重要なのか。それは、価値に関する錯誤で
ある収益に関する錯誤はこれまで他の要素によって補われないと（renforcée）錯誤無効が
認められてこなかったからである440。すなわち、ザーの情報提供義務違反によってジーに本
質的性質に関する錯誤が生じた場合441や、ザーの詐欺によって収益に関する錯誤に陥った
場合でなければ契約の無効が認められなかったのだが442、2011 年判決はザーの詐欺的術策
の有無に関係なく、収益に関する錯誤は本質に関する錯誤を構成するとして契約の無効を
宣言したからである443。したがって、2011 年判決が「ザーの契約締結前の情報提供義務の
違反がなくても」収益に関する錯誤は認められると述べたのは、ザーが L.330-3 条が定める
情報をすべて提供したとしても、かかる錯誤による無効が認められ得るということを意味
                                                     
435 N. Dissaux, supra note 416, p.3054. 
436 ジェニコン以外に 2011 年判決の射程はフランチャイズ契約以外にも及ぶと解しているものと評価で
きる論者として、たとえば、D. Mainguy, supra note 396, p.75. 
437 契約のエコノミーについては、森田修「Pimont の『契約のエコノミー論』－契約規範の形態原理を
めぐる近時フランス法理論の一斑－（1）（2・完）」法学協会雑誌 127 巻 1 号 124 頁（2010 年）、同 127
巻 9 号 1361 頁（2010 年）、同「フランスにおける『契約のエコノミー』論の展開」法学協会雑誌 127 巻
10 号 1602 頁（2010 年）が詳しい。 
438 D. Mainguy, supra note 396, p.75. 
439 Th. Genicon, supra note 422, p.73. V. aussi, Ph. Stoffel-Munck : Dr. & patrim. janv. 2013, no 221, p.78. 
440 D. Mainguy, supra note 396, p.76. 
441 V. par ex. CA Paris, 26 janv. 2001, Juris-Data no 151449. V. aussi, CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 
233437. 
442 V. par ex. CA Paris, 17 déc. 2014, RG no 13/08615. 
443 N. Dissaux, supra note 416, p.3055. 
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するのである444。よって、2011 年判決は、ザーの情報提供義務違反がなければ収益に関す
る錯誤は契約の無効原因にならなかったというこれまでの理解よりもさらに踏み込んだ判
断を示しているものとされる445。 
上記のような 2011 年判決の理解にしたがえば、不誠実な方法で予測を作成していなくて
も、予測が不正確であれば契約が無効になる可能性があるということであるから、ザーとし
ては一層慎重さを期して予測を作成しなければならなくなるだろう446。 
 
第4節 2011 年判決・2012 年判決以降の判例 
収益に関する錯誤により契約を無効にするという処理の仕方は緒に就いたばかりといえ
るので、同様の処理が定着していくか今後の判例の行方を見守る必要があろうが、現在のと
ころ以降の判例にも受け継がれているといえるのではないか447。 
 破毀院商事部 2013 年 10 月 1 日判決では、ジーが達成した総売上高はザーが予測した総
売上高を下回り裁判上の清算に至ったので、ジーから収益に関する錯誤を理由に契約の無
効が主張された。本件について破毀院は、ザーの予測とジーが達成した総売上高との乖離は
認められるとした。しかし、それは、契約期間中に発生した洪水（inodation）などの気候的
要因によるものであるし、予測と実際の数値との乖離も 21％程度であり、さらにある年度
ではザーが示した予測と同程度の利益をジーは上げていた。したがって、予測と実際の数値
との乖離はザーが作成した予測の誠実性の欠如に由来するものではないとし、ジーの錯誤
無効の主張を認めなかった原審の判断を正当とした448。 
 破毀院商事部 2013 年 12 月 10 日判決では、ジーが世界的に有名な会計・税務のコンサル
ティング企業のシニアコンサルタント（consultant senior）という経歴を有していたという
場合において、そのようなジーであればザーが提供した総売上高予測が非現実的な性質の
ものであったと判断することができたはずであると判示し、収益に関する錯誤による契約
無効の主張を認めなかった449。 
 モンペリエ控訴院では、2014 年 10 月 21 日に 2 件の判決が言い渡されており、1 件につ
いては収益に関する錯誤による契約の無効が認められ、もう 1 件では否定されている。 
まず収益に関する錯誤が認められた肯定例からみていこう。本件では、ザーが提示した総
                                                     
444 Th. Genicon, supra note 422, p.75. 
445 C. Grimaldi, supra note 431, p.538. ただし、2011 年判決の差戻し審であるパリ控訴院 2013 年 9 月 12
日判決は、ザーが提供した売上予測は杜撰であり非難されるべき楽観性を有していたとして、ザーの情報
提供義務違反を認定して契約の無効を宣言している（CA Paris, 12 sept. 2013, Juris-Data no 019547.） 
446 Ibid., p.538 ; R. Loir, supra note 249, p.1428. 
447 V. M. Malaurie-Vignal, Nullité du contrat de franchise pour erreur sur la rentabilité, Contrats, conc. 
consom., no 4., 2015, comm. 88 
448 Cass. com., 1er oct. 2013, Juris-Data no 021425. 
449 Cass. com., 10 déc. 2013, Juris-.Data no 028587. 
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売上高予測を 43～48％下回る総売上高しか達成することができず、ジーは裁判上の清算に
至ってしまった。そこで、ジーが収益に関する錯誤を理由に契約の無効を主張した。モンペ
リエ控訴院は、収益見込みはジーの契約締結にとって決定的なものであるところ、ジーはザ
ーから提供された過度に楽観的かつ非現実的な総売上高予測が原因で収益に関する錯誤に
陥って本フランチャイズ契約を締結していたとして、ジーの主張を認め、契約の無効を宣言
した450。 
次いで、ジーの契約無効の主張を退けた否定例は以下のようなものであった。本件も同じ
く、ジーは裁判上の清算に至ったのであるが、ザーの総売上高予測とジーが達成した数値と
の乖離は 7.5％に過ぎなかった。そのことから、モンペリエ控訴院は、ザーの予測によって
収益に関する錯誤が生じてジーが契約をしてしまったということはできないとした451。 
 
以上の諸判決を総合すると次のように言うことができよう。すなわち、収益見込みはフラ
ンチャイズ契約における決定的かつ本質的な要素であるから、収益に関する錯誤が本質的
性質に関する錯誤を構成することがある。ただし、この収益に関する錯誤を理由に契約の無
効が認められるには、予測と実際の数値との著しい乖離が存在することを前提とし、その上
でその乖離の原因をジーに求められないこと（ザーの不誠実な予測に起因すること）が必要
である。しかし、不誠実な予測が提供されたとしても、ジーに予測数値は実現不可能なもの
であると評価できる能力があるとされる場合（ジーが経験豊富な事業者（professionnel 
averti）である場合）には、収益に関する錯誤を理由とした契約の無効は認められない452。
なお、本節で取り上げた諸判決は次の第 4 部においても重ねて取り上げ考察をくわえる。 
 
第5節 小括 
2011 年判決の登場により、これまで売上予測についてはもっぱら詐欺で処理されてきた
ところ453、錯誤無効も可能になった。よって、ジーの保護のための手段が拡充したといえよ
う。ただし、収益に関する錯誤による無効が認められるには、まずザーの予測とジーが達成
した総売上高との間に著しい
．．．
乖離がなければならない。そして、その乖離の原因をジーの店
舗経営に求めることはできないという、少なくとも 2 つの要件が満たされる必要がある。
これら要件が満たされると、収益に関する錯誤に基づく契約の無効が認められることがあ
る。 
収益に関する錯誤による無効を認めた 2011 年判決・2012 年判決についての学説におけ
                                                     
450 CA Montpellier, 21 oct. 2014, Juris-Data no 033753. 
451 CA Montpellier, 21 oct. 2014, Juris-Data no 033702. 
452 V. A. Bories, Erreur sur la rentabilité, JCP G, no 7, 2015, 198 ; M. Malaurie-Vignal, supra note 447, 88 ; 
H. B., L’erreur sur la rentabilité économique, RTD civ., 2014, p.109-110. 
453 R. Loir, supra note 139, p.113. 
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る議論に共通するのは、両判決はともに収益の獲得が契約における本質を構成するという
フランチャイズ契約の特殊性ゆえに成り立つものであるという理解である。このようなフ
ランチャイズ契約の特殊性を鑑みると、ジーは同契約を締結することで収益を上げること
が見込めるからこそ、加盟料やロイヤルティといった金銭を支払っているといえる454。その
ように考えると、フランチャイズ契約では、収益の獲得は同契約のコーズであると解するこ
とができるであろう455。収益の獲得がフランチャイズ契約のコーズであるとすると、ザーの
ノウハウ等が適格性を欠いていた場合には、収益に関する錯誤が問題になると同時にコー
ズの欠缺（absence de cause）による無効も考えられよう456。 
ところで、2011 年判決で示された収益に関する錯誤についての理論は、フランチャイズ
契約以外にも「金銭を生み出す契約」について妥当するものであるとして、汎用性のある理
論であるとの指摘があった（ジェニコン）。そのように考えることができるとすれば、本章
で検討した収益に関する錯誤についての理論は、ひろく錯誤の一般理論に対して示唆を与
える可能性を秘めているかもしれないが、かかる点については第 4 部にて詳述する。 
 
結語 
 以上、フランスにおけるザーの情報提供義務違反と合意の瑕疵との関係性について検討
した。以上の検討を踏まえ、ここでは、L.330-3 条と民法典の合意の瑕疵理論（1116 条）と
の関係に焦点を当ててフランス法について若干の考察を行いたい。かかる考察することは、
ザーが情報提供義務に違反した場合における詐欺の活用可能性について、日本法に対する
若干の示唆を見出すことを可能にする視座を提供することになるのではないかと考えたか
らである。 
 
詐欺的沈黙を構成するにはザーが情報提供義務を負っていなければならないので、この
点でザーに同義務を課した L.330-3 条の意義が認められるが、詐欺的沈黙の立証は容易で
はない。判例と有力な学説が対峙しているのは、この立証責任の分配についてであった。 
学説は、L.330-3 条はジーが錯誤に陥ることなく契約することを可能にするためにザーに
情報提供義務を課したとする。L.330-3 条に基づきザーは、ジーが契約内容をよく知って契
約することを可能にする誠実な情報を提供することを前提とするので、こうした理解は情
報提供義務を果たしたことの立証責任を転換するのに十分な根拠となる。そうしたことか
ら、L.330-3 条は情報提供義務違反に対する制裁として立証責任の転換された特殊な詐欺を
創出するのである。よって、L.330-3 条は一般的な合意の瑕疵理論（民法典 1116 条）に対
して独自の存在意義が認められる。ゆえに、L.330-3 条と併せて民法典 1116 条も援用する
                                                     
454 V. S. Amrani-Mekki et M. Mekki : D. 2013, pan. p.395. 
455 D. Mainguy, supra note 396, p.77. V. ausssi, J. Ghestin et al., supra note 337, no 1671, p.1365. 
456 V. J. Ghestin, supra note 423, 135. 
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と立証責任の転換がなされなくなるので、ジーにとって不利になる。 
対して、判例は情報提供義務違反のみから合意の瑕疵を導くことはできないとし、そうし
た推定を認めない。判例のこうした理解は、民法典 1116 条 2 項が「詐欺は推定されず、証
明されなければならない。」と規定していることによるのであろう457。つまり、判例では、
L.330-3 条の情報提供義務の違反をもって特殊な詐欺を認めることはできず、同義務違反は
あくまでも合意の瑕疵理論に従い処理されると解されているという意味において、判例は
同条に独自の意義を見出していないことになる458。 
思うに、このような、L.330-3 条の違反があった場合における合意の瑕疵の立証責任の分
配に関する見解の相違の原因は、契約内容をよく知って契約できるように情報提供義務を
法定したという、同条についての理解の差異に由来するのではないか。すなわち、判例はジ
ーの事業経験等を考慮すれば、ザーに情報提供義務違反があっても、それによってただちに
ジーの合意に瑕疵が生じるわけではないとの理解が前提にあるのではなかろうか。対して、
合意の瑕疵の推定を主張する学説は、基本的にジーは事業経験の僅少な者でありザーに劣
後する存在であるとの理解を念頭に、L.330-3 条の上記趣旨は情報提供義務が果たされた場
合にはじめて実現されると考えるのではないだろうか。ゆえに学説は、情報提供義務違反が
あった場合に詐欺の推定を働かせるべきとの解釈を提唱するものと思われる。 
また、第 2 章で検討したように、フランス法でザーの情報提供義務違反があった場合に
詐欺が活用されるのは、L.330-3 条が同義務を定めた点が大きい。すなわち、L.330-3 条で
情報提供義務が法定されたことで、ザーに対して詐欺的沈黙を理由とする契約無効の主張
を行いやすくなった。日本法においても小振法でザーが提供すべき情報が法定されている
ことから、日本法においても上記のフランス法と同様な処理を採用することはできないだ
ろうか。かかる点については、「おわりに」において検討したい。 
 
以上、第 3 部では、ザーが情報提供義務に違反した場合に、ジーを保護するために、過失
相殺がなされる損害賠償請求によるのではなく、契約の無効や取消しを主張できないかと
いう問題意識の下、かかる点についての日本法での扱いを検討するための前提として、詐欺
を主眼にフランス法の議論を整理した。続く第 4 部では、錯誤に関する議論として、2011
年判決を素材に収益に関する錯誤の考察を行うこことしたい。 
 
 
 
 
 
                                                     
457 V. D. Maiguy et J.-L. Respaud, supra note 304, no 11. 
458 V. F.-L. Simon, supra note 49, no 163, p.114. 
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第 4 部 フランチャイズ契約における収益に関する錯誤についての一考察 
 
序論 
 フランチャイズ契約締結過程において、ザーがジーに対して、店舗設置後の売上予測に関
する情報を提供することがある459。ザーがジーに提供する情報には様々なものがあるが、ジ
ーにとっての最大の関心事であり、契約をするにあたり最も重要な情報は、契約を締結し店
舗を経営した場合にどの程度の収益を獲得することができるのかという売上予測に関する
情報であろう460。したがって、売上予測に関する情報はジーの契約締結の意思決定に影響を
及ぼす決定的な情報といえよう。このように売上予測に関する情報は、ジーが契約締結の意
思表示をするにあたり極めて重要な影響を与えるものであることから、ザーが誤った売上
予測に関する情報を提供した場合には、従来一般的である保護義務（信義則）ないしは不法
行為に基づく損害賠償請求にくわえて、法律行為法による保護、とりわけ錯誤・詐欺の規定
を用いてジーを保護するという方策も考慮されてよいのではないだろうか。このように考
える理由は、「はじめに」で述べたように、保護義務違反等に基づく損害賠償ではザーの責
任が認められても大幅な過失相殺がなされることでジーの実質的な損害の回復がなされて
いるとはいささか言い難いところ、契約を無効にすることで既払いの金銭の返還を受けら
れる法律行為法による処理のほうがより適切にジーの損害の回復を図ることができるので
はないかと考えるからである。 
以上のような問題意識に基づいて、第 3 部では、L.330-3 条が法定するザーの情報提供義
務違反をもっぱら合意の瑕疵、とりわけ詐欺に基づく契約の無効で処理しているフランス
の議論を検討した。続くこの第 4 部においては、ザーの情報提供義務違反があった場合に
おける合意の瑕疵、とりわけ錯誤の“活用可能性”を見出すことを試みる。本考察では、特に
第 3 部で紹介した 2011 年判決を中心に考察する。本判決は、ザーが誤った売上予測に関す
る情報を提供した場合に、収益に関する錯誤（erreur sur la rentabilité）が本質的性質に関す
る錯誤を構成するとした。ところが、次章で述べるが、フランス法では本質的性質に関する
錯誤のみが顧慮され、伝統的に収益に関する錯誤は価値に関する錯誤（erreur sur la valeur）
に過ぎないので合意に影響を与えない錯誤とされる。したがって、収益に関する錯誤は本質
的性質に関する錯誤として顧慮されず契約の無効原因とは解されてこなかった。それでは、
2011 年判決において、なぜこの収益に関する錯誤が契約の無効原因とされたのか。また、
                                                     
459 経済産業省・前掲註（10）16 頁によれば、76％のザーが「予想売上・収益」に関する情報をジーに
提供している。また、同報告書 36 頁によれば、売上予測に関する情報をめぐる訴訟が、ジーによる訴訟
の 50％を占めている。 
460 遠藤・前掲註（10）369 頁。たとえば、裁判例では、はじめてザーの保護義務違反に基づく損害賠償
責任を認めた京都地判平 3・3・10 判時 1413 号 102 頁[進々堂事件判決]は、「フランチャイズ契約を加盟
しようとする個人等にとって、最大の関心事は、通常、加盟後にどの程度の収益を得ることができるかど
うかという点である」と述べる。 
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収益に関する錯誤を契約の無効原因とした 2011 年判決はフランス錯誤論においてどのよう
に位置づけられるのか。そして、2011 年判決の射程はフランチャイズ契約以外の契約にも
及ぶのであろうか。 
こうした視点から 2011 年判決を分析することを通じて、誤った売上予測に関する情報が
提供された場合に錯誤無効が認められることは皆無である日本法461において、錯誤の活用
可能性を検討するに際しての有益な視座を獲得できるのではないかと考えている。 
 先述した問題意識に基づき、ここでは以下の順序で叙述を進めていく。 
まず、第1章では、2011年判決の錯誤論における位置づけを明らかにするための前提作業
として、価値に関する錯誤を中心にフランスにおける錯誤論一般につき整理する。 
第2章では、フランチャイズ契約における収益に関する錯誤以外の錯誤が問題となった場
合として、情報提供義務違反によってジーに錯誤が生じた場合の判例を簡単に取り上げた
い。かかる問題を2011年判決の考察の前で取り上げることで、本判決がフランチャイズ契
約締結過程においてジーの錯誤が問題になる場合の中でも特殊な位置づけを有するもので
あることを示せるのではないかと考えている。 
続く第3章では、収益に関する錯誤の先例とされる破毀院第3民事部2005年3月31日判決
（以下、2005年判決とする。）の紹介ならびにこれに関係する学説の整理を行う。かかる
2005年判決の整理を通じて次章で2011年判決を考察するための手がかりを抽出したい。 
そして、第4章では、2005年判決の考察から得られた視座をもとに、2011年判決および本
判決の見解を踏襲するとされる破毀院商事部2012年6月12日判決（以下、2012年判決とす
る。）の考察を行い、両判決でなぜ収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤とされたの
か、およびフランス錯誤論における位置づけならびに両判決の射程を解明する。併せて、 
2016年2月10日の債務法改正に関するオルドナンスにより、新債務法1136条で価値に関す
る錯誤の条文が新設されたので、同条の新設により2011年判決は影響を受けるのか否かと
いう点に関しても検討を行い、これと並んで2011年判決以降の判例もフォローしておく。 
最後に、結語で、日本法への視座の獲得を念頭に、第4部全体を通じての総括ならびに若
干の考察を試みることにしたい。 
 
第1章 フランス法における錯誤の概要－価値に関する錯誤を中心に 
第 1 節 はじめに 
フランス法において錯誤とは、端的に、真実とは異なることを本当のことと信じたり、反
                                                     
461 錯誤無効が主張されたものの否定されたものとして、一例として、金沢地判平 15・4・28 判時 1931
号 58 頁、那覇地判平 17・3・24 判タ 1195 号 143 頁[ホットスパー事件]、東京地判平 25・2・18 
LEX/DB 文献番号 25511124 がある。たとえば、千葉地判平 13・7・5 判時 1778 号 98 頁[ローソン千葉
事件]では、ザーがジーに対して「数値に関しては保証しておらず、数値が変動することは原告（ジー：
引用者）も理解していたものということができるから、意思表示の要素に錯誤があったということはでき
ない」として、ジーからの錯誤無効の主張を斥けている。 
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対に、真実のことをそうではないと信じることとされる462。もしくは、錯誤者の内心の意思
（volonté interne）と表明された意思（volonté déclarée）との不一致が存在する場合である
463。そして、この錯誤には以下の類型があるとされる。すなわち、合意形成の障害となる錯
誤（erreur obstacle）464、合意の瑕疵となる錯誤（erreur vice de consentement）、および合
意に影響を与えない錯誤（erreur indifférent）である465。錯誤について規定するフランス民
法典 1110 条は、これら錯誤のうち、合意の瑕疵となる錯誤についてのみ定めるものである。 
 
第 2 節 本質に関する錯誤‐合意の瑕疵となる錯誤 
第 1 款 本質に関する錯誤とは何か 
合意の瑕疵となる錯誤について、民法典 1110 条は、「錯誤は、それが合意（convention）
の目的である物のまさに本質に関して陥った場合に限り、その無効の原因になる；錯誤は、
それが契約を締結しようとする相手方に関するに過ぎないときは無効原因ではない。ただ
し、その相手方についての考慮が契約の主たる原因（cause pricipale）であるときは、この
限りではない。」と規定し、物の本質に関する錯誤および例外的に人に関する錯誤のみが合
意の瑕疵となる錯誤として考慮されるとして、これら以外の誤りは合意の瑕疵となる錯誤
として顧慮していない466。本稿において主に検討する価値に関する錯誤は、原則として契約
の無効原因とはされていない467。 
それでは、本質に関する錯誤とはどのような錯誤であるか。錯誤に関する判例および学説
の議論は、この本質に関する錯誤とは何かをめぐって繰り広げられてきた468。現在は、判例
                                                     
462 J. Flour, et al., supra note 310, no 193, p. 176 ; Ph. Malaurie et al., supra note 409, no 497, p.241. V. 
aussi, J. Ghestin et al., supra note 337, no 1108, p.876. 
463 Ph. Malaurie et al., supra note 409, no 497, p.241. 
464 J. Flour, et al., supra note 310, no 194, p. 178-179.によれば、合意形成の障害となる錯誤とは学説上の
概念であり、契約の成立が認められない（inconcevable）錯誤である。この錯誤はさらに、契約の種類
（nature du contrat）に関する錯誤、契約における目的物の同一性（identité）に関する錯誤に分けられ
る。契約の種類に関する錯誤は、当事者がどのような種類の契約をするのかにつき意思の合致が存在しな
い場合である（たとえば、A は自身が結んだ契約を贈与と理解したのに対し、相手方の B はその契約を売
買と理解したような場合）。契約における目的物の同一性に関する錯誤とは、契約の両当事者が各自別の
物を目的物と理解していた場合である（たとえば、売主は甲土地を売却したと理解したのに対し、買主は
乙土地を購入したものと理解したような場合）。そして、学説は伝統的に、合意形成の障害となる錯誤に
おいては両当事者の意思の合致が存在しないため、その効果については契約の不存在（inexistence）もし
くは絶対無効（nullité absolue）と解している。 
465 本文で挙げたフランス法の錯誤類型について概説する近時の邦語文献として、石田穣『民法総則 民
法大系（1）』（信山社、2014 年）641 頁以下を参照。 
466 F. Terré et al., supra note 315, no 213, p.236-237. 
467 Ibid., no 220, p.248. 
468 物の本質に関する錯誤をめぐる判例および学説の変遷については、野村・前掲註（402）237 頁以
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および通説ともに、1110 条の本質に関する錯誤の理解について主観説（conception 
subjective）に立っている。すなわち、主観説とは、錯誤に陥った者が、真実（réalité）を知
っていれば契約を締結しなかったといえる場合には、その者には本質に関する錯誤が生じ
ていたとして錯誤無効が認められるというものである469。つまり、「本質」という概念を客
観的に把握し狭小に解するのではなく、当事者が意図した性質（＝本質的性質）と解し、そ
の概念を拡張させたのであった。こうした「本質」の概念の捉え方は民法典の起草者の見解
とも合致するところであるとされる470。 
したがって、何が本質に関する錯誤であるかは、一般的・標準的な人を基準として抽象的
に（in abstracto）に判断されるのではなく、その錯誤に陥った者を基準として具体的に（in 
concreto）判断される471。 
 
第 2 款 錯誤無効の“歯止め”‐錯誤の宥恕性および相手方の認識 
 もっとも、前記の主観説に立つと、法的安全が著しく害される危険性がある。そこで、合
意の瑕疵となる本質に関する錯誤が存在する場合であっても、錯誤無効を制限する歯止め
（garde-fou）が必要となる472。したがって、法的安全と錯誤者の保護という相反する要請
をいかに調整すべきかが課題になる。そこで登場するのが、（1）錯誤の宥恕性および（2）
相手方がその錯誤について認識していた（erreur commune）という要素である。 
 
（1）錯誤の宥恕性 
 錯誤者に合意の瑕疵となる本質に関する錯誤が存在するとしても、かかる錯誤は宥恕し
得る（excusable）ものでなければならない。このことを逆から述べれば、錯誤者の陥った錯
誤が宥恕し得ない（inexcusable）ものである場合には、契約の無効は認められないというこ
とである473。それでは、どのような場合に錯誤者の錯誤が宥恕し得ないものであるとされる
                                                     
下、山岡真治「錯誤論の再検討‐フランス法を手がかりにして‐」神戸法学雑誌第 51 巻第 3 号 47 頁以下
（2001 年）、山下・前掲註（39）「情報の収集と錯誤の利用（2）‐契約締結過程における法律行為法の存
在意義‐」2 頁以下等において詳しい説明がなされている。 
469 J. Flour, et al., supra note 310, no 197, p. 181.  
470 H., L. et J. Mazeaud et F. Chabas, Leçons de droit civil TomeⅡ/ Premier volume Obligations théorie 
générale, Montchrestien, 1998, 9e édition, no 163, p.162. 
471 M. Fabre-Magnan, Droit des obligations 1- Contrat et engagement unilateral, PUF, 2012, 3e édition, 
p.329. したがって、主観説に立てば、錯誤無効が認められる範囲の制限は実際のところ不可能となるとい
える（J. Flour, et al., supra note 310, no 197, p. 182.） 
472 M. Fabre-Magnan, supra note 471, p.338. 
473 F. Terré et al., supra note 315, no 223, p.251. なお、錯誤の宥恕性については、新フランス民法典
1132 条において考慮されている（R. Cabrillac, Droit des obligations, Dalloz, 2016, 12e édition, no 62, 
p.69.）。 
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のかというと、錯誤者が錯誤に陥ることを回避するための情報を取得するあらゆる手段を
有していた場合には、契約の無効を主張することはできないという474。すなわち、錯誤者が
自身の情報収集義務（devoir de s’informer）を果たしていないと評価される場合には、本質
に関する錯誤に陥っていたとしても錯誤無効は認められない475。また、錯誤が宥恕できるも
のであるかを評価するにあたっては、錯誤者が経験豊富な事業者（professionnel averti）で
あるか否かが考慮される。そして、錯誤者がそうである場合には、彼の錯誤は宥恕し得ない
ものと評価される傾向にある476。とはいえ、そのような事業者の資格を有している場合には
ただちに宥恕できない錯誤とされ無効が認められないというわけではなく、具体的な事案
に応じて判断されているといえる477。 
 
（2）相手方の認識（共通錯誤） 
 次いで、錯誤無効が認められるには、その錯誤が「合意された質（qualité convenue）」
であること、ないしは「契約の領域（champ contractuel）478」に取り込まれること、もしく
はその錯誤が「共通錯誤（erreur commune）」であることが求められる479。これは、錯誤無
効が認められるためには、当該契約において錯誤者Aが本質として探究していた質につき、
相手方Bが知っていた、もしくは知っていたと推測されることが求められるというものであ
る480。要するに、錯誤者Aと契約をした相手方Bもともに錯誤に陥っていたということを意
味するものではなく、ある物のその質を本質としたという当事者の意図（intention）が必要
ということである481。したがって、Bが契約においてAが探求していた質について知らなか
った場合には、錯誤無効は認められないということになる482。 
                                                     
474 M. Fabre-Magnan, supra note 471, p.338. これは、警戒をしない者を法官は保護しない（de non 
vigilantibus non curat paetor）ということである。 
475 F. Terré et al., supra note 315, no 223, p.251. 
476 Ibid. 
477 M. Fabre-Magnan, supra note 471, p.338. 
478 「契約の領域」とはどういった概念であるか、フランス法においても必ずしも明確な定義が与えられ
ているわけではないが、当事者が合意（accord）の範疇に含むことを欲した要素のことと定義できよう
（Ibid., p.288.）。したがって、その要素が欠如していた場合には錯誤無効が問題となり得る。この「契約
の領域」に関して詳述した邦語文献として、山城・前掲註（39）388 頁以下、山城・前掲註（39）「沈黙
による詐欺と情報提供義務（2・完）‐フランス法の展開を題材として‐」149 頁以下、森田修『契約規
範の法学的構造』（商事法務、2016 年）368 頁以下を参照。 
479 F. Terré et al., supra note 315, no 217, p.240. 
480 M. Fabre-Magnan, supra note 471, p.339 ; B. Fages, Droit des obligations, LGDJ, 6e édition, 2016, 
no108, p.110. 
481 F. Terré et al., supra note 315, no 217, p.241. 
482 M. Fabre-Magnan, supra note 471, p.340. 
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こうした要請は、法的安全および相手方 B の保護という必要性から求められるものとさ
れる483。この点については第 4 章で詳しく検討したい。 
  
第 3 節 価値に関する錯誤の扱い 
 以上のように、フランス法では、合意の瑕疵として契約の無効原因となるのは、原則的に
本質的性質に関する錯誤のみである。しかし、ここで取り上げる価値に関する錯誤は、合意
に影響を与えない錯誤（erreur indifférence）と解されている。すなわち、目的物の価値に関
して錯誤があったとしても、それがレジオン（lésion）によって処理され得る場合は別とし
て、原則として契約の無効原因とはならない484。こうした理解が原則ではあるが、価値に関
する錯誤であっても、本質的性質に関する錯誤に起因する場合には契約の無効原因となる
とされる。したがって、価値に関する錯誤には、無効原因とならない錯誤とそうではない錯
誤とがあることになる485。 
 
第1款 無効原因にならない価値に関する錯誤 
 まず、価値に関する錯誤が次のように定義されるものである場合には契約の無効原因に
ならない。すなわち、錯誤者の陥った錯誤が「正確な認識（données exactes）に基づいてな
された誤った経済的評価」による場合である486。つまり、錯誤者が、その物の特性
（caractéristiques）に関して錯誤を生じたのではなく、単にその物の価格（prix）に関して
のみ錯誤を生じさせた場合である487。こうした錯誤とは、たとえば、有名な画家の絵画であ
ることを知りながら、（その絵画が高額な価値を有するものと知らずに）低廉な価格で売却
したような場合である488。このような価値に関する錯誤による契約の無効を認めると法的
関係の安定性（sécurité des relations juridiques）を損なうがゆえに、契約の無効原因とはな
らないとされる489。この価値に関する錯誤が契約の無効原因にならないということは、判例
および学説で確立した見解となっていると評価できる490。 
 
第2款 無効原因になる価値に関する錯誤 
                                                     
483 Ibid. 
484 J. Flour, et al., supra note 310, no 203, p. 189 ; J. Ghestin et al., supra note 337, no 1168, p.945 ; Ph. 
Malaurie et al., supra note 409, no 505, p.246. 
485 J. Flour, et al., supra note 310, no 203, p. 189 et 190. 
486 J. Ghestin, supra note 410, no 74, p.83.  
487 M. Fabre-Magnan, supra note 471, p.334. 
488 J. Flour, et al., supra note 310, no 203, p. 189. 
489 R. Cabrillac, supra note 473, no61, p.68. 
490 V. J. Ghestin et al., supra note 337, no 1168 et s., p.945 et s.. 
108 
 
もっとも、価値に関する錯誤であっても、それが本質的性質から導かれた錯誤である場合
であれば、契約の無効原因となる491。そうした場合とは、たとえば、ある美術品を真作
（authenticité）と信じて購入したところ、そうでなかった場合である。この場合、美術品の
購入者には価値に関する錯誤に陥っているのと同時に本質的性質に関する錯誤が生じてい
るので契約の無効が認められる492。 
判例において無効原因になる価値とそうではない価値に関する錯誤との区分が示された
ものとして、絵画の売買における売主の当該絵画の価値に関する錯誤が問題となった「プゥ
サン事件」における一連の判決の最後の判決であるヴェルサイユ控訴院判決を挙げること
ができる。すなわち、本件についてヴェルサイユ控訴院は、「正確な前提事実に基づいてな
された誤った経済的評価に因るものである金銭的評価の錯誤（erreur monétaire）と、本件
におけるように本質的性質に関する錯誤に因るものである当該物の本質的価値（valeur 
qualitative）に関する錯誤とは区別されなければならない」と述べる493。 
かくして、2016 年 2 月 10 日の民法改正に関するオルドナンスを受けて成立した新民法
典 1136 条494において、判例および学説の理解を容れ、給付（prestation）の本質的性質に陥
ったものではない価値に関する錯誤は無効原因にならない旨明記されることに至った495。 
 
第 4 節 小括 
 非常に大まかではあるが、ここまでフランス法における錯誤論の概要を摘示した。錯誤者
に生じた錯誤については、現在は主観説に基づきその問題となる錯誤が錯誤者の契約締結
に決定的であった場合には本質的性質に関する錯誤を構成する。ただ、そうなると契約相手
方の安全を著しく害することになる。そこで、錯誤無効の歯止めとして、その錯誤が宥恕で
きるものであること、およびその点に関する錯誤につき相手方が認識し得たかないしは「契
約の領域」に取り込まれていたかという点も併せて錯誤無効の肯否が判断される。そうする
ことで錯誤者の保護と取引安全の保護とのバランスが図られている。 
上記の各点のうち、とりわけ次章以降の議論との関係で鍵となるのは、錯誤者が陥った錯
誤が「契約の領域」に取り込まれていたのかという点である。というのは、契約における収
益の獲得が「契約の領域」に取り込まれていたのかという点が、ともに収益に関する錯誤の
                                                     
491 J. Flour, et al., supra note 310, no 203, p. 189.  
492 J. Ghestin et al., supra note 337, no 1168, p.945 et s.. 
493 CA Versailles, 7 janv. 1987, JCP G. 1988,Ⅱ, 21121, note J. Ghestin. 
494 新民法典 1136 条 
「価値に関する錯誤とは、契約者が給付について誤った経済的評価を行ったに過ぎないというものであ
り、その給付の不可欠な質にかかわるものでなければ無効原因ではない。」 
495 sous la direction de Thibault Douville, La réforme du Droit des contrats Commentaire article par article 
de l’ordonnance du 10 février 2016 portant réforme du droit des contrats, du régime général et de la preuve 
des obligations, Lextenso, 2016, p.89. 
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事例である 2005 年判決と 2011 年とで破毀院の判断を分けた分水嶺と評価することができ
るからである。 
次章では、収益に関する錯誤以外の場合における錯誤の問題として、主としてザーが
L.330-3 条の定める情報提供義務に違反した場合における錯誤の問題を取り上げ、これを整
理する。かかる整理を経ることによって、2011 年判決の特性が明確にできるのではないか
と考えている。 
 
第2章 収益に関する錯誤以外の場合における錯誤の問題 
第1節 はじめに 
L.330-3-条が定める情報提供義務にザーが違反したことでジーの合意に瑕疵が生じた場
合には、前稿で検討したように詐欺によって処理されるのが一般的とされる496。もっとも、
ジーによって錯誤が援用される場合もある。そこで本章では、2011 年判決の特殊性（ザー
の情報提供義務違反がなくても錯誤無効が認められる点）を明らかにするために、収益に関
する錯誤以外の錯誤の問題としてザーの情報提供義務違反と錯誤の問題を扱いたい。 
なお、本章でのジーの錯誤の検討に際しては、フランチャイズ契約の特性ゆえ人に関する
錯誤も問題となるので、かかる錯誤も併せて検討したい。 
 
第2節 ザーの情報提供義務違反と錯誤 
 下記で述べるように、とりわけ、L.330-3 条で法定されている情報はジーの契約締結にと
って決定的なことから497、ザーの情報提供義務違反は一般的に本質的性質に関する錯誤を
生じさせ得ることがある498。 
 そうした一例として、たとえば、ジーの錯誤無効の主張が認められたパリ控訴院 2006 年
6 月 23 日判決の要旨はこうである。ザーが提供した文書には、L.330-3 条が提供すべきと
するザーのチェーンに加盟する企業の情報、当該文書を提供する前年中にチェーンから脱
退した企業数といった情報が記載されていなかった。くわえて、当該地域市場におけるザー
のチェーンの収支バランス（performances）および当該地域市場における競合店のそれも提
示せずに、単に本契約締結の 10 年前に行われた調査（recensement）にもとづく情報を地
域市場の現況としてジーに提供したにすぎなかった。このようなザーの情報は店舗設置場
所周辺の正確な状況をジーに示すものではないし、また、ジーが店舗設置後の収益可能性の
実態について評価することを妨げるものである。こうしたザーの情報提供義務違反は本フ
ランチャイズ契約のまさにその本質（substance）に影響を及ぼすものなので、同義務違反
                                                     
496 Ph. le Tourneau et M. Zoïa, supra note 57, no 105.  
497 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 154, p.126. 
498 F.-L. Simon, supra note 49, no 164, p.115. 
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によってジーは錯誤に陥り、合意に瑕疵を生じていたといえるので本契約を無効とした499。 
  
第3節 宥恕される錯誤の存在 
第 1 款 L.330-3 条の定める情報と錯誤の宥恕性 
 前記のように、ザーの情報提供義務違反によって契約の本質的性質に関して錯誤が生じ
た場合に錯誤無効が認められることがある。もっとも、ジーの錯誤無効が認められるには、
その錯誤が宥恕されるものでなければならない500。それでは、その錯誤が宥恕されるもので
あるか否かを判断するにあたり、いかなる要素が考慮されるのか。 
 第 1 章第 2 節第 2 款で触れたように、錯誤者が情報収集義務を怠った場合には彼の錯誤
は宥恕され得ない錯誤となり、錯誤無効は認められない。しかし、ザーには L.330-3 条に基
づき情報提供義務が課せられているので、その限りでジーには情報収集義務は課せられな
い501。したがって、L.330-3 条で提供すべきとされている情報についてジーが収集を怠った
としても、そのことをもって錯誤の宥恕性が否定されることはない。 
たとえば、パリ控訴院 1997 年 11 月 14 日判決は、「本件では、ドゥバン法（現 L.330-3
条：引用者）が定める情報提供義務は遵守されなかったところ、同義務は、契約相手方が負
う義務についての本質的性質に関する錯誤を回避することを明らかに目的としている以上、
かかる錯誤は宥恕できない性質を帯びるものではなかった」502。本判決はこのように述べて、
ザーの情報提供義務違反があった場合にはジーに生じた錯誤は宥恕され得ると判示した。 
 
第 2 款 錯誤が宥恕され得ないとされる場合の考慮要素 
 以上のように、ザーの情報提供義務違反があった場合には錯誤が宥恕され得るとされる
が、同義務違反があってもジーの錯誤が宥恕され得ないとされることがある。その際の考慮
要素としてまず挙げられるのがジーの事業経験である。ジーに事業経験がある場合には錯
誤が宥恕され得ないと判断されることが多い。 
レンタカーのフランチャイズ契約に関するパリ控訴院 2006 年 11 月 16 日判決では、ザー
が L.330-3 条が提供すべきとする当該地域の市場に関する情報の提供をジーは受けなかっ
た。パリ控訴院は、ジーは本フランチャイズ契約によって店舗を設置した場所と同じ住所地
で数年にわたりレンタカー業を行っていたことから、当該分野における事業経験および市
場についての知識、とりわけ地域市場に関する知識を十分に有していたことから、ザーの情
報提供義務違反によって錯誤が生じて契約をしてしまったとはいえないとして、ジーの契
                                                     
499 CA Paris, 23 juin 2006, Juris-Data no 312403. 
500 F.-L. Simon, supra note 49, no 164, p.115. 
501 Ibid. 
502 CA Paris, 14 nov. 1997, Juris-Data no 024744. 
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約無効の主張を認めなかった503。バス＝テール控訴院 2003 年 10 月 20 日判決も同じく、ジ
ーが 8 年間にわたって営業財産を用いて経営活動を行ってきた点を考慮して、ザーの情報
提供義務違反はあったものの、ジーによる錯誤無効の主張を斥けた504。 
その一方で、次のように述べ、事業経験を有するジーの錯誤無効の主張を容認した破毀院
判決もある。すなわち、破毀院商事部 2013 年 12 月 10 日判決では、破毀院は、資産管理の
コンサルティング（conseil en gestion de patrimoine）事業を行うフランチャイズ契約にお
いて、ジーが過去に自動車エンジニア（ingénieur automobile）としての事業経験を有して
いたことを理由にジーの錯誤無効の主張を斥けた原審を破毀している505。したがって、単に
ジーに事業経験があれば常に錯誤無効が否定されるわけではない。 
 また、ジーの錯誤が宥恕されるものであったか否かの判断において、ザーが情報を提供し
てから契約締結までの期間が考慮されることもある506。そうした具体例としてパリ控訴院
2014 年 11 月 5 日判決を挙げることができる。本件では、ジーが情報の提供を受けてから
約 9 か月後に契約をした場合において、ジーは 9 か月の間にザーの事業コンセプトを理解
することができたとして、ジーに合意の瑕疵は存在していなかったとした507。 
 
以上で述べたように、ザーに L.330-3 条が定める情報提供義務の違反があったとしても、
ジーの事業経験等を考慮し、錯誤が宥恕され得ない、すなわち当該錯誤による無効は認めら
れない場合もある。もっとも、判例によれば、収益に関する錯誤で問題になる売上予測に関
する情報については L.330-3 条で提供すべき情報とはされておらず、ザーとは別個の独立
した商人であるジーが自ら必要な情報を収集して作成すべきとされている508。 
 
第4節 人に関する錯誤 
次いで、フランチャイズ契約は人的考慮（intuitus personae）の強い契約であるので、人
                                                     
503 CA Paris, 16 nov. 2006, Juris-Data no 322715. 
504 CA Basse-Terre, 20 oct. 2003, Juris-Data no 247239. 
505 Cass. com., 10 déc. 2013, pourvoi no 12-23115. 
506 かかる点が考慮されるのは、L330-3 条 4 項において、ザーは契約締結の最低 20 日前までに同条が定
める情報を記載した文書をジーに提供しなければならないとされているためである。 
507 CA Paris, 5 nov. 2014, pourvoi no 12/13457.  
508 V. par ex. CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 233437. 本件では、ザーの情報提供義務を定める
L.330-3 条および 1991 年 4 月 4 日のデクレは「予想損益計算書（compte d’exploitation prévisionnel）、よ
り一般的には、フランチャイズによる店舗経営から期待され得る総売上高の結果予測を作成し、これをジ
ー候補者に引き渡すことを、ザーに義務付けていない」と明確に述べている。V. aussi, R. Loir, supra note 
139, p.102 et s.. ただし、ザーが任意で売上予測に関する情報を提供した場合には、L.330-3 条がザーに対
して誠実な情報（information sincère）を提供すべきとしていることから、かかる予測は厳格なものでな
ければならないとするのが判例の立場である（V. par ex., Cass. com., 11 févr. 2003, Juris-Data no 
017835.）。 
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に関する錯誤が問題になることがある509。 
たとえば、L.330-3 条の制定以前の事案ではあるが、アジャン控訴院 1989 年 10 月 23 日
判決では、ザーが過去の事業経験ならびに評判について説明をせず、そのことによってジー
がフランチャイズ契約を締結してしまった場合において、ジーは本質に関する錯誤に陥っ
ていたとして本契約の無効が認められた510。 
同じく、エクス＝アン＝プロヴァンス控訴院 1995 年 11 月 30 日判決は、ザーの使用する
標識（enseigne）につき、ジーが店舗を設置し経営を行う地域において著名性（notorieté）
が欠如していたことを理由に、人に関する錯誤に基づき契約の無効を主張したものである
が、本件ではそのような事実は認められないとして錯誤無効の主張を認めなかった511。 
フランチャイズ契約における人に関する錯誤では、名声（honorabilité）、事業経験、免許
（diplôme）や債務の支払い能力（solvabilité）といった要素が本質的性質となる512。もっと
も、判例においては、こうした要素について錯誤があった場合に民法典 1110 条に基づき錯
誤無効が主張されるよりも、詐欺が援用される場合のほうが一般的といえる513。というのは、
上記で挙げた事業経験等の要素は、ドゥバン法においてザーが提供すべき情報として情報
提供義務の中に含まれている要素であるところ514、同法が定める情報の不提供は詐欺的沈
黙を特徴付けるからである515。そうしたことから、事業経験等、ザー自身に関する情報の不
提供があった場合には 1110 条よりも 1116 条の詐欺を援用したほうが適当であるといえよ
う。 
 
第5節 小括 
 以上の検討から、人に関する錯誤にせよ契約の本質的性質に関する錯誤にせよ、前章で整
理した一般的な錯誤論に基づいてジーの陥った錯誤が宥恕され得るものでない限り、錯誤
無効は認められていないということができる516。とはいえ、L.330-3 条が法定する情報につ
いてはザーに情報提供義務が課せられることから、同条で法定された情報をジーは収集す
る義務はない。これは、L.330-3 条の情報提供義務による錯誤の宥恕性の拡大を意味するも
                                                     
509 F.-L. Simon, supra note 49, no 164, p.115 
510 CA Agen, 23 oct. 1989, Juris-Data no 046163. 
511 CA Aix-en-Provence, 30 nov. 1995, Juris-Data no 050808. 
512 Ph. le Tourneau et M. Zoïa, supra note 57, no 106. 
513 V. par ex., CA Paris, 14 janv. 2015, Juris-Data no 000340 ; CA Paris, 1er, avr. 2015, Juris-Data no 
007549 ; CA Paris, 3 déc. 1999, Juris-Data no 117889. 
514 V. Ph. le Tourneau et M. Zoïa, supra note 57, no 94. 具体的には、L.330-3 条 1 項 1 号から 4 号で規定
される情報（とりわけ、4 号が規定するザーの事業経験に関する情報）が該当するといえよう。 
515 F.-L. Simon, supra note 49, no 165, p.116. 
516 Ph. le Tourneau et M. Zoïa, supra note 57, no 106. 
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のと言える517。したがって、詐欺のみならず錯誤についても L.330-3 条の情報提供義務が果
たしている意義は決して小さくない。 
 もっとも、ザーの情報提供義務違反がただちに錯誤無効をもたらすのではなく、ジーに事
業経験があれば宥恕し得ない錯誤として契約の無効は認められない傾向にある。これは、ジ
ーに事業経験がある場合には、そうしたジーには情報の不提供を補い得るに足る十分な能
力が備わっていると評価することができるからであろう518。 
しかし、売上予測に関する情報については L.330-3 条が提供すべき情報として法定され
ていないため、かかる情報の不提供をもってジーの錯誤が顧慮されるものではない。誤った
売上予測に関する情報が提供された場合には、もっぱら詐欺で処理するというのが従来の
判例の姿勢である。そうした中、ザーの情報提供義務違反とは無関係に収益に関する錯誤を
本質的性質に関する錯誤としたのが 2011 年判決である。かかる点に 2011 年判決の意義の
うちの 1 つを見出すことができる。 
そこで、以降において 2011 年判決の考察を進めていきたいが、その前提作業として、次
章では、収益に関する錯誤についての先例とされる 2005 年判決および本判決をめぐる学説
の議論を整理する。そして、その整理を通じて 2011 年判決の考察にあたり必要な視座を獲
得したい。 
 
第3章 2005 年判決の検討 
第 1 節 はじめに 
本章では、2011 年判決の検討に先立ち、収益に関する錯誤についての 2005 年判決（建築
用地賃貸借（bail à construction）の事例。）の検討を行う。ここで建築用地賃貸借契約の事
例である本判決を検討するのは、本判決は 2011 年判決と同じく収益に関する錯誤が本質的
性質に関する錯誤として無効原因になり得るかが問題となったものであるので、20 11 年判
決を論じる際に先例としてしばしば引き合いに出されるからである519。第 1 章第 3 節で述
べたように、収益に関する錯誤は本質的性質に関する錯誤として顧慮されない価値に関す
る錯誤に包含されるとして、動機に関する錯誤と同様に契約の無効が認められない錯誤と
して位置づけられてきた。事実、本章で取り上げる 2005 年判決では、収益に関する錯誤は
本質的性質に関する錯誤にはならないと判示されている520。しかし、2011 年判決は 1110 条
に基づき収益に関する錯誤を本質的性質に関する錯誤であると判示した点で、先述した伝
                                                     
517 V. C. Grimaldi et al., supra note 43, no 154, p.125-126. 
518 V. F.-L. Simon, supra note 49, no 162, p.111. 
519 V. par ex. F. Terré et al., supra note 315, no 218-1, p.244 ; J. Flour, et al., supra note 310, no 203-1, p. 
191.  ゲスタンは、2011 年判決の検討の中で、2005 年判決を収益に関する錯誤についての原理的判決
（arrêt de principe）であると述べている（J. Ghestin, supra note 423, 135.）。 
520 Cass. 3e civ., 31 mars 2005, Bull. Civ. 2005, Ⅲ, no 81 ; pourvoi no 03-20096.  
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統的見解と相反するようにみえることから、従来の価値に関する錯誤との関連性において
注目に値するものとされる521。 
 そこで、2011 年判決の意義および本判決の錯誤論における位置づけを明らかにするため
に、以下において同じく収益に関する錯誤が問題になった 2005 年判決を取り上げ、次いで
本判決に対する学説の見解を俯瞰したい。 
 
第 2 節 2005 年判決の概要および検討 
第 1 款 2005 年判決の概要 
【事実】 
 本件では、賃貸人である Y（不動産配給会社：société civile d’attribution）と賃借人であ
る X（不動産民事会社：société civile immobilière）との間で、25 年の期間で建築用地賃貸
借契約が締結された。本契約に基づき X は Y から賃借した土地上に 18 戸の居住用建物を
建設した。しかし、X は本契約を締結することで得られると期待した利益を得られなかった
ことから、Y に対して収益に関する錯誤を理由に契約の無効を主張した。原審は X の錯誤
無効の主張を否定した。X が破毀申立て。 
 
【判旨】 
 一方で、不動産の建築が X の目的（objet）であるところ、本契約はそうした目的に反す
るものではなく、そうした目的を満たすものであった。他方で、「事業における経済的収益
性についての誤った評価は、当該事業の経済的価値および本契約によって負うことになる
義務を評価すべきである X の合意に瑕疵を生じさせ得る本質に関する錯誤を構成しない」
と原審が判断したのは正当であった。 
 
第 2 款 学説の反応 
 以上のように 2005 年判決は、賃借人が主張した収益に関する錯誤は本質的性質に関する
錯誤を構成しないとして、契約の無効を認めなかった。ゲスタンらによれば、本判決は価値
に関する錯誤（正確な前提事実に基づく誤った経済的評価）と本質に関する錯誤とを区別す
るこれまでの判例の立場に沿ったものであるという。そうした区分に従い、2005 年判決で
は、賃借人が陥った錯誤は価値に関する錯誤に過ぎず、したがって契約の無効は認められな
いとされたと述べる522。そして、そうした価値に関する錯誤は 1118 条523が規定するレジオ
                                                     
521 Th. Genicon, supra note 422, p.64. 
522 J. Ghestin et al., supra note 337, no 1178, p.954 ; Y. M. Serinet : JCP 2005,Ⅰ, 194, p.2309. 
523 民法典 1118 条 
「レジオンは、一定の契約または一定の人に関する場合においてのみ、合意（convention）を瑕疵ある
ものにする。」 
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ンによって処理されるべきとする524。 
2005 年判決が示した価値に関する錯誤と本質的性質に関する錯誤との区分は、第 1 章で
述べたように、従前判例で採られてきたものである。もっとも、価値に関する錯誤が本質的
性質に起因する場合であれば錯誤無効は認められる。それでは、どういった場合にそのよう
に解することができるのであろうか。 
 
（1）契約の目的から考察する見解 
 スリネ（Serinet）は、契約の目的に基づき 2005 年判決を分析している。すなわち、スリ
ネは、前記の価値に関する錯誤と本質的性質に関する錯誤との区別を前提に、収益に関する
錯誤が本質的性質に関する錯誤を構成する場合とは、収益が両当事者の給付（prestation）
の内容とされていた場合であると述べる。しかし、2005 年判決では、収益は賃借人にとっ
てのみ契約の目的（finalité）を構成していたに過ぎず、当事者双方の契約の目的とはなって
いなかったため、錯誤無効が認められなかったのだとする525。 
スリネと同様の見解を示すものとしてブーロニュ＝ヤン＝タン（Boulogne-Yang-Tang）
を挙げることができよう。彼女によれば、契約における経済的収益についての誤った評価は
動機に関する錯誤に過ぎないので、契約の目的に含まれない。収益に関する錯誤が契約の無
効原因になるには、収益が「契約の領域」に取り込まれる必要があると述べる526。 
 
（2）契約締結前の情報提供義務が及ぶ契約か否かの観点から考察する見解 
 他方で、ストフェル＝マンク（Stoffel-Munck）は、契約締結前の情報提供義務が法定さ
れている契約であったか否かという点に着目して分析を行う。すなわち、経済的予測に関す
る情報を提供すべき義務が法定されている契約であれば、収益に関する錯誤であっても無
効が認められるという。そして、そうした契約とは L.330-3 条に基づき情報提供義務が課せ
られる流通契約（contrats de distribution）であるとする。ただし、そうした情報提供義務
が及ばない契約では、収益に関して錯誤があったとしても、それが詐欺によって惹起された
場合でなければ契約の無効は認められないとし、そのような場合として 2005 年判決を挙げ
                                                     
524 V. J. Ghestin et al., supra note 337, no 1168 et s., p.945 et s. ; M. Fabre-Magnan, supra note 471, p.335. 
525 Y. M. Serinet, supra note 522, p.2309. もっとも、スリネは、取引における最低限の収益を保証する旨
の条項が存在する場合であれば、収益に関する錯誤は本質的性質に関する錯誤を構成すると述べる。 
526 C. Boulogne-Yang-Ting : D. 2006. p.2084. 
動機に関する錯誤であっても、それが「契約の領域」に取り込まれれば本質的性質に関する錯誤になり
得るとした近時の判例として、たとえば、破毀院第 1 民事部 2012 年 4 月 11 日判決（Cass. 1re civ., 11 avr. 
2012, no11-15429.）がある。本判決では、「契約における目的の枠外に存在する契約における動機に関す
る錯誤は、たとえその動機が当該看護師の契約締結の意思決定にとって決定的なものであったとしても、
契約の無効原因ではない。ただし、契約上の条項において、その動機が契約の条件として明確にされてい
る場合であれば、その限りではない」と判示された。 
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る527。 
 
第 3 節 小括 
以上のように、2005 年判決では賃借人に生じた収益に関する錯誤は合意に影響を与えな
い錯誤であるとして、契約の無効原因にはならないとされた。本判決を分析した学説によれ
ば、2005 年判決では収益に関する錯誤は本質的性質に関する錯誤を構成しない錯誤とされ
ている。もっとも、収益に関する錯誤であっても常に契約の無効が認められないわけではな
い。そのような場合として、収益の獲得が当事者双方の契約の目的となっていたとき、当該
契約が契約締結前の情報提供義務が課せられている契約であるとき、また、収益に関する錯
誤が詐欺によって惹起されたときのような場合には契約の無効が認められるという。しか
し、2005 年判決で問題になった建築用地賃貸借契約では、収益の獲得は契約の目的を構成
するものではなく、また同契約については収益に関する情報の提供を求める法文も存在し
ないことから収益に関する錯誤が契約の無効原因とはされなかったのである。 
2011 年判決の特性を明らかにするにあたっては、上記の各点（とりわけ、収益の獲得が
「契約の領域」に取り込まれていたか否か）が手がかりとなってくる。次章では、2005 年
判決の整理から抽出された上記の視点から 2011 年判決を読み解いていく。 
 
第4章 2011 年判決および 2012 年判決の検討 
第 1 節 はじめに‐2011 年判決および 2012 年判決の紹介 
 本章では、前章で取り上げた 2005 年判決に対する評釈において示された手がかりをもと
に、2011 年判決のフランス錯誤論における位置づけを明らかにする。ここで、前稿ですで
に取り上げたが、今一度、2011 年判決を簡単に紹介しておきたい。併せて、2011 年判決の
見解を踏襲する判決とされる528、破毀院商事部 2012 年 6 月 12 日判決529（以下、2012 年判
決とする。）についても、判決要旨を紹介しておく。 
 本章における叙述の順序は次のとおりである。まず 2011 年判決および 2012 年判決のあ
らましを紹介する（第 1 節）。そして、両判決の確認を踏まえて、2005 年判決に対する学説
の理解で示された手がかりをもとに両判決の考察を行う（第 2 節～第 4 節）。さらに、収益
に関する錯誤のフランス錯誤論における位置づけに関して、近時の債務法改正における収
益に関する錯誤の扱いを確認するのと併せて、2011 年判決以降の判例の動向も取り上げる
（第 5 節）。最後に、以上の考察を中心に小括を行う（第 6 節）。 
 
第 1 款 2011 年判決 
                                                     
527 Ph. Stoffel-Munck : Dr et patr. oct. 2005. p.94.  
528 D. Mainguy, supra note 396, p.74. 
529 Cass. com., 12 juin 2012, Juris-Data no 012846. 
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【事実】 
本フランチャイズ契約締結時に、ザーがジーに対して売上予測に関する情報を提供した。
そこには初年度の総売上高は 1,759,078 ユーロから 5,538,719 ユーロとされていた。ところ
が、ジーが実際に店舗を経営して達成した初年度の総売上高は 251,000 ユーロに届かなか
った。そのため、ジーは早期に裁判上の清算（liquidation judiciaire）に至ったところ、ジー
が本契約をしてしまったのはザーが誤った総売上高予測に関する情報を提供したためであ
ったとして、民法典 1110 条を援用し収益に関する錯誤による契約の無効を主張した。 
 原審は、①ザーは総売上高予測を作成する義務を負っていない、②ザーは結果債務を負っ
ていない以上、ジーは経験豊富な事業者として提供された予測の価値および実現可能性を
評価しなければならなかった、③ザーは予測の実現を保証はしていなかったのだから、予測
と実際の総売上高との乖離のみをもって詐欺もしくは錯誤によってジーが契約をしてしま
ったとの証明にはならないとしてジーの錯誤無効の主張を斥けた。そこで、ジーが破毀申立
てをした。 
 
【破毀申立事由（収益に関する錯誤の部分のみ抜粋し要約）】 
① 錯誤は、契約の目的物のまさにその本質にかかわる場合には契約の無効原因となる。そ
のことは、たとえもし、錯誤者の契約相手方の情報提供義務の違反によって惹起された
ものでないとしても同様である。本件では、控訴院は、ザーが示した予測とジーが店舗
を経営することで獲得した実際の収益とに乖離が生じていたということを認めている。
控訴院は、ザーが作成した総売上高予測が与えた重大な錯誤は契約の無効を正当化しな
いということを述べるために、ザーは正確な予測を提供することもしくは総売上高を保
証する義務を負っていなかったと述べるが、こうした控訴院の判断は民法典 1110 条に
違背した。 
 
② ジーは、ザーが作成した総売上高予測が原因で錯誤を生じていた。控訴院は、ザーが実
際に達成した総売上高と対応する総売上高予測をジーに対して提供したとしても、ジー
が本契約を締結していたかどうかということを検討せずに本契約の無効の主張を斥け
ているので民法典 1109 条に違背した。 
 
③ ジーは本フランチャイズ契約によって行う事業とは全く異なる事業の分野（スーパーセ
ンターでの業務）に従事していたので、ジーは経験豊富な商人（commerçant averti）で
はない。したがって、がかかる分野で 20 年以上の間従事してきたことを理由に、ジー
が収益予測の実現可能性につき評価できた旨明らかにすることを怠ったので、控訴院は
L.330-3 条および 1109 条に違背した。 
 
【判旨】 
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「民法典 1110 条に徴して（…）、ジーの経営活動における利益がザーから提示された予
測利益に比して著しく低く、早期に裁判上の清算手続に入ったということを摘示した後、以
上のようなジーの置かれた状況が、たとえザーの契約締結前の情報提供義務の違反がなく
ても、ジーの合意が企業活動における収益に関する本質的錯誤（erreur substantielle sur la 
rentabilité de l’activité entreprise）によって決定されたものであったということを示してい
なかったか否かを検討していない。」以上のように述べ、破毀院は原審を破毀した。（下線部
筆者）。なお、本判決には差戻し審判決が存在するので、これについては後述する（第 5 節
第 1 款（6））。 
 
第 2 款 2012 年判決要旨530 
 「ザーから提供された総売上高予測（chiffres prévisionnels）は、店舗経営においていか
なるフォートも犯していないジーによって達成された総売上高と比較すると著しい乖離が
存在することに鑑みると非常に楽観的なものであるということを認め、また、この総売上高
予測は、収益見込み（espérance de gain）がジーの契約締結の意思決定にとって決定的であ
るがために、本契約のまさにその本質に影響を及ぼすものであると指摘する控訴院は（…）、
ザーから提供された総売上高予測がジーの契約締結の意思決定にとって決定的な性質をも
たらすものであったとし、本契約の無効を宣言することを正当化する合意の瑕疵（vice du 
consentement）を特徴付けた」。このように述べ、本契約の無効を宣言した原審の判断を正
当とし、ザーからの破毀申立てを斥けた。（下線部筆者） 
 
第 2 節 収益の獲得が契約の本質的性質を構成する理由 
以上が 2011 年判決および 2012 年判決のあらましである。両判決では 2005 年判決と同
じく収益に関する錯誤が問題になっている。もっとも、2012 年判決は単に「合意の瑕疵」
としか述べていないので、2011 年判決よりも明確に収益に関する錯誤が本質的性質に関す
る錯誤を構成し得ると判示してはいない531。ともあれ、両判決は 2005 年判決が収益に関す
る錯誤無効を否定したのとは対照的な判断を示している。それでは、なぜ、2005 年判決で
は本質的性質に関する錯誤とはされなかった収益に関する錯誤が、2011 年判決および 2012
年判決では本質的性質に関する錯誤になり得る旨示されたのか。2005 年判決との間にはい
かなる差異が存在するのか。 
そうした点は、2005 年判決との関係で 2011 年・2012 年判決をどのように捉えるのか、
そして、その上で 2011 年・2012 年判決を錯誤論の中でどのように位置づけていくべきか
                                                     
530 本章では 2011 年判決の考察を中心に行うため、2012 年判決については判決要旨の紹介に留める。
2012 年判決の事実の概要については、第 3 部第 3 章を参照願いたい。 
531 2012 年判決で単に「合意の瑕疵」という表現が用いられているのは、合意の瑕疵という表現を用いた
原審の判決の文言をそのまま破毀院が受け入れているからであるとの指摘がある（N. Dissaux, supra note 
406, p.2082.） 
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という議論と関連すると思われる。この考察するにあたり有益な視点が、2005 年判決につ
いての学説の整理から抽出した視点である。すなわち、収益の獲得が当事者双方にとって契
約の目的となっているか、その契約が契約締結前の情報提供義務が課せられている契約で
あるか、という諸点である。2005 年判決では、以上の各点に合致しないケースであったと
いうことで収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤を構成しないと解されているので、
これら各点から 2011 年判決を考察することで両判決の差異を明らかにできると考えるため
である。また、併せて、後述の第 5 節第 2 款（2）で述べるように、合意に影響を与えない
錯誤であっても詐欺によって惹起された場合には常に宥恕され得ると解されているので、
収益に関する錯誤が詐欺によって惹起された場合はどうかという点からも考察をくわえる。 
そこで、ここでは、なぜ 2011 年判決および 2012 年判決では収益に関する錯誤が本質的
性質に関する錯誤とされたのかにつき、上記各視点から考察していきたい。 
 
第2款 収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤を構成する理由 
本款では、なぜ 2011 年判決および 2012 年判決では収益に関する錯誤が本質的性質に関
する錯誤を構成するとされたのかについて考察する。この考察にあたり、学説として、契約
の適格性という観点から仔細な検討をくわえる説（以下さしあたり「契約適格性説」と呼ぶ。）
および、協働契約（contrat-coopération）という観点から分析する見解（以下さしあたり「協
働契約説」と呼ぶ。）が興味深い議論を展開しているので取り上げたい。 
 
（1） 契約適格性説と協働契約説 
① 契約適格性説 
契約適格性説に立つゲスタンは、収益は取引における結果であって、当事者一方が企図し
た契約の目的（finalité）にしか過ぎないので、収益は契約における給付の目的と関係するも
のではないとする。このように、収益に関して錯誤があったとしても、それ自体では価値に
関する錯誤に過ぎないので本質的性質に関する錯誤にはならないのが原則とする532。 
 しかし、契約当事者双方で合意した契約で企図した目的（finalité）を実現するために用い
る目的物の適格性（aptitude de l’objet）に関して錯誤が存在する場合533には、その錯誤は本
質的性質に関する錯誤を構成する。つまり、契約における目的物について、双方で合意し企
図した目的を達成する適格性を有していないとされる場合には錯誤無効が認められるので
ある534。それではフランチャイズ契約で当事者が企図した目的は何かということになるが、
                                                     
532 J. Ghestin, supra note 423, 135. 
533 ゲスタンによれば、目的物の適格性に関して錯誤が存在する場合とは、その給付が当事者の意図した
目的（fin）を実現するのに適切なものではなかったという場合である（J. Ghestin, supra note 410, no 50, 
p.49 et s..）。 
534 J. Ghestin, supra note 423, 135. 
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ゲスタンはザーのノウハウや商標等を利用して商業上の成功の再生産を行うことであると
いう。したがって、ザーのノウハウ等が適格性を有していない場合には錯誤無効が認められ
ることになる。もっとも、その適格性の欠如は、契約締結（accord des volontés）の時点に
すでに存在していたと言えなければならない。そうでなければ、収益が上がらなくとも、単
にフランチャイズ契約に付随する不確実性ゆえのこととなる535。 
それでは、目的物の適格性は具体的にどのような要素に従って判断されるのか。これにつ
いてはジェニコンによると、競合他社と比較して有利な地理的設置場所（emplacement 
géographique avantageux）、ザーのこれまでの評判、事業におけるこれまでで最高の総売上
高ならびに平均的な（constant）総売上高、商標もしくはノウハウの魅力、発展見込みとい
った要素によって判断されるという536。 
ここで 2011 年判決をみてみると、本判決ではジーが早期に裁判上の清算に至っているが、
これがフランチャイズ契約の目的物（ザーが給付するノウハウや商標等）の不適格性
（inaptitude）を表すものであるという。そして、ザーが示した売上予測とジーが実際に達
成した総売上高との乖離は、そのフランチャイズ契約が合意した目的を達成するのに適格
性を有していなかったことの徴憑（indice）となり得るとする537。ディソー（Dissaux）も
2011 年判決を読解するポイントとして、ゲスタンと同様の指摘をする。すなわち、先述し
たフランチャイズ契約の特性を鑑みると、2011 年判決の判決理由（ratio decidendi）の中核
をなすのは、「早期に裁判上の清算に至った」という部分であるという538。 
それでは、なぜ以上で述べた点が判決理由の中核をなすのかというと、早期の破産（ruine）
という事実は、フランチャイズ契約の本質である収益性の欠如を示すものに他ならないか
らである539。そして、その収益性の欠如を示す有益な指標として、ザーが提供した売上予測
に関する情報を挙げる。すなわち、ザーの提示した予測とジーが実際に達成した総売上高と
の乖離が著しいほど、フランチャイズ契約の収益性の欠如を裏付ける（つまり、事業の継続
的な経済的成功を獲得できていない。）ことになるので、ザーが作成した予測は収益に関す
る錯誤を理由に契約を無効にするか否かの徴憑となるのである540。 
 
② 協働契約説 
 協働契約（contrat-coopération）という枠組みから収益に関する錯誤を捉えるものがある。
ここで協働契約について端的に定義しておくと、契約者当事者 A が、契約相手方 B に対し
                                                     
535 Ibid. 
536 Th. Genicon, supra note 422, p.71. 
537 J. Ghestin, supra note 423, 135. 
538 N. Dissaux, supra note 416, p.3054. 
539 Ibid. 
540 Ibid., p.3054-3055.  
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て、双方の利益（intérêt partage）において B が利用することになる手段を給付し、反対に、
B は A に対してこれを利用したことに対する報酬の支払いなどの反対給付を行う契約であ
る541。この協働契約は、A の給付を利用して B が利益を上げ、それによって A もまた利益
を上げることを目的とする契約とされる542。スザンヌ・ルケット（Suzanne Lequette）はこ
の協働契約の 1 つとしてフランチャイズ契約を挙げる。すなわち、フランチャイズ契約は、
ザーがジーに対してノウハウを伝達し、ジーがそのノウハウを使用し収益を上げ、そこから
ザーに対して報酬を支払うという関係として捉えられる543。 
したがって、こうしたフランチャイズ契約においては、ザーの給付を利用することによる
ジーの店舗経営における収益は、ザーとジー双方が追求する共通の目的（finalité commune）
を構成する。よって、彼女によれば、フランチャイズ契約では、本来であれば動機に過ぎな
い収益は契約の目的の枠外（extérieur à l’objet du contrat）に存するのではなく、コーズの
領域（champ de la cause）に組み込まれるのだという。したがって、収益に関する錯誤はコ
ーズに関する錯誤の問題として扱われることになる544。 
 そして、彼女は、2011 年判決のような事例は収益を上げることが可能な市場が存在して
いなかった場合であるとして（したがって、その意味において、本判決には“射倖は錯誤の
主張を許さず（l’aléa chasse l’erreur）”という議論は当てはまらない。）、そのような場合は、
契約は収益の獲得という目的の達成について明らかに不適格であたったのだから、合意の
瑕疵の問題として扱うのではなく、誤ったコーズ（fausse cause）の問題として捉えるべき
ケースであると述べる545。 
 
第3款 フランチャイズ契約の“目的” 
本質的性質に関する錯誤として認められるには、錯誤者が探究していた質について契約
相手方もそれを認識していたことが必要となる（共通錯誤の要請）。フランチャイズ契約で
                                                     
541 F. Terré et al., supra note 315, no 78, p.104. この協働契約の特色は、売買をはじめとした交換型契約
（contrat-écahnge）の特色と組合契約（contrat de société）のような組織型契約（contrat-organisation）
の特色の双方を併有しているところにある。すなわち、交換型契約では双方の経済的利害は対立的
（opposé）であるのに対して、組織型契約では同一的（identique）であるが、協働契約では利害が一致
する部分もあるがそうでない部分もある（couvergents mais différents）（Ibid., no 78, p.104-105.）。協働契
約に関しては、小林和子「裁判官と契約の消滅 2013 年 10 月 23 日債務法改正草案に関する一考察 ムス
タファ・メキ（パリ第 13 大学教授、IRDA 所長）」筑波ロー・ジャーナル 18 号 55 頁（2015 年）も併せ
て参照。 
542 S. Lequette, Le contrat-coopération Contribution à la théorie générale du contrat, Economica, 2012, no 
183 et s., p.131 et s.. 
543 F. Terré et al., supra note 315, no 218-1, p.245. 
544 S. Lequette, supra note 542, no 376, p.292. 
545 Ibid., no 376, p.292-293. 
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は収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤を構成するので、契約の無効原因となるの
であるが、そうなると、収益の獲得が「契約の領域」に取り込まれているということになる。
それでは、なぜフランチャイズ契約では収益の獲得が「契約の領域」に取り込まれていると
解することができるのであろうか。この点を明らかにするためには、フランチャイズ契約と
はとりわけジーにとって何を目的として締結される契約なのかという点に着目する必要が
ある。以下においては、フランチャイズ契約における“目的”とはどのように解されているの
かを検討することで、収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤にあたるとされる理由
を示す。 
 
（1） 収益の獲得の手段としてのフランチャイズ契約 
フランチャイズ契約とは何を目的とする契約であるか。この問いに対する応答としてゲ
スタン(Ghestin)らが引用する論者であるトゥルノー（Tourneau）の見解はこうである。す
なわち、ザーのノウハウの伝達や商標の使用許諾によってザーが体現してきた事業上の成
功をジーもまた再生産することを可能にする契約である546。そして、2011 年判決を承けて
マンギュイ（Mainguy）は、本判決以降はそのノウハウの定義に“収益性のある”という修飾
語が付加されたと述べている547。 
したがって、フランチャイズ契約とは収益の獲得を目指して結ばれるものであり、それは
すなわち「金銭を生み出す（produire de l’argent）」ことを目的とする契約なのである548。フ
ランチャイズは金銭を生み出す契約だからこそ、ジーはザーから提示された売上予測に関
する情報を重視して契約をし、そこから生じる数多くの拘束に服するのと同時に多額の金
銭の支払いを受け入れるのである549。 
このように、フランチャイズ契約では収益の獲得が目的とされるので、収益の獲得は契約
の本質的性質を構成するのである550。もっとも、収益の獲得には商売である以上不確実性が
伴うので、フランチャイズ契約はあくまでも収益獲得の“可能性”（perspectives de rentabilité）
を与える契約なのであって、収益の獲得を保証する契約ではないという点は留意すべきで
ある551。これはつまり、収益の獲得可能性が目的とされるとはいえ、後述の不確実性の要素
が排除されるわけではないということである。 
 
                                                     
546 Ph. le Tourneau, supra note 52, no 44. V. aussi, C. Grimald i et al., supra note 43, no 44. V. aussi, D. et 
N. Ferrier, Droit de la distribution, Lexis Nexis, 7e édition, 2014, no 718, p.397. 
547 D. Mainguy, supra note 396, p.75. 
548 Th. Genicon, supra note 422, p.67. 
549 V. S. Amrani-Mekki et M. Mekki, supra note 454, p.395. 
550 N. Dissaux, L’obligation d’information mise à la charge du franchiseur, RDC juill. 2012, p.1081.  
551 N. Dissaux, supra note 416, p.3054 ; Th. Genicon, supra note 422, p.72. 
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（2） 2005 年判決との違い 
 以上の議論を踏まえて、2005 年判決では収益に関する錯誤は契約の無効原因とはならな
いとされたのに対して、2011 年・2012 年判決ではかかる錯誤は契約の無効原因たり得る錯
誤とされたが、前者と後二者で判断が分かれた理由は何か考えてみたい。かかる理由につき
述べるジェニコン（Genicon）は、収益がその物の使用の直接的目的（finalité directe）を構
成する場合、つまり、収益が契約における給付の内容（objet de la prestation contractuelle）
を構成する場合と、その物の性質からしてそうとは言えない場合とで分けて考える。そして、
後者の場合には収益に関して錯誤が存在したとしても、それを理由に契約の無効は認めら
れないとする。というのは、その物の性質からして収益が給付の内容を構成しているとは言
えない場合、錯誤者（errans）は給付から収益を獲得することを考慮に入れていたとしても、
彼の相手方はそれを考慮に入れていないからである。したがって、この場合の錯誤者の錯誤
は単なる動機に関する錯誤に過ぎず、合意に影響を与える錯誤ではない。このような場合こ
そが 2005 年判決である552。 
以上に対して、フランチャイズ契約は収益の獲得を目的とした“金銭を生み出す契約”であ
るため、収益が「契約の領域」に取り込まれることになり、ゆえに動機であるはずの収益が
契約の本質的性質を構成すると述べる。これが、2005 年判決と 2011 年判決とで判断を別
った理由である553。こうしたジェニコンの見解は、スリネが 2005 年判決の評釈で述べてい
た、収益の獲得が「契約の領域」に入っていないから収益に関する錯誤が無効原因とはなら
ないとの理解と同様のものといえよう。 
 
（3） 不確実性（aléa）の問題 
前記のように、フランチャイズ契約の目的は収益の獲得可能性であるとしても、ここで次
のような問題が出てくる。すなわち、経営活動における収益の獲得には不確実性（aléa）が
つきものであるがゆえに、「射倖は錯誤の主張を許さず（aléa chasse l’erreur）」と言われる
554。よって、不確実性が伴う収益の獲得を目的とするフランチャイズ契約における収益に関
する錯誤を考えるにあたって、この不確実性の要素に対していかなる応接をすべきかが問
題となる。そこで、以下では、収益に関する錯誤による無効を妨げる要素である不確実性の
要素とフランチャイズ契約との関係について検討したい。 
 まずもって前提とすべきは、ザーの売上予測に関する情報は「予測」であるがゆえに、一
切の誤謬なくジーの将来の収益を言い当てることはできない。したがって、予測の非実現の
みをもってザーの責任を追及することはできないということである555。ジーが予測に対応
                                                     
552 Th. Genicon, supra note 422, p.67-68. 
553 Ibid., p.68. 
554 M. Fabre-Magnan, supra note 411, no 343, p.371 ; V. aussi, N. Dissaux, supra note 416, p.3054. 
555 R. Loir, supra note 139, p.112． 
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した収益を上げることができるか否かは時の経済状況など不確実な要素に支配されるから
である。しかし、ディソーによれば、ジーは経営活動における不確実性を少しでも軽減する
ためにザーと契約するのだから、不確実性は契約の無効の妨げにはならないという556。これ
は、不確実性を理由に収益に関する錯誤による無効の主張が常に否定されるとなると、魅力
的な予測を示してジーを勧誘したザーに責任を免れる口実を与えることになるので、そう
した口実を認めるべきではないとの考えに基づいているようである557。 
 マンギュイも同様に、不確実性を理由にフランチャイズ契約の錯誤無効の主張を否定す
べきではないとする。すなわち、フランチャイズ契約とは利益をもたらすザーの経験を再現
することでジーの店舗経営の成功への期待をもたらす契約であるから、収益性が欠如して
いたということは、ザーの収益性のあるノウハウ等の給付が実効性を有していなかったと
いうことを意味する558。つまり、フランチャイズ契約とは、ジーが不適切な店舗運営があっ
た場合を除き、ザーのノウハウ等を指示通りに用いていればザーの成功をジーにおいても
再生産可能な契約と考えられている。そうした意味において、不確実性と一口に言っても、
フランチャイズ契約における不確実性は投機的取引（joueur en bourse）におけるそれとは
必然的に異なるのである559。 
マンギュイは以上のようなフランチャイズ契約と不確実性との関係性についての理解を
示し、2011 年判決および 2012 年判決で示された理解は店舗経営に伴う不確実性はザーが
引き受ける（supporté）リスクであるという帰結を導くのであるとする560。とはいえ、不確
実性が伴うゆえに、収益の獲得が契約の目的を構成するとはいっても、収益の不獲得のみを
もって錯誤無効を主張することはできない561。 
 
第4款 錯誤無効における消極的考慮要素 
ここまでの 2011 年判決および 2012 年判決の検討の結果、フランチャイズ契約において
は収益の獲得が「契約の領域」に取り込まれることで、収益に関する錯誤が本質的性質に関
する錯誤になり、錯誤無効が認められるということが分かった。そして、その場合には、ザ
ーの予測と実際にジーが達成した収益との乖離の存在ならびに早期に裁判上の清算に至っ
たという点が考慮されている。もっとも、これら要素（とりわけ前者の要素）は、収益獲得
というフランチャイズ契約における目的を達成するためのザーが与えるノウハウなどの目
                                                     
556 N. Dissaux, supra note 406, p.2081. 
557 Ibid. 
558 D. Mainguy, supra note 396, p.77. 
559 Ibid. 
560 Ibid. 
561 Th. Genicon, supra note 422, p.72. 
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的物の不適格性（inaptitude）を評価するための重要な指標となる要素である562。そうした
意味では、上記各要素は「その事実がなければ無効は認められない」という意味で、収益に
関する錯誤無効を認める際に積極的に作用する要素と位置付けることができる。 
しかし、同時に、「その事実があると無効は認められない」という意味で、消極的な判断
要素として位置付けられるものもある。これはつまり、ジーに生じた錯誤を宥恕できない
（inexcusable）ものとする要素のことである。それがここで取り上げる、ジーの事業経験お
よびジーの店舗経営におけるフォートの存在である。2011 年判決および 2012 年判決では、
以上の諸要素の下、ジーの錯誤の宥恕性を判断しているので、これら要素を検討していく。 
 
（1） ジーの事業経験 
ディソー（Dissaux）は、2011 年判決・2012 年判決の考察の中で、収益に関する錯誤が
契約の無効原因になるか否かにおいては、ジーの事業経験の有無が考慮されていることを
指摘する。概要を摘示すると以下のとおりである。 
ジーは独立した商人（commerçant independant）とされているが、ジーの中には事業経
験豊富な者もいれば、元賃金労働者（anciens salaries）など事業経験のない者もいる。前者
のようなジーであれば、収益に関する錯誤が生じていたとしても、かかる錯誤は宥恕され得
ないとして契約の無効は認められないだろうが、事業経験のないジーであればその錯誤は
容易に宥恕され得ることになるとする563。 
 
（2） 店舗経営におけるフォートの存在 
ジーに店舗経営におけるフォートが存在する場合にもジーの錯誤は宥恕され得ないとし
て、契約の無効は認められない。この要素は 2012 年判決において示されたものである。前
記のように店舗経営には不確実性が自ずと伴う以上、予測通りの収益をジーが上げられな
いことがあるが、その原因がジーの店舗経営の怠慢（négligence）に起因するものであって
はならない564。 
店舗経営におけるジーのフォートが存在しないにもかかわらず予測と著しく乖離した収
益しか上げられなかったということは、ザーが提供した売上予測に関する情報が完全に経
済的実態から乖離したものということを意味するものであろう565。 
 
第 3 節 ザーの情報提供義務違反との関係 
                                                     
562 J. Ghestin et al., supra note 337, no 1180, p.958. 
563 N. Dissaux, supra note 416, p.3055. V. aussi, N. Dissaux, Pauvre « loi Doubin »..., JCP E., no 16-17, avr. 
2016, 1235, no 15.  
564 J. Ghestin et al., supra note 337, no 1180, p.958. V. aussi, R. Loir, supra note 249. p.1428. 
565 N. Dissaux, supra note 406, p.2081. 
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2011 年判決では、「たとえザーの契約締結前の情報提供義務の違反がなくても」収益に関
する錯誤が本質的性質に関する錯誤となる旨判示されている。これは要するに、ザーが
L.330-3 条の定める情報提供義務を果たしたとしても、錯誤により契約が無効にされ得るこ
とを示すものである566。この点も 2011 年判決の注目すべき特徴とされている。というのは、
従来、収益に関する錯誤は価値に関する錯誤と看做されてきたため、その錯誤が詐欺によっ
て惹起されたような場合を除き、収益に関する錯誤は契約の無効原因にならないと解され
てきたからである567。つまり、判例上、ザーが虚偽的な売上予測に関する情報を提供し、そ
の結果ジーが錯誤に陥った場合には、もっぱら詐欺によって処理されてきたのである568。し
かし、そうした従来の判例の傾向とは異なり、2011 年判決はザーの情報提供義務違反がな
くても収益に関する錯誤のみによって契約の無効原因たり得るとしている、すなわち、かか
る錯誤が本質的性質に関する錯誤を構成するとされているので、従来の理解と異なるよう
に見えるのである。 
 以上の点についてマンギュイは、ジェニコンと同じくフランチャイズ契約を「金銭を生み
出す契約」であると捉える。ゆえに、フランチャイズ契約では収益の獲得が契約の目的を構
成し、収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤になると述べる569。そうしたことから、
2011 年判決ではザーの情報提供義務違反が存在するかという問題と収益に関する錯誤の問
題とは切り離されているものと見ることができる570。 
よって、2011 年判決の登場により、これまで通りザーが虚偽的な売上予測に関する情報
を提供した場合には民法典 1116 条の詐欺に基づく契約の無効が認められるのと同時に、同
義務違反がない場合であっても 1110 条の錯誤に基づく無効も認められる場合があるという
ことになったのである571。つまり、収益に関する錯誤はもはやザーの情報提要義務違反と関
連づけて論じられる問題ではなく、民法典の合意の瑕疵理論の中で論じられるべき問題な
のである572。 
 
第 4 節 2011 年判決の射程 
 ここまでの検討から、フランチャイズ契約では収益の獲得が「契約の領域」に入るので、
ザーの情報提供義務違反の有無とは関係なく本質的性質に関する錯誤による無効が認めら
                                                     
566 D. Mainguy, supra note 396, p.76. 
567 J. Flour, et al., supra note 310, no 203-1, p. 191. 
568 N. Dissaux, supra note 416, p.3053. V. aussi, R. Loir, supra note 139, p.113.  
569 D. Mainguy, supra note 396, p.76. 
570 V. R. Loir, supra note 249, p.1428.V. aussi, Th. Genicon, supra note 422, p.75. 
571 N. Dissaux, supra note 416, p.3053. 
572 M. Oudin, La rentabilité, une notion juridique en construction, in Hommage en l'honneur de Grégoire 
Forest, Dalloz 2014, p. 180. 
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れ得るということが明らかになった。収益に関する錯誤のフランス錯誤論の位置づけを明
らかにするための次なる作業は、2011 年判決（および 2012 年判決）の射程の検討である。
2011 年判決の射程に関しては、これをフランチャイズ契約に限定的に捉えるものと、同契
約以外の流通契約にも及び得るものとする見解が存在する573。 
 
第1款 射程を限定的に捉える見解 
 2011 年判決の射程を限定的に捉える見解は次のように述べる。メキは、フランチャイズ
契約は収益の獲得が契約の本質的性質を構成する特殊な契約であるとする。そして、そうし
た特性を有するフランチャイズ契約であるがゆえに、2011 年判決および 2012 年判決はジ
ーの店舗経営におけるフォートの不存在ならびに売上予測と実際の数値との著しい乖離と
いう要素を通じて契約無効の肯否を判断しているところ、こうした詳細な判断要素は両判
決の射程を制限するほうに作用する。それゆえに、両判決の射程をフランチャイズ契約以外
のほかの契約にまで及ぼすことはできないと述べる574。また、2011 年判決がブルタン・シ
ヴィル未搭載（non publié）という点も考慮し、やはり収益に関する錯誤の原則はブルタン・
シヴィルに搭載された 2005 年判決で示された理解であると考えるべきだとする575。 
したがって、ディソーが述べるように 2011 年判決で破毀院が価値に関する錯誤は合意に
影響を与えない錯誤であるという“ドグマ（dogme）”を捨て去ったとみることはできず、本
判決で示された理解はまさに「フランチャイズ契約に固有の結論」というわけである576。 
 
第2款 フランチャイズ契約以外の流通契約にも及び得るとする見解 
 以上のような見解に対し、2011 年判決の射程はフランチャイズ契約にも及び得るとする
見解は次のとおりである。ジェニコンは、契約のエコノミー（économie du contrat）に応じ
て、経済的収益性（利益を生み出すということ）が契約における目的物もしくは給付の使用
の直接的目的（finalité directé）を構成すると言えるような契約においては、収益に関する
錯誤が本質的性質に関する錯誤を構成するとする577。そうした理解に従うと、2011 年判決
の射程は、営業財産の売買契約や協働契約（contrat-coopération. ジェニコンによれば、同
契約は債権者が利益を生み出すことを可能にすることを唯一の目的とする契約であるとい
う。）といった、フランチャイズ契約以外の「金銭を生み出す」ための契約に及び得るとす
                                                     
573 B. Petit, supra note 412, no 64. 
574 S. Amrani Mekki et M. Mekki, supra note 454, p.395. 
575 S. Amrani Mekki et M. Mekki, supra note 434 p. 462-463.リエラ（Riéra）もまた、2011 年判決を支持
しつつも、本判決がブルタン・シヴィルに搭載されていないことから、本判決を先例的価値を有する原理
的判決（arrêt de principe）とみることは危険であると述べる（A. Riéra, supra note 415, p.38.）。 
576 N. Dissaux, supra note 416, p.3054 ; N. Dissaux, supra note 550, p.1081. 
577 Th. Genicon, supra note 422, p.73. 
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る578。 
 2011 年判決の射程が他の流通契約一般に及ぶものか否かにつき明確な回答は留保してい
るものの、本判決の射程がフランチャイズ契約以外にも及び得る可能性を示唆するものが
ある。ウーダン（Oudin）の見解である。彼は、2011 年判決の射程がフランチャイズ契約以
外にも及び得るか否かを考えるにあたり、その契約が継続的な商取引関係（relation 
commerciale durable）かという指標を挙げる。長期的な取引関係を結ぶ場合においては、当
事者は常に利益を生み出せること（あるいは損失を回避すること）を期待するはずであると
ころ、そうした特徴を有するのはフランチャイズ契約に限らず、流通契約一般について言え
ることであるとする。したがって、あらゆる流通契約において収益は契約の本質を構成する
ものであると述べ、2011 年判決がフランチャイズ契約以外にも射程が及び得る可能性を指
摘する579。しかしながら、後述の「小括」で述べる理由から、2011 年判決の射程がフラン
チャイズ契約にも及び得ると解するのは難しいであろう。 
 
第 5 節 近時の動向‐2011 年判決以降の判例および改正債務法との関係 
第1款 以降の判例の動向 
 本款では、2011 年判決および 2012 年判決以降の判例において、両判決で示された理解
が受け継がれているのかにつき確認をしておく。そして、両判決以降の判例について若干の
分析をくわえたい。 
 
（1）パリ控訴院 2013 年 12 月 4 日判決580（①判決） 
 本件は、レストランバーの経営に関するフランチャイズ契約の事案である。本件では、ジ
ーが実際に店舗を経営したものの、総売上高予測を下回る総売上高しか上げられず、かかる
予測における数値を一度も上回ったことはなかった。また、こうした結果はジーの店舗経営
とは無関係の理由によるものと主張し、ジーが収益に関する錯誤を理由に本契約の無効を
主張した。 
 パリ控訴院の判断はこうである。すなわち、ザーの提供した売上予測に関する情報に誤り
があったと認めることはできず、また、売上予測で示された数値を上げることができなかっ
たということだけをもって収益に関する錯誤があったということはできない。収益は、景気
（conjoncture économique）やジーの店舗経営などの要素に左右されるものである。また、
ザーのチェーンに加盟する他のジーは、当該ジーが店舗経営をしていた同時期において収
益の上がる店舗経営をできていた。以上のことから、ジーの収益に関する錯誤を理由とする
契約の無効の主張を認めることはできない。 
                                                     
578 Ibid., p.66-67. 
579 M. Oudin, supra note 572, p. 180. 
580 CA Paris, 4 déc. 2013, Juris-Data no 028306. 
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（2）モンペリエ控訴院 2014 年 10 月 21 日判決（2 件） 
錯誤無効肯定例581（②判決）。本件は、ピザのレストランに関するフランチャイズ契約の
事案である。ザーが契約締結時に売上予測に関する情報を提供した。しかし、店舗周辺の競
合店の存在などが影響して、当該事業開始から 1 年の間に実際にジーが達成できた数値は
予測の 43～48％程度のものであった。契約を締結してから 2 年程度で、ジーは裁判上の清
算に至った。そこでジーが本フランチャイズ契約の無効を主張した。対して、ザーは、ジー
の事業が失敗したのは、賃金が経営を圧迫したといったようなジーの店舗経営におけるフ
ォートが原因だと主張した。 
 控訴院は、ジーの店舗経営におけるフォートは存在しないとした。そして、ザーはジーに
対して過度に楽観的かつ非現実的な予測（prévisionnel exagérément optimiste et irréaliste）
を提供したことで、当該事業を行うに際して生じるリスクの計算および収益見込み
（espérance de gain）という決定的な要素についてザーはジーに錯誤を生じさせた。したが
って、ジーの合意は企業活動における収益に関する本質的錯誤によって決定づけられたも
のであった。そうしたことから、本フランチャイズ契約は民法典 1110 条に基づき無効とな
ると判示した。 
 
錯誤無効否定例582（③判決）。①の錯誤無効肯定例におけるのと同じザーと契約したジー
の事例である。本件において、ジーは契約をしてから 4 年程度で裁判上の清算に至った。そ
こで、ジーは、ザーが提供した売上予測に関する情報が著しく誤っており過大な予測であっ
たとして、本フランチャイズ契約の無効を主張した。 
 控訴院は、ザーの予測が著しく誤っており過大なものであったというジーの主張に対し、
予測と実際にジーが達成した数値との乖離は初年度において 7.5％に過ぎなかったこと、ま
た、2 年目からの総売上高の低下は競業避止義務に反した別店舗の開店によるものであって、
かかる事態というのは売上予測に関する情報を作成した当時には何ら予測できたものでは
なかった。以上のような理由から、ジーはザーの売上予測に関する情報によって収益に関す
る錯誤を生じて契約をしてしまったとはいえないとして、ジーからの契約無効の主張を斥
けた。 
 
（3）破毀院商事部 2013 年 10 月 1 日判決583（④判決） 
 本件はスポーツ用品販売に関するフランチャイズ契約の事案である。本フランチャイズ
契約に際して、ザーから売上予測に関する情報が提供されたものの、ジーは資金繰りが悪化
                                                     
581 CA Montpellier, 21 oct. 2014, Juris-Data no 033753. 
582 CA Montpellier, 21 oct. 2014, Juris-Data no 033702. 
583 Cass. com., 1er oct. 2013, Juris-Data no 021425. 
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し、当該事業を開始してから数年後に裁判上の清算に至った。そこで、ジーは、収益に関す
る錯誤を理由に本契約の無効を主張した。これに対してザーは、予測と実際の数値が乖離し
たのは店舗の大部分を浸水させた洪水に原因があること、ザーは売上予測の作成に対して
結果債務を負担していないこと、また、店舗経営には経済的な不確実性が伴うことなどを主
張して、ジーは錯誤によって契約をしていないと主張した。 
 破毀院は、ジーは確かにザーが示した予測に合致する総売上高を達成できなかったもの
の、予測と実際の総売上高との乖離は 21％にとどまることを指摘した。また上記のザーの
主張を容れ、ザーの売上予測に関する情報は誠実なものであったとした。以上のことから、
ジーは自身の合意が企業活動の収益に関する本質的錯誤によって決定されたということを
証明できていないとして、ジーの錯誤無効の主張を認めなかった。 
 
（4）破毀院商事部 2013 年 12 月 10 日判決584（⑤判決） 
本件は資産管理のコンサルティング事業（activité de conseil en gestion de patrimoine）に
関するフランチャイズ契約をめぐる事案である。本件でもザーからジーに売上予測に関す
る情報が提供されていた。ジーがザーに対して本契約の無効を主張した。これに対して、ザ
ーは、ジーはこれまでアーンスト・アンド・ヤング（Ernst Young）で財務リスク管理にお
けるシニア・コンサルタントとして働いていたという経験を有するのだから、錯誤に陥って
契約をしていたことはいえないなどと主張した。なお、本件では、ジーは裁判上の清算には
至っていないようである。 
 本件について破毀院は、ザーの売上予測に関する情報は非現実的なものであったけれど
も、ジーは上記のような前職にあったのだから、ザーの売上予測に関する情報が実現可能な
ものであったか否かを完全に評価することができる能力を有していたとした。ゆえに、ジー
は収益に関する錯誤を生じていなかったとした。 
 
（5）破毀院商事部 2014 年 10 月 21 日判決585（⑥判決） 
 本件はエステサロンに関するフランチャイズ契約の事案である。本フランチャイズ契約
締結時に、ザーからジーへ売上予測に関する情報が提供された。契約をしてから 2 年ほど
経過した後、ジーが本フランチャイズ契約の終了を告げ、ザーの看板から自らの店舗名を冠
した看板に掛け替え引き続き同種の店舗経営を継続したため、ザーから本契約の解除なら
びに損害賠償を請求された。それに対する反訴として、ザーの予測は非現実的なものであっ
たとしてジーが本契約の無効を主張した。なお、ジーは裁判上の清算に至っている。 
 破毀院は次のように判示し、ジーの主張を斥けた原審の判断を正当とした。すなわち、予
想総売上高は達成されていたし、さらにかかる予測数値を上回る総売上高を他のジーが達
                                                     
584 Cass. com., 10 déc. 2013, Juris-.Data no 028587. 
585 Cass. com., 21 oct. 2014, pourvoi no 13-11186. 
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成していた。また、ジーも収支のバランスのとれた経営をできていた。以上から、ザーの売
上予測に関する情報は非現実的なものではなく、ジーは収益に関する錯誤によって契約を
していたとはいえないとした。 
 
（6）破毀院商事部 2015 年 3 月 17 日判決586（⑦判決） 
 本判決は、2011 年判決の差戻し審であるパリ控訴院 2013 年 9 月 12 日判決587に対する破
毀申立てについて下されたものである。パリ控訴院判決では、ザーはジーの店舗経営につい
てフォートがあった旨証明できておらず、また、ザーが提供した売上予測は杜撰であり非難
されるべき楽観性を有していたとして、ザーの情報提供義務違反を認定して契約の無効を
宣言したが、これに対してザーが破毀申立てを行ったのが本判決である。 
破毀院は次のように述べた。すなわち、厳格性が欠如し誤った売上予測に関する情報をザ
ーから提供されたことで、ジーは実現することのできなかった予測における収益を獲得で
きるものと見込んで契約締結を決定してしまった。また、ジーに店舗経営におけるフォート
は認められなかったと判示し、差戻し審のパリ控訴院判決の上記判断を正当なものとして
支持した。 
 
（7）若干の分析 
 以上のように、2011 年判決および 2012 年判決以降も収益に関する錯誤に関して判示し
た判例が散見される。上で取り上げた判例では、前記の両判決の考察で明らかとなったとこ
ろの、次に掲げる諸要素を総合的に斟酌して錯誤無効の肯否を判断しているようである。す
なわち、予測と実際の収益との乖離の程度、裁判上の清算に至ったか否か、ジーの事業経験、
およびジーの店舗経営に関してフォートは存在しなかったか、という各要素である。 
 このような各要素を総合的に斟酌して契約無効の肯否が判断されるところ、2011 年判決
が示した“早期の”裁判上の清算とはどの程度の期間のことを言うのかについては、②判決で
おいて 2 年間の場合で錯誤無効が認められている。したがって、2 年間程度の店舗経営であ
れば、“早期の”裁判上の清算ということになりそうである。また、予測で示された収益を達
成することができないからといって、ただちに収益に関する錯誤による契約の無効が認め
られるわけではない（①判決）。そして、2 件のモンペリエ控訴院判決（②③判決）にみら
れるように、必ずしも裁判上の清算に至れば収益に関する錯誤無効が認められるわけでは
なく、予測と実際の収益との乖離の程度が著しいことが求められているといえる588。それで
は、どの程度の予測と実際の収益との乖離が存在すればよいのかということになるが、両者
                                                     
586 Cass. com., 17 mars 2015, pourvoi no13-24853. 
587 CA Paris, 12 sept. 2013, Juris-Data no 019547. 
588 V. M. Malaurie-Vignal, supra note 447, 88. 
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の乖離が 10％未満から 20％程度の場合には、著しい乖離とはいえないとされている589（③
判決：7.5％、④判決：21％）。②判決で示されたように、予測の 40％程度しか収益を達成
できなかったという著しい乖離の存在が求められるし、当然のことながら、ザーの予測を達
成できていれば、収益に関する錯誤による無効の主張は認められない（⑥判決）。 
 次いでジーの事業経験に関してはどうか。かかる要素に関しては、⑤判決において、ジー
に事業経験があるならば、ザーの予測が実現可能であったか否かジーは判断できたとされ
ている。これはすなわち、ジーに事業経験があれば、ザーの予測が実現不可能な数値を記載
したものであると判断する能力を有していたものとみることができるということであろう。
裏返して言えば、事業経験のないジーのほうが、彼に生じた錯誤が宥恕されやすい傾向にあ
るということを意味していよう590。 
また、単に予測と実際の収益との乖離が存在するだけでなく、その原因がザーの厳格性の
欠如した予測調査に起因するものといえなければならない。すなわち、乖離の原因がザーの
責任とはいえないような場合には錯誤無効は認められない（③判決：競業避止義務に反した
競業店の出現、④判決：店舗を襲った洪水によって収益が上がらなかったような場合）。 
そして、ザーの厳格性の欠如した予測が原因でジーが契約をしてしまったとして、ザーの
情報提供義務違反ありとして契約の無効を認めたものとして⑦判決があるが、これは 2011
年判決の差戻し審判決に対する破毀院判決である。確かに、本判決では契約の無効という結
論自体は維持されている。しかし、その理由付けとしてザーの提供した売上予測に関する情
報の厳格性が欠如していたことを理由とする情報提供義務違反に基づく無効としている。
このように、⑦判決は 2011 年判決とアプローチが異なるという点において注目される591。 
 
第2款 新債務法との関係 
（1）2011 年判決と新債務法 1135 条 
2011 年判決によって、一定の場合には収益に関する錯誤に基づき契約の無効が認められ
る場合があるという破毀院の立場が示された。しかし、ここで 1 つ懸念が生じる。債務法改
正に関する 2016 年 2 月 10 日のオルドナンス 2016-131 号を経て改正された新債務法 1136
条において、「価値に関する錯誤とは、契約者が給付について誤った経済的評価（appréciation 
économique inexacte）を行ったに過ぎないというものであり、その給付の不可欠な質にか
かわるものでなければ無効原因ではない。」と規定している。そこで、収益に関する錯誤に
基づき契約の無効を認めた 2011 年判決は、価値に関する錯誤は契約の無効原因とはならな
                                                     
589 J.-B. GOUACHE, Chronique de jurisprudence de droit de la franchise, Contrats, conc. consom, no 11. 
nov. 2015, étude 15. 一般的に、予測と実際の収益との乖離が 40％～50％程度の場合には、ザーの提供し
た予測は誠実なものではないとされる傾向にあるといえる（F.-L. Simon, supra note 49, no 185, p.129.）。 
590 N. Dissaux, supra note 563, no 15. 
591 V. D. Mainguy : JCP E. no 6-07, 9 févr. 2017, 1079. 
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いと規定されたことによって否定されるのか否かという点が問題になってくる。 
 前記の問題について結論から述べると、学説においては新債務法 1136 条の下でも 2011
年判決で示された理解は維持されると考えられているようである。たとえば、ディソー
（Dissaux）とジャマン（Jamin）の債務法改正案に関する逐条形式の解説書は、収益に関す
る錯誤と価値に関する錯誤との関連性を指摘しつつも、フランチャイズ契約においては価
値に関する錯誤は契約の無効原因にならないとする原則は当て嵌まらないとする。すなわ
ち、フランチャイズ契約では、2012 年判決が述べたように、収益は契約の本質（essence）
を構成するものであるから、収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤を構成する。した
がって、新債務法によって 2011 年判決で示された理解が揺らぐことはないという592。 
 シャントゥピィ（Chantepie）とラティナ（Latina）の解説書においても、前記のディソ
ーとジャマンの解説書と同様に、新債務法 1136 条の下でも 2011 年判決の理解は維持され
ると述べるが、その理由につきやや詳細な検討をくわえている。フランチャイズ契約におい
ては収益見込みがジーの契約締結にあたり決定的なものであることから、収益に関する錯
誤は単なる価値に関する錯誤ではなく本質的性質に関する錯誤となるが、その理由を次の
ように述べる。フランチャイズ契約では、ジーがノウハウの利用によって金銭的利益を獲得
することを求めていることをザーは知っている。そこから、ノウハウから得られる収益はジ
ーにとって契約の本質的性質のうちの 1 つであと言うことができ、それゆえに破毀院は価
値に関する錯誤は契約の無効原因にならないという原則に収まらない例外を示したのので
ある593。 
 
（2）価値に関する錯誤が詐欺により惹起された場合における扱い 
 新債務法以前においても、価値に関する錯誤が詐欺によって惹起された場合には、契約の
無効原因になる旨、判例および学説において承認されてきた594。そうした判例および学説の
理解を受けて、新債務法 1139 条において、「詐欺から生じた錯誤は常に宥恕され得る；か
かる錯誤は、それがたとえ給付の価値もしくは契約の単なる動機にかかわる場合であった
                                                     
592 N. Dissaux et Ch. Jamin, Projet de réforme du droit des contrats, du régime général et de la preuve des 
obligations Rendu public le 25 février 2015, Dalloz, 2015, p.36-37. 
593 G. Chantepie et M. Latina, La réforme du droit des obligations Commentaire théorique et pratique 
dans l’ordre du Code civil, Dalloz, 2016, no 320, p.261-262. なお、彼らによれば、フランチャイズ契約以
外（とりわけ協働契約（contrat-coopération））においても収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤と
なるとされることは考えにくいという 
594 J. Flour, et al., supra note 310, no 203-1, p. 191. 詐欺によって惹起された錯誤は常に宥恕され得るとい
う準則は、破毀院第 3 民事部 2001 年 2 月 21 日判決（Cass. civ. 3e , 21, févr. 2001, pourvoi no 98-20817, 
Bull. civ. Ⅰ, no 20.）によって示された。本判決に関しては、山城・前掲註（39）「沈黙による詐欺と情報
収集義務（2・完）－フランス法の展開を題材として－」120 頁以下において詳しく検討されている。 
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としても無効原因となる。」と規定された595。こうした理解に従えば、ザーの詐欺によって
ジーが収益に関する錯誤に陥った場合には、その錯誤は常に宥恕され得るものとなり、契約
の無効原因となろう596。 
 
第 6 節 小括 
ここまで 2011 年判決を中心に、フランチャイズ契約における収益に関する錯誤をめぐる
問題を検討してきた。本節では以上の検討を踏まえ小括を試みたい。 
前節まででみてきたように、破毀院は収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤を構
成し得る旨認めた。それでは、2005 年判決と比較して、なぜ収益に関する錯誤に基づく契
約の無効が認められたのか。契約適格性説によれば、フランチャイズ契約の目的はザーのノ
ウハウ等（目的物）の使用によってジーが事業の成功を手にすることができるようになるこ
とである。そうすると、収益の獲得は当事者双方の契約の目的となり、収益に関する錯誤が
本質的性質に関する錯誤を構成する。そして、早期に裁判上の清算に至ったということは、
ザーの給付が契約における適格性を有していなかったということを示すので、ジーは収益
に関する錯誤を理由に契約の無効を主張することができると考えるものである。協働契約
説は、フランチャイズ契約の有する特性（ザーの給付を利用してジーが収益を上げ、そして
反対給付として報酬を支払う）に着目して、そこにザーとジーの協働関係を見出し、こうし
た関係を協働契約と呼び考察するものである。協働契約においては、店舗経営による収益は
ザーとジー双方が追求する共通の目的を構成するので、ジーの収益に関する錯誤は契約の
無効原因となるというものであった。このような協働契約では、ザーとジー双方の給付は収
益の獲得という共通の目的を達成するための手段ということになり、この目的はコーズの
中に組み込まれることになる。したがって、ジーの収益に関する錯誤はコーズに関して生じ
た錯誤ということになるというものであろう。 
このようにいくつかの学説が存在するが、収益に関して錯誤が存在する場合には本質的
性質に関する錯誤を構成し得る点にいては学説においてひろく承認されているといえる。
本質的性質に関する錯誤となるには、収益の獲得が「契約の領域」に取り込まれることが必
要になるが、フランチャイズ契約はザーのノウハウ等を用いてジーが収益を獲得するとい
う“金銭を生み出す契約”という特性を有するため、動機であるはずの収益の獲得が「契約の
領域」に取り込まれ、本質的性質に関する錯誤を構成し得るのである。ゆえに、2011 年判
決および 2012 年判決では収益に関する錯誤が無効原因とされたのである。 
こうしたフランチャイズ契約の特性ゆえに収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤
になるとされた点を考慮すると、破毀院の示した解釈に対しては、少なくとも、これが従来
の錯誤論の抜本的な変容（＝価値に関する錯誤は合意に影響を与えない錯誤であるとの理
                                                     
595 sous la direction de Thibault Douville, supra note 495, p.91. 
596 V. par ex., CA Versailles, 29 oct. 1992, D. 1995, p.75, obs., D. Ferrier. 
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解の変更）を示すものとまでは解されていないと考えるべきではないだろうか。そうしたこ
とは、次に述べる点も鑑みれば、さらに説得的といい得るであろう。すなわち、2011 年判
決のフランス錯誤論における位置づけを考えるに際しては、本判決の差戻し審判決に対す
る破毀院 2015 年 3 月 17 日判決（⑦判決）では、収益に関する錯誤という構成は採られて
おらず、ザーの予測の厳格性の欠如を理由に情報提供義務違反ありとして無効としている
点を注視すべきではないだろうか。というのは、そのような理由で無効にするとなると、破
毀院は 2011 年判決で採られていた収益に関する錯誤による無効という構成を採らなかった
ことを意味するからである。そして、そうした点を捉えて、上記判決は 2011 年判決で示さ
れた収益に関する錯誤による無効という構成を承継していないと指摘するものがある597。
判例の今後の展開を待つべきなのは当然としても、以上から、2011 年判決および 2012 年
判決における理解はフランス錯誤論における従来の理解に対する変更を迫るものではなく、
あくまでもフランチャイズ契約という特性ゆえに妥当する極めて例外的な理解だというこ
とになるのではないだろうか。 
以上のように、2011 年判決のフランス錯誤論における位置づけを踏まえて本判決の射程
を鑑みれば、ジェニコンらの言うように、本判決の射程が他の流通契約一般にも及び得ると
解するのは難しいのではないか。確かに、2011 年判決以降の判決においても、収益に関す
る錯誤は契約の無効原因たり得るとされてはいるものの、あくまでも 2011 年判決は、その
対象をフランチャイズ契約に限定した、いわば事例判決として捉えるのが穏当な解釈では
ないかと思われる。したがって、判例の原則的な見解は、依然として 2005 年判決で示され
た理解、すなわち、収益に関する錯誤は価値に関する錯誤であるので合意に影響を与えない
錯誤であるとの立場であるといえる。もっとも、ルケットが提示した協働契約とは A の給
付を B が利用して収益を上げ、これを A に給付するというものであるが、こうした構図は
フランチャイズ契約以外にも当てはまる598。よって、協働契約という視点から収益に関する
錯誤を検討することで、2011 年判決の射程をフランチャイズ契約にも広げ得る可能性を秘
めているものと思われ、ルケットの議論は非常に興味深いものである。また、学説によれば、
新債務法の下においても 2011 年判決の見解は維持されると解されているので、今後フラン
チャイズ契約以外の契約においても同様の判断が示されるのか、引き続き判例の動向を注
視していく必要があろう。 
 以上総合するに、2011 年判決および本判決と同様の判断を示した 2012 年判決は伝統的
なフランス錯誤論の理解に対し根本的な変更を迫るものとまでは言うことができず、極め
て例外的なものとして位置づけられている。また、本判決の射程はあくまでも収益の獲得可
能性が契約における目的を構成するフランチャイズ契約にとどまるというものと評価でき
                                                     
597 V. D. Mainguy : JCP E. no 6-07, 9 févr. 2017, 1079. 
598 ルケットは協働契約の典型として、フランチャイズ契約にも出版契約（contrat d’édition）を挙げてい
る。 
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る。とはいえ、たとえその射程はフランチャイズ契約にとどまるものだとしても、収益の獲
得可能性には不確実性が伴うことを鑑みると、それにもかかわらずこれを契約の本質であ
るとして「契約の領域」に取り込み錯誤無効が認められ得るとした意義は、フランス錯誤論
上、決して小さくはないと思われる。 
 
結語 
 ここでは、ここまでの検討の結びにかえて、日本法における錯誤の活用可能性を考える際
の橋頭保として、2011 年判決および 2012 年判決で示された収益に関する錯誤につき若干
の考察を行いたい。 
 
 破毀院は、2011 年判決・2012 年判決と相次いで、合意に影響を与えない価値に関する錯
誤とされてきた収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤を構成すると判示してきた。
その理由を明らかにするために、学説はフランチャイズ契約の特性に着目していた。すなわ
ち、フランチャイズ契約とはザーから伝達されるノウハウ等の給付をジーが用いることで
収益を獲得するということが目的（finalité）となる契約であるという特性である。 
フランチャイズ契約をこのような特性を有する契約であると考えると、売上予測に関す
る情報の提供はそうした目的を達成できるかジーが判断するための重要な情報となろう。
よって、予測とジーが獲得した実際の収益との乖離が著しい場合には、ゲスタンが述べたよ
うに当該フランチャイズ契約は上記目的を実現し得る適格性（aptitude）を欠いていたとい
うことになり、収益に関する錯誤に基づく無効が認められることになる。ゲスタンの契約適
格性説では、錯誤無効の肯否の考慮要素として早期の裁判上の清算と予測と実際の総売上
高との乖離の程度を挙げ、これら要素をザーのノウハウ等の不適格性を示すバロメーター
として扱っているものといえる。 
また、ルケットの協働契約説によれば、かかる契約は A の給付を利用して B が利益を上
げ、それによって A もまた利益を上げることを目的とする契約であるので、B の獲得する
収益が A・B 共通の目的となる。したがって、A の行った給付に関して錯誤に陥っている場
合（つまり、実際には収益の獲得が可能な給付ではなかった場合）、B の合意に瑕疵が生じ
ているだけでなく、B が A に対して行う給付もその実現が困難になる。こうした構図をフ
ランチャイズ契約に当てはめると、ザーの収益を上げることを可能にする給付に関してジ
ーが錯誤に陥ると、ザーもジーも給付を利用して利益を上げられなくなってしまうことに
なる。したがって、収益に関する錯誤は無効原因となる。 
 以上の各説に通底するのは、フランチャイズ契約では給付の直接的目的が収益の獲得に
あることから、これが「契約の領域」に取り込まれるという理解である。もっとも、ジーの
事業経験があったり、店舗経営におけるフォートが認められるときには、錯誤は宥恕できな
いものとなり、収益に関する錯誤を理由とする契約無効の主張は排斥される。とりわけジー
の錯誤無効の主張を否定する要素としてジーの事業経験を斟酌することで、素人同然のジ
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ーについては錯誤無効が認められやすくなる一方で、経験豊富な事業者たるジーについて
は認められにくくなる599。こうした要素を考慮することで、錯誤無効による取引安全の侵害
のリスクに対応しているものといえよう。 
 この第 4 部で考察した 2011 年判決および 2012 年判決は、フランチャイズ契約を収益獲
得手段としての契約として捉え、それゆえに収益の獲得が「契約の領域」に取り込まれ、収
益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤になるという理解の下で出された判決と考えら
れる。そうしたことから、2011 年判決はフランス錯誤論一般の変容をもたらすものではな
く、あくまでも事例判決として位置付けるべきものであろう。 
 もっとも、だからといって 2011 年判決および 2012 年判決の意義が失われるわけではな
い。なぜならば、両判決の登場によって、ザーのノウハウ等の給付は収益の上がるものでな
ければならないということになり、極言すれば、これは収益の上がらない契約はフランチャ
イズ契約にあらずという理解が打ち立てられたと評価できるといえるからである600。また、
その結果、ザーの情報提供義務違反の有無に関係なく収益に関する錯誤が契約の無効原因
とされたことで、誤った売上予測に関する情報が提供された場合に従来のように詐欺で処
理する以外に、錯誤無効という方途も確立できたものと考えられるからである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                     
599 N. Dissaux, supra note 406, p. 2083. 
600 V. D. Mainguy, supra note 396, p.75. 
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おわりに 
 以上、フランチャイズ契約締結過程における情報提供義務について、ザーが提供すべき情
報の内容、同義務違反による契約無効における判断要素および同義務違反の法的構成に関
して、フランス法を素材に検討を行ってきた。ここでは、本論文のむすびにかえて、上記の
各論点につきフランス法の総括を行う（第 1 節）。そして、フランス法の研究から得られた
示唆をもとに、各論点につき日本法の若干の考察を行いたい（第 2 節）。最後に、本研究に
おいて積み残した課題を挙げ、今後の研究課題を示す（第 3 節）。 
 
第1節 フランス法の総括 
第1款 ザーが提供すべき情報の内容 
ドゥバン法制定以前は、「Turco 事件」および「Couturier 事件」に象徴されるように、判
例はおよび学説において事業者間の契約で情報提供義務を認めることに否定的な態度が示
されていた。しかしながら、非良心的なザーの横行や情報の非対称性といった問題に対処し、
契約締結段階におけるジーを保護する必要があった。そこで、ザーに情報提供義務を課すた
めに制定されたのが旧 1989 年 12 月 31 日の法律（通称ドゥバン法、現 L.330-3 条）であっ
た601。そして、この L.330-3 条を承けて、ジーが契約内容をよく知った上で（en connaissance 
de cause）契約を結べるように具体的にザーが提供すべき情報を列挙するのが、旧 1991 年
4 月 4 日のデクレ（現 R.330-3 条）である。そこにおける情報を大別すると以下のようにな
る。 
ザー自身に関する情報（R.330-1 条 1 号・2 号・3 号：ザーの本店の住所や商業・会社登
記簿あるいは手工業者名簿の登録番号等）、ザーの事業経験に関する情報（同条 4 号：ザー
の企業の設立日、直近 2 年間の活動に関する年次計算書類等）、当該事業の状況等に関する
情報（同条 4 号：当該市場の全般的（général）現況、地域的現況、および当該市場の発展
可能性に関する情報等）、チェーンの現況に関する情報（同条 5 号：当該チェーンに属する
企業のリスト、締結を検討している契約と同種の契約をしているフランスの企業のリスト
等）、および締結を検討している契約に関する主要な要素に関する情報（同条 6 号：契約の
期間・更新・解除・譲渡の条件等）である。これら情報を提供されることにより、ジーはそ
のフランチャイズが契約するに足るものか否かを判断することが可能になる。 
このように L.330-3 条および R.330-1 条によって、ザーの提供すべき情報が仔細に法定
され、ジーが契約内容をよく知って契約を締結できるようになっている。しかしながら、こ
のような詳細な情報の列挙には“副作用”も伴っているという指摘があった。すなわち、提供
すべき情報を制限的に列挙したことによって、ザーは L.330-3 条が定める情報さえ提供す
ればよいという理解が形成され、その結果、売上予測に関する情報を提供する必要はないと
                                                     
601 V. M. Malaurie-Vignal, supra note 134, no 259, p.78 ; M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 
68, no 29 et s., p.15 et s.. 
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解されるようになってしまった。このような指摘は、ドゥバン法制定後から 1991 年 4 月 4
日のデクレ施行以前のわずかな期間（つまり、ザーの情報提供義務は法定されたものの、具
体的に提供すべき情報までは法定されていなかった期間）においては、売上予測に関する情
報をザーが提供すべき情報であるとした裁判例が一部存在していることを考えると興味深
い。ジーの合意の保護のために設けた立法であるはずの L.330-3 条および R.330-1 条が、結
果的にジーの意思決定にとって必要な情報の提供を妨げているのである。 
現在の判例および学説の多数は、売上予測に関する情報をザーは提供する必要はないも
のと解している602。判例および学説がザーに売上予測に関する情報の提供を義務付けない
理由は次のようなものであった。すなわち、「予測」という性質上、予想した通りの売上を
実現できるかは契約締結後の様々な要素（ジーの商才や経済動向）に左右される。したがっ
て、そのような性質を帯びる情報の提供を強制することは、ザーの情報提供義務違反を追及
することで店舗経営から生じるリスクをジーからザーへと転嫁することを可能にしてしま
うことになる。ゆえに、ザーは売上予測に関する情報を提供する義務は負わないのである。
なお、売上予測は手段債務（obligations de moyen）であって結果債務（obligations de résultat）
ではないので、任意にザーが提供したとしても、予測の不実現をもってザーの責任を追及す
ることはできない。 
以上のように売上予測に関する情報はザーが提供すべき情報とはされていないといえる
が、かかる情報の提供の是非を論じる学説の中でも興味深いのが、事業経験の多寡で売上予
測に関する情報をザーとジーどちらが作成すべきか判断するロワールの見解である。彼は
事業経験の豊富なジーであれば自ら予測を作成できるとの理解の下、そのような場合には
ザーは売上予測に関する情報を提供する必要はなく、かかる予測作成に必要な情報を提供
すればよいとする。対して、事業経験のないジーの場合には、予測を作成する能力を有して
いないので、ザーが売上予測に関する情報を提供すべきとする。 
また、売上予測に関する情報以外の情報についても、その提供について論じられていた。
具体的には市場調査に関する情報、ザーのこれまでの経歴に関する情報、ノウハウの情報等
である。売上予測以外の情報の提供の必要性につき論じるリカリによれば、フランチャイズ
契約の目的とは端的にはザーの成功してきたノウハウを用いることでジーもまたその成功
の再生産を可能にする契約である。そのように考えると、上記の諸情報はジーが契約をする
ことでジーも事業の成功を上げることができるのか判断するのに必要な情報と位置付けら
れるといえるであろう。 
 
第2款 情報提供義務違反の法的構成 
（1） 合意の瑕疵の存在の必要性 
ザーが情報提供義務に違反した場合には、フランス法では合意の瑕疵による契約の無効
                                                     
602 V. R. Loir, supra note 249, p. 1425. 
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で処理されるという方法が定着している。しかしながら、ドゥバン法が制定された当初は、
公序（ordre publique）としての規定であるゆえに、ザーが同法の情報提供義務に違反した
場合には、ただちに（automatique）契約の無効を生じさせるとし、同義務違反のみをもっ
て契約の無効を宣言する下級審判決が散見された。こうした下級審判決の見解を否定し、情
報提供義務違反があっただけでは契約の無効は認められず、それによって相手方の合意に
瑕疵が生じていなければならないとしたのが 1998 年判決である。本判決以降、判例ではザ
ーの情報提供義務違反を民法典の合意の瑕疵理論によって処理する方法が定着していった。
学説も、ザーの情報提供義務違反のみをもって契約を無効にするのでは取引安全を著しく
害すると否定的な見解が多かったことから、合意の瑕疵によって処理する判例の立場には
賛同しているといえる。 
ただし、学説が 1998 年判決に関して評価している点は、ドゥバン法の違反のみをもって
ただちに契約を無効とする解釈を退けた点であり、本判決のように民法典の合意の瑕疵理
論に従って処理すると、その証明がジーに課されることになるので、かかる点については批
判的な学説が少なくない。というのは、合意の瑕疵の立証責任をジーに課してしまえば、結
果的にドゥバン法がジーの保護のために情報提供義務を法定した意義を没却してしまうこ
とになるからである。 
 
（2） 合意の瑕疵の推定という手法 
 そこで、一部の学説および下級審判決では、ザーの情報提供義務違反があった場合に合意
の瑕疵（詐欺）を推定すべきであるとした。すなわち、ドゥバン法は瑕疵のない合意
（consentement éclairé）を確保するためにザーに情報提供義務を課したのだから、同義務
違反があった場合には、ジーは契約内容をよく理解して契約できていなかったと推定され
る。すなわち、情報提供義務違反により合意に瑕疵を生じて契約をしていたと推定する。そ
して、ザーが情報提供義務に違反したにもかかわらずジーの合意に瑕疵が生じていなかっ
た旨証明できないと契約は無効とされる。これが一部の学説および下級審裁判例が採った
合意の瑕疵の推定という方法であり、これは実質的には合意の瑕疵の立証責任の転換を意
味するものである。 
かかる解釈はジーの合意の保護というドゥバン法の趣旨を鑑みれば魅力的なものに思わ
れるが、民法典 1116 条 2 項で「詐欺は推定されず、証明されなければならない」と規定さ
れていることもあってか、破毀院は合意の瑕疵の存在を推定した下級審判決を破毀し続け
ている。そうした判例の立場を鑑みると、ザーの情報提供義務違反から合意の瑕疵の存在を
推定する方法は現在のところ判例上、定着していないと評価できよう。 
 
（3） L.330-3 条が定める情報提供義務の違反と詐欺 
判例においては、ザーの情報提供義務違反を合意の瑕疵、とりわけ民法典 1116 条の詐欺
（なかでも詐欺的沈黙）によって処理されている。一般的に、詐欺的沈黙が特徴づけられる
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ためには、情報を秘匿する一方当事者に対して情報提供義務が課せられているのが前提と
されるところ、これは L.330-3 条によって同義務が課されているザーの状況に合致する。し
たがって、ジーに対して情報を提供しなければならないにもかかわらず、ザーがその情報を
提供しないということは詐欺的沈黙を構成し得る。これは、つまり、ザーの情報提供義務違
反は詐欺の成立に必要な客観的要素（élément matériel）603を充足するということである。
そしてまた、情報提供義務が法定されたことで、同義務を果たしたことの立証責任はザーに
課せられることにより、詐欺がなされたことについての立証が容易になった。かくして、こ
うした詐欺の証明の容易化という点において L.330-3 条がザーの情報提供義務を課した意
義を認めることができ、ゆえにザーの情報提供義務違反が問題になる場合には一般的に詐
欺が援用されるのである。 
もっとも、民法典 1116 条は詐欺の推定を認めていないため、ザーの情報提供義務違反が
詐欺を構成するには、同義務違反が意図的なものであることが必要となり、これはジーが証
明をしなければならないとされる。つまり、ザーの情報提供義務違反があれば客観的要素は
充足されるものの、同義務違反をもってジーを騙す意図という意図的要素（élément 
intentionnel）までをも充足することはないのである。また、ザーの情報提供義務違反が詐
欺を構成するかは個別具体的（in concreto）に判断されるところ、ジーに事業経験があれば
詐欺の成立は否定される傾向にあるといえる。したがって、確かに L.330-3 条が制定された
ことで客観的要素の側面では詐欺の主張はいく分かはしやすくなった。けれども、ジーの側
で意図的要素の証明をしなければならないので、ザーの詐欺を理由とする契約の無効には
依然として高いハードルが存在しているといえる604。 
ザーが提供した売上予測と実際にジーが達成した数値とに乖離が存在した場合に詐欺を
理由に契約を無効にするには、単に予測と実際の数値との乖離が存在することが契約無効
の判断要素ではあるが、かかる乖離が存在していればよいわけではない。予測の達成にはジ
ーの商才や経済情勢等といった不確実性の要素が影響を与えるからである。そして、その乖
離の程度は、裁判所の言葉を借りれば、「過度に楽観的（trop optimistes）」「実現不可能かつ
空想的（irréaliste et chimérique）」などといえるほど著しい乖離でなければならない。裏返
せば、僅少な乖離であれば詐欺的な売上予測に関する情報を提供したとはされない。ジーを
錯誤に陥れて契約締結の意思決定をさせるために過度に楽観的な売上予測に関する情報を
提供したといえなければならないのである。 
したがって、詐欺的な売上予測に関する情報の提供（虚偽の言明）と、それによって錯誤
を生じさせジーに契約をさせようという故意が存在しなければ、詐欺による無効は認めら
れないということになる。つまり、虚偽の言明という客観的要素および意図的に虚偽の売上
                                                     
603 F. Terré et al., supra note 315, no 232 a), p.257. 
604 詐欺の証明の困難性を回避し、ジーの保護に資するかたちでドゥバン法を運用すべきだということ
で、学説は先述した合意の瑕疵の推定という手法に向かっていくのである。 
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予測に関する情報を提供するという意図的要素の存在が求められるということで、これは
民法典 1116 条の詐欺の成立要件と符合する605。要するに、売上予測に関する情報は L.330-
3 条で提供すべき情報とされていないことから客観的要素の充足は認められず、民法典 1116
条の枠組みで処理されることを意味している。 
 
（4） 2011 年判決をめぐる解釈 
① なぜ収益に関する錯誤は無効原因になるのか 
以上の詐欺に対して、誤った売上予測に関する情報が提供された場合に錯誤が援用され
ることは多くないとされる。そのような中、2011 年判決が登場し、ザーが誤った売上予測
に関する情報を提供した場合には、ジーは収益に関する錯誤を主張することができるとし
た。続く 2012 年判決においては、この 2011 年判決よりもさらに直截的に、収益見込みは
フランチャイズ契約の本質であると判示されるに至った。とはいえ、収益に関する錯誤の先
例とされる 2005 年判決で示されたように、かかる錯誤は従来合意に影響を与えない錯誤で
ある価値に関する錯誤であるとして契約の無効原因とはされてこなかった。そのため学説
において本判決ではなぜかかる錯誤が無効原因とされたのかをめぐって様々な議論が展開
されたところ、そうした議論において共通するフランチャイズ契約に対する理解があった。
すなわち、フランチャイズ契約は収益の獲得が契約の目的（finalité）を構成する契約である
という理解である。そのような理解をもとに、本論文では契約適格性説および協働契約説を
考察した。 
契約適格性説に立つゲスタンは、フランチャイズ契約ではザーが提供する目的物である
ノウハウ等を利用して収益を上げることが契約の目的となるので、収益を上げられなかっ
た場合、そのザーのノウハウ等は目的を達成するための適格性が欠けていたということに
なる。それゆえに、収益に関する錯誤はフランチャイズ契約では本質的性質に関する錯誤を
構成すると述べる。そして、ジーが収益を上げられなかった、すなわち契約の不適格性を示
すものが、ジーが早期に裁判上の清算に至ったという点であるとする。 
協働契約（contrat-coopération）という視点から 2011 年判決の説明を試みるのがスザン
ヌ・ルケットである。彼女は、フランチャイズ契約はザーの有するノウハウ等をジーが利用
して収益を上げ報酬を支払うという契約であるので、協働契約の典型として位置付ける。フ
ランチャイズ契約はこうした構図を示すものであるため、ザーの給付を利用することによ
って得るジーの収益は、ザーとジー双方が追求する共通の目的となる。そうしたことから、
フランチャイズ契約においては収益の獲得がコーズの領域に入ることになる。したがって、
収益に関する錯誤はコーズに関する錯誤となる。このように協働契約においては、収益の獲
得が契約当事者に共通の目的となり、コーズの領域に取り込まれるので、収益に関して錯誤
がある場合はコーズに関する錯誤が問題となるわけである。 
                                                     
605 F. Terré et al., supra note 315, no 232 a) et s., p.257 et s.. 
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② 錯誤無効の判断要素 
先述した以上の諸見解に共通してみられるフランチャイズ契約観とは、ノウハウの伝達
ならびに商標の使用許諾によって、商業上の成功を再生産（réitération）しつづけていくこ
とを目的とする契約というものである。ゆえに、契約の本質的性質にはならないはずの収益
の獲得が、フランチャイズ契約においては契約の本質的性質になるのである。これに対して、
建築用地賃貸借契約において収益に関する錯誤が問題となった 2005 年判決では、同契約の
給付は収益の獲得を直接的目的とはしないものであることから、賃借人がそれを考慮した
としても、収益の獲得は「契約の領域」に取り込まれない。したがって、賃借人に生じた収
益に関する錯誤は単なる価値に関する錯誤に過ぎず、錯誤無効は認められない。すなわち、
収益の獲得が「契約の領域」に取り込まれるか否かが、2005 年判決と 2011 年・2012 年判
決とで破毀院が判断を別った理由ということになる。もっとも、フランチャイズ契約では収
益の獲得が「契約の領域」に取り込まれるとはいえ、収益の獲得には時の経済状況など不確
実性が伴うことは避けられない。その点に関しては、フランチャイズ契約とはザーのノウハ
ウ等を指示通りに用いていればザーの成功をジーにおいても再生産可能な契約と理解し、
不確実性のリスクはザーが引き受けるべきとの見解があった。 
以上のように、フランチャイズ契約では収益に関する錯誤が契約の無効になるとはいえ、
収益を獲得できなければそのことのみをもって錯誤無効が認められるわけではない。錯誤
無効を認めるにあたっては、予測と実際の数値との乖離ならびにジーの早期の裁判上の清
算が生じたことが要素となる。また、2012 年判決によれば、ジーの店舗経営上のフォート
の不存在が求められる。これはつまり、収益の不獲得がジーの店舗経営の懈怠に起因する場
合には、収益が上がらなくともそれは自己責任となるので錯誤無効は認められない（すなわ
ち、ジーの錯誤は宥恕され得ない錯誤（erreur inexcusable）である）ということである。ま
た、ジーの事業経験も併せて考慮される。すなわち、ジーに事業経験がない場合には錯誤無
効が認められやすくなるものの、そうではない場合には認められにくくなる（たとえば、第
4 部第 4 章第 5 節第 2 款（4）で取り上げた破毀院判決）。 
 
③ 2011 年判決の射程 
このように、2011 年判決で収益に関する錯誤が無効原因になり得るとされたとはいえ、
収益の獲得が「契約の領域」に取り込まれ、これが本質的性質になり得るのは、フランチャ
イズ契約が金銭的利益を生み出す契約であるからである。そのように考えると、2011 年判
決の射程はかなり限定されたものとして解さればならないように思われる。かかる点に関
して、2011 年判決の射程はフランチャイズ契約にしか及ばないとする見解があった。すな
わち、錯誤の宥恕性の判断要素が売上予測と実際の数値との乖離などフランチャイズ契約
に特有な要素であること、また、ブルタンシヴィルに未搭載であることから、2011 年判決
は収益の獲得が契約の目的を構成する特性を有するフランチャイズ契約に固有の結論を示
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したものであるとする。 
その一方で、2011 年判決の射程はフランチャイズ契約以外の契約にも及ぶものとする見
解もある。すなわち、契約のエコノミーに基づき、収益の獲得が給付の使用における直接的
目的となる場合には収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤になり得る旨述べる。つ
まり、“金銭を生み出す契約”はフランチャイズ契約に限られず、そうした特性を有する契約
においては収益に関する錯誤が無効原因になり得るのだとする。そして、そうした契約の具
体例として、営業財産（fonds de commerce）の売買契約やルケットの協働契約を挙げる。 
 
④ 情報提供義務違反とは無関係の錯誤無効 
2011 年判決では「ザーの情報提供義務違反がなくても」と判示されたことで、同義務違
反がなくても錯誤無効の主張が認められることとなった。これは、L.330-3 条の情報提供義
務の違反と錯誤（の発生）との隔絶を意味するものである。すなわち、錯誤無効をザーの行
為態様に関係なく許容したことで、2011 年判決は誤った売上予測に関する情報が提供され
た場合にザーの詐欺として処理していた従来の判例とは様相を異にする見解を示した。し
たがって、2011 年判決の登場により、ザーの不誠実な行為によって錯誤が惹起されたとい
うことは契約を無効にするために必ずしも必要ではなくなったということが示されたとい
える606。そして、以上のことは、フランチャイズ契約では収益の獲得が「契約の領域」に取
り込まれ、契約の本質的性質を構成し得るということを意味しているということになろう。
つまり、ザーが L.330-3 条の定める情報提供義務を果たしたとしても、収益の獲得というフ
ランチャイズ契約のその本質的性質にゆえに、収益を上げられなかったときには錯誤無効
が認められ得るということである607。 
 
⑤ 収益に関する錯誤のその後の変遷 
2011 判決および 2012 年判決において示された結論は、その後の判例を見る限り概ね承
継されていると評価できるが、ここで留意すべき判例の変遷がある。すなわち、2011 年判
決の差戻し審であるパリ控訴院 2013 年 9 月 12 日判決である。本判決は従来の判例の流れ
と同様にザーの情報提供義務違反を認めて契約無効を宣言し、この判断を破毀院が是認し
た点は留意すべきといえる。というのは、そうした判断を破毀院が示したことで、収益に関
する錯誤について 2011 年判決で示した見解を破毀院自ら変更した可能性も否定できないか
らである608。そうした判例の揺らぎが認められるが、新債務法に関する解説書を見る限り、
フランチャイズ契約では収益の獲得が契約の本質を構成するため、収益に関する錯誤が無
                                                     
606 V. R. Loir, supra note 249, p.1428. 
607 D. Mainguy, supra note 396, p.76. 
608 S. Regnault, L’étude prévisionnelle fantasiste fournie par le franchiseur vicie le consentement du 
franchisé, AJCA 2015, p. 286. 
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効原因となるとした 2011 年判決の見解は新債務法下でも変わることはないと考えられてい
るようである。今後の判例の推移を注視していきたい。 
 
第2節 日本法への示唆 
 本節では、以上のフランス法の検討から得られた示唆をもとに、日本法の若干の考察を行
い、私見を述べたい。現在の日本法の現状との違いを示すために、私見を述べる前に、以下
において今一度日本法の現状につき確認しておく。 
 
第1款 日本法の現状とそれに対する疑問 
（1） ザーの提供すべき情報の内容に関して 
 まず、ザーの提供すべき情報として、ジーの最大の関心ごとである売上予測に関する情報
の提供の是非に関して、わが国ではこれを積極的に提供すべきとする見解、すなわち情報提
供義務の中に含まれるとする見解と、提供する義務はないが提供した場合には誠実なもの
でなければならないとする見解とが対立している609。しかしながら、売上予測に関する情報
を提供する義務をザーが負うべきか否かという二項対立的な構図でかかる情報の提供を論
じるのは適切なのであろうか。確かに、売上予測はジーの契約締結にとって決定的に重要な
要素であることを考えると、事業経験が皆無であるジー候補者であれば売上予測を自ら作
成するのは困難であるので、ザーが提供すべきと考えることができよう。反対に、事業経験
を有するジー候補者、とりわけザーと同種の事業経験を有するのであれば、当該事業を行う
ことでどれぐらいの収益を獲得できるかある程度は見通しを立てられると考えられるため、
ザーが売上予測を提供する必要性は決して高くないであろう。このようにジー候補者の属
性を考慮すれば、売上予測に関する情報の提供をザーが行うべきか否かという視点からの
議論に違和感を覚える。 
 
（2） 情報提供義務違反の法的構成に関して 
次いで、情報提供義務違反の法的構成であるが、わが国ではザーが誤った売上予測に関す
る情報を提供した場合には、保護義務ないしは不法行為に基づきジーが被った損害を賠償
させるというかたちで解決される。ジーが被った損害は相当因果関係の範囲で賠償される
                                                     
609 わが国では、ザーの情報提供義務の内容について、ザーがフランチャイズ・システムに関する何らか
の情報を提供すること自体を内容とする義務として「積極的情報提供義務」という言葉が使われることが
ある。これに対して、ザーがジーに対して何らかの情報を提供したことを前提に、提供した情報が客観
的・正確であることを内容とする義務を「消極的情報提供義務」と呼ぶことがある（池田辰夫ら「コンビ
ニエンス・フランチャイズ・システムをめぐる法律問題に関する研究会報告書（1）」NBL948 号 9 頁）。
なお、裁判例においては、ザーは売上予測に関する情報を提供する義務を負わないと解するものが趨勢と
される（木村義和「フランチャイズ契約締結交渉時における売上収益予測問題」法の科学第 40 号 190
頁）。 
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ことになるところ、加盟金やロイヤルティなどは一般にザーが賠償すべき損害に含まれる
610。しかしながら、ジーの損害賠償請求が認められても、多くの裁判例においてジーの事業
経験等を考慮して大幅に過失相殺されるのが実情である611。確かに、オール・オア・ナッシ
ングの解決になる契約の無効（取消し）による処理よりも、損害賠償請求を認めた上でジー
の属性等の諸要素を過失相殺の段階で斟酌して解決するという柔軟な手法は否定されるべ
きではない612。しかし、ザーの損賠賠償責任を認めたとしても、大幅な過失相殺の結果、実
質的にはジーはごく僅少な賠償しか受けられない点を軽視すべきではない。また、ザーの契
約締結段階における説明の違法性を認定しながら過失相殺によって処理するというのは、
結果的にみれば、違法な説明によって得た利益をザーのもとに残存させることを許容する
ことを意味するが、それは果たして適切な解決なのであろうか。そのように考えると、保護
義務違反等に基づく損賠賠償構成はジーが被った損害の回復手段としてはいささか不十分
ではあるまいか。また、とりわけジーの事業経験は契約締結の判断を行う際に大きな影響を
及ぼす要素といえるので、こうした要素をもっぱら過失相殺の段階で斟酌しザーの責任を
問う段階で斟酌しないこと613にもいささかの疑問を覚える。 
 そこで、現在のわが国において行われている保護義務ないしは不法行為に基づく損害賠
償という方法と並び、フランス法を参考に、ザーが誤った売上予測に関する情報を提供した
場合に錯誤に基づく契約の無効（改正民法下では取消し（改正民法 95 条 1 項））による処
理を提唱するものである。錯誤による契約の無効という構成を採ることで、先述した大幅な
過失相殺による減額処理を回避できる。また、無効により契約は遡及的に消滅するため、理
論上ジーに課せられている契約終了後の競業避止義務を消滅させることも可能となる614。
フランスでは合意の瑕疵を理由にフランチャイズ契約が無効になった場合には、ザーから
                                                     
610 淵邊善彦・戸澤晃広・田中健太郎『シチュエーション別 フランチャイズ契約のトラブル防止・対応
策』（Lexis Nexis、2016 年）10 頁。ザーの情報提供義務違反による損害賠償の額については、三島徹也
「批判」私法判例リマークス 35 号（2007・下）54 頁をも参照。 
611 たとえば、千葉地判平 19・8・30 判タ 1283 号 141 頁[オクトパス事件]ではジーの属性を考慮して
70％の過失相殺がなされている。ほかにも、大津地判平 21・2・5 判時 2071 号 76 頁[シャトレーゼ事件]
においては 50％の過失相殺がなされている。近時の裁判例においても、ザーの情報提供義務違反を認め
つつも、ジーの事業経験等を考慮して 35％の過失相殺を行ったものがある（横浜地判平 27・1・13 判時
2267 号 71 頁）。 
612 説明義務違反があった場合に取引的不法行為として過失相殺によって割合的解決を行うことで、オー
ル・オア・ナッシングの法律行為法上の保護が適切ではない過失ある被害者についても、その保護の必要
性の程度に応じた割合的保護を行うことが可能になるという利点を指摘するものとして、橋本佳幸「取引
的不法行為における過失相殺」ジュリ 1094 号 147 頁。 
613 相澤・前掲註（22）37 頁。 
614 V. D. Ferrier, Franchise de service: première decision, Cah dr. entr. 1987-4, p.12. フェリエは、契約が
遡及的に消滅することから、競業避止条項（clause de non-concurrence）をはじめとした契約終了後にフ
ランチャイジーに課される義務もまた消滅する旨述べる。 
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ジーへ加盟料やロイヤルティといった既払いの金銭が返還されることで原状回復
（restitution）が図られている615。さらに、2011 年判決の理解に従えば、ザーの情報提供義
務違反がなくてもフランチャイズ契約の有する特性ゆえに錯誤無効が認められ得るので、
より一層ジーの保護に資する処理が可能になるといえる。 
以下においては、前記の日本法の現状とそれに対する疑問に対応するかたちで、フランス
法の検討から得られた示唆をもとに、若干の日本法の考察を行いたい。 
 
第2款 ザーが提供すべき情報の内容について 
 ザーが提供すべき情報の内容につき、日仏ともに問題となる売上予測に関する情報を中
心にフランス法の検討から得られた示唆を示したい。順序としては、まず売上予測に関する
情報について論じ、次いでかかる情報以外の情報についても、ジーの合意の保護のために提
供されるべき情報があるか考える。 
 
（1） 売上予測に関する情報について 
 先ほど述べたように、売上予測に関する情報は一律にザーが提供すべきか否かという対
立軸で捉えることには疑問がある。確かに、店舗設置後の売上予測に関する情報はジーの契
約締結の意思表示に決定的な影響を与える重要な情報であるので、かかる情報の存在なく
して契約締結に至るということは考えにくい616。そのように考えると、一律にザーには売上
予測に関する情報を提供する義務を課すべきということになろう。しかし、なかにはフラン
チャイズ事業を始めて間もなく予測作成の手法を有さないザーもおり、そのようなザーに
対してまで一律に売上予測に関する情報の提供を義務付けてしまうと、不正確な予測を作
成された結果、かえってジーが契約締結の判断を適切に行えなくなってしまうことも考え
られる617。 
そこで、ロワールが述べていたように、ザーとジーの事業経験を考慮して、予測の提供を
考えるべきではないだろうか。すなわち、ジーが事業経験（とりわけザーと同種の事業経験）
を有する場合618には、基本的にはザーは売上予測に関する情報を提供する義務は負わない。
この場合には、かかる情報の提供が契約締結にとって決定的であるとしても、ジーは自らの
能力で予測を立てられると考えられるからである。このような場合にまで、ザーに予測の提
供義務を課し、予測が達成できなかった場合のリスクを負わせるべきではないだろう。した
がって、ジーに事業経験がある場合には、売上予測に関する情報についてジーにその取得義
                                                     
615 F.-L. Simon, suora note 49, no 221, p.158. 
616 山嵜進「批判」ジュリ 1004 号 86 頁。 
617 川越・前掲註（42）187 頁。 
618 たとえば、いくつものザーとフランチャイズ契約を締結しているメガフランチャイジーなどはその典
型であるといえる。 
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務があるということになる。反対に、脱サラした者や主婦であった者のように、これまで事
業の経験がない素人といえるジーの場合には、ザーに売上予測に関する情報の提供義務が
課せられる。このようなジーの場合、自ら売上予測を作成する能力も資力もない場合が一般
的と考えられる。よって、そのようなジーに予測の作成をさせるのは酷であるし、また、当
該事業を行い収益を上げている以上、ザーのほうが当該事業に関して知悉しており、予測を
作成する能力も資力もあるからである。 
したがって、このような考えに基けば、ジーの事業経験の多寡に応じて、ザーが積極的に
売上予測に関する情報を提供すべきか否か（すなわち、積極的情報提供義務に含まれるのか
どうか）が判断されることになる。もっとも、わが国の裁判所は、売上予測に関する情報を
ザーが提供すべき義務を負っているか否かを判断する段階ではジーの事業経験を考慮して
いないとされる619。しかしながら、ジーの事業経験といった契約相手方の属性は情報提供義
務の発生根拠そのものであることを鑑みると620、こうした裁判所の立場には疑問が残る。前
記のとおり、ジーの事業経験に鑑みて、ザーに売上予測に関する情報を積極的に提供すべき
義務があるといえる場合もあるからである。 
 ここで売上予測に関する情報の帰趨にまつわるこれまでのわが国における議論について
思うに、ザーに一律に売上予測に関する情報の提供を課す立場においては、ザーに劣後する
消費者に近しい弱者という存在としてジーを措定しているのではないか621。すなわち、この
ような消費者に近しい弱者たるジーが自ら売上予測を作成できる能力を有しているとは考
えられないという見方が前提とされているのではないか。ジーには脱サラしてフランチャ
イズを始めたりした者の割合が比較的多いといえるので622、私見もこのような見方に概ね
賛同する。対して、ザーに予測を提供する義務はないと考える立場においては、ジーは独立
した事業者であり、必ずしもザーに劣後する消費者類似の弱者ではないとの理解が通底し
ているように思われる623。そして、このようなジーの属性についての見方が、売上予測に関
                                                     
619 有馬・前掲註（11）366 頁。 
620 横山・前掲註（39）129 頁。情報提供義務の発生根拠の 1 つには当事者間における情報収集能力の格
差を挙げることができる。したがって、これについて対等な者同士の間では情報提供義務は生じないこと
になる（大阪地判平 4・9・17 判タ 832 号 146 頁参照）。 
621 たとえば、近藤充代「市場・消費者・法」法の科学 28 号 25 頁以下において、近藤教授はフランチャ
イズ・システム・サービスという商品を購入する消費者としてジーを捉えている。 
622 経済産業省・前掲註（10）45 頁以下によると、全業種の 37.5％は元サラリーマンであるという。 
623 たとえば、川越・前掲註（11）『フランチャイズ契約の法理論』286 頁では、前職が八百屋業、銀行の
営業担当者、薬剤師であったジーを指して、素人ないしは社会的弱者というよりは相当程度商売に造詣の
深いインテリであったと述べる。また、小塚荘一郎教授は、「日本では、コンビニエンスストアを念頭に
置いてフランチャイズ契約の一般論が語られる傾向にあるが、外食産業などでは複数の店舗を経営する大
規模なフランチャイジーも珍しくないし、国際的には、ホテルチェーンのような大企業同士の国際契約が
むしろフランチャイズ契約の代表例として考えられている」とされる（小塚荘一郎「フランチャイズ契約
を考える視点」自由と正義 65 巻 3 号 37 頁）。 
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する情報の提供をザーに義務付けるべきか否かの側面において表出しているのではないだ
ろうか。つまり、念頭に置かれるジー観の相違があるのではないかということであるが、こ
のような見方が当を得たものと思料できるとすれば、私見は、上記のようにザーとジーの事
業経験を考慮して、売上予測に関する情報の提供の是非を考えることで、当該契約における
当事者間の実情に即した判断が可能になるのではないかと考えるものである。もっとも、一
般的に当該事業に関する経験はザーのほうが有しているものと言えるであろうこと624、ま
た、売上予測に関する情報をめぐる将来の紛争を回避する必要性から、かかる予測はザーが
必要な情報を提供し、ジーと共同で作成するのが望ましいだろう625。 
 
（2） 売上予測以外の情報について 
ザーの情報提供義務を法定する L.330-3 条および R.330-1 条では、ザーが行う当該事業
の発展予測に関する情報とあわせて、直近 2 年間の年次計算書類、当該事業のチェーンに
関する情報として、書面提示の前年中にチェーンを抜けた企業数のリスト、および店舗設置
場所に存在する契約の対象である商品もしくはサービスを提供するあらゆる施設の情報を
提供すべきとする。このような情報は、ザーのチェーンの健全性を窺い知ることを可能にす
るものであり、それによって間接的に将来の売上予測を占う要素として有益な情報といえ
る。また、これら諸情報は、提供することがジーの契約締結のインセンティブにマイナスに
作用する情報であるといえるので、ジーに契約締結を慎重ならしめる効果も期待すること
ができよう。 
しかしながら、わが国の裁判例では、前記で示したような情報の提供は重視されていると
は言い難い。たとえば、「サンクス事件」では、ザーのチェーンのこれまでの契約締結店舗
数、閉店数、平均日販金額といった情報の不提供が問題になったところ、かかる情報は閉店
数が非常に多いような場合には契約締結を慎重にさせる効果があるとしても、それ以上の
効果はないとされた626。 
しかし、私見によれば、こうした諸情報は、まず、ジーの保護の観点という点から提供が
必須の情報といえる。なぜならば、フランス法におけるのと同じくわが国においてもフラン
チャイズ契約は収益の獲得を目的とする契約であると措定することができるとすれば、閉
店店舗数などの情報はザーのチェーンに加盟して収益を上げる店舗経営を行うことができ
                                                     
624 松原・前掲註（11）226 頁において、「フランチャイザー以外に果たしてデュー・デリジェンスが可能
であるかは疑問である」と指摘される。もっとも、松原教授は、売上予測に関する情報について、「フラ
ンチャイジーの属性に合わせて変化する事項とするのも不自然である」（同 216 頁）と述べられているこ
とから、私見のようにジーの事業経験に応じた判断には否定的なものと思われる。 
625 淵邊ほか・前掲註（610）17 頁において、ザーの法務担当者のコメントして、出店候補場所の地域や
店舗の周辺状況についてよく知るジー候補者とともに売上予測を行う仕組みを検討している旨述べられて
いる。 
626 東京地判平 5・5・31 判時 1484 号 82 頁。 
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るか否かを判断するのに欠かせない情報だからである。したがって、そうした情報は間接的
に契約締結後の売上予測を窺い知るのに資する情報であると位置づけることができる。よ
って、ジーが契約内容をしっかりと理解して契約を締結するのに必要な情報であるから、ザ
ーが提供すべき情報の範囲に含まれるべきと考える。次に、提供の難易の点からは、ザーの
チェーンのこれまでの契約締結店舗数などの情報は、将来の事柄ではなく過去の客観的な
事実なのだからその提供は容易であろう。また、こうした情報はザーしか保有していないも
のといえるので、ジーの事業経験の多寡に応じて提供の是非を決することができる情報も
ない。以上の各点から、ザーのチェーンの健全性を窺い知ることを可能にする情報は一律に
ザーに提供を義務付けるべきであると考える。なお、「予測」の要素を含まないために、裁
判所が、ザーが提供した情報の内容が真実か否かの判断も容易に行えるであろうから、誤っ
た情報が提供された場合にはザーの義務違反を認めやすいというメリットがある627。 
なお、このほかには、リカリが「必要な事実」という概念から提供すべき情報を分析し、
フランチャイズ契約から生じる義務はノウハウの伝達義務であることから、ザーのノウハ
ウに関する情報の提供を義務付けていたのは興味深い。フランチャイズ契約から生じる義
務から提供すべき情報を分析するという視点は、これまでのわが国の議論にはほとんどみ
られなかったものといえるのではないだろうか628。 
 
第3款 情報提供義務違反の法的構成について 
 次に情報提供義務違反の法的構成につき、フランス法の検討から得られた示唆をもとに
私見を述べたい。叙述の順序としては、まず、ザーの情報提供義務違反による契約無効の判
断要素の議論から入り、次いで合意の瑕疵、とりわけ錯誤の日本法における活用可能性を考
察する。 
 
（1） 情報提供義務違反による契約無効の判断要素について 
 すでに見てきたとおり、わが国では、ザーの情報提供義務違反を保護義務違反等に基づく
損害賠償として処理している。そして、ジーの事業経験等の諸要素はザーの責任を認めた後
の過失相殺の段階で斟酌されている。対して、フランスでは、ザーの情報提供義務違反を合
意の瑕疵による契約無効で処理するのが定着している。ジーの事業経験等の諸要素は合意
の瑕疵による契約無効の許否の段階で斟酌されているが、そうした諸要素の中でも、次に述
べる要素は示唆的であるといえる。すなわち、情報の提供から契約締結までの期間という要
素である。この要素が考慮されるのは、フランスでは L.330-3 条 4 項が情報の提供は契約
                                                     
627 小塚荘一郎「フランチャイズ契約と説明義務」判タ 1178 号 175 頁。 
628 リカリの議論とは異なると思われるが、わが国では小笠原奈菜准教授が契約締結前および契約締結後
のザーの情報提供義務につき、混合契約としての「契約の性質」という観点から、同義務の内容について
分析されている（小笠原奈菜「フランチャイズ契約における情報提供義務と『契約の性質』」法政論集
（山形大学）第 51・52 合併号 1 頁（2011 年））。 
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への署名に先立つ最低 20 日前と具体的に規定しているからであろう。この点、確かにわが
国でも小振法 11 条が「あらかじめ」と情報を提供すべき時期を定めてはいる。しかし、小
振法 11 条はこのようにしか規定していないことから、これを素直に読めば契約締結の直前
でもよいことになってしまう629。フランス法で判断要素とされていた、情報の提供から契約
締結までの期間という視点は、これまでのフランチャイズ契約締結過程における情報提供
義務の議論で明示的に考慮されてきていたとは言い難いのではないだろうか630。 
 思うに、第 2 部第 2 章で検討した諸要素のうち、ジーの事業経験と情報の提供から契約
をするまでの期間の各要素は、わが国においてもフランスと同様にザーの情報提供義務違
反を合意の瑕疵によって処理する場合に重要視すべき要素ではないだろうか。なぜならば、
事業経験が皆無ないしは僅少なジーであればザーから提供された情報の影響を受けやすい
ので、情報の提供を受けてからの熟慮期間が設けられなければ、きちんと客観的に契約内容
を把握するのは困難になるといえるから、ジーの合意の保護のためにザーに情報提供義務
を課した意義を没却しかねないからである。したがって、裏返せば、契約締結の数か月前か
ら交渉を続けており、ザーのチェーン下にある他のジーのもとで研修を受けていたような
場合には、ザーに情報提供義務違反があったとしても、それによってジーの合意に瑕疵が生
じていたとはいえないだろう631。 
また、事業経験に関しては、これがあればジーはザーから提供された情報を精査し、契約
締結の是非を適切に判断することが期待できるといえる。たとえば、洗車場のフランチャイ
ズ契約に関して、「原告（ジー：筆者注）は、和歌山県内でガソリンスタンドを 5 店経営し、
本件店舗と近接する場所でもガソリンスタンドを経営して、ガソリンの販売のほか、洗車機
を設置した洗車事業も行っていたのであるから、本件店舗周辺で洗車の需要がどの程度あ
るかを把握し得る立場にあり、被告（ザー：筆者注）が提供した本件立地診断評価表及び本
件シミュレーションの内容を検討、吟味することがある程度可能な知識と経験を有してい
たと認められる。したがって、原告は、被告が行った収益予測が的確なものであるか否かに
                                                     
629 この点、日本フランチャイズチェーン協会（JFA）が定める JFA 開示自主基準には、契約の締結はザ
ーによる説明が終わってから 7 日間の熟慮期間を置いてから行うようにとあるが、この自主基準は JFA に
加盟するザーにのみ適用されるものであるので、実効性の面で疑問がある。また、7 日間という期間は、
多額の初期投資を伴うフランチャイズ契約の特性を考えると、熟慮期間として十分な期間が確保されてい
るとは言い難い面がある。さらに、JFA は正会員と準会員を合算しても 110 社に満たず、業界全体からす
れば組織率は 9％に達していないという（中村昌典「日本のフランチャイズの現状と課題」自由と正義 65
巻 3 号 46 頁）。したがって、いくら JFA 開示自主基準で 7 日間の熟慮期間を設けていても、実効性ある
規制を実現できているとは言えないであろう。 
630 ただし、これまでも、金井高志弁護士は、上記の JFA 開示自主基準の熟考期間について指摘されてい
る（金井高志「フランチャイズの紛争例と業界団体の取組」自由と正義 65 巻 3 号 51 頁）。また、北野弘
久「『フランチャイズ規制法要綱』の発表」法律時報 82 巻 3 号 83 頁では、契約締結の日の 1 か月までに
情報を記載した書面の交付を義務付けたフランチャイズ規制法要綱が発表されている。 
631 V. CA Paris, 16 nov. 2006, Juris-Data no 322715. 
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ついて疑問を持ち、その数字の正確性や合理性を慎重に吟味することが可能であったはず
である。」とされ、事業経験を有するジーであればザーの情報を精査することが可能な旨指
摘したものがある632。したがって、ジーが事業経験を有する場合には契約の無効が認められ
るのは難しくなるだろう。 
 
（2） 合意の瑕疵（詐欺・錯誤）のわが国における活用可能性 
 続いて、わが国において、ザーの情報提供義務違反、とりわけ誤った売上予測に関する情
報を提供された場合における合意の瑕疵の活用可能性につき、詐欺と錯誤に分けて考えて
みたい。 
 
① 詐欺の活用可能性 
結論から述べると、フランス法の考察から得られた示唆をもとに、わが国において詐欺の
活用可能性を論じるのは難しいと思われる。フランスの L.330-3 条 1 項は「契約内容をよ
く知った上で契約上の義務を負えるような誠実な情報が記載された文書を提供しなければ
ならない。」と規定しザーの情報提供義務を法定するが、これはジーの瑕疵のない合意を要
請するものである。したがって、L.330-3 条の上記文言は民事上の効果の発生を企図した文
言であるということを意味し633、民法典の錯誤や詐欺による無効という民事上の効果を導
くものであるとされる634。また、このように L.330-3 条によって情報提供義務が定められた
ことで、ザーの沈黙（＝情報提供義務違反）が詐欺を構成し得ることとなった。そうしたこ
とから、フランスにおいては、ザーの情報提供義務違反に対して詐欺（とりわけ詐欺的沈黙）
がひろく活用されているのであろう。 
翻ってわが国においてザーの情報提供義務を定めた小振法を見てみると、ザーが小振法
のこの義務に違反したときには、同法はジーが錯誤あるいは詐欺を主張するための根拠を
提供することになるという635。しかし、その一方で、小振法は行政的取締法規であることか
ら、ザーの不十分な情報提供のためにジーが損害を被った場合の私法上の救済として実効
性を有するとは言い難いとの指摘もある636。また、小振法には、L.330-3 条第 1 項の上記文
言に相当する私法上の効果の発生を企図した文言が存在しないことから、同法違反を理由
に民事上の責任をザーに課すのは難しいのではないか。こうしたことから、日仏ともにザー
の情報提供義務を定めた立法は存在するものの、フランスで行われている L.330-3 条に関
                                                     
632 大阪地判平 22・5・12 判時 2090 号 50 頁。 
633 かかる点につき、小塚・前掲註（46）「フランチャイズ契約論（4）」114 頁をも参照。 
634 V. G. Virassamy, supra note 87, no 26 ; J.-P. Clement, supra note 88, p.291. 
635 川越・前掲註（41）40 頁、山口純夫「フランチャイズ契約」法律時報 62 巻 2 号 32 頁。 
636 宮下修一「契約関係における情報提供義務（10）」名古屋大学法政論集 203 号 352 頁（2003 年）。 
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する前記の方法をわが国の小振法に持ってくることは困難ではないかと思料する637。 
 
② 錯誤の活用可能性 
以上の詐欺に対して、錯誤についてはその活用可能性があるのではないかと考える。以下
では、フランス法においてなぜ収益に関する錯誤が契約の無効原因となるとされたのかと
いう点につき焦点を当てて私見を述べてみたい。 
 
a. 契約の“目的” 
フランス錯誤論では、価値に関する錯誤は本質的性質に関する錯誤ではないので契約の
無効原因とはならないとされてきた。こうした立場を示したのが 2005 年判決である。すな
わち、2005 年判決では収益の獲得は契約の一方当事者にとっての目的に過ぎず、「契約の領
域」に取り込まれていなかったがゆえに、獲得できる収益に関して錯誤が存在しても、かか
る錯誤は価値に関する錯誤であって本質的性質に関する錯誤とはならないとされた。こう
した伝統的な理解に対して、2011 年判決および 2012 年判決では、収益に関する錯誤が本
質的性質に関する錯誤を構成し得ると判示したことから、学説上大きな議論を巻き起こし
た。そうした両判決において、なぜ収益に関する錯誤が無効原因とされたのかを考えるにあ
たって重要な点が、収益獲得の可能性を提供する契約としてのフランチャイズ契約という
特性である。すなわち、フランチャイズ契約は、ザーの提供するノウハウや商標等を利用す
ることでジーに収益の獲得可能性を付与するという特性を有する。つまり、フランチャイズ
契約は“金銭を生み出す契約”という特性を有するので、収益の獲得が両当事者の契約の目的
となり、これが「契約の領域」に取り込まれるのである。したがって、フランチャイズ契約
                                                     
637 もっとも、わが国においてザーの情報提供義務違反が問題となるのはもっぱら売上予測に関する情報
であって小振法規定の情報についてではない。そこで、売上予測に関する情報につきわが国における詐欺
の活用可能性を考えれば、ザーにかかる予測を提供すべき積極的な義務（積極的情報提供義務）が存在す
ることが前提となるべきであろう。というのは、ザーに売上予測に関する情報を提供すべき義務がないと
なれば、予測の不提供があったとしてもそれが欺罔行為とはならず、その結果、詐欺的沈黙を問われるこ
とはないからである。本文で述べたように、ジーに事業経験がない場合にはザーが売上予測に関する情報
を提供すべき義務を負うものと解した上で、次のように考えることはできないだろうか。すなわち、ジー
に事業経験がないときには、それゆえにジーのかかる予測の非保有（ないしは取得困難性）が認められ、
またジーの契約締結の意思決定に重要なものであると知りながら誤った売上予測に関する情報を提供した
ときには、ザーの詐欺の故意を推定することができるのではないか（以上の点につき、横山・前掲註
（39）135 頁の議論を参照）。 
ただし、ザーの売上予測に関する情報を積極的に提供すべき義務の存在を否定しても、セールストーク
の枠を逸脱し、ザーが欺罔の意思をもって誤った説明をした場合には当然詐欺が成立しよう（かかる点に
つき、近藤充代「コンビニ・フランチャイズ訴訟の新たな展開と課題」丹宗暁信・小田中聰樹編『構造改
革批判と法の視点』（花伝社、2004 年）208 頁参照）。ザーがジーに対して故意に虚偽の情報を提供して
契約を締結させたものではないと述べた裁判例として「創庫生活館事件」がある（静岡地判平 20・10・
27 判例集未搭載）。 
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では収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤となり、契約の無効原因になり得るので
ある。 
かくして、収益に関する錯誤による契約の無効というフランス法で採られた方法を示唆
として日本法の議論においても参照とするならば、日本法においても、まず、フランチャイ
ズ契約の有する特性を考察・解明するのが不可欠の作業となろう。もう少し具体的に言えば、
フランチャイズ契約を他の類似する契約と区別し得る、同契約に特有の目的（≒本質的性質）
とは何かを考察する必要があるのではないかということである。この点に関しフランスの
議論では、フランチャイズ契約ではザーの給付であるノウハウ等はジーが収益を獲得する
ために提供されるものなので契約の直接的目的を構成し、そのため収益に関する錯誤は合
意に影響を与えない錯誤ではなく本質的性質に関する錯誤になるとする638。このように解
することによって、契約を締結にあたっての動機である収益の獲得可能性を意思表示（契約）
の内容に取り込むことが可能になり、収益が上がらずに店舗を閉めることになったジーに
錯誤無効による救済という手段を与えることができるのではないかと考えている。 
ここで、わが国の判例の状況に目を転じてみると、ザーの提示した売上予測に関する情報
を信頼し契約を締結しても、売上予測は意思表示の内容とはならず、意思表示を導くための
動機に過ぎないとされている639。たとえば、「ローソン千葉事件」では、「被告ローソンが数
値（売上予測のこと：筆者注）に関しては保証しておらず、数値が変動することは」ジーに
おいても「理解していたものということができるから、意思表示の要素に錯誤があったとい
うことはできない」とされ、錯誤無効の主張を斥けている640。またある裁判例でも、「一定
の受注の確保が本件各契約の要素になっていたことを認めることはできず、この点におい
て原告ら（ジー：筆者注）に錯誤があったとしても、せいぜい動機の錯誤が問題となり得る
にすぎないと解される。そして、原告らが、一定以上の受注量が確保されるということを、
本件各契約に係る意思表示の内容として表示したと認めるに足りる証拠はない」として、ジ
ーからの錯誤無効の主張を認めなかった641。 
しかし、思うに、フランスにおける議論をもとに、わが国においてもフランチャイズ契約
の目的とは収益の獲得可能性をジーに与えることにあると解することで、収益の獲得可能
性をフランチャイズ契約の内容に取り込み、収益を上げられなかった場合に錯誤無効を認
められると考えることはできないだろうか。もっとも、このように考えるにあたっては、収
益の獲得可能性は契約の動機ではないと言えなければならず、その検討は慎重を要するべ
きものである。わが国の裁判例は、先述の「ローソン千葉事件」のように収益の獲得可能性
                                                     
638 かかる点につき、とりわけジェニコンの議論を参照（Th. Genicon, supra note 422, p.67-68.）。 
639 日本弁護士連合会消費者問題対策委員会編『フランチャイズ事件処理の手引』（民事法研究会、2012
年）101‐102 頁。 
640 千葉地判平 13・7・5 判時 1778 号 98 頁。 
641 東京地判平 25・3・15 LEX/DB 文献番号 25511713。 
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はこれを保証したような場合を除いて、ジーの意思表示の要素に錯誤があった場合とはい
えないと述べている。そこで、この私見を彫琢するには、いかなる法的な顧慮によって契約
における動機は契約の内容とされるのか（動機の契約内容化）に関するわが国の研究が参考
になるのではないかと考えている642。フランチャイズ契約の特性を前記のように考えるこ
とができるならば、まさに動機であるはずの収益の獲得が契約の内容に取り込まれている
と考えることができるのではないだろうか。以下、試論の域を出ないものであるが、そのよ
うに考えられることの理由を述べる。 
まず、そもそもとして、ジーはザーのノウハウや商標等の給付を用いて収益を獲得できる
と考えるからこそ、フランチャイズ契約を締結するのである。その収益の獲得のためには事
業開始前の多額の投資を伴うが643、ジーは上記給付を用いて事業を継続する中でこうした
先行投資を回収できるぐらいの収益を獲得できると考えるからこそ、フランチャイズ契約
を締結するのである。したがって、先行投資の回収のためにもザーの給付は収益の上がるも
のでなければならないといえる。そして、ジーが事業を継続し収益を上げ続けることは、ロ
イヤルティの支払いを受けるザーにとっても利益となることである644。後者の点はルケッ
トの協働契約論にも通じるところがあるが、こうしたジーのみならずザーの収益の獲得と
いうフランチャイズ契約の目的に照らせば、ザーの給付は収益獲得の可能性を与えるもの
でなければならず、またその収益獲得の可能性をジーに付与するというのが同契約の本質
となるといえるのではないか。 
かくして、収益の獲得はフランチャイズ契約においてはジーの単なる動機ではなくザー・
ジーの両当事者において前提とされた契約の目的を構成し、契約の内容に取り込まれてお
                                                     
642 本文で述べた私見に対して極めて有益な示唆を与え得る先行研究として、たとえば、森田・前掲註
（39）「『合意の瑕疵』の構造とその拡張理論（1）」22 頁以下、同「民法 95 条（動機の錯誤を中心とし
て）」広中俊雄・星野英一編『民法典の百年Ⅱ 個別的観察（1）総則編・物権編』141 頁以下（1998
年）。森田教授は動機に関する錯誤を理由に無効が認められるための基準として、単に動機が表示された
だけでは不十分であり、その動機が契約の内容に取り込まれる必要があると述べる。そして、動機の表示
はその契約内容化を導く判断要素の 1 つに過ぎずそれ以上の意義を持たないとする。同じく、鹿野菜穂子
「保証人の錯誤‐動機錯誤における契約累計の意味‐」小林一俊博士古稀記念論集編集委員会編『財産法
諸問題の考察』（酒井書店、2004 年）135 頁、同「動機の錯誤の法的顧慮における内容化要件と考慮要
素」森征一・池田眞朗編『内池慶四郎先生追悼論文集 私権の創設とその展開』（慶應義塾大学出版会、
2013 年）227 頁。また、湯川・前掲註（46）においては、契約における動機の保護という視点から、フ
ランチャイズ契約において収益の見込みという動機を契約内容に取り込むことができるかにつき詳細な考
察がなされている。 
643 たとえば、製菓業のフランチャイズであるシャトレーゼの場合、開業費用として総額 3800～4800 万
円の費用を要する（シャトレーゼ HP〔https://www.chateraise.co.jp/franchise/about〕参照。2017 年 11
月 24 日最終閲覧）。 
644 かかる点についての指摘につき、高田・前掲註（29）400 頁以下、馬場圭太「フランチャイズ契約の
特性と契約終了の判断構造」浦川道太郎先生、内田勝一先生、鎌田薫先生古稀記念論文集編集委員会編
『早稲田民法学の現在』（成文堂、2017 年）486 頁を参照。 
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り、ゆえに収益に関する錯誤は要素の錯誤となり得ると考えることができるのではないか
と思料する。このように理解することで、「ローソン千葉事件」のように収益の獲得につき
ザーが保証していなかったとしても、保証の有無に関係なく収益の不獲得があれば要素の
錯誤による無効が認められ得るのではないだろうか645。もっとも、以下で述べる錯誤無効の
判断要素に照らして、ジーの錯誤が重過失により生じたものであるといえる場合には、錯誤
無効は認められないことになる。 
 
b. 錯誤無効の判断要素 
次に、フランチャイズ契約においては収益の獲得可能性が契約の本質と考えることがで
きたとしても、収益の欠如が認められればただちに錯誤無効が認められるわけではない。
2011 年判決では、錯誤無効が認められるために考慮される要素として、予測と実際にジー
が獲得した収益との乖離の程度、早期に裁判上の清算に至ったことという点が示された（積
極的判断要素：それがあると錯誤無効が認められる）。また、2012 年判決において、ジーの
店舗経営にフォートが存在しないことという点が付加された。さらに、ジーの事業経験の有
無も判断要素として斟酌されるとする（消極的要素：それがあると錯誤無効は否定される）。
そして、これら要素のうち、予測と実際の数値との乖離は、ザーの給付（ノウハウ等）の適
格性（aptitude）の不存在の有力な徴憑となるが、とりわけ早期の裁判上の清算という事実
は、そのことを如実に示すものである（一般的に収益があるのであれば店舗が潰れることは
考えられないため）。 
もっとも、上記の判断要素のうち、予測と実際の数値との乖離については、これが判断要
素とされるということは、ザーから売上予測に関する情報を提供されなかった場合には収
益に関する錯誤は認められないのかという疑問が生じるかも知れない。こうした疑問には
次のように応接できるだろう。すなわち、フランチャイズ契約では収益の獲得可能性を付与
する契約というのがその本質となるので、収益の不獲得という事実があれば、ザーが予測を
提供したか否かに関係なく収益に関する錯誤を理由に契約の無効が認められ得る。つまり、
ザーの売上予測に関する情報はザーの給付の適格性の有無を判断する要素に過ぎず、予測
が提供されない場合であっても錯誤無効が認められることがあるということである646。 
しかし、そうなると、ザーは売上予測に関する情報を提供していなくても、ジーからの錯
誤無効のリスクを抱え込むことになる。これは、ともすると、ジーの事業の失敗をザーが一
                                                     
645 なお、鹿野教授は、動機の錯誤が問題となった判例を分析した結果、相手方から虚偽の説明があり、
その説明を信じたことが契約の締結に決定的な原因となった場合には、動機の契約内容化が認められる傾
向にあるとされる（鹿野・前掲註（642）「動機の錯誤と法的顧慮における内容化要件と考慮要素」249
頁）。この鹿野教授の指摘をフランチャイズ契約にも敷衍し、ザーが誤った売上予測に関する情報を提供
してそのためにジーが契約を締結してしまった場合にも同様に考え、こうした場合には収益の獲得が契約
内容化したと解することができるのではないか。 
646 V. N. Dissaux, supra note 406, p. 2083. 
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方的に負担することまでも首肯しかねないことになる647。こうした帰結は、取引安全の保護
を思考することがともすると事業者の一方的保護につながりかねない消費者契約の場面に
おいては一定程度受容できるかもしれない648。しかし、あくまでもフランチャイズ契約は自
己責任の原則が妥当する事業者同士で締結される契約であるというのがわが国の裁判所の
理解するところである649。したがって、一口に事業者とはいってもジーの属性には多様なも
のがあるが、店舗経営の失敗を一方的にザーに転嫁してしまうような帰結は認められない
であろう。 
そこでとりわけ考慮されるべき要素が、ジーの店舗経営におけるフォートの不存在であ
ろう。すなわち、ジーの店舗経営における態様650を他の諸要素（予測と実際に数値との乖離
等）と併せて斟酌することで、ジーの合意の保護とザーの取引安全とのバランスを図ること
ができると考えている。たとえば、ジーがザーからの経営指導を受け入れないで独自の経営
路線を追求した結果、店舗経営に失敗したような場合651には、たとえ予測と実際の収益との
間に著しい乖離が存在したとしても、ジーに重過失ありということで錯誤無効の主張は認
められないだろう。また、ザーの予測した数値を達成できなかったのはジーの経営の仕方に
由来するものであったとされた裁判例があるが652、これもジーの店舗経営における態様が
                                                     
647 V. D. Mainguy : JCP éd. E, no15 2013, p.1200. 
648 伊藤進「錯誤論」椿寿夫・伊藤進『山本進一教授還暦記念 法律行為論の現代的課題』（第一法規、
1988 年）55 頁。 
649 たとえば、東京高判平 11・10・28 判時 1704 号 65 頁[マーティナイジング事件控訴審判決]では、ジ
ーは「単なる末端消費者とは異なり、自己の経営責任の下に事業による利潤の追求を企図する」存在であ
ると述べ、ジーの事業者性を指摘する。また、ジーは独立した事業者であるからこそ、自己に利益・損失
が帰属し、それゆえに売上の向上や損失の最小化に関する決定権・判断権が認められるものであると指摘
することもできる（遠藤・前掲註（10）81 頁）。 
しかしながら、事業経験が豊富な者もいれば、反面で脱サラをして始めた者のように、これまで事業経
験を有していない者がいたりと、ジーには様々な属性を有する者が存在する。そこで、学説においては、
ジーを消費者類似の存在としてみるものは少なくない。たとえば、本間重紀・山本晃正・岡田外司博編
『コンビニフランチャイズはどこへ行く』（花伝社、2001 年）19 頁、山下友信「批判」商法（総則・商
行為）判例百選（第 3 版）別冊ジュリ 129 号 217 頁、本間重紀「コンビニの光と影―コンビニ契約の本
質―」歴史地理教育 1999 年 2 月号 29 頁、半田・前掲註（11）9 頁、近藤・前掲註（621）25 頁以下。 
650 売上予測に関する情報とジーの店舗経営との関係性について論じるものとして、木村義和「フランチ
ャイズ契約締結準備段階におけるフランチャイザーによる売り上げ収益予測情報とフランチャイジーによ
る店舗経営」法経論集（愛知大学）170 号 59 頁以下（2006 年）がある。 
651 名古屋地判平 10・3・18 判タ 976 号 182 頁[飯蔵事件]。本判決では、ザーの情報提供義務違反を認め
た過失相殺の段階で、「原告（ジー：筆者注）は、被告（ザー：筆者注）の指導援助を必ずしも受け入れ
ず、また独自の経営路線を追求しながら、自分が雇った店長と確執を生ずるなど、独自の経営がかえって
うまくいかなかったことが窺える」「本件店舗の経営とその破綻については、原告も相当の責任を負って
いる」と述べている。 
652 大阪地判平 22・5・27 判時 2088 号 103 頁[ニコニコキッチン事件]。 
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評価されたものといえよう。なお、従来、わが国においてはジーの店舗経営における態様は
ザーの責任を認めた後の過失相殺の場面で考慮されてきたといえるが653、収益に関する錯
誤による無効においては錯誤無効の成否の段階でこれを考慮することになる。 
また、フランスの判例を検討したところ、ジーの事業経験を考慮することで、素人同然の
ジーについては錯誤無効が認められやすくなる一方で、経験豊富な事業者であるジーにつ
いては無効が認められにくくなる傾向にあるといえる。これは、ジーに事業経験があれば
（たとえば、ザーと同種の事業経験を有する場合や、これまで店舗経営をしてきた場所と同
じ場所で経営を行う場合）、当該事業を行うことでどの程度の収益を見込めるのか推測する
ことが可能であるという理解に基づいているものといえると思われる。したがって、ジーの
事業経験を錯誤無効の肯否で斟酌することもまた、ジーの保護とザーの取引安全とのバラ
ンスを図るファクターとして機能することになろう。 
 
c. ザーの情報提供義務違反と収益に関する錯誤 
ここでまたフランス法に視点を変えると、前記のように、フランス法においては、フラン
チャイズ契約では収益の獲得可能性が「契約の領域」に取り込まれることにより契約の本質
的性質を構成するので、ザーの情報提供義務違反の有無とは関係なく錯誤無効が認められ
ることになる654（ザーが提供した誤った予測数値は、あくまでも錯誤無効を認めるか否かの
判断要素の 1 つに過ぎない）。しかし、そうなると、ザーとしては売上予測に関する情報は
L.330-3 条に基づき提供すべき情報とはされていない以上、敢えて売上予測を提供すること
でジーから錯誤無効を主張されるというリスクを自ら作り出すよりは、提供しないほうが
得ということになる（売上予測に関する情報を提供してしまえば、ザーは自ら錯誤無効の判
                                                     
653 前掲の「飯蔵事件」以外でジーの店舗経営における問題点を指摘して過失相殺を行うものとして、本
文で取り上げた「ローソン千葉事件」判決がある。本判決では、ジーが夜間にしか店舗に入らなかった
り、商品の発注を適切に行っていなかった点などを考慮し過失相殺を行っている。 
654 なお、ザーが誤った売上予測を提供した場合には、当然に錯誤無効の主張が認められてよいと考え
る。すなわち、投資取引における錯誤の活用可能性の文脈においてではあるが、平野教授は、「過失で誤
った情報を提供したなど、顧客の勘違いが、もっぱら事業者の帰責事由により惹起された場合には、相手
方事業者は契約を無効とされても酷ではないし、そのようなサンクションが待っているということになれ
ば、取引の際の当事者の行為義務の規律も適切になされるものと思われる」と述べている（平野裕之「投
資取引における被害者救済法理の相互関係について(2)-投資取引における事業者の情報提供義務-」法律論
叢（明治大学）72 巻 2・3 号 120 頁（1998 年））。つまり、故意が存在せず詐欺の成立が認められないよ
うな場合であっても、不十分な情報の提供が原因で契約相手方が誤解して契約をしてしまったという点に
着目し、錯誤の活用可能性を提唱するものである。こうした見解はフランチャイズ契約にも同様に当ては
まると考えるからである。すなわち、ジーの錯誤がザーの誤った情報に起因する場合には、ザーは契約の
無効を主張されても酷ではないし、そうした制裁が課されるということになれば、取引における当事者の
行為義務の規律も適切になされることになると考えられる。なお、脚注 645 で述べたように、ザーから誤
った売上予測に関する情報が提供された場合には、動機である収益の獲得可能性が契約内容化したとして
錯誤無効で処理することも可能であると考える。 
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断要素を与えてしまうことになるため）。そのように考えると、2011 年判決の登場によって、
ジーからすれば、収益に関する錯誤による無効という救済手段を与えられた一方で、契約を
するための決定打となる売上予測に関する情報の提供を受けられなくなるという、いわば
痛し痒しの状態に置かれることにもなると考えられはしないだろうか。 
このような状況は、わが国においても小振法等関連法令によりザーは売上予測に関する
情報の提供を義務付けられていないので同様に考えられることである655。 
ジーが売上予測に関する情報を提供されない可能性があるというそうした状況において、
ジーの保護の観点から考えられる最善の方策としてディソーの提言が興味深い。すなわち、
彼によれば、事業経験のない素人のジーに対して、ザーが予測の作成を支援してやることが
ジーの保護につながるのだという。つまり、収益に関する錯誤によって契約を無効にされか
ねないという脅威（menace）は、ザーに対して、事業経験のない素人のジーが過度に楽観
的な予測を信頼して契約を締結しないように確認させるように仕向けることになるのでは
ないかと推測する。そうして、ディソーは、2011 年判決の登場によって、情報提供義務か
ら警告義務（devoir de mise en garde）へと議論がシフトしていくだろうとする656。こうし
た見解はザーとジー双方で売上予測を作成すべきとした先述ロワールの見解と類似するも
のであるが、そのようなディソーの見立てが正鵠を射ているのであれば、2011 年判決の登
場によって、フランチャイズ契約の危険性を警告するように情報提供義務の内容ないし位
置づけが変質しているということになるのではないだろうか。そのように解することがで
きればわが国の議論にも非常に興味深い視座を提供してくれようが、2011 年判決は比較的
近時のものであるので、かかる点に対する確答を得るにはまだ議論の変遷を見守る必要が
あろう。 
 
第4款 私見のまとめ 
 最後に、まとめとしてここまでの私見を概括する。 
 
（1） ザーの情報提供義務の内容 
                                                     
655 経済産業省・前掲註（10）19 頁以下によると、約 15％のザーは売上予測に関する情報を提供しない
という。そして、予測を提供しないザーのうち約 11％は、予測を提供することでジーとの紛争を生じさ
せる危険性を生み、メリットがないということを理由に挙げる。また、金井高志弁護士は「コンビニの本
部をはじめとして、売上・収益予測に関する情報を提供しない本部も少ない」とされる（金井・前掲註
（630）51 頁）。 
 フランスにおいても、上記のようなリスクを回避するために、売上予測に関する情報を提供するザーは
減ってきているとの指摘がある（M. Kahn, supra note 50, p.39.）。また、実際に、売上予測の作成はジー
の義務としてザーが提供しなかった事例もみられる（Cass. com., 5 janv. 2016, pourvoi no 14-15710, no 14-
15702, no 14-15.705）。 
656 N. Dissaux, supra note 416, p.3055. 
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ザーの情報提供義務の内容に含まれるべき情報とは、ジーの契約締結の判断、とりわけ契
約を締結して収益を獲得できるかの判断にとって重要な情報ということになり、そこには
法定の情報以外の情報も当然含まれることになる。もっとも、売上予測に関する情報は一律
に提供されるべきと解するのではなく、ジーの事業経験の多寡に応じてその是非を判断す
べきであり、事業経験を有しない素人のジーの場合にはザーがその提供をすべきであると
考える。したがって、私見は売上予測に関する情報の提供をジーの属性に応じて考慮するも
のである。 
売上予測に関する情報以外の情報については、フランチャイズ契約は収益を獲得するた
めの契約であることを考えると、サンクス事件判決では否定されたものの閉店店舗数や、
R.330-1 条が定める直近 2 年間の年次計算書類、契約の前年中にチェーンを抜けた企業数の
リストといった情報は提供が求められてしかるべきである657。こうした情報は、契約締結後
にどの程度の収益を獲得することができるのかを間接的に判断するのに資する情報であり、
チェーンの健全性を測る指標となり得るので、ジーの契約締結の判断に重要な影響を与え
る情報だからである。 
なお、フランチャイズ契約の性質から提供すべき情報を考え、ノウハウに関する情報をザ
ーの情報提供義務の内容に含ませるべきとの見解は興味深いものがある。ノウハウはジー
の収益獲得に直結するものであるので、ノウハウに関する情報は契約締結にとって重要な
要素といえる。しかし、ノウハウは、その秘密管理、有用性、非公知性の 3 要件を満たす場
合、不正競争防止法上の営業秘密（2 条 6 項）に属するとされる場合もあり658、またひとた
び公開されてしまえば財産的価値が著しく低下してしまうことから659、ザーに対してその
提供を実際に行わせるのは困難な場合が多いものと思われる。 
 
（2） 情報提供義務違反の法的構成 
 私見では、ザーの情報提供義務違反は合意の瑕疵（とりわけ錯誤）による契約の無効で処
理することがジーの保護に資するものと考える。合意の瑕疵の判断要素としてはジーの事
業経験と情報の提供から契約の締結までの熟慮期間の確保が重要である。とくに後者の要
素に関しては、ザーからの情報提供を受けてジーが契約内容をきちんと理解して契約をす
るためには欠かせない要素であるといえる。したがって、合意の瑕疵の成否においてはかか
る点も考慮されるべきである。 
 その合意の瑕疵の活用可能性であるが、詐欺よりも錯誤のほうが日本法にとって示唆的
                                                     
657 かかる点につき、北野・前掲註（630）82 頁では、フランチャイズ規制法要綱の中でザーが提供すべ
き情報として、フランチャイズ事業者の直近の 3 事業年度の貸借対照表および損益計算書またはこれらに
代わる書類、直近の 3 事業年度における加盟者の店舗の数の推移に関する事項を規定している。 
658 千野直邦『営業秘密保護法』（中央経済社、2007 年）132 頁。 
659 佐藤孝幸『実務契約法講義』（民事法研究会、2007 年）40 頁。 
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ではないかと考える。というのは、フランスにおいてザーの情報提供義務違反に対する制裁
として詐欺が用いられるのは L.330-3 条が民事上の効果の発生を企図して制定された法文
であるところ、わが国においてザーの情報提供義務を定めた小振法は行政上の取締規定で
あるためフランス法と同様の処理をするのは困難であると思料されるからである。対して、
錯誤については、2011 年判決の登場によって、誤った売上予測に関する情報の提供があっ
た場合にジーが収益に関する錯誤を理由に契約の無効を主張することができるようになっ
た。そこで、わが国においてもジーの保護として収益に関する錯誤を用いることで錯誤の活
用可能性を検討した。 
 フランスにおける議論を検討したところ、フランチャイズ契約の目的を収益獲得の可能
性を提供する契約（＝金銭を生み出す契約）として、フランチャイズ契約の性質・特性に着
目し、収益に関する錯誤がなぜ本質的性質に関する錯誤とされたのかにつき議論がなされ
ていた。そこで、わが国においても、フランチャイズ契約の特性を鑑みることで錯誤の活用
可能性を見出せるのではないかと考え、そのための一助として動機の契約内容化に関する
わが国の研究が参考になるのではないかと考えている。フランチャイズ契約においてはザ
ーが給付するノウハウや商標等を用いてジーが店舗経営を行い、そこからロイヤルティ等
の金銭の支払いがなされる。つまり、ザーの給付を用いることでジーが収益を上げ、同時に
ザーも利益を得ることができるのである。こうしたフランチャイズ契約の特性を鑑みれば、
ザーの提供する給付は収益の獲得可能性を付与するものでなければならないといえよう。
そのように考えると、動機であるはずの収益の獲得が契約の内容として取り込まれ、その結
果、ジーが店舗経営を行っても収益を獲得することができなかった場合には錯誤無効の主
張が可能になるのではないかと考えている。このように、収益の獲得が契約の内容に取り込
まれる契約としてフランチャイズ契約を理解することができれば、ザーの情報提供義務違
反に関係なく、収益の不獲得があれば錯誤を理由に契約を無効にできるので、過失相殺のな
される損害賠償による処理よりもジーの保護に資するのではないかと思料する。 
 もっとも、ジーの店舗経営における懈怠が認められる場合には、ジーの錯誤は重過失あり
として無効の主張は認められない。また、ジーの事業経験も考慮要素として斟酌される。そ
のように解することで、ザーの取引安全に考慮しつつも、ジーの保護を図ることが可能にな
ろう。 
 
 以上の私見を綜合すると、まず、ジーの事業経験が重要な要素となろう。すなわち、事業
経験のないジーであれば、売上予測に関する情報の作成はザーが負うことになり、さらに収
益の不獲得という事態になれば収益に関する錯誤を理由とする契約無効の主張が認められ
やすくなろう。対して、経験豊富な事業者としてのジーであれば、売上予測は自ら作成する
ことになり、また、収益に関する錯誤による無効の主張も認められにくくなるといえる。こ
うした私見は、事業経験のないジーを消費者類似（消費者そのものではなく、事業者として
の性質も併せ持つ“消費者的事業者”）の存在とみなして保護しようと志向するものである。 
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 次いで重要な点となるのは、フランチャイズ契約の性質・特性として収益の獲得を目的と
する契約と措定することができるか否かであろう。なぜならば、このように解することがで
きるかどうかで、動機であるはずの収益の獲得が契約の内容に取り込まれるものと考える
ことができるかが決まってくるといえ、このことは錯誤無効が認められるか否かにも関わ
ってくるのではないかと考えられるからである。 
 
第3節 残された課題および今後の展望 
 以上、フランチャイズ契約締結過程におけるザーの情報提供義務に関するフランス法の
考察およびそこから得られた示唆をもとに若干の日本法の考察を行った。最後の本節では、
本研究に関して積み残された課題および今後の展望について述べておきたい。 
 
第１款 合意の瑕疵理論に関して 
本論文では、フランチャイズ契約の締結過程で誤った情報の提供ないしは不提供によっ
て瑕疵が生じたジーの救済として考えられる手段として、合意の瑕疵（錯誤・詐欺）の活用
可能性を検討してきた。もっとも、本論文ではザーの情報提供義務に関する範囲での合意の
瑕疵にまつわる判例および学説の整理にとどまっており、合意の瑕疵理論の研究の面で不
十分さは否めない。 
今後は、事業者間契約とされてはいるものの、契約当事者間で情報量・交渉力等の格差が
あるのが一般的なフランチャイズ契約を中心的な素材に、純粋な事業者間契約とは言い切
れないが、かと言って消費者契約とも言い難い契約（“消費者的事業者”が契約の一方当事者
となる契約）における錯誤・詐欺のあり方を模索していきたい。事業経験のないジーに象徴
されるように、その実態は消費者に近しいことから、事業者と消費者の双方の属性を有する
当事者の保護の必要性は消費者のそれと勝るとも劣らないはずだからである。確かに、これ
まで消費者契約法の類推適用でこうした者を保護する方法などが主張されてきた660が、消
費者が当事者の消費者契約に関する研究の蓄積と比較するとあまり議論されてこなかった
ように思われる。そこで、“消費者的事業者”が当事者となる契約における民法上の合意の瑕
疵の活用可能性を検討することで、形式的には事業者だが実質は消費者（に近い）といった
属性を有する者を保護できる理論を構築し、“消費者的事業者”の保護に資する研究を行って
いきたいと考えている。 
また、フランチャイズ契約における収益に関する錯誤の考察についても課題は残されて
いる。フランスでは、フランチャイズ契約の有する特性（収益の獲得可能性を付与する契約
という特性）ゆえに、ジーが収益を上げられなかった場合には収益に関する錯誤に基づき契
                                                     
660 たとえば、河上正二教授は、事業経験のないジーについては事業開始時点までは消費者の要素がある
「消費者的事業者・事業者的消費者」として扱うことで、フランチャイズ契約に消費者契約法を類推適用
して、一般法の錯誤無効による処理とは別に（またはこれと並行して）ジーの保護を図ることを提唱され
る（河上正二『民法総則講義』（日本評論社、2007 年）394-395 頁）。 
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約の無効を認める。そこで、わが国においてもフランチャイズ契約の特性をそのように考え
ることができるのではないかという理解の下、錯誤の活用可能性を論じた。しかしながら、
なぜフランチャイズ契約は収益の獲得可能性を付与する契約と考えられているのかという
問いに対する回答を十分に示せてはいない。したがって、この問いに対する解が求められる
ところ、ルケットの協働契約論を考察することでその解を導けるのではないかと考えてい
る。というのは、協働契約とは契約当事者 A の給付を契約相手方 B が使用して収益を上げ
ることで、A・B 双方がともに契約の目的である利益を獲得できるという特性を有する契約
であるが、ザーの提供するノウハウを使用してジーが収益を上げるフランチャイズ契約は、
まさにこの構図に当てはまるものである。そこで、この協働契約の枠組みからフランチャイ
ズ契約を捉えることで、フランチャイズ契約では収益の獲得が契約の内容に取り込まれる
ことの理由を示せるのではないか。協働契約論は、ジーを保護する手段としての錯誤の活用
可能性を考えるにあたり有益な視座を提供してくれるのではないかと考えている。 
 さらに、本論文では考察を行えていないが、ザーの誤った売上予測に関する情報の提供と
いう点に着目して、期待した収益を獲得できなかったジーに対して、ジーが、誤った予測（＝
外観）に寄せた信頼を契約の内容に取り込み、ジーの期待した内容に従って契約を成立させ
るという方法でジーの合意を保護することも不可能ではないだろう661。こうした相手方の
信頼に従った契約の形成という議論は非常に興味深いものがある。そこで、契約締結過程に
おいて誤った表示に寄せたジーの信頼をいかに保護すべきかという視点からの研究も進め
ていきたいと思っている。 
 
第２款 無効による原状回復に関して 
また、錯誤論によるジーの保護を考えるならば、錯誤（合意の瑕疵：詐欺をも含む）によ
る無効の効果についても検討を要する。繰り返しとなる部分もあるが、この点に関して端的
に述べると、フランスでは合意の瑕疵を理由にフランチャイズ契約が無効になった場合に
は、ザーからジーへ加盟料やロイヤルティといった既払いの金銭がなされることで原状回
復が図られる662。 
翻って、ザーの情報提供義務違反に基づく損害賠償による処理というわが国において定
着した方法をみてみると、ザーの損害賠償責任が認められても、過去の裁判例をみると、25
～40％程度の過失相殺がなされるのが一般的（さらに多いときには 50～80％もの過失相殺
がなされる）である。しかし、思うに、このような大幅な過失相殺がなされると、ジーは“ス
ズメの涙”程度の僅少な賠償しか獲得することができず、したがってやはり損害賠償による
                                                     
661 かかる点に関するフランス法研究としては、山城・前掲註（39）が極めて参考になる先行研究として
存在する。また、保険契約を素材とするものではあるが、大塚哲也「情報提供義務違反に対する救済とし
ての相手方の信頼の実現」法学政治学論究（慶應義塾大学）第 94 号 65 頁（2012 年）も参照。 
662 F.-L. Simon, supra note 49, no 221, p.158. 
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処理という方法はジーの保護・救済として果たして適切なのか問われねばなるまい。 
そこで、このような過失相殺がなされない契約の無効による処理という方法が錯誤論を採
用する実益であると考えているので、今後は契約無効による原状回復義務の具体的内容に
関してもフランス法を素材に考察を進めていくつもりである。 
 
